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1970年代における科学技術庁を中心としたテクノロジー・アセスメント施策の分析
（概要）
科学技術政策研究所　第2調査研究グループ
寺川　仁、木場隆夫、平野千博、木村　良
1　調査の趣旨
近年、研究開発によって新たに生み出され社会に適用される科学技術について、大きな期待だ
けではなく、人間・社会へのマイナスの影響が懸念されており、研究開発が経済や社会、国民生
活といった多方面に及ぼす影響について評価を行うこと、すなわち多面的な評価が必要とされる
時代となっている。
かつて1960年代後半から70年代にかけて、新たな技術開発に当たって事前にその技術がもたら
す影響の多面的評価を行う「テクノロジー・アセスメント」の概念が米国から導入され、我が国
においても公害問題などを背景に盛り上がりを見せた。このテクノロジー・アセスメントに関す
る活動は、我が国における科学技術と人間・社会の調和に焦点をおいた初めての官民あげての活
動ともいえよう。
しかし、10年足らずで、このテクノロジー・アセスメント活動は停滞していくこととなった。
本調査においては、1970年代のテクノロジー・アセスメントを巡る状況を科学技術庁の施策を
中心に調査し、ある意味で現在と共通した局面である1970年代においてテクノロジー・アセスメ
ント活動が停滞していった理由を分析することにより、、今後の科学技術と人間社会の調和を目指
す政策に向けての基礎的な資料を提供しようとするものである。
2　調査手法
（1）文献調査
1970年代に科学技術庁が行ったケーススタディーを含むテクノロジー・アセスメント関連の
報告書、書籍、雑誌、白書、国会会議録などの文献について調査した。
（2）インタビュー
1970年代のテクノロジー・アセスメント活動にたずさわられた5名の方々に対してインタビ
ューを実施した。（岸田純之助氏、松井好氏、近藤悟氏、大澤弘之氏、越川文雄氏）
3　調査結果
（1）米国におけるテクノロジー・アセスメント誕生の状況
1960年代のアメリカにおいては環境問題の深刻化、都市間題、固形廃棄物の増加、天然資源
の不足などが目立ちはじめ、宇宙、原子力、軍事などのビッグサイエンスへの国家支出が増大
した結果、その適切なマネジメント、コントロールにも関心が向けられつつあった。
このような状況の中、米国下院の科学宇宙委員会の科学研究開発小委員会は1966年に技術革
新の直接、間接の影響を調査し、新しい科学技術がもたらす利益だけではなく、それが持って
いる危険性に着目した報告書を作成した。この報告書において「テクノロジー・アセスメント」
という用語が最初に用いられた。
その翌年の1967年に議会に直属するテクノロジー・アセスメント委員会を設置することなど
を内容とする「テクノロジー・アセスメント法案」が下院に提出され、何度か提出し直され修
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正が加えられた結果、1972年10月に成立した。これに基づき議会に直属するテクノロジー・ア
セスメント局（OTA）が設置された。（OTAは1995年に廃止）
表－1　テクノロジーアセスメント関連の主な経緯
年　　　　月 事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項
1966年
1969年11月
1971年　4月
4月
1972年10月
1973年1月
4月
10月
1980年3月
1984年3月
1995年
米国議会、下院科学宇宙委員会の科学研究開発小委員会の報告書において、初
めて公式に「テクノロジー・アセスメント」という用語が使われる。
（社）科学技術と経済の会が派遣した産業予測特別調査団が訪米し，我が国に
テクノロジー・アセスメントの概念を紹介。
科学技術会議，第5号答申において科学技術政策のあらゆる機会を通じてテク
ノロジー・アセスメントを導入する必要性などを指摘。
科学技術庁、計画局にテクノロジー・アセスメント総合検討会を設置。事例研
究に着手。
米国において、議会にテクノロジー・アセスメント局（OTA）を設置すること
などを内容とするテクノロジー・アセスメント法が成立。
工業技術協議会テクノロジー・アセスメント部会「テクノロジー・アセスメン
トのあり方について」を報告。
産業技術審議会テクノロジー・アセスメント部会，中間報告「テクノロジー・
アセスメント推進の望ましい制度及び実施方法について」を報告。
科学技術会読総合部会テクノロジー・アセスメント分科会，「テクノロジー・
アセスメント導入にあたっての基本的考え方及び推進のための施策」を報告。
科学技術庁，「諸外国におけるテクノロジー・アセスメントの実態調査」を公
表し、テクノロジー・アセスメント関係の施策を終了。
通商産業省，「材料革命と次世代産業・技術へのインパクト分析」を公表し、
テクノロジー・アセスメント関係した施策を終了。
米国OTA廃止。
（2）我が国におけるテクノロジー・アセスメント活動の経緯
・1969年11月，米国各地の主な企業や研究機関を訪問するために（社）科学技術と経済の会が
派遣した産業予測特別調査団が初めて我が国にテクノロジー・アセスメントの概念を紹介し
た。
1971年4月、科学技術会議は内閣総理大臣からの諮問に対する第5号答申「1970年代におけ
る総合的科学技術政策の基本について」の中で、科学技術が本来人間福祉のためのものであ
ることの再認識のうえに立って政策展開を行う必要があり、科学技術政策のあらゆる機会を
通じてテクノロジー・アセスメントを導入する必要があるとした。
・　科学技術庁は、この答申が出る前から米国の文献の翻訳などを行っており、科学技術白書
でも取り上げていたが、答申が出た直後に計画局にテクノロジー・アセスメント総合検討会
を設置し、1971年度から事例研究、米国現地調査の実施などに取り組んだ。このほか、手引
書や方法論の解説書の作成、事例研究の紹介などによってテクノロジー・アセスメントの普
及を行った。
・一方、科学技術会議総合部会に設置されたテクノロジー・アセスメント分科会は、1975年
に「テクノロジー・アセスメント導入にあたっての基本的考え方及び推進のための施策」を
報告した。その中では、テクノロジー・アセスメントの手法の充実等を図らなければならな
い現状を考慮に入れると、その実施を法律によって義務づけることは適切な方策とはいえな
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いなどと述べていた。
・通産省関係では、産業技術審議会テクノロジー・アセスメント部会などがテクノロジー・
アセスメントに関する報告を行っており、これらを踏まえて工業技術院を中心に1971年度か
ら事例研究や普及活動に取り組むとともに、1974年度からは、いわゆるサンシャイン計画に
テクノロジー・アセスメントを導入した。
・科学技術庁のテクノロジー・アセスメント施策は1978年度に「わが国におけるテクノロジ
ー・アセスメントの実態調査」，1979年度に「諸外国におけるテクノロジー・アセスメント
の実態調査」を実施したのを最後に終了し、また、通産省も1980年代前半でテクノロジー・
アセスメント事例調査を終えている。
（3）科学技術庁が行った事例研究等
科学技術庁は、米国で開発されたテクノロジー・アセスメントの方法論などを参考に、1971
年度から1979年度までの9年間に14件の事例調査と2件の実態調査を実施した。ブレーンストー
ミング法、K－J法、関連樹木法、インパクト・マトリックス法などの手法が取り入れられ、そ
の結果はテクノロジー・アセスメントの普及に使用された。
4　考察
（1）当時のテクノロジー・アセスメントの定義、概念、イメージ
テクノロジー・アセスメントの定義は関係者共通のものではなかったようである。その共通
部分は、「科学技術の適用がもたらす人間、社会、自然に対するプラスとマイナスの影響を対
比し、人間福祉に貢献する方向に科学技術を誘導することを意図した評価」といったようなも
のであると考えられるが、代替手段や必要な対策を検討することや意志決定者に提示すること
を含むとするものもある。また、テクノロジー・アセスメントを評価の手段としたものもある
が、態度あるいは考え方を示すとしたものもある。
また、一般的なテクノロジー・アセスメントに対するイメージとしては、新しい技術の芽を
摘むものとの認識が根強かったと思われる。また、その手段については、科学技術庁の事例研
究にみられるような、チェックリストで影響を網羅するなどの一定のパターンがイメージされ、
そのイメージから離れることができなかった面があったと思われる。
（2）テクノロジー・アセスメント活動が停滞した理由
①　技術推進者からの反発
技術のマイナスの面だけではなくプラスの面も評価することや、マイナスの面を考えて、
必要であれば対策を検討しておくことがその技術の健全な発達にとっても有効であるという
テクノロジー・アセスメントの考え方が十分受け入れられず、テクノロジー・アセスメント
は足かせのような余計なものとして嫌われた面があったのではないか、このため、組織内に
おいても研究者、技術者の協力が得られなかったり、反発を受けたりしたのではないかと考
えられる。
②　手法への依存と手法開発の困難さ
我が国においては、テクノロジー・アセスメント手法に対する過大な期待と依存がみられ、
事例研究等によっても、必ずしも関係者を十分満足させるような手法を開発することがセき
なかったことが停滞の一因になったと考えられる。定性的なインパクトの予測はある程度成
功しているが、インパクトの定量的な評価が不十分であったと考えられる。
③　負担の大きさとメリットの不明確さ
技術開発を行う企業にとってみれば、テクノロジー・アセスメントを行うことは、かなり
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の労力、費用、時間を要するのに対し、企業の利益に直接結びつくようなメリットは期待さ
れなかった。そして公害問題の沈静化などを背景にテクノロジー・アセスメントへの関心は
薄れていったと考えられる。
④　開発者が自主的に行うテクノロジー・アセスメントの限界
我が国のテクノロジー・アセスメントは、企業などの技術開発者が自主的に実施すること
とされていたが、客観性の確保やアセスメント実施の担保などの点で課題があった。機関の
設置や義務化などのテクノロジー・アセスメントの制度化も議論されたが、普及活動などに
より社会的なコンセンサスが得られてからとの考えで先送りされ、実現されなかった。
⑤　公害問題の沈静化
テクノロジー・アセスメントの導入・普及は公害対策を多分に意識したものであったと考
えられる。公害対策関係法律が整備され、公害苦情件数も減少していくにつれ、テクノロジ
ー・アセスメントへの関心は薄れていったと考えられる。
⑥　石油ショックによる意欲低下
1973年10月、第一次石油ショックが起こり、高度成長期から安定成長期への転換が模索さ
れるとともに、技術革新が強く期待される中、公害問題の沈静化と相まって、企業には技術
開発の足かせになるともとられるテクノロジー・アセスメントを実施する動機が薄れていっ
たのではないかと考えられる。
（3）1970年代のテクノロジー・アセスメントが果たした役割
新たな技術開発は必ずしも期待しているプラスの効果だけでなく、望んでいないようなマイ
ナスの影響を社会、経済、自然環境などに対して与える恐れがあり、事前にそれらを検討して
対応策をたてるべきであるという考え方が、米国からもたらされた「テクノロジー・アセスメ
ント」という言葉によって、我が国の技術開発関係者に意識されるようになった。
また、テクノロジー・アセスメントから出発した環境アセスメントの制度化も1970年代にお
けるテクノロジー・アセスメントの果実であると考えられる。
5　まとめ
・技術開発に当たる者は、「対象技術が社会に及ぼすであろう様々な影響を予測、評価するこ
とが必要であり、その結果によっては開発方向の転換、場合によっては中止もあり得る」とい
うことを理解し、納得することが必要であると考えられる。テクノロジー・アセスメントが停
滞した原因の根底にあるものは技術推進者の反発であったと考えられるが、そのような状況で
あるならば科学技術の専門家が非専門家の信頼を得ることは難しいであろう。
・対象技術の専門家による技術の評価だけでなく、社会科学、人文科学など幅広い分野の専門
家、技術のユーザーの立場、その技術の適用によって影響を受けると予想される立場、さらに
は直接の利害関係を持たない立場の人々などによる幅広い観点からの評価の実施が必要なので
はないかと考えられる。また、その技術が社会に受け入れられるかどうかというPA（Public
Acceptance）の視点からの評価が必要と考えられる。
・様々な問題は予想されるが、国際標準化機構の環境マネジメント基準であるISO14000シリー
ズに基づく認証制度のような外在型評価システムにより、企業が実施する技術開発の事前評価
を誘導するような仕組みも検討に値するのではないかと考えられる。
「国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の在り方についての大綱的指針」における技
術開発課題の評価などが実施されているが、この評価に当たり、1970年代のテクノロジー・ア
セスメントの経験が多く生かせるのではないかと考えられる。
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図－1　我が国における主なテクノロジー・アセスメント事例研究等（官公庁中心）
資料：科学技術庁及び郵政省の事例研究については、科学技術庁『昭和55年度科学技術自書』（1
981年）から、その他の事例研究については、（財）日本産業技術振興協会『TAの有効性発
揮の条件調査』（1985年）から作成。
表－2　科学技術庁が実施したテクノロジー・アセスメントの事例研究等
年　 度 課　　　　　　　　　　　 題 年　 度 課　　　　　　　　　　　 題
1971
1972
1973
1974
・農薬 1975
1976
・合成紙の普及
・高層建築 ・海洋牧場
・CAI （コンピューター利用教育シ
ステム）
・VTOL機 （垂直離着陸機）
・ニュータウンにおける技術シス
・人工降雨
・レー ザの総合利用
1977
1978
1979
・国民生活に身近な技術課題に関す
テム るプリアセスメン ト
・測地衛星システム ・わが国におけるテクノロジー ・ア
・沖合立地方式における原子力発
電所
・ニュータウン開発計画における
技術システム （パイプライン廃
棄物輸送システム）
・画像通信システム
セスメン トの実態調査
・諸外国におけるテクノロジー ・ア
セスメン トの実態調査
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本 文
1　調査の趣旨
近年の科学技術の著しい発展により、新たな科学技術が我々の生活に及ぼす影響は、本来期待
されているプラスの面だけではなく、様々なマイナスの面が懸念されるようになってきた。特に
生命科学技術の分野の先端的な研究においては、社会や生活のみならず、人間や生命の存在の本
質に関わるような問題が発生しつつある。また、国民生活に幅広く浸透しつつある情報科学技
術、巨額の費用を要する宇宙開発、様々な点で国民的関心が集まっている原子力などの分野で
も、研究開発によって新たに生み出され社会に適用される科学技術について、大きな期待だけで
はなく、人間・社会へのマイナスの影響が懸念されており、科学技術と人間・社会の関係が問い
直されようとしている。
1995年に制定された我が国の科学技術政策の基本的な枠組みである科学技術基本法において
も、科学技術の振興に関する方針（第2条）において、科学技術の振興は、研究者等の創造性が
十分発揮されることを旨とするとともに、人間の生活、社会及び自然との調和を図りつつ、積極
的に行わなければならないとしている。
科学技術政策研究所においても、1988年の発足以来、この「科学技術と人間・社会」を主要
な調査研究テーマの一つとして取り上げ、科学技術と人間・社会に関する世論調査の分析や国際
比較、生活関連科学技術課題についての意識調査などを行ってきたところである。そして、この
テーマを大きな調査研究課題とする第2調査研究グループにおいては、近時、行政ニーズに対応
した問題解決指向型の調査研究への取り組みを進め、1999年度に、生命科学技術、特にヒトク
ローン技術の適用に関する法的規制を中心に調査研究を行ったレポートである「POLICY
STUDY N0．1先端科学技術と法的規制＜生命科学技術の規制を中心に＞」を作成した。また、
このための事前調査として、科学技術と人間・社会に関する現状や当調査研究グループの新しい
課題とそのアプローチを取りまとめるとともに、19名の専門家の方々に当研究所において講演
をしていただいた内容を紹介した「調査資料－62　科学技術と人間・社会との関わりについての
検討課題」を作成した。
科学技術と人間・社会との関わりについては様々な視点があるが、その中には、研究開発に対
する評価があると考えられる。このことについては、前述の科学技術基本法に基づき1996年に
策定された科学技術基本計画において、研究開発機関及び研究開発課題について厳正な評価を実
施することを極めて重要な方策の一つと位置付けている。そして、この基本計画に基づき、国の
研究開発の評価を実施する上でのガイドラインとなる「国の研究開発全般に共通する評価の実施
方法の在り方についての大綱的指針」が1997年に内閣総理大臣決定されており、この中では、
その研究開発について着手するかどうかなどを判断する研究開発課題の事前評価の実施や科学技
術と人間の生活・社会及び自然との調和に留意すべきであることなどが定められている。
また、文部省と科学技術庁の再編により　2001年に誕生する文部科学省の所掌事務の中に「科
学技術に関する研究開発が経済社会及び国民生活に及ぼす影響に関し、評価を行うことその他の
措置に関すること」という項目が新たに入ることになっている。
さらに、最近、国会に「科学技術評価会議（仮称）」を設立しようとする超党派の国会議員に
よる議員連盟「科学技術と政策の会」の動きもみられる。
このようなことから、研究開発が経済や社会、国民生活、自然環境といった多方面に及ぼす影
響について評価を行うこと、すなわち多面的な評価が必要とされる時代となっているといえよ
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う。
かつて1960年代後半から70年代にかけて、我が国においても公害問題など科学技術がもたら
すマイナスの面の影響が大きな問題となった時代があった。ちょうどその時期、新たな技術開発
に当たって事前にその技術がもたらす影響の多面的評価を行う「テクノロジー・アセスメント
（TA）」の概念が米国から導入され、我が国においても盛り上がりを見せた。このテクノロジ
ー・アセスメントに関する活動は、我が国における科学技術と人間・社会の調和に焦点をおいた
初めての官畠あげての活動ともいえよう。
しかし、10年足らずで、このテクノロジー・アセスメント活動は停滞していくこととなっ
た。
いったい、当時のテクノロジー・アセスメント活動とはどのようなものであったのだろうか。
何故、現在まで盛り上がりが続いていないのであろうか。ある意味で現在と共通した局面である
当時の活動から学ぶべきものはないのであろうか。前述のPOLICY STUDY N0．1において、先
端科学技術の規制のための合意形成努力の一つとしてテクノロジー・アセスメントについて経緯
や新たな動きなどについてまとめているが、本調査においては、1970年代のテクノロジー・ア
セスメントを巡る状況を科学技術庁の施策を中心に調査し、当時のテクノロジー・アセスメント
活動が停滞していった理由を分析することにより、今後の科学技術と人間社会の調和を目指す政
策に向けての基礎的な資料を提供しようとするものである。
2　調査手法
（1）文献調査
1970年代に科学技術庁が行ったケーススタディーを含むテクノロジー・アセスメント関連
の報告書、書籍、雑誌、白書、国会会議録などの文献について調査した。
（2）インタビュー
1970年代のテクノロジー・アセスメントを巡る状況、テクノロジー・アセスメントに対す
る考え方などについて、表－1の方々に対してインタビューを実施した。
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表－1　インタビュー実施状況（インタビュー実施順、敬称略）
氏　　　　 名 インタビュ
ー実施 日
役　　　　 職　　　　　　　　　 所　　　　 属
岸田　 純之助 1999 年 日本総合研究所名誉会長 （1971 年当時、科学技術庁
5 月 17 日計画局テクノロジー ・アセスメン ト総合検討会主査、
朝 日新聞論説委員）
松井　 好 1999 年 立教大学教授、 （1971 年 当時、（財）未来工学研究
6 月　7 日所）
近藤　 悟 1999 年 日本福祉大学教授、 （1975 年 （財）未来工学研究所入
7 月　2 日
及び
11 月 30 日
所、1982 年同研究所主任研究官）
大澤　 弘之 1999 年 リモー トセ ンシング技術セ ンター理事長 （1971 ～
12 月 15 日1972 年　 科学技術庁計画局計画課長、1976 ～ 1979 年
科学技術庁計画局長）
越川　 文雄 2000 年 （財）原子力発電技術機構専務理事 （1971 ～ 1972 年
1 月 13 日科学技術庁計画局計画課課長補佐、1974 ～ 1975 年
科学技術庁計画局科学調査官）
3　調査結果
（1）米国におけるテクノロジー・アセスメント誕生の状況
テクノロジー・アセスメントの概念は1960年代の米国で誕生したとされている。（株）野村
総合研究所「テクノロジー・アセスメント手引書」（1973年）によれば、米国においてテク
ノロジー・アセスメントが必要とされた時代の背景は次のように整理されている。（1）
（技術自身について）
①　技術の大型化、大容量化、あるいは製品普及の量的な拡大によって、社会に及ぼす影響力
がプラス、マイナスとも巨大化してきた。とくに副次的な影響が無視できなくなってきた。
②　技術の進歩が急速であり、新技術の着想から実用化までの期間が短く、またきわめて多種
の技術が同時に実用化、普及され、人間や社会の新技術への適用に問題が生じてきた。
③　技術の高度化によって、技術の主効果ばかりでなく副次的な影響も複雑になり、どのよう
な影響が生じるか事前に予測することが容易でなくなった。
（技術を受け入れる社会について）
④　従来の技術開発に対する姿勢は、経済効率や生産性を重視しており、副次的に発生する負
の影響に対する配慮に乏しく、ここから生ずる問題が経済成長とともに蓄積されてきた。
⑤　経済水準、生活水準など社会全体の活動の水準が急速に高まり、また人口の都市集中によ
って技術の使用密度が大幅に増大してきた。さらに、地球の資源の有望性まで問題になって
きた。
⑥　生活の高度化とともに欲求水準が高まり、また価値観も多様化し、とくに物質的な満足感
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ばかりでなく、精神的、心理的な満足感を求めるようになってきた。
このように1960年代のアメリカにおいては環境問題の深刻化、都市間題、固形廃棄物の増
加、天然資源の不足などが目立ちはじめ、宇宙、原子力、軍事などのビッグサイエンスへの国
家支出が増大した結果、その適切なマネジメント、コントロールにも関心が向けられつつあっ
た。米国議会下院の科学宇宙委員会は、テクノロジーの役割がますます大きくなりつつあり、
その副次効果が必ずしも安全とはいえないとの認識から、同委員会は1965年からアセスメン
トという概念を真剣に検討するようになり、同委員会の下の科学研究開発小委員会は、1966
年に技術革新の直接、間接の影響を調査した報告書を作成した。「テクノロジー・アセスメン
ト」という用語が最初に用いられたのはこの報告書であった。このレポートでは、新しい科学
技術がもたらす利益だけではなく、それが持っている危険性に着目し、同時に科学技術の性格
を国民に知らせる必要があることを述べ、そのための「早期警報システム」の設立を要求して
いた。（2）
当時の同小委員会の議長は、コネチカット州出身の民主党下院議員であるエミリオ・Q・ダ
ダリオであり、後に設置される議会テクノロジー・アセスメント局（OTA）の初代局長とな
る人物であった。ダダリオは、その翌年の1967年に、議会に直属するテクノロジー・アセス
メント委員会を設置することなどを内容とする「テクノロジー・アセスメント法案」を「たた
き台」として初めて下院に提出した。その後、いわゆる「テクノロジー・アセスメント法案」
はダダリオや、彼がコネチカット州知事選挙に立候補するため下院を引退した後は、同小委員
会の委員長を引き継いだデービス議員らにより、何度も上院、下院に繰り返し提出され、その
都度、それまでに得られた議論や調査研究の成果を取り入れて修正が加えられてきた。（3）そ
して、1972年2月に賛成256票、反対118票で下院を通過し、9月には上院を通過、10月に
大統領の署名を得て成立した。（4）これに基づき議会にOTAが設置され、1974年1月から活
動を開始した。（5）（米国テクノロジー・アセスメント法の概要については添付資料1を参
照）
一方、米国の行政機関である大統領府科学技術局（OST）は議会の動きに対応して、アセス
メント概念の具体化、その効用と限界の明確化などを図るため、シンクタンクのマイク一社
（MITRE．Corp．）に事例研究の委託を行った。その結果、1971年に自動車排気、水質汚濁など
5つの技術課題の事例研究とそれをもとにした方法論の提案がとりまとめられた。しかし、そ
の後、OSTは、テクノロジー・アセスメント担当官の転出、他の課題へ関心が移ったことな
どにより、テクノロジー・アセスメントに関する目立った活動を行っておらず、OST　自体が
解散してしまった。（6）このマイタ一社の報告書は、米国の専門家の評価はまちまちであった
ものの、「これはテクノロジー・アセスメントのレベルを高めるのに大きく貢献したといえよ
う。」、「方法論開発で注目されるのは何といってもマイタ一社の報告書である。」、「マイ
タ一社の報告書は、既存の文献から引用し、多くのチェック・リストを要領よく整理してお
り、アセスメントを実際に行う者にとって非常に便利である。」と科学技術庁による米国のテ
クノロジー・アセスメントについての調査報告書において評価されている。（7）このほか、我
が国の多くのテクノロジー・アセスメント関連図書に、米国における代表的な方法として紹介
されるなど、（8）（9）（10）（ll）我が国のテクノロジー・アセスメント活動に大きな影響を与えたと
考えられる。（添付資料2参照）
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なお、OTAについては、1974年1月に業務を開始して以来約750ものレポートを作成して
きたが、1995年9月に、約22年間にわたる活動が停止された。岸田純之助氏は、そのきっか
けは、1994年11月の中間選挙で共和党が圧倒的に勝利し、40年ぶりに上下両院で共和党が多
数党になったことであるとし、「これに勢いを得た共和党がOTA廃止を含む立法府支出の縮
小案を提出し、それが議会を通過して廃止となった。ケネディ上院議員がたびたびテクノロジ
ー・アセスメント評議会の議長を勤め、どちらかといえば民主党色の強い運営になっていると
いう一般的な受け取り方がこのような提案が提出される背景にはあったと思われる。」として
いる。（12）
（2）我が国におけるテクノロジー・アセスメント活動の経緯
我が国のテクノロジー・アセスメントをめぐる経緯は添付資料3として示した。その中の主
要なものについては、表－2のとおりである。
また、1970年代における科学技術庁のテクノロジー・アセスメント施策の概要は、表－3
のとおりである。
さらに、我が国におけるテクノロジー・アセスメントの官公庁を中心とした主な事例研究の
リストを添付資料4に示し、その件数の推移を図－1に示した。
その他に、我が国におけるテクノ百ジー・アセスメントに関する主な答申、提言を添付資料
5に示した。
科学技術庁の施策の流れや、テクノロジー・アセスメント活動の状況などから、我が国にお
けるテクノロジー・アセスメントを巡る時代の流れは、大まかに次のような5つの時期に区分
することができると考えられる。
①　導入期（1969～1970年度、産業予測特別調査団による我が国への導入など。）
②　発展期I（1971～1973年度、科学技術庁「テクノロジー・アセスメントに関する政策研
究のための調査」により手法開発等のための事例研究開始。）
③　発展期Ⅱ（1974～1976年度、予算、事例研究件数ピーク。科学技術庁、「テクノロジー
・アセスメント実証計画」により方法論の有効性を実証するため特定の課題についてテクノ
ロジー・アセスメントを実施。）
④　停滞期I（1977～1979年度、予算、事例研究減少。科学技術庁、「テクノロジー・アセ
スメント実証計画」の第2段階としてプリアセスメント、実態調査を行い、1979年度で活
動終了。）
⑤　停滞期Ⅱ（1980年度～、通商産業省関係で1980年代前半までテクノロジー・アセスメン
ト関連調査が実施された後、特に目立った動きがなく、活動は停滞。）
この区分にしたがって、我が国におけるテクノロジー・アセスメント活動の経緯を整理して
みる。
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表－2　　我が国におけるテクノロジーアセスメント関連の主な経緯
年　　　　月 事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項
1969年11月
1970年　3月
11月
1971年　4月
4月
12月
1973年1月
12月
1974年　4月
4月
11月
1975年　3月
4月
（社）科学技術と経済の会が派遣した産業予測特別調査団が訪米し，我が国に
テクノロジー・アセスメントの概念を紹介。
経済審議会，技術研究委員会報告でテクノロジー・アセスメントの必要性を指
摘。
国民生活審議会，「成長発展する経済社会のもとで健全な国民生活を確保する
方策に関する答申」で生存環境保持のためのテクノロジー・アセスメントの必
要性を指摘。
科学技術会議，第5号答申「1970年代における総合的科学技術政策の基本に
ついて」において科学技術政策のあらゆる機会を通じてテクノロジー・アセス
メントを導入する必要性，テクノロジー・アセスメントの手法の開発の必要性
を指摘。
科学技術庁、計画局にテクノロジー・アセスメント総合検討会を設置。
科学技術庁、「テクノロジー・アセスメントに関する政策研究に関する調査」
として事例研究に着手。
科学技術庁計画局テクノロジー・アセスメント総合検討会，米国におけるテク
ノロジー・アセスメントの現状を現地調査。（通商産業省と合同）
工業技術協議会テクノロジー・アセスメント部会，中間報告「テクノロジー・
アセスメントのあり方について」において政府の推進施策等を提言。
科学技術庁計画局，「テクノロジー・アセスメント手引書」を作成（（株）野村
総合研究所に委託）。
科学技術庁，「テクノロジー・アセスメント実証計画」に着手（1974～1976
年度）。
通商産業省，「新エネルギー技術開発計画」（通称：サンシャイン計画）にテ
クノロジー・アセスメントを導入。
（社）科学技術と経済の会及び国際テクノロジー・アセスメント協会，「国際テ
クノロジー・アセスメント　シンポジウム」を東京にて開催。
科学技術庁，「テクノロジー・アセスメントの方法（事例研究にもとづく解説
・資料）」を作成。
産業技術審議会テクノロジー・アセスメント部会，中間報告「テクノロジー・
アセスメント推進の望ましい制度及び実施方法について」を報告。
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10月
1977年　5月
1978年　3月
1979年　3月
（昭54）
1980年　3月
（昭55）
科学技術会議総合部会テクノロジー・アセスメント分科会，「テクノロジー・
アセスメント導入にあたっての基本的考え方及び推進のための施策」を報告。
科学技術会議，第6号答申「長期的展望に立った総合科学技術政策の基本につ
いて」においてテクノロジー・アセスメント及び環境影響評価の手法開発の必
要性を指摘。
科学技術庁，「国民生活に身近な技術課題に関するプリアセスメント」を公
表。科学技術庁の最後のテクノロジー・アセスメント事例研究となる。
科学技術庁，「わが国におけるテクノロジー・アセスメントの実態調査」を公
表。
科学技術庁，「諸外国におけるテクノロジー・アセスメントの実態調査」を公
表。
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表－31970年代における科学技術庁のテクノロジー・アセスメント施策の概要
期　　　　 間 施　　　 策　　　 名 目　　　　　　　　　 的 内　 容 （事例研究等の課題）
1971 テ クノロジー ・アセス 事例研究を実施 し、 こ 1971 年度 ：
～ 1973 年度メン トに関す る政策研 れ を通 じて手法の開発 農 薬 、高層建築 、CA I（コン
究のための調査 と実施上の問題点の検 ビュータ利用教育システム）
討 を行 う。 1972 年度 ：
V TO L 機 （垂直離発着機）、
ニュータウンにおける技術システム
1973 年度 ：
測地衛星システム、沖合立地方
式における原子力発電所
1974 テ クノロジー ・アセス これまでに開発 された 1974 年度 ：
～ 1976 年度 メン ト実証計画 テクノロジー ・アセス ニュータウン開発計画における技
メン トの方法論の有効 術システム（ハ0げ ライン廃棄物輸
性 を実証す るとともに 送システム）、画像通信システム
他 の省庁及び民間企業 1975 年度 ：
におけるテクノロジー 合成紙の普及、海洋牧場、
・アセスメン トの実施 人工降雨
に対 して先導的 ・規範 1976 年度 ：
的役割 を果 たす。 レーザの総合利用
1977 ／ テクノロジー ・アセス 1977 年度 ：
～ 1979 年度 メン トの普及を誘導す 国民生活に身近な技術課題
る。 に関す るブリアセスメント
1978 年度 ：
わが国にお けるテクノロシし・アセ
スメントの実態調査
1979 年度 ：
諸外国におけるテクノロシナー・アセ
スメントの実態調査
資料：科学技術庁編『科学技術庁年報』16－23（1972－1980年）より作成。
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図－1　我が国における主なテクノロジー・アセスメント事例研究等（官公庁中心）
資料：科学技術庁及び郵政省の事例研究については、科学技術庁『昭和55年度科学技術白書』
（1981年）より、その他の事例研究については、（財）日本産業技術振興協会『TAの有効
性発揮の条件調査』（1985年）より作成。
①　導入期（1969～1970年度）
（ア）産業予測特別調査団の訪米
白根稽吉氏は、1970年代を目前にした我が国は、次の4つの点から大きな曲がり角に
さしかかっていたと述べている。（13）
第1には、これまで日本の産業を支えてきた技術導入のタネが底をついてきた点であ
る。半導体や石油化学の新製品開発にみられるような、画期的な新技術の産業化は1960
年代の後半に入って次第に種切れとなり、企業の戦略も新しい方向を模索せざるを得な
い。
第2には、この事態に直面して米国の産業も新しい方向を目指すであろうが、すでに軍
需やアポロ計画で蓄積してきた巨大システムの技術を民間のプロジェクトへスピン・オフ
させるのではあるまいかという懸念があった。
第3には、もしそうだとしたら、ようやく追いついたといわれる日米の産業間に新しい
技術格差、つまりシステム格差が生まれるので、その実態を調査し、早期に準備する必要
があることである。
第4には、米国産業の新しい市場は、ようやく軍需主導から民需へと開発の主体が移
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り、都市間題をはじめとする社会システムのプロジェクトを目指して、いわゆるシステム
産業が台頭すると思われることである。
これらの問題意識への対応の一つとして、（社）科学技術と経済の会は1969年11月3
日から22　日までの間、米国各地の主な企業、研究機関を訪問する「産業予測特別調査
団」を派遣した。小林宏治氏（当時日本電気（株）社長。以下いずれも当時）を団長と
し、立石一真氏（立石電気（株）社長）、久保俊彦氏（（株）日立製作所副社長）など実
業界の第一線にある人と共に、副団長の林雄二郎氏（東京工業大学教授）、同じく牧野昇
氏（（株）三菱総合研究所常務取締役）、野田一夫（立教大学教授）など、学者との混合
チームであった。白根氏は調査団を派遣した（社）科学技術と経済の会の当時の事務局長
であり、この調査団の一員であった。同氏は1969年2月、訪米調査団の予備調査を行っ
ていた際、米国大使館から取り寄せた文献のひとつである米国OSTのレイモンド・バウ
アー博士の論文の中にこの言葉（テクノロジー・アセスメント）を見つけ、訪問時の
OSTでの検討項目に加えてもらった。そして、同年11月の訪米時に、調査団はOSTに
おいて同博士とテクノロジー・アセスメントという新しい概念を巡って討論することにな
る。この後、現地で行われた調査団の座談会の記事が我が国の新聞、雑誌に掲載され、
「テクノロジー・アセスメント」という言葉がマスコミによって初めて我が国に紹介され
たのであった。
しかしながら、その座談会記事の内容は、テクノロジー・アセスメントの重要性を認識
しているものの、米国においても十分成熟した概念ではないこともあり、警戒感をもって
語られているように感じられる。すなわち、政府が強制的に「査定」するといった心配、
我が国においてはテクノロジーは外からやってきたものであり、生活や社会という問題と
別次元におかれ、対置したものである感覚があるため、そのまま我が国に受け入れるとテ
クノロジーが起こす「ひずみ」と言う感覚だけが先にきてしまうおそれがあることなどが
指摘されている。また、小林団長は、1970年代には技術革新を進め工業化社会を高度化
することと、公害問題などの諸問題への対応、すなわち脱工業化社会への突入を同時に行
う必要があり、そのための頭の整理が日本流にいう、いわゆるテクノロジー・アセスメン
トではないかとの考えを示している。（14）
（財）未来工学研究所は、この調査団の目的からして、「調査団は、渡米当時、TAを新
たな技術ニーズ模索のための一手段としてとらえ、日本に持ち帰ってきたといえる。」と
している。（15）
なお、この調査団は、テクノロジー・アセスメントのほか、「シンクタンク」、「ソフ
トテクノロジー」、「システム産業」、「技術予測」などの多くの概念を我が国に導入
し、定着させるきっかけをつくったとして専門家の間に高い評価を受けたとされている。
（15）
（イ）当時の世相
産業予測特別調査団が訪米した当時の世相をみると、1969年5月に東名高速道路開
通、6月に日本初の原子力船「むつ」進水、7月に米国のアポロ11号月面着陸、1970年2
月東大宇宙研が国産初の人工衛星「おおすみ」打ち上げ、3月に大阪で万国博覧会開催な
ど、科学技術に関連する明るい話題があり、経済では1968年から我が国のGNPが世界第
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2位になっていた。その一方で、新潟水俣病、四日市大気汚染、イタイイタイ病、水俣病
の四大公害裁判が公判中であり、公害が大きな社会問題となっていた。（17）
（ウ）テクノロジー・アセスメント導入の動き
産業予測特別調査団のメンバーは、帰国後もそれぞれの立場からテクノロジー・アセス
メントの概念の紹介を行った。早くも翌1970年の3月に出された経済審議会技術研究委
員会報告において、技術開発に関しては経済社会に対するマイナスの影響まで含めた事前
の総合評価（テクノロジー・アセスメント）の必要性があることがあげられている。（18）
この委員会には産業予測特別調査団のメンバーであった林雄二郎氏や牧野昇氏が参加して
いた。（19）また、同年11月、国民生活審議会が「成長発展する経済社会のもとで健全な国
民生活を確保する方策に関する答申」において、テクノロジー・アセスメントを生存環境
の確保ための方策として取り上げ、「新しい技術進歩が効率性を高めるばかりでなく、そ
れが人間の生活にどのような影響を与えるかについて十分研究し、人間の生活をいささか
なりとも脅かす恐れのあるものについては、その使用を厳しく制限しうるような行政を行
う必要がある。」と述べている。（罰）このように、産業予測特別調査団メンバーの影響も
あってテクノロジー・アセスメントは、まず、経済企画庁が事務局を努める2つの審議会
の答申等によって公式に世間に現れた。
民間では「8人委員会」の提言が注目される。1970年11月に「8人委員会」は、「技
術開発に当たっては、その可能性の推進だけではなく、人間・自然・社会への影響を制御
する方策の検討をも同時に同じウエイトで実行すべきである。テクノロジー・アセスメン
トはこれを基本原則とする。」などの提言を行った。（21）この提言は我が国においてテク
ノロジー・アセスメントを真正面から取り上げた最初のものであり、新聞、雑誌などに大
きく取り上げられ、一般の関心を集めたとのことである。（22）この「8人委員会」とは、
社会・経済と科学技術との境界領域に関する諸問題を、中立的な立場から自由討議して提
言する任意のグループであり、学者、ジャーナリスト、産業人などをメンバーとして、こ
の提言を行った年である1970年4月に設立されたものである。構成メンバーは、渥美和
彦（東京大学教授）、唐津－（松下通工（株）取締役）、岸田純之助（朝日新聞論説委
員）、白根祀吉（日、本電信電話公社普及開発部長）、平松守彦（通商産業省）、牧野昇
（（株）三菱総合研究所常務取締役）、松下寛（（株）野村総合研究所取締役）、増田米二
（（財）経営情報開発協会理事）の各氏であり、産業予測特別調査団のメンバーである白根
稽古氏と牧野昇氏のほか、後に科学技術庁計画局テクノロジー・アセスメント総合検討会
の主査となる岸田純之助氏も参加していた。（23）
このような動きの中で、科学技術庁、通商産業省が活動を開始した。
科学技術庁においては、まず計画局の「基本問題グループ」がテクノロジー・アセスメ
ントを担当し、米国の文献調査等を行った。同グループは1970年9月、「米国における
テクノロジー・アセスメントについて」という冊子を作成したのをはじめ（24）、1971年に
かけて全米工学アカデミー（NAE）や米国OSTの報告書の一部を翻訳した資料を作成す
るなど、情報の収集に努めた。（25）（26）
また、通商産業省は、産業予測特別調査団が渡米するに先立ち、1969年春に米国のテ
クノロジー・アセスメント法案の審議に関して公表された報告書を入手するとともに、そ
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の後、渡米した職員が購入したテクノロジー・アセスメント関係図書をもとにテクノロジ
ー・アセスメントについての分析を行っていた。（27）
しかし、これらの省庁が取り組みを開始した動機は、産業予測特別調査団が目指した
「新しい技術ニーズの模索のための手段」という観点よりも、公害・環境問題の解決の手
段としての期待にあり、テクノロジー・アセスメントを持ち込んだ側（産業予測特別調査
団）と受け入れた側（行政等）とで、テクノロジー・アセスメントに対する思惑が異なっ
ていたという指摘が、（財）未来工学研究所が行った実態調査においてなされている。（28）
（ェ）公害・環境問題との関連
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図－2　公害苦情受理件数の推移
（資料）公害等調整委員会事務局「公害苦情件数調査報告書」（（財）矢野恒太郎記念会編「日本
国勢図絵」より作成）
当時の公害・環境問題をめぐる状況については、1968年度から1972年度までは公害苦
情受理件数も激増し（図－2参照）、1971年度の公害白書では、第1部第1章の見出し
を「爆発する環境問題」とし、新聞紙面における環境問題の扱いの急増等を示し関心の高
まりを述べている。（29）
同白書により当時の状況を述べると、公害・環境問題に対する政策としては、1967年
の公害対策基本法の制定により、それまでの必ずしも十分でなかった公害対策から一つの
時期を画し、1969年には公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法が、1970年には
公害紛争処理法が制定された。しかしながら、制度面の整備が進んだものの、公害問題は
ますます深刻さを増し、従来の公害対策の実効性には限界が見えてきた。その結果、1970
年12月末の第64臨時国会（いわゆる公害国会）には公害対策基本法の一部改正をはじめ
合計14法案が政府から提出され法制整備が行われ、規制の抜本的強化、公害対策の範囲
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の拡大、政策の多角的推進へと展開した。政府の公害対策予算も、国の予算全体と比較し
て、1970年度以降急増している。（刃）このように、1970年以降、政府の公害対策が本格化
したと見ることができる。さらに同白書は、今後の技術開発の問題点の中に、「新技術に
ついて、環境保全面から、テクノロジー・アセスメントの必要性が高まっていることであ
る」としてテクノロジー・アセスメントの概念、米国の事情、科学技術庁等の取り組みを
紹介している。（31）
このように、1970年頃は、政府が公害・環境問題対策に本腰を入れ始めた時期であり
（環境庁は翌1971年7月設立）、そのような時期に、米国からもたらされたテクノロジ
ー・アセスメントの概念が注目されたのは当然であるといえよう。
②　発展期I（1971～1973年度）
この時期は、科学技術庁が3ヶ年計画の「テクノロジー・アセスメントに関する政策研究
のための調査」に取り組んだ時期であり、手法開発等のための事例研究を開始した時期であ
る。
（ア）科学技術庁の本格的活動開始
科学技術庁においては、計画局基本問題グループによるテクノロジー・アセスメントの
紹介作業が進められたが、これらの作業と並行して、1971年4月に次のような2つの動
きがあり、本格的なテクノロジー・アセスメント活動を開始した。
一つは科学技術白書において初めてテクノロジー・アセスメントを取り上げたことであ
る。昭和45年度科学技術白書（1971年4月16日公表）では、序説において、「従来の
技術革新の展開において配慮が十分でなかった自然との調和、人間との調和を図ることが
不可欠」としたうえで、今後の科学技術活動は、第1に独自の技術を開発していく必要が
あること、第2に社会的要因を重視した態度で技術開発を行う必要があること、第3に技
術を社会に適用するにあたってテクノロジー・アセスメントを取り入れる必要があること
としている。そして、「例えば、環境問題の例に見られるように科学技術の社会への適用
に伴って、多方面に予知せざる副次的な影響が生じており、問題発生後に行われる対策で
は十分な解決が望めなくなっている。このような経験にかんがみ、技術の適用にあたって
は自然や人間に与える影響を分析評価し、あらかじめ、その対策を講ずることが重要であ
る」としている。（32）本文の記述は半ページ程度であるが、（33）テクノロジー・アセスメン
トを今後の科学技術活動の推進に当たっての重要な施策の1つとしており、科学技術庁の
意欲が読みとれる。
二つめは、科学技術庁計画局に、「テクノロジー・アセスメント総合検討会」を設置し
たことである（第1回会合は1971年5月12日）。この検討会は、テクノロジー・アセス
メントに関する事例研究及びその実施に必要な調査をはじめとする政策樹立のための調査
を行うにあたり、広い立場から総合的な検討を行うことを目的とし、テクノロジー・アセ
スメントに大きな関心を有する多分野の専門家、学識経験者をもって構成された。メンバ
ーは9名であり、主査は岸田純之助氏（朝日新聞論説委員）が務めた。大学教授4名（医
学部、生産技術研究所、教養学部、工学部）、シンクタンク2名、海洋技術センター理事
長、産業予測特別調査団の一員として訪米した前述の白根稽吉氏（日本電信電話公社デー
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タ通信本部総括部長）がメンバーであった。また、この検討会の下部組織として、事例研
究のテーマに応じて分科会が設置された。1971年度は、農薬、高層建築、CAI（コンピュ
ーター利用教育システム）の3分科会が設置され、それぞれの事例研究に当たった。（34）
科学技術庁はこれらの事例研究を1971～1973年度の3ヶ年にわたり、「テクノロジー・
アセスメントに関する政策樹立に関する調査」の位置付けで実施した。（35）
また、正確な時期は不明であるが、このころ、科学技術庁、通商産業省、経済企画庁及
び環境庁の4省庁は合同のテクノロジー・アセスメント検討会を設けており、共同で政府
諸官庁におけるテクノロジー・アセスメント実施のための検討を行っていた。（36）
（訪米調査）
科学技術庁計画局テクノロジー・アセスメント総合検討会が設置された1971年の12月
5　日から18　日の間、同検討会の岸田主査を団長とする調査グループが米国を訪問し、米
国におけるテクノロジー・アセスメントや国家環境政策法（NEPA）の現状を調査した。
この調査グループは、岸田団長、科学技術庁計画局計画課課長補佐、通商産業省工業技術
院技術調査課技術調査専門職のほか、現地参加として在米大使館科学技術アタッシェ、ジ
ェトロ・ニューヨーク駐在員（2名）、ジェトロ・ロサンゼルス駐在員の計7名から成っ
ており、科学技術庁と通商産業省の合同調査ともいえるものであった。その報告書は翌
1972年の2月に「米国におけるテクノロジー・アセスメント」と題する報告書にまとめ
られた。この調査では米国のテクノロジー・アセスメントと関係の深い国立科学財団、科
学技術局、全米科学アカデミー、マイタ一社等14箇所を訪問しており、米国におけるテ
クノロジー・アセスメントの一般への普及度合、普及活動から始まり、国家環境政策法
（NEPA）102条の役割、テクノロジー・アセスメント法案、そしてテクノロジー・アセ
スメントの手法、事例研究に至るまで、後の我が国における普及活動の基礎となる資料を
提供している。（37）
（昭和46年度科学技術白書）
また、科学技術庁は、昭和46年度科学技術白書（1972年4月14日公表）において、
テクノロジー・アセスメントを大きく取り上げた。序説などにおいて、1970年代の科学
技術活動の課題として、第1に社会的要因をより一層重視することをあげ、第2として、
「科学技術が社会・経済に適用され広範に普及伝播されていく過程で発生する副次的負の
影響を事前に予想し、対策を講ずるために、科学技術が人間・自然に与える影響を広く、
深く検討するいわゆるテクノロジー・アセスメントを必要な問題に対して適切に実施しう
るようにすることである」としている（第3はソフトサイエンス、ライフサイエンスなど
の新しい科学技術分野の開拓、第4は国際協力の充実）。（38）また、「第2章　動き出し
た70年代の科学技術活動」の中に「2　テクノロジー・アセスメントの確立への努力」
と題する項目を設け、わが国における動き、事例研究の紹介、海外における動き、今後の
検討課題について7ページ余りにわたって記述している。（39）
（普及活動）
科学技術庁は1972年度、テクノロジー・アセスメントの事例研究として「VTOL機
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（垂直離着陸機）」と、ニュータウンにおけるエネルギー供給システム、情報システム、
新交通システムの3つのシステムを対象とする「ニュータウンにおける技術システム」の
2課題を実施した。事例研究の実施体制は、前年度と同様にテクノロジー・アセスメント
総合検討会の下にVTOL分科会とニュータウン分科会を設け、これらの分科会がそれぞ
れの報告書のとりまとめを行った。ただし、前年度と異なり、分科会の下にワーキンググ
ループを設け、VTOLについては航空宇宙技術研究所と関係企業の専門家計8名が、ニュ
ータウンについては野村総合研究所職員5名がメンバーとなり、作業に当たっている。
（40）（41）
そして、1972年6月には、科学技術庁は、我が国初の事例研究として前年度に行った
農薬、高層建築、CAIの3つのテーマについてのテクノロジー・アセスメントの報告書を
公表した。（42）
一方、科学技術庁は、1973年1月に開催した第6回試験研究所長会同において「国の
試験研究活動とテクノロジー・アセスメントについて」をメインテーマとして取り上げ
た。この会同は、全国の国立試験研究機関及び特殊法人の研究機関の長などが参加し毎年
度開催されてきていたものであり、これら機関相互の連携強化、機関の運営に関する情報
交換の促進、行政部局と研究機関との意思の疎通を図ることによって国の研究機関の発展
と科学技術の改善、充実に資することを目的としたものである。意見交換において、司会
者でもある岸田純之助氏から、テクノロジー・アセスメントの共通概念や考え方について
問題提起があった後、9つの研究機関の長から意見発表があり、テクノロジー・アセスメ
ントに対して、各研究所とも非常な熱意をもって取り組もうとしていることが共通的に感
じられたとされている。（43）
1973年度になると、科学技術庁はテクノロジー・アセスメントの普及活動に一層力を
入れ、資源調査所が合成紙についてのテクノロジー・アセスメントに着手するほか、原子
力局は沖合原子力発電所について、研究調整局は測地衛星システムについてそれぞれ事例
研究を行うこととなった（44）（沖合原子力発電所と測地衛星システムについてはシンクタ
ンクに委託して実施した）。そして、前年度（1972年度）の事例研究であったVTOL
機、ニュータウンにおける技術システムの報告書を公表するとともに、テクノロジー・ア
セスメント総合検討会による「テクノロジー・アセスメントの定着を目指して」（45）を
1973年4月に、シンクタンクに委託して作成したマニュアルともいえる「テクノロジー・
・アセスメント手引書」（鳩）を同年12月に、それぞれ公表し、普及を図った。
また、1973年10月には岡山市において、科学技術庁、中国地方経済連合会、四国地方
経済連合会、（社）山陽技術振興会の4団体によって、テクノロジー・アセスメントの推
進を全体テーマとして取り上げた「第9回中国・四国科学技術振興会議」が開催された。
この会議には、地元の官界、産業界、学界、関係諸団体などが参加している。（47）
そして、科学技術庁は毎年実施していた「民間企業における研究開発活動に関する調
査」のアンケートの質問項目に、テクノロジー・アセスメント関係の質問を加え、1973
年6月にその結果を公表している（アンケート調査は1972年11月実施）。それによる
と、導入についての検討状況は「実施済みまたは実施中」が全体の6．4％、「具体的実施
計画を検討中」が4．4％、「資料、情報の収集を行っている」が19．0％、「とくに具体的
な動きはないが、関心をもっている」が57．0％、「全く関心がない」が10．2％となってい
一15－
る。テクノロジー・アセスメントの検討を行っていない理由としては、「安全、環境対策
という形で行っているのでそれで十分」が35．4％で最も多く、「自社の業務の性格上あま
り関心をもっていない」が22．0％、「方法論が十分確立されていないから」18．5％、「対
象としてふさわしいテーマがない」が14．0％で続いていた。（48）
図－3　テクノロジー・アセスメントの導入についての検討状況
（注）342社の回答をまとめたものである。
資料：科学技術庁計画局『民間企業における研究開発活動の動向に関する調査報告』（1973
年6月）。
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（注）378社の回答をまとめたものである。
資料：図－3に同じ。
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（イ）科学技術会議第5号答申
昭和45年度科学技術白書（1971年4月16日公表）が公表された直後の1971年4月21
日、科学技術会議は内閣総理大臣からの諮問第5号に対する答申「1970年代における総
合的科学技術政策の基本について」を決定し、科学技術政策のあらゆる機会を通じてテク
ノロジー・アセスメントを導入する必要があるとした。（添付資料6参照）この答申で
は、1970年代は1960年代とは異なった新たな問題が多く出てきていることから、5つの
新たな考え方を追加する必要があるとしている。その第1にあげられているのが、科学技
術が本来人間福祉のためのものであることの再認識のうえに立って政策展開を行う必要が
あるという点であり、いわゆるテクノロジー・アセスメントなどが重要であるとしてい
る。参考までに他の4点もあげておくと、第2が資源問題への対処、第3が目的指向的な
研究開発への要請、第4が異分野間の協力促進、第5が国際的責務・国際交流である。
（49）内閣総理大臣の諮問機関である科学技術会議が1970年代の科学技術政策の課題として
国民福祉のための科学技術を筆頭にあげ、テクノロジー・アセスメントの重要性を特記し
たことはテクノロジー・アセスメント推進の「お墨付き」を与えたともいえる。
（ウ）通商産業省関係の動き
1971年5月には、通商産業大臣の諮問機関である産業構造審議会が中間答申「70年代
の通商産業政策の基本方針はいかにあるべきか」において、技術管理政策の重要性を述
べ、その有力な手段としてテクノロジー・アセスメントの実施をあげた。「国としては国
民生活の質的向上、良好な環境の形成などの社会的要請に応じていくため、産業政策の中
のトータル・システムの中にテクノロジー・アセスメントを位置づけていく必要があり・
・・・」と指摘しており、テクノロジー・アセスメントの対象や進め方についても述べて
いる。（50）
通商産業省では、工業技術院が中心となって1971年度からテクノロジー・アセスメン
トの事例研究を進めた。1971年度に省内の関係部局の専門官よりなるワーキンググルー
プを発足させ、原子力利用製鉄を課題として2ヶ年にわたり事例研究を実施した。1972
年度からは、方法論の開発というより、実際の行政に成果を反映させることも含めて先導
的に実施することとし、その課題として、合成紙、自動診断システム、燃料電池、自動販
売システム、電子式卓上計算機、電子調理システムを取り上げた。（51）
また、1972年8月には、通商産業大臣の諮問機関である工業技術協議会（現在の産業
技術審議会）にテクノロジー・アセスメント部会が設置され、産業技術行政におけるテク
ノロジー・アセスメントの基本的な考え方、推進施策などに関する検討を行い、1973年1
月に中間報告「TAのあり方について」を発表している。通商産業省は、この答申に基づ
き、自らが関連する研究開発プロジェクトについて、出来る限りテクノロジー・アセスメ
ントを実施することとし、重要技術研究開発費補助金の交付に際して必要と思われる技術
に対してテクノロジー・アセスメントの実施を求めることとした。（52）さらに、テクノロ
ジー・アセスメントの意義及び考え方を広く一般に普及するため、1973年度より啓蒙普
及費を計上し、パンフレットの作成配布及びテクノロジー・アセスメント普及セミナーを
開催した。（53）
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（ェ）その他の省庁、団体の動き
「（ア）科学技術庁の本格的活動開始」の項で述べたように、このころ、科学技術庁、
通商産業省、経済企画庁及び環境庁の4省庁は合同のテクノロジー・アセスメント検討会
を設けていた。
経済企画庁の関係では、1972年4月に出された経済審議会技術研究委員会の報告にお
いても、高度成長を推進した技術革新も、一方では公害のような副作用をもたらしたこと
などから、今後の課題として経済社会に対するマイナスの影響まで含めた事前の総合評価
（テクノロジー・アセスメント）の必要性が改めて指摘された。（54）
また、1973年2月に、「技術が自然や社会にもたらす影響を事前に評価し、適切な措
置を実用化前に講じ、あわせて実用化後も適宜評価し、速やかに所要の措置がとられるよ
うに」テクノロジー・アセスメントを徹底することを強調した経済審議会答申「経済社会
基本計画一活力ある福祉社会のた捌こ」が閣議決定された。
環境庁については、新技術や開発プロジェクトが環境に与える影響の分析や分析手法の
開発に努力しており、環境アセスメントの確立を目指していた。当時、環境アセスメント
という言葉は、必ずしも定着した概念としては使われてはいなかったが、中央公害対策審
議会防止計画部会によって「開発に伴う環境への影響の程度と範囲、その防止策、代替案
の比較検討を含む総合的な事前評価および再評価」と定義付けされていた。そして、環境
アセスメントはテクノロジー・アセスメントと同一の思想であり、特に環境問題を強く意
識したテクノロジー・アセスメントの一種と見ることができるとされていた。（55）
この他に、経済同友会が1973年3月に、技術同友会が同年9月にそれぞれテクノロジ
ー・アセスメントの必要性を提言している。（56）
（オ）公害・環境問題をめぐる動き
1970年には、7月の環境庁の設置、年末の公害国会などの動きがあったが、1971年の
公害・環境問題をめぐる状況は、前年の公害国会などによる対策もまだ功を奏するには早
く、公害苦情受理件数の上昇は続いた。（図－2参照）また、9月には新潟水俣病裁判に
おいて患者側が勝訴した。
1972年6月には、スウェーデンのストックホルムにおいて、「かけがえのない地球」
をキャッチフレーズとした国連人間環境会議が開催された。環境問題全般についての大規
模な国際会議として初めてのものであり、その背景としては1950～60年代の経済発展に
伴う先進国を中心とした環境破壊、この頃から脚光を浴びた「宇宙船地球号」という考え
方などがあった。（57）また、環境対策に関連した国内の動きとして、同月「各種公共事業
に係る環境保全対策について」が閣議了解され、国の機関等は、道路・港湾の建設、公有
水面埋立等の各種公共事業を行うときは、自然環境の破壊など環境保全上重大な支障をも
たらすことのないよう留意し、そのために環境影響に関する調査研究を実施すべきことと
なったが、これは環境アセスメントの考え方を国の機関等が開発主体となる場合に適用し
たものであった。（58）この他、同年7月には、四日市公害裁判で患者側が勝訴するなど、
1972年は公害・環境問題が引き続き注目された年であった。
1973年になると、第一次水俣病裁判の判決が下され患者側が全面勝訴したこと（3
ー18－
月）、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる大気汚染、水質汚濁の影響による健康被
害に係る損害を填補するなどにより被害者等の迅速・公正な保護を図ることなどを目的と
する「公害健康被害の補償等に関する法律」が公布されたこと（10月）、（59）pcB問題を
契機に、新規の化学物質の製造又は輸入に際し、その安全性の事前審査制を設けるととも
に必要な規制を行うことなどが定められた「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法
律」が公布されこと（10月）（叫などがあり、公害問題の対策が進むとともに、企業等の
責任が重要視されるようになってきた。なお、この「化学物質の審査及び製造等の規制に
関する法律」は、1975年10月に公表された科学技術会議総合部会テクノロジー・アセス
メント分科会の報告「テクノロジー・アセスメント導入にあたっての基本的考え方及び推
進のための施策」において、「テクノロジー・アセスメントの考え方に基づいた規制法」
と位置付けられており、このような規制法を整備拡充することが必要であるとされてい
た。（61）
1973年の環境アセスメントの関係の動きとしては、第71回国会における環境影響評価
に関する規定が設けられた瀬戸内海環境保全特別措置法の成立、工場立地に伴う公害の防
止に関する事前調査が制度化された工場立地法の改正、埋立免許の基準に適切な環境保全
に関する配慮が加えられるなどの公有水面埋立法の改正などがあげられる。（62）
（キ）国会審議
国立国会図書館の国会会議録検索システムにおいて、「テクノロジー」かつ「アセスメ
ント」のキーワードで検索した中から、テクノロジー・アセスメント関係の議事を抽出し
た結果、1971（昭和46）年5月から1996（平成8）年3月までの間に14件の質疑応答が
行われていた。国会会議録の抜粋を添付資料7に示した。
そのうち、1971～1973年度には3件の質疑応答が行われていた。
我が国の国会において初めてテクノロジー・アセスメントという言葉が登場したのは、
科学技術庁や通商産業省が本格的なテクノロジー・アセスメント活動を開始した時期であ
る1971年5月の衆議院商工委員会であった。官（行政）ではなく、チェック・アンド・
レビューを行う独立した機関によってテクノロジー・アセスメントを行うべきであるとの
質疑に対して、通商産業省工業技術院長は、十分テクノロジー・アセスメントの思想を取
り入れて今後の技術開発を行っていきたいとしているが、チェック・アンド・レビューを
行う機関については、工業技術院長の諮問機関である工業技術協議会の中ですでに対応し
ている旨の答弁を行っており、新たな機関の設置には消極的な答弁であった。（63）
次に、1972年4月には衆議院科学技術振興対策特別委員会において、初めて科学技術
庁に対してテクノロジー・アセスメント関係の質疑があった。質疑は、米国議会に提出さ
れているテクノロジー・アセスメント法案を参考資料として国会に提出するよう求めつ
つ、我が国でも立法府でテクノロジー・アセスメントを実施する体制がぜひ必要であり、
そのための法案をつくるべきとしている。また、質疑の中では、20年を経た現在におい
ても今日的課題であるライフサイエンスや情報科学の発展がもたらす社会的な影響に対す
る懸念も述べられている。これに対して科学技術庁は、このことは科学技術会議でも重要
な問題として提起しており、今後アセスメントの方法論の開発を通じながら適用について
さらに研究を進めていきたいと答えるにとどまっている。（呵
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1973年3月の衆議院科学技術振興対策特別委員会においては、科学技術庁が各省庁に
またがるもの全部についてテクノロジー・アセスメントを積極的に実施するよう求められ
たのに対して、科学技術庁は行政機構の縦割りを理由にテクノロジー・アセスメントの面
だけを全部まとめて行うことは現実的に困難としており、研究調整費の見積もりに当たっ
てテクノロジー・アセスメントを一つのフィルターとすること、テクノロジー・アセスメ
ントについての総合研究は科学技術庁で行うことなどを答弁している。（65）
このように、1971年から3回、ほぼ1年間隔で、テクノロジー・アセスメントの積極
的な実施、機関の設置や法制化などが委員会質疑において求められているが、政府側の答
弁はテクノロジー・アセスメントの考え方は十分取り入れるとしながらも、機関の設置に
ついては消極的な見解にとどまっている。
③　発展期Ⅱ（1974～1976年度）
この時期は、科学技術庁がこれまでに開発された方法論の有効性を実証することを目的と
したテクノロジー・アセスメント実証計画に取り組んだ時期であり、政府のテクノロジー・
アセスメント関係予算や事例研究の件数がピークとなった時期である。
（ア）科学技術庁の動き
科学技術庁は、1974年3月に委託により実施した測地衛星システムに関するテクノロ
ジー・アセスメントの事例研究報告書（“）を公表した後、1974年度からは、その当時まで
に開発されたテクノロジー・アセスメントの方法論の有効性を実証すること及び他の省庁
や民間企業のテクノロジー・アセスメントの実施に対して先導的、規範的な役割を果たす
ことを目的とするテクノロジー・アセスメント実証計画に取り組んだ。（67）この計画は、
科学技術庁のテクノロジー・アセスメント活動が終了する1979年度まで続くことにな
る。（58）（表－3参照）
1974年度は「ニュータウン開発計画における技術システム（パイプライン廃棄物輸送
システム）」と「画像通信システム」、1975年度は「海洋牧場」と「気象制御技術（人
工降雨）」、1976年度は「レーザの総合利用」の事例研究に取り組んだ。
また、科学技術庁は1974年度の事業として、それまでの事例研究の成果、OECDによ
り作成されたテクノロジー・アセスメント実施のためのガイドライン、諸外国の情報によ
り得られた方法論を整理した「テクノロジー・アセスメントの方法（事例研究にもとづく
解説、資料）」という標題の資料を1975年3月に公表した。（69）（70）
そして、1974年度末頃には、前年度から取り組んでいた沖合立地方式における原子力
発電所や、当年度、委託により実施したニュータウン開発計画における技術システム（パ
イプライン廃棄物輸送システム）及び画像通信に関する事例研究の報告書を公表した。
（71）（72）（73）
さらに1975年9月には、科学技術庁資源調査所が取り組んできた「「合成紙の普及」
に関するテクノロジー・アセスメント」が公表され（74）、1976年3月には、「海洋牧場の
テクノロジー・アセスメント」（海洋科学技術センターに委託）と「人工降雨のテクノロ
ジー・アセスメント」（（財）未来工学研究所に委託）を、1977年3月には「レーザの総
合利用に関するテクノロジー・アセスメント」（（財）未来工学研究所に委託）をそれぞれ
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公表した。（75）（76）（77）
一方、科学技術自書については、昭和45年度白書（1971年4月公表）に初めてテクノ
ロジー・アセスメントが登場して以来、テクノロジー・アセスメントの項目が設けられて
おり、1975年8月に公表された昭和49年度白書においては、5箇所にわたってテクノロ
ジー・アセスメントに関する記述がみられる。このうち、政府が行った事例研究の一覧表
などを示し、テクノロジー・アセスメントに焦点を当てて記述されているのは、「第3部
政府の施策」－「第2章　政府機関等における研究活動」－「多分野の協力による研究
開発の推進」－「（5）ソフトサイエンス及びテクノロジー・アセスメントの振興」－
「（五）テクノロジー・アセスメント」という項目であり、（78）科学技術庁のテクノロジ
ー・アセスメント活動が行われていた昭和54年度白書（1980年8月公表）まで、その項
目は継続された。（79）
（イ）科学技術会議の動き
1975年10月には科学技術会議総合部会テクノロジー・アセスメント分科会が「テクノ
ロジー・アセスメント導入にあたっての基本的考え方及び推進のための施策」を報告し
た。その中で、「テクノロジー・アセスメントの手法の充実およびその実施時に必要な情
報の整備を図らなければならない現状を考慮に入れると、現段階においては、その実施を
法律によって義務づけることは適切な方策とはいえない。したがって、当面はテクノロジ
ー・アセスメントの実施を誘導する施策を講ずることが緊要である。」、「国、地方自治
体および特殊法人などは、新技術の開発やプロジェクトの実施に際して、可能な限りテク
ノロジー・アセスメントを実施することが要請される。」、「一方、民間におけるテクノ
ロジー・アセスメントの実施を誘導するための効果的な施策を講ずることも要請される
が、これには国が行政指導の一環としてテクノロジー・アセスメントの実施を必要とする
分野を指摘し、テクノロジー・アセスメントの実施を誘導していく行くことも必要であろ
う。」と述べている。（80）また、国民生活の安全や環境に対して大きな影響を及ぼすよう
な特定分野の技術に対しては、プリアセスメント（予備的テクノロジー・アセスメント）
を実施するよう提言している。（gl）
（ウ）通商産業省関係の動き
1974年度の通商産業省の動きとして、サンシャイン計画へのテクノロジー・アセスメ
ント導入を開始したことがあげられる。前年から始まった石油ショックによりエネルギー
問題が顕在化し、通商産業省は石油に代わる代替エネルギーである太陽、．地熱、石炭、水
素などの開発を目指して「新エネルギー技術開発計画」（通称サンシャイン計画）に取り
組んだ。そして、この技術開発に当たって、テクノロジー・アセスメントの実施を行うこ
ととした。（82）
次に、1974年4月、工業技術院技術調査課の課長補佐他による解説書「テクノロジー
・アセスメントの進め方」が出版されたことがあげられる。（83）この解説書はテクノロジ
ー・アセスメントの必要な技術の選出私案を作成し優先度のランク付けを行ったほか、テ
クノロジー・アセスメントの具体的な進め方に力点を置いた、いわば工業技術院版マニュ
アルともいうべきものであった。
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1975年4月には、産業技術審議会テクノロジー・アセスメント部会が中間報告「テク
ノロジー・アセスメント推進の望ましい制度及び実施方法について」を公表した。これに
はテクノロジー・アセスメント促進制度のあり方について、「国による基盤整備が必要で
あり、そのた桝こは啓蒙・普及活動、手法の充実、国の先導的実施、実施体制の確立を行
う必要がある。テクノロジー・アセスメントの実施促進のための諸制度を拡充強化するた
めには、実施の必要性に対する社会的コンセンサスが不可欠であり、今後ともセミナーな
どの活動を通じてテクノロジー・アセスメント思想・手法の普及に力を注いでいく必要が
あるが、その普及に当たっては、特に手法の有効性を具体的に示すことが重要である。」
（叫として、諸制度の拡充強化の前提として、手法の有効性の実証による普及が必要とし
ている。手法、必要な情報、普及の現状からテクノロジー・アセスメントの義務化や制度
化は時期尚早であるとの見方や、まずは手法の充実やテクノロジー・アセスメント実施の
誘導や普及といったことが当面の課題とされていることは、同じ年（1975年）の10月に
科学技術会議総合部会テクノロジー・アセスメント分科会が公表した「テクノロジー・ア
セスメント導入にあたっての基本的考え方及び推進のための施策」と共通した見方であ
り、テクノロジー・アセスメントが我が国に導入されて約5年が経過していた時期におい
ても、相変わらず手法の問題がネックとされていた模様である。
さらに、1975年10月には産業技術審議会の研究開発部会が出した報告書「社会開発関
連技術の進め方」の中で社会開発関係技術の研究開発を推進する際には、テクノロジー・
アセスメントを実施するとともに、人間性に対する慎重な配慮を行うなど事前に十分関係
者の意見を反映させ、ソーシャルアクセプタンスを得る努力が必要であると指摘してい
る。（85）
この他、通商産業省の所管団体である（財）日本産業技術振興協会は、1974年にテクノ
ロジー・アセスメント部会を設置し、以後積極的に活動を行っていた。このテクノロジー
・アセスメント部会は、テクノロジー・アセスメントの啓蒙・普及を図り、社会に定着す
ることを目的としており、その主な活動内容は、普及事業の実施、データバンクの整備、
事例研究などであった。事例研究としては、工業技術院の技術評価委託調査の－一環として
1974年度から1テーマずつ実施していたものと、日本自転車振興協会の補助を受けて
1976年度から実施していたものがあった。（駈）
（ェ）国際シンポジウムの開催
1974年11月には、国際テクノロジー・アセスメント・シンポジウムが3日間にわたっ
て東京で開催された。（社）科学技術と経済の会などの主催であり、日本、米国、西独、
イタリア、オランダ、オーストリア、スイスの8ヶ国から合計27論文が提出され、内外
の関係者約300人が参加し活発な討論が展開された。（87）日本からは、林雄二郎（財）未来
工学研究所長が「人間と技癖と社会」と題する基調講演を行い、岸田純之助氏が「日本の
テクノロジー・アセスメントの現状と将来」を、環境庁環境保健部長が「日本の環境アセ
スメント」をそれぞれ報告し、「原子力利用製鉄」、「地熱発電」、「ニュータウンにお
ける技術システム」、「高層建築」等の論文が発表された。（88）「日本で初めての国際
TAシンポジウムなのに、これほど彼我の水準が接近し、議論や質疑がまともにかみ合っ
たのは珍しく、むしろ異例である。」と日本経済新聞論説委員であった堤佳辰氏によって
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評されている。（89）しかしながら、参加者の感想の中には、テクノロジー・アセスメント
の定義、概念が極めて広範にわたり、一言でいえば「技術を人間福祉にとって望ましい方
向に導く」という目的をもったあらゆる方策をテクノロジー・アセスメントと称している
ように感じたこと、インパクトの定量的評価の難しさなどが述べられていた。（兜）
（オ）第一次石油ショック
発生は1973年であるが、1974年以降の社会、経済にも大きな影響を与え、また、我が
国テクノロジー・アセスメント活動にも少なからず影響を与えた第一次石油ショックにつ
いてもここで触れておく。
1973年10月の第4次中東戦争の勃発を契機にアラブ産油国が原油の供給削減と価格の
大幅引き上げを発表し、世界的に石油の不足と価格の高騰により先行き不安が強まり物価
が高騰した。
日本経済においても狂乱インフレの発生、戦後初めてのマイナス成長、経常収支赤字の
トリレンマ（三重苦）的悪影響をもたらした。1974年度の消費者物価は20．9％もの上昇
となり、合成洗剤やトイレットペーパーが一時極端な品薄となるなどのモノ不足が発生
し、買い占め、行列をして買うなどのパニックが全国的な広がりを見せた。その後、厳し
い総需要の抑制、基礎物資・生活関連物資の価格抑制策等の対策により、厳しい調整過程
を経て、景気は1975年3月を底に回復過程に入ったが、その後の日本経済は再び高度成
長路線に戻ることはなかった。（91）
（カ）公害・環境問題をめぐる動き
我が国のテクノロジー・アセスメント活動が盛り上がりを見せつつあるとき、経済は石
油ショックによる不況の中にあり戦後初のマイナス成長となった。昭和50年度公害白書
によると、「我が国の環境汚染は、昭和40年代における公害対策の進展を反映して、大
気汚染、水質汚濁の一部については改善が見られるようになってきているが、最近では経
済活動の停滞による汚染物質排出量の減少もあって一段と改善の傾向が見られる」、「公
害等調整委員会調査による典型7公害の苦情件数の推移を見ても、47年度まで増加し続
けた苦情件数は、48年度にマイナスに転じ、49年度には対前年度比13．1％の減少となっ
ている」などとしており（図一2参照）、公害の状況は公害対策と不況により改善傾向に
あるとの認識を示している。（92）また、同白書では、昭和50（1975）年の産業公害防止装
置受注額が前年を大幅に下回ること、昭和51（1976）年度の民間企業の公害防止設備投
資計画が調査が始まって以来初めて前年度を下回ることなど、（93）公害に対する企業の対
応の変化も示しており、民間企業の関心は、公害対策から不況対策などに移っていったと
考えられる。
一方、環境アセスメント関連では、1974年6月には中央公害対策審議会防止計画部会
環境影響評価小委員会が、環境影響の予測・評価のための技術手法について「環境影響評
価の運用上の指針について」において試案を示しているほか、（卵）7月には環境庁の所掌
事務に環境影響評価が明記されるなど、環境アセスメント実施の体制整備が図られた。
ー231
④　停滞期I（1977～1979年度）
この時期は、テクノロジー・アセスメント関係の予算、事例研究の件数が減少した時期で
ある。科学技術庁は、引き続き「テクノロジー・アセスメント実証計画」としてプリアセス
メント、国内外の実態調査を行い、1979年度でテクノロジー・アセスメント活動を終了し
た。
当時、工業技術院技術調査課長の島弘志氏は、「TAという言葉が日本に導入されて今年
はちょうど10年目である。ひと頃からみるとTAそのものに対する関心はかなり下火にな
り、かわって相次いで登場した環境アセスメントが脚光を浴びている。TA　ということで講
習会を開いても人を集めにくいが、環境アセスメントとなると話は別という、よく聞かされ
る裏話はこのことを端的に物語っているようにみえる。」と当時の状況を述べている。（95）
（ア）科学技術庁の動き
科学技術庁は、1974～1976年度までの3年間に引き続き、1977～1979年度の3年間
もテクノロジー・アセスメント実証計画に取り組んだ。ただし、1974～1976年度はこれ
までに開発されたテクノロジー・アセスメントの方法論の有効性を実証することなどが目
的であったのに対し、1977～1979年度は、テクノロジー・アセスメントの普及を誘導す
ることが目的とされていた（表－3参照）。
前述した科学技術会議総合部会テクノロジー・アセスメント分科会の報告「テクノロジ
ー・アセスメント導入にあたっての基本的考え方及び推進のための施策」（1975年10
月）においては、国民生活の安全や環境に対して大きな影響を及ぼしているもの、あるい
は及ぼすおそれのある特定分野の技術に対して、国が行政指導の一環として特に大きな影
響だけに限定したアセスメントを実施し、結果を公表することによって民間におけるテク
ノロジー・アセスメントの実施を誘導することを目的とする「プリアセスメント」（予備
的テクノロジー・アセスメント）を実施することが提言されていた。科学技術庁はこの提
言を受けて、より具体的かつ一般的にテクノロジー・アセスメントの必要性を訴えるとい
う目的を強調して、1977年度に、国民生活に身近な技術課題に限定したプリアセスメン
トをテクノロジー・アセスメント実証計画の一環として委託により実施した。どちらかと
いえばテクノロジー・アセスメントの必要性の認識が総論的な傾向にあるため、より多く
の人間が身近に利用し、または身近に利用する可能性のある技術に関するプリアセスメン
トを実施し、結果を公表することによって、テクノロジー・アセスメントの実施促進、啓
蒙・普及に貢献することとを目的とし、「キャッシュレスシステム」、「ダイレクトメー
ル」、「フィールドアスレチック」など国民に身近な7つの技術課題が対象として選定さ
れている。（％）これが科学技術庁のテクノロジー・アセスメント事例研究では最後のもの
となった。
その後、科学技術庁は1978、1979年度に「わが国におけるテクノロジー・アセスメン
トの実態調査」、「諸外国におけるテクノロジー・アセスメントの実態調査」（いずれも
（財）未来工学研究所に委託）をそれぞれ実施した。これをもって、科学技術庁のテクノロ
ジー・アセスメント活動は事実上終了した。1978年度に（財）未来工学研究所に委託して
実施された「わが国におけるテクノロジー・アセスメントの実態調査」の報告書において
は、テクノロジー・アセスメントの持っている技術の負のインパクトに対するチェック機
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能に期待が集まり、「テクノロジー・アレストメント」（技術の阻害）のように受け止め
られている傾向がその時点でもまだ一部にあること、外国から導入されたテクノロジー・
アセスメントを消化し、日本型テクノロジー・アセスメントの基本的理念を確立するため
の検討ならびにその啓蒙・普及については、必ずしも十分になされてきたとは言い難いと
しており、さらに、「オイルショック後の景気後退に伴う技術開発活動の停滞、環境保全
・公害防止対策の強化に伴う環境汚染に対する危惧感の薄れなどにより、以前ほどTAに
対する関心が高くなく、TAの啓蒙・普及活動は足踏状態にあるといえる」とされてい
る。しかし、「一方では技術の社会的受容に対する関心の高まりとともに、PA（Public
Acceptance）やAT（AppropriateTeclm0logy）との関係も含めてTAを見直そうという機運
も高まっている」との認識も示されている。（97）また、1979年7月13日の日経産業新聞
には、この報告書に関して、「定着していない「TA」、民間の約半数が実施せず－未
来工学研が実態調査」と題し、「未来工学研究所は、このほど、「わが国におけるテクノ
ロジー・アセスメント（TA）の実態調査」報告書をまとめ、科学技術庁に提出した。報
告書によると、TAを本格的に実施しているのは工業技術院の’’サンシャイン計画”が唯
一で、民間は調査対象の45％がTAを全く実施していないなど、まだTAが定着していな
い実態を浮き彫りにしている。」との記事が掲載されている。（98）
1980年3月に公表された最後のテクノロジー・アセスメント関係の報告書である「諸
外国におけるテクノロジー・アセスメントの実態調査」は、米国、イギリス、西ドイツ、
フランス、そしてOECD、ECのテクノロジー・アセスメント活動の実態を海外での面接
調査を中心に調査したものである。テクノロジー・アセスメントに対する認識、テクノロ
ジー・アセスメントの実施状況、実施内容、留意点などを調査しており、特に米国の状況
について詳しく報告されている。この報告書によると、米国については、テクノロジー・
アセスメントの意義、必要性は一般的にみると広く認識されるに至り、啓蒙段階を終え、
現実の諸問題に対して実際に適用していく段階にあり、テクノロジー・アセスメントの定
義（範囲）はそのこととあいまって非常に広くなってきていること、官公庁においては
OTAなどでテクノロジー・アセスメントが実施されているが、民間企業においては大企
業の一部において試みられているのが実状であること、テクノロジー・アセスメントの手
法についてはそれほど満足すべき水準にはないというのが一般的な評価であることなどが
述べられている。イギリスについては、関心は高まってきているが「テクノロジー・アセ
スメント」といういう言葉はあまり頻繁には使われていないこと、各省庁ごとに重要なテ
ーマについて行われているが、制度的にはあまりシステマテイツクには行われていないこ
と、民間企業では大変限られた活動が試験的に行われているのが実態であることなどが述
べられている。（”）
（イ）科学技術会議の動き
1977年5月、科学技術会議は、第6号答申「長期的展望に立った総合科学技術政策の
基本について」を内閣総理大臣に答申した。1971年に出された5号答申においては1970
年代の科学技術政策の推進に当たってのテクノロジー・アセスメントの必要性が強調され
ていたが、6号答申においては具体的施策の中の「国民の理解と協力」と題する節の中で
最初に登場する。この節では、技術の実用化の段階における施策として「テクノロジー・
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アセスメント、環境影響評価に必要な科学的手法を開発し、そのためにもソフトサイエン
スの一層の振興を図ること」と述べられている。脚）この節の問題意識の一つは、科学技
術の適用に際してプラスの面とマイナスの面が現れることや思わぬ影響をもたらすことが
顕在化したことや、研究開発に巨額の資金が必要となることであり、テクノロジー・アセ
スメントが必要とされる理由と合致していると考えられる。しかし、そのための施策につ
いては、単にテクノロジー・アセスメントを実施するというよりも、その理念を踏まえつ
つ、国民生活に大きな影響を与えるおそれのある問題については、研究開発の段階で権威
ある機関において適切な方向付けを行うことや、国民ニーズの把握、国民への情報の提供
などの合意醸成のための施策に重点が置かれている。テクノロジー・アセスメントについ
ては、環境影響評価と並んで、ソフトサイエンスの一部として取り扱われ、同時に、相変
わらずその手法の開発が課題として指摘されていた。この節の他にも、環境保全対策の課
題として、テクノロジー・アセスメント及び環境影響評価の手法の高度化を図ることがあ
げられているが、全体的に5号答申と比較するとかなり表現が後退している。
（ウ）通商産業省の動き
また、通商産業省関係では、年2件のペースでテクノロジー・アセスメントの事例研究
等を行ったほか、工業技術院が1977年3月に方法論に関する委託調査の報告書を公表し
た。（101）
（ェ）国会審議
我が国におけるテクノロジー・アセスメント活動の発展期Ⅱ（1974～1976年度）を含
む1973年3月から約4年8ヶ月間は国会審議においてテクノロジー・アセスメントに関
する質疑応答は見当たらない。そして、次に質疑応答が行われるのは停滞期に入った
1977年11月の衆議院科学技術振興対策特別委員会においてであった。遺伝子操作等に対
するテクノロジー・アセスメントの取り組みを問われたのに対し、科学技術庁はテクノロ
ジー・アセスメントへの取り組みを説明し、ライフサイエンスのテクノロジー・アセスメ
ントについては、科学技術会議のライフサイエンス部会の検討の中で考慮されている旨の
答弁を行っている。（102）
続いて、1978年4月の衆議院内閣委員会において、科学技術のマイナスの影響や不測性
の問題についての配慮が十分行われていなかったという反省についての所見を問われたの
に対して、科学技術庁は1971年の科学技術会議5号答申以降のテクノロジー・アセスメ
ント活動を総括的に説明し、環境アセスメントもテクノロジー・アセスメントから出発し
たものであることなどを答弁している。（103）
⑤　停滞期Ⅱ（1980年度～）
この時期には科学技術庁の動きとしては特筆すべきものはない。通商産業省関係も1980
年代前半まで関連調査が実施された後、特に目立った動きがなく、全体的にテクノロジー・
アセスメント活動は現在に至るまで停滞しているといえる。一方、環境アセスメントは地球
環境問題への関心の高まりを契機に1997年に法制化された。
（ア）政府の動き
一26－
1981年7月、科学技術庁は昭和55年度科学技術白書を公表した。科学技術庁のテクノ
ロジー・アセスメント活動が1979（昭和54）年度で終了しているので、この白書以降、
テクノロジー・アセスメントの取り扱いが大幅に縮小された。具体的には、見出しの項目
の中から「テクノロジー・アセスメント」の文字が消滅し、テクノロジー・アセスメント
関連の記述は「ソフトサイエンスの振興」の中に含まれることになった。その中では、実
態調査の結果を踏まえて、政府は1971年度からテクノロジー・アセスメント関連調査を
実施し、テクノロジー・アセスメントの方法論の開発を図り、その成果の民間への普及に
努めてきたとしたうえで、「これらの活動により、テクノロジー・アセスメントは定着化
の方向にあり、また、諸外国においてもほぼ同様の状況にある」との認識が示されてい
る。また、テクノロジー・アセスメントの本来の目的達成のためにはPA（パブリック・
アクセプタンス）を含めた検討が期待されている．との記述が追加された。（1叫このパター
ンは1989年版まで継続したが（政府におけるテクノロジー・アセスメント関連調査の表
は1980年度版限り）、その後は、過去の科学技術政策を紹介する特集などを除いて、テ
クノロジー・アセスメントに関する記述は姿を消した。（105）
なお、通商産業省では、1980年代前半まで事例研究等が実施されていた。
その後、1990年には、経済企画庁が平成2年版国民生活白書「人にやさしい豊かな社
会」において、「第Ⅱ部　技術と生活」の中で「生活の視点からのテクノロジー・アセス
メント」との項目を立て、「テクノロジー・アセスメントの視点から技術の方向性につい
て慎重な検討を行うことは避けることができない大きな政策課題となっている。」と述べ
たり、（103）その直後である1990年12月に技術同友会が「テクノロジーと人間福祉に関す
る提言－グローバル・ソサエティの調和化を目指して」を発表し、テクノロジー・アセス
メントの理念の重要性を改めて認識し、技術発展の望ましいガイドライン作成のためテク
ノロジー・アセスメントを実施する必要があると提言するなどしたが、（107）テクノロジー
・アセスメント活動復活の大きな動きとなるには至らなかった。
（イ）環境アセスメントをめぐる動き
環境アセスメント関係では、1981年4月に政府が環境影響評価法案を国会に提出した
が1983年11月に衆議院の解散に伴い審議未了・廃案となるという経過をたどった。しか
し、環境アセスメント推進の流れは変わらず、1984年8月には当面の事態に対応するた
め行政ベースで実行ある措置を早急に講ずるべく、「環境影響評価の実施について」が閣
議決定され、政府として廃案となった法案の要綱を基本とした統一的なルールに基づく環
境影響評価を実施することになった。その後、1993年の環境基本法の国会審議や、環境
基本計画で示された政府方針をふまえて、1994年7月から1996年6月にかけて、関係省
庁一体となって内外の環境影響評価制度の実施状況等に関する総合的な調査研究が行わ
れ、さらに中央環境審議会の法制化に向けた答申を受けて、「環境影響評価法案」が政府
から提案されることとなった。1997年6月、環境影響評価法が成立し、環境アセスメン
トが法制化された。（l叫
（ウ）国会審議
テクノロジー・アセスメントについては、1978年4月の衆議院内閣委員会において質
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疑がなされた後、1983年まで5年近くの間、国会で取り上げられることはなかった。そ
の間の1980年に科学技術庁のテクノロジー・アセスメント活動は終了してしまった。
1983年2月に衆議院商工委員会において、1975年の産業技術審議会テクノロジー・ア
セスメント部会の中間報告を引用しながら、ロボットについてのテクノロジー・アセスメ
ントに関する質疑応答がなされた後、（1叫翌1984年の第101回国会においては、テクノ
ロジー・アセスメントの制度化について、4回の質疑応答があった。
1回目は1984年2月、参議院本会議の代表質問において、米国のOTAを例に、政府
においても政府の実施する研究に対して一定期間厳しい評価を行う制度を制定する意志が
あるか否かを問われたのに対して、内閣総理大臣は、科学技術会議が全般的な総括を行っ
ており、そのような体系のもとで各省庁が行っている研究開発等の研究管理と研究評価を
適切に実施する必要があると答弁している。（110）
2回目は1984年3月の衆議院科学技術委員会において、やはり米国OTAを例に出し
て科学技術庁としてテクノロジー・アセスメントを制度化する考えがあるか否かを問われ
たの対し、科学技術庁は我が国では実施機関やその関係機関が評価を行うことが多いが、
評価制度はそれぞれ確立していると答弁している。しかしながら、横断的・統一的に評価
する形になっていないこと、実施部門だけで評価するという欠点があってはならないこと
から、科学技術会議において評価のあり方を検討する小委員会を設け、研究開発費の評価
をテーマとして検討している旨答弁している。（111）
3回目は1984年4月の衆議院本会議代表質問において、テクノロジー・アセスメント
を制度化する気持ちがあるかと問われたのに対して、内閣総理大臣と科学技術庁長官は、
研究評価に対する考え方として、今後とも万全を期するよう努力していきたいと答弁して
いる。（112）
4回目は同じく　4月の衆議院科学技術委員会において、またも米国OTAを例に出し
て、日本にはテクノロジー・アセスメントの体制がなく、国会につくるなどの方法を検討
すべきとの質疑に対し、科学技術庁は技術評価は従来からやってきたこと、テクノロジー
・アセスメントの体制については、重要な問題だが方法論の検討や行政改革との関連の問
題もあり慎重に検討したいと答弁している。（113）なお、2回目から4回目の質疑は原子力
船「むつ」に関連して行われたものである。
第101回国会の4回の質疑応答をみると、質疑者がテクノロジー・アセスメントの制度
化を求めていたのに対して、答弁者は研究評価または研究管理を十分に行うことにより対
応可能と答弁し、制度化には消極的な態度を示している。
平成に入ってからは、今日まで、テクノロジー・アセスメントに関する質疑応答は
1991年4月と1995年11月に、衆議院科学技術委員会において行われている。1991年4
月には、テクノロジー・アセスメントの制度化を求められたのに対して、科学技術庁は、
テクノロジー・アセスメントは政策決定段階、研究開発等のそれぞれの段階において、各
所掌、行政庁はもとより、科学技術会議、原子力委員会、宇宙開発委員会等それぞれで実
施されており、今後とも積極的にテクノロジー・アセスメントに取り組んでいきたいと答
弁しているものの、制度化については言及していない。1995年11月には、米国OTAが
行っているような事前技術評価制度の必要性について問われたのに対し、科学技術庁は、
研究開発の優先度を明らかにするための評価は予算配分で配慮していること、国全体の科
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学技術を先導する議論は科学技術会議で行っていることから、行政の中では評価制度をつ
くる考えはないと答弁している。この2回の答弁から、当時の科学技術庁は制度化につい
ては積極的な考えを持っておらず、テクノロジー・アセスメントや技術事前評価というよ
うなものは、少なくとも国レベルのものについては、既に科学技術会議などにおいて行わ
れているとの認識を持っていたことがわかる。
その後、1996年3月の参議院科学技術委員会においても、「もんじゅ」の事故、ある
いは超党派の議員で科学技術の評価システムについて検討を行っていることに関連した質
疑に対して、科学技術庁は、欧米ではテクノロジー・アセスメントという考え方でいろい
ろな蓄積をしようとしているのに比べ、我が国の体制は十分ではないなどの指摘もあり、
科学技術の評価については重要な問題との認識を示している。
なお、これらの審議においては、過去の我が国のテクノロジー・アセスメント活動につ
いては、特に言及されていない。
このように、国会審議の流れ全体をみると、テクノロジー・アセスメントなどの制度化
を求める質疑が、導入期から最近まで、途中、何度かのブランクがありつつも、幾度とな
く繰り返されている。これに対して、科学技術庁などの政府側は、既に現存する機関で実
施しているなどの理由で制度化には終始慎重な態度をとり続けていた。
（3）科学技術庁が行った事例研究等
①　経緯
科学技術庁は、前述したように、1971年度から1979年度までの9年間に、14の事例研究
と2つの実態調査を実施した。（表－4参照）
科学技術庁は1971年度に初めて事例研究を行った。そのときの状況を、科学技術庁が作
成した資料により、以下に述べる。（114）
まず、科学技術庁計画局は、「テクノロジー・アセスメントに関する事例研究及びその実
施に必要な調査を始めとして、政策樹立のための調査を行うにあたり、広い立場から総合的
な検討を行うこと」を目的とした「テクノロジー・アセスメント総合検討会」（主査：岸田
純之助朝日新聞論説委員）を設置した。
この総合検討会は、1971年の5月から検討を開始し、1971年度は8回の会議が開催され
た。各分科会の事例研究の相互連絡、方法論についての討論、米国等諸外国の動向に関する
調査等を行った。
1971年度の事例の選定については、広く社会の各分野に広くインパクトを与えたか、あ
るいは与えると予想される技術で、かつ、互いに分野が異なる技術として「農薬」、「高層
建築」、「CAI（Computer AssistedInstruction：コンピューター利用教育システム）」の3
課題が選定された。また、選定にあたっては、技術の開発、実用段階も考慮されており、
「農薬」については、すでに各種のものが開発され使用されており、社会に様々なインパク
トを与えている技術であったこと、「高層建築」については、我が国で次第に増加が予想さ
れ、その後、社会に大きなインパクトを与えると予想される技術であったこと、「CAI」に
ついては、当時は、なお実験段階の技術であったが、普及した場合には多くのインパクトを
生じると考えられる技術であったことが痙由としてあげられた。
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表－4　科学技術庁が実施したテクノロジー・アセスメントの事例研究等
番号 実施年度
（公表年月）
事　　 例　　 研　　 究　　 の　　 課　　 題 委　 託　 先　 等
1 197 1（昭和 46）
（1972 年 6 月）
農薬 （科学技術庁計画局テ
ク ノロジー ・アセスメ
ン ト総合検討 会農薬分
科会）
2 ／
（　 ／1　 ）
高層建築 （同検討会高層建築分
科会）
3 J／
（　 ／　 ）
C A I （コンピューター利用教育システム） （同検 討 会　 CA I 分科
会）
4 1972 （昭和 47）
（1973 年 10 月）
垂直離着陸機 （V TO L 機） （同検討会 V T O L 分科
会）
5 ／
（　 ／　 ）
ニュータウンにおける技術システム （同検討 会ニ ュータ ウ
ン分科会）
6 1973 （昭和 48） 測地衛星 システム （レーザ気球型測地衛星 （財）未来工学研究所
（1974 年 3 月） の開発打 ち上 げに伴 う技術的 ・社会的影響
に関する調査研究）
7 1／
（1975 年 1 月）
沖合立地方式 にお ける原子力発電所 （株）野村総合研究所
8 1974 （昭和 49）ニ ュータウン開発計画 にお ける技術 システ 東芝 （株）
（1975 年 3 月） ム （パイプライン廃棄物輸送 システム）
9 ／1
（　 ／　 ）
画像通信システム （財）未来工学研究所
1 0 1975 （昭和 50）
（1975 年 9 月）
合成紙の普及 科学技術庁資源調査所
1 1 ／J
（1976 年 3 月）
海洋牧場 海洋科学技術セ ンター
1 2 ／
（　 ／　 ）
人工降雨 （財）未来工学研究所
1 3 1976 （昭和 51）
（1977 年 3 月）
レーザの総合利用 ／
1 4 1977 （昭和 52）国民生活 に身近な技術課題 に関す るプ リア ／J
（1978 年 3 月） セスメン ト
1 5 1978 （昭和 53） わが国にお けるテ クノロジー ・アセ スメン ／
（1979 年 3 月） トの実態調査
1 6 1979 （昭和 54）諸外国にお けるテ クノロジー ・アセ スメン ／1
（1980 年 3 月）トの実態調査
（注）1～5の事例研究は、外部に委託せず、科学技術庁計画局テクノロジー・アセスメント総合
検討会の各分科会が実施した。
資料：科学技術庁『昭和55年度科学技術白書』（1981年7月）及び各報告書から作成。
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そして、テクノロジー・アセスメント総合検討会に、事例研究の課題ごとに3つの分科
会、すなわち、農薬分科会、高層建築分科会、CAI分科会が1971年に設置された。なお、
各分科会の主査は総合検討会のメンバーが務めた。各分科会の委員は、課題とされた技術に
関する専門家と各技術課題が社会に導入された場合に影響が生ずると予想される分野、例え
ば、心理学、医学、法律学などの分野の専門家、合わせて10名程度により構成された。各
分科会は、8～13回の会議を開催し、1972年6月に報告書をとりまとめた。
テクノロジー・アセスメント総合検討会は、この3つの事例研究のアセスメントゐ手順と
マイタ一社が提案した手順と比較した表を作成するなどして、これらの事例研究が一般的手
法として役立つことを期待した。そして、これらの事例研究の概要は多くのテクノロジー・
アセスメント関係資料に紹介され、普及活動に活用された。（115）（116）
1972年度には、「VTOL（VerticalTake－0ffand Landing：垂直離着陸）機」と「ニュータ
ウンにおける技術システム」の2課題が選定された。調査体制は基本的には前年と同様に、
総合検討会にそれぞれの課題ごとに分科会を設置し実施に当たったが、分科会の主査は総合
検討会の委員ではないこと、分科会の下にワーキンググループを組織し、作業に当たったこ
とが異なる。VTOL分科会のワーキンググループは航空宇宙技術研究所と航空機メーカーの
研究者により構成され、（117）ニュータウン分科会のワーキンググループは（株）野村総合研究
所の研究員によって構成されていた。（118）
1973年度には、「測地衛星システム（レーザ気球型測地衛星の開発打ち上げに伴う技術
的・社会的影響に関する調査研究）」と「沖合立地方式における原子力発電」の2課題が選
定された。科学技術庁における重要分野である宇宙と原子力から選ばれた形になっている。
「測地衛星システム」については研究調整局が、「沖合立地方式における原子力発電」につ
いては原子力局が担当局となった。（119）
1974年度には、「ニュータウン開発計画における技術システム（パイプライン廃棄物輸
送システム）」と「画像通信システム」の2課題を実施した。外部委託により実施している
が、実施体制としては、科学技術庁計画局テクノロジー・アセスメント総合検討会にニュー
タウンにおけるパイプライン廃棄物輸送システムに関する専門委員会及びワーキング・グル
ープと画像通信テクノロジー・アセスメントプロジェクトを設けて取りまとめに当たった。
（120）
画像通信システムが課題として選定された理由の一つとして、OECD（経済協力開発機
構）のプロジェクトへの参加があげられる。OECDは1974～1975年に同一課題について数
カ国が個別にテクノロジー・アセスメントを行い、その成果を持ちより、方法論の検討、各
国共通の問題点の摘出等を行う「テクノロジー・アセスメント国別比較プロジェクト」を行
った。その対象分野の一つとして通信技術が取り上げられており、それに参加することが画
像通信システムを課題として選定する理由の一つであったとされている。（121）
1975年度には、「合成紙の普及」、「海洋牧場」、「人工降雨」の3課題を実施した形
になっている。「合成紙の普及」の事例研究については、1973年度から科学技術庁資源調
査所が実施してきたものであり、1975年9月に資源調査会の了承を得て資源調査所資料第
36号として公表されたものである。（122）「海洋牧場」については、科学技術庁が所管する特
別認可法人である海洋科学技術センターが受託し実施した。（123）
1976年度以降は、1年度1調査となり、（財）未来工学研究所への委託となっている。1976
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年度は「レーザの総合利用」を課題として事例研究を実施した。
1977年度の「国民生活に身近な技術課題に関するプリアセスメント」は、（2）④
（ア）で述べたように、1975年10月に出された科学技術会議総合部会テクノロジー・アセ
スメント分科会の報告「テクノロジー・アセスメント導入にあたっての基本的考え方及び推
進のための施策」‘における提言（124）を受け、科学技術庁がキャッシュレスシステムなど7つ
の技術課題についてプリアセスメントを委託により実施したものである。そして、これが科
学技術庁が行った最後のテクノロジー・アセスメント事例研究となった。
1978年度と1979年度には、それぞれ国内と諸外国におけるテクノロジー・アセスメント
の実態調査を実施し、科学技術庁はテクノロジー・アセスメント活動を終了した。
②　事例研究の特色
科学技術庁が実施した事例研究の特色については以下のとおりである。これらの事例研究
の概要については、添付資料8を参照されたい。
農薬
農薬の使用がもたらす広範囲への影響をもれなく摘出するためのインパクト・マトリッ
クスや、3次～5次にわたる農薬によるプラス・マイナスの影響の広がりを図示してい
る。
高層建築
霞ヶ関ビル居住者に対するアンケートの採点により正・負の影響の重要度を評価してい
る。また、たとえば、高層階においては展望を楽しむことができる反面、高所恐怖症を引
き起こす可能性があるなど、相互に対立関係にあることを「クリティカルな条件」、対立
する正の影響がない負の効果を「独立負効果」として、これらをポイントに対応策を検討
している。
CAI
CAIの普及によりインパクトが及ぶ分野のうち特に重要と考えられる7分野を設定し、
これらについてインパクトを受ける「対象」及び「側面」の順に樹枝状に細分化して影響
を検討する、関連樹木法の一種である分類樹木法を開発した。
VTOL機
関連樹木法、インパクト・マトリックス法を用いてインパクトを整理した∴予想される
インパクトのうち、空港周辺の住民に対する騒音、VTOL機の利用者にとっては新交通チ
ャンネルとして利用できることの2項目を最重要項目とし詳細に検討した。また、インパ
クトの「主体」、「分野」、「客体」などの用語の定義を行っている。
ニュータウンにおける技術システム
ニュータウンにおける技術システムについては、技術を単体としてではなく、システム
として考察する必要があるとし、当時、各種のニュータウン計画において実験的構想が提
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示されている技術システムである、エネルギーシステム、情報システム、新交通システム
が取り上げられた。
測地衛星システム
この事例研究が行われた時点で、4～5年後の打ち上げを目途に研究が進められていた
測地衛星システムについて、レーザ気球型測地衛星を中心にアセスメントを行ったもので
ある。インパクトの摘出は作業グループメンバーによるチェックリスト法及びブレーンス
トーミング法によっている。なお、レーザ反射技術を用いた測地衛星については、1986
年8月に打ち上げられた人工衛星「あじさい」により実現した。
沖合立地方式による原子力発電
沖合浮揚式と沖合着底式の2つの方式を対象とし、それぞれの方式について、電力需要
地からの距離、人口、海の利用などの観点から3つの地区を想定して評価した。インパク
トの評価にあたっては、当該技術が生活の質の向上を達成するためにどの程度有用である
かという有用度による評価を行った。また、環境への影響を評価するため、原子力関係の
専門家、地方自治体の開発関係と民生福祉関係の担当者合計803名にアンケートを行った
（224票を回収、回収率28％）。
ニュータウン開発計画における技術システム（パイプライン廃棄物輸送システム）
空気流により各建物のダストシュートからパイプラインシステムを通ってゴミ処理場ま
で輸送する吸引式パイプライン廃棄物輸送システム（真空収集システム）を対象に、主体
一分野間、分野一客体間などのマトリックスによりインパクトを抽出した。
画像通信システム
テレビ、CATVなどの放送、ファックス、ビデオなどの家庭用情報機器、コンピュータ
ー、記録・記憶素子技術などを対象として、K－J法によるインパクトの抽出、関連樹木法
によるインパクトの整理、専門家に対するアンケートによるインパクト評価、インパクト
の定量的評価など、様々な手法を活用している。
合成紙の普及
合成フイルム紙、合成パルプ紙、高充填シートを対象に、インパクト因果関係図の作
成、関連樹木法の活用、インパクト・マトリックスの作成などによりインパクト主体、客
体、分野について分析し、多数の者が共通して掃出したものや専門的な検討で重要とされ
たインパクトを重要項目として評価した。
海洋牧場
マダイ養殖型海洋牧場、マダイ増殖型海洋牧場、クルマエビ増殖型海洋牧場を対象に、
約260名の水産関係の専門家のアンケートを行い開発・普及の見通しを調査したうえで、
インパクトの主体、客体、分野を網羅したチェックリストを作成し効率的にインパクトを
抽出した。そして、有識者数名により重要インパクトの評価を重要度（大、中、小）で行
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い、最終的な重要度をその平均値から求め、さらに重要なインパクトの構造解析を行って
いる。なお、音響馴致などを利用したマダイの増殖型海洋牧場は、1984年から大分県に
おいて実証試験が行われ、現在は実用化されている。
人工降雨
滋賀県湖北地方における冬季山岳性地形性雲に対する沃化銀の種まきによる人工降雨
（雪）‘を対象としている。13項目の主要インパクトについて、降水量とコスト、ベネフ
ィットの関係を統計的に明らかにし、一定の条件でのコスト・ベネフィットを算出した。
また、地域住民への生活へのインパクトは、当事者となると予想される12名にアンケー
トを実施し、評価した。なお、九州北部では1978年以降、多摩川上流においても1987年
以降、渇水発生時に、人工降雨を目的とした沃化銀の発煙が行われている。
レーザの総合利用
レーザ・ウラン濃縮、レーザ核融合、ファイバ通信、レーザ加工の4つの技術を対象
に、それぞれ異なった方法でインパクトを締出し評価している。K－J法などによりインパ
クトを整理している。レーザ・ウラン濃縮では技術情報の拡散による軍事利用が、レーザ
核融合ではトリチウムに関連する問題が、レーザ加工技術ではレーザハザードが主な負の
インパクトとしてあげられている。
国民生活に身近な技術課題に関するプリアセスメント
キャッシュレスシステム、ダイレクトメール、フィールドアスレチック、消化器、火災
報知器、ホームファクス、コールドチェーンの7つの技術課題について、特に大きな影響
だけに限定したプリアセスメントである。各技術課題ごとにインパクト締出のためのチェ
ックリストを作成し、それを参考に文献調査、面接調査、実地調査、ブレーンストーミン
グなどによりインパクトを掃出した。そのインパクトに対する消費者による重要度評価の
集計をもとに各インパクトを評価した。重要と評価された負のインパクトについては、対
象技術の推進者から解決策についてのコメントを収集・整理している。
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4　考察
（1）当時のテクノロジー・アセスメントの定義、概念、イメージ
テクノロジー・アセスメントの定義、概念については、1978年に当時の工業技術院技術調
査課長の島弘志氏が、「TAに関する議論では、いまだにTAとは何かということがホットな
論点になり、広義のTAと狭義のTAとか「」つきのTAと「」なしのTAといった使い
分けがしばしば見られるような有様である」（125）と述べているように、テクノロジー・アセス
メントの定義が関係者共通のものではなかったようである。添付資料9に、様々な資料におけ
る定義、概念等を示した。その共通部分は、「科学技術の適用がもたらす人間、社会、自然に
対するプラスとマイナスの影響を対比し、人間福祉に貢献する方向に科学技術を誘導すること
を意図した評価」（126）といったようなものであると考えられるが、資料によっては、代替手
段や必要な対策を検討すること、意志決定者にそれらを提示することを含むとするものもあ
る。また、テクノロジー・アセスメントを評価の手段としたものもあるが、態度あるいは考え
方を示すとしたものもある。
さらに、産業技術審議会テクノロジー・アセスメント部会は、1975年に、テクノロジー・
アセスメントの概念を広義のものと狭義のものに分けて整理しており、広義の概念はテクノロ
ジー・アセスメントを技術管理としてとらえ、狭義には技術の評価、すなわち「技術の開発及
び適用に際して、その利害得失を総合的に評価すること」を意味するものとしている。（127）
また、科学技術会議総合部会テクノロジー・アセスメント分科会は、1975年に、技術の発
展過程に基づき、①技術的要因の高い政策の策定段階、②技術開発の初期段階、③技術の実用
段階、④技術が社会問題化した段階の4段階にテクノロジー・アセスメントを実施する段階を
分類し、それぞれの段階で行うべきテクノロジー・アセスメントの役割、対象課題、効果、分
析法などを整理している。（128）（添付資料10参照）
工業技術院でテクノロジー・アセスメントを担当していた内仲康夫氏は、1974年11月に東
京で開催された国際テクノロジー・アセスメント・シンポジウムの講演を通じての全般的な印
象として、講演にみられるテクノロジー・アセスメントの定義、概念が極めて広範にわたって
いることをあげている。特定技術のインパクトを分析するという狭義のテクノロジー・アセス
メントから、エネルギー経済分析、技術予測、ポリシー・アセスメントまでを広くカバーする
ような「技術を人間福祉にとって望ましい方向に導く」という目的を持ったあらゆる方策をテ
クノロジー・アセスメントと称しているように感じたと述べている。（129）
さらに、科学技術庁がテクノロジー・アセスメント関係の施策を行わなくなってから約4年
後の1984年3月に（財）日本産業技術振興協会が公表したアンケート調査報告書においては、
企業にあてた調査票の中のテクノロジー・アセスメントの説明で、工業技術協議会や産業技術
審議会のテクノロジー・アセスメント部会、米国国立科学財団、OTAのテクノロジー・アセ
スメントの定義を示した後、「企業の視点からは、「TA」という語を使うかどうかは別とし
て、新しい技術の開発及び適用に際し、その技術の導入による影響を多面的な見方で事前に予
測し、その利害得失を総合的に評価して、企業活動に役立てようとすることであると考えられ
ます。このことは実際的には多くの企業で、慣行化されていると思われます。」、「さらにま
た企業においては、新技術、新製品の開発・適用・導入に際し、自社の企業利益の確保と共
に、社会的責任をバランスさせ、さらに積極的には世間からあの会社は良心的な会社である
（コーポレイト・アイデンティティーがある）という企業イメージを持たせるための種々のア
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セスメント活動が行われていると思いますが、これらもTA活動と同質のものと見なすべきで
あると考えます。」というように、テクノロジー・アセスメントの範囲を非常に広くとらえて
いるものもある。（130）
このように見てみると、テクノロジー・アセスメントが何を指すのかわからなくなってく
る。その定義、概念には共通する核となる部分はあり、その間題意識には大きなプレはないも
のの、どこまでやるのか、考え方や思想といったものなのか、それとも一定の手段を伴わなけ
ればならないものなのか、などの点では統一がとれていなかったと思われる。
定義や概念が統一されていないことについては、（財）未来工学研究所の実態調査において、
テクノロジー・アセスメント経験者のアンケート結果から、「TAアレルギーが存在してい
て、従来の事前評価方法が改善されるまでに至らなかった」、「TAに対する理解が不十分で
あったり、正しくなかったりすると、研究開発活動を抑制する危険性がある」などの点が指摘
されており、日本型テクノロジー・アセスメントの基本的概念を明確にすることがまず必要で
あるとされている。さらに、意思決定におけるテクノロジー・アセスメントの位置づけと役割
が不明確であると、やりっぱなしに終わったり実施がずさんになったりして、テクノロジー・
アセスメント活動が停滞する恐れがあることも同調査で指摘されている。（131）
また、1975年、（株）日本製鋼調査役・部長は、座談会の中で、「どうも社会的にアセスメ
ントが定着していない。端的に申し上げてテクノロジー・アセスメントというものの定義、つ
まり誰が、どういうルールで、どの範囲でテクノロジー・アセスメントするか、という点につ
いて、まだ明確な線が出てきていないと思うのです。マクロに言いますと、国家的な見地でテ
クノロジー・アセスメントをはっきりルール付けし、次いで企業でのテクノロジー・アセスメ
ントの位置付けをさせていく必要があると思います。」と述べており、（132）その時点でも企業
関係者の間でテクノロジー・アセスメントの定義が確定していなかったとの認識であったこと
を示している。
我が国のテクノロジー・アセスメントについては、様々な定義がなされ、統一がとれていな
かったが、関係者の間では一定のイメージが出来上がっていたと思われる。そしてそのイメー
ジがテクノロジー・アセスメントの停滞に関係したのではないかと思われる。前出の島弘志氏
は、テクノロジー・アセスメントは一般に「理念」、「手法」、「制度」の三つのレベルでと
らえられているが、その「理念」が、かなりのバイアスを伴って一人歩きしており、技術の進
歩に対してブレーキとなるような風潮をつくり出しているとの懸念を表明している。（133）他に
も、一部ではテクノロジー・アセスメントは「テクノロジー・アレストメント」（技術の阻
害）のごとく受けとめられていたことなど、（134）テクノロジー・アセスメントが新しい技術
の芽を摘むものとの認識が根強かったと思われる。テクノロジー・アセスメントを推進する立
場の資料ではテクノロジー・アセスメントに対するこのような見方を否定し、新しい技術の開
発の方向を正しく導くために必要な活動であると繰り返し強調しているが、（135）（136）テクノロ
ジー・アセスメントが専門家の研究開発の自主性を妨げるものであるとの受け取り方がなかな
か転換されなかったことの裏返しともいえる。
「手段」については、我が国独特のこだわりが見られるように思われる。
そもそもテクノロジー・アセスメントは、公害問題などを背景としつつ、米国からその考え
方を学んだのであるが、事例研究の実施や普及に当たっては、実際は、マイタ一社が開発した
手法など、米国で開発された手法が参考とされており、一般にテクノロジー・アセスメントと
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いえば、初期にはこのようなマイタ一社などが開発した手順によるアセスメントが、そのうち
に、科学技術庁などがこれらを下敷きにして行った農薬、高層建築、CAIなどの事例研究のよ
うな、チェックリストで影響を網羅するなどの一定のパターンがイメージされ、そのイメージ
から離れることができなかった面があったと思われる。
我が国においては、「ここで特に留意すべきは、TAが単に方法論なり体制なりを意味する
のではなく、むしろ科学技術を評価する態度あるいは考え方を示すということである。TAに
とって重要なのは考え方であって、方法論や体制は、それをさらに効果的にするための手段に
すぎない。」（134）などと強調されているが、このような強調が行われることからみても、テク
ノロジー・アセスメントには一定の手法や形式があるべきというこだわりが民間企業などの間
では強かったという背景があったものと思われる。公害問題などへの対応をテクノロジー・ア
セスメントに期待していた民間企業の立場から考えると、理念や基本的な考え方とともに、む
しろそれ以上に、「では、実際どのようにやればよいのか」ということに強い関心が向くのは
当然である。「日本ではテクノロジー・アセスメントは手続きとしてとらえられ、企業は「や
っています」という言い訳にした。また、日本では何をやってよいかわからなかったので手法
からテクノロジー・アセスメントに入ったため、テクニックの面から「こういうものがテクノ
ロジー・アセスメントである」としてしまった。」（近藤悟氏インタビュー）との指摘は当時
の状況をよく示しているといえよう。
一方、科学技術庁計画局テクノロジー・アセスメント総合検討会が1971年末に行った訪米
調査の報告書によると、「テクノロジー・アセスメントで、方法論にあまり拘泥してはならな
いという認識が専門家の間に少なくない点に注目する必要があるように思われた。すなわち、
「テクノロジー・アセスメントでは方法論よりは考え方の整理が重要であり、方法論は部分的
に利用されるものだ」とか、「アセスメントは社会的、政治的な手続きだから方法論をあまり
問題にすべきではない。個別の問題に応じた方法をとるべきで、一般的な方法論はない。」と
言った意見が聞かれた。」（138）というように、テクノロジー・アセスメントの手法については
かなり柔軟に考えられていた。また、多賀谷宏氏は、米国では、企業が新技術を開発する上で
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シンクタンクに外注して行うテクノロジー・アセスメントは、ほとんど「テクノロジカル・ア
セスメント」の形で実施されていると1986年に指摘している。これは単に新しい技術や製品
の技術的、経済的可能性を測るだけのものであり、当初のテクノロジー・アセスメントとは概
念的にも実際上も異なるものとされている。（139）米国OTAも同様の傾向があり、バイオテク
ノロジーの技術戦略のような技術がらみの問題を議会の要請を受けて考える機関になってしま
ったということもある（近藤悟氏インタビュー）。
我が国においては、技術のプラス・マイナスの両面（特にマイナス面）を事前に評価すると
いう理念と、マイタ一社の手法などを基にした手法とがイメージの上でセットになってとらえ
られていたと考えられる。
（2）テクノロジー・アセスメント活動が停滞した理由
これまで述べてきたように、1970年代後半になって、科学技術庁のテクノロジー・アセス
メント活動は停滞し、1979年度を最後にほとんどその活動が見られなくなった。その後も、
テクノロジー・アセスメントの普及状況は、当初期待されたものとはほど遠いと言わざるをえ
ない。
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その一方で、科学技術にはプラスの面とマイナスの面があることを前提に、人間や社会、国
民生活との調和を求めるという考え方は、ほぼ定着していると考えられる。
例えば、生命科学技術の関係では、米国のアシロマ会議の開催と遺伝子組み換え実験につい
てのガイドラインの作成や、我が国における関係省庁による遺伝子組み換え実験の指針の制定
などの一連の動きは、新たな技術がもたらす影響を事前に評価することが重要であるという考
え方を基にしていると考えられる。特に最近のヒトクローンの作成、ヒト胚の使用、ヒトゲノ
ムの解析などについての研究開発に関する科学技術会議生命倫理委員会の動きなども同様であ
り、これらの技術の開発、通用が人間・社会に対してプラスのみならずマイナスの影響を与え
うるということを前提に、その影響を事前に検討、評価し、対策を検討しようというものであ
ると考えられる。これは、1970年代のテクノロジー・アセスメントの考え方と共通するもの
であり、そのような意味ではテクノロジー・アセスメントは現在においても生きづいていると
も言える。
しかし、1970年代の我が国のテクノロジー・アセスメントのように、チェックリストなど
を作成してインパクトを事前に抽出し、評価するなどの一定の手法を用いたものではなく、そ
のような意味では、現在、1970年代のテクノロジー・アセスメントはほとんど行われていな
いといえよう。
また、環境アセスメントについては、昭和47年度公害白書において「科学技術についての
テクノロジー・アセスメントや、その考え方を環境に影響を与える企業や政府などの行為にも
広く適用する環境アセスメントは、・・・」（l咄）と述べられているようにテクノロジー・アセ
スメントと考え方に共通のものがある。そして、環境アセスメントは、環境問題に対する関心
の高さや、インパクトの分野が環境関係に限定されていることもあり一定の手法が確立されて
いることなどによって、長い期間を要しつつも法制化に至っている。これはテクノロジー・ア
セスメントの命脈を引き継ぐものと言え、見方によっては、開発における環境保全に特化した
テクノロジー・アセスメントが現在も制度化されて実施されているとも言える。
科学技術庁や通商産業省は、テクノロジー・アセスメントの普及を理念と手段のセットで行
ったと考えられるが、理念の普及の方は公害問題の教訓などもあって、徐々にではあったが、
結果的には成功しつつあるのに対して、手段の普及は現在のところ成功したとは言い難い。し
たがって、1970年代のテクノロジー・アセスメントを理念と手段のセットとして考えると、
手法の不備が足を引っ張って停滞しているようにも受け取れるが、他の問題を指摘する声も多
い。そのあたりの1970年代テクノロジー・アセスメント活動が停滞していった理由について
考察を加えてみる。以下にその主要なものと考えられる点をあげた。これらの中には相互に関
連し合っているものもあると考えられる。
（》　技術推進者からの反発
まず第一に、先に述べたテクノロジー・アセスメントの理念の部分が、研究者、技術者、
あるいは企業経営者などの技術の推進者から反発を受けたのではないかということが考えら
れる。
技術のマイナスの面だけではなくプラスの面も評価することや、マイナスの面を考えて、
必要であれば対策を検討しておくことがその技術の健全な発達にとっても有効であるという
テクノロジー・アセスメント推進者の主張が十分受け入れられず、テクノロジー・アセスメ
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ントは足かせのような余計なものとして嫌われた面があったのではないか、このため、組織
内においても研究者、技術者の協力が得られなかったり、反発を受けたりしたのではないか
と考えられる。
工業技術院の島弘志氏もテクノロジー・アセスメントの考え方はかなり世の中に広く浸透
しており、技術の進歩に対してブレーキとなるような風潮をつくり出しているとの懸念を示
しており、（141）企業からも、「テクノロジー・アセスメントが新しいものに対する批判とい
う面ばかり持つとなると、弊害の方が大きくなるでしょうね。」、「ある角度から見ると、
テクノロジー・アセスメントはディメリットばかりを出しているように見えるときもありま
すからね。」などの声があがっている。（142）
研究者の自主性の尊重と社会的責任の関係は古くて新しい問題であり、自動車の運転に例
えると、テクノロジー・アセスメント推進者は、社会と科学技術の関係を円滑にするため、
研究者自らがェンジンの回転数を落とす「ェンジンブレーキ」、あるいは技術開発を人間・
社会と調和する方向に誘導するような「ハンドル」のような役割をテクノロジー・アセスメ
ントに期待したのに対して、技術推進者の一部では、テクノロジー・アセスメントを外から
ブレーキをかけられ研究開発を減速させられる「フットブレーキ」、あるいは、場合によっ
ては完全に研究開発がストップさせる「サイドブレーキ」のようなものと受け取った部分が
あったのではないかと想像される。
中村桂子氏は岸田純之助氏とのテクノロジー・アセスメントについての対談の中で、アシ
ロマ会議のガイドラインに関して、「これは規制ですから一見抑えているようですが、もし
このガイドラインがなかったら研究はできなかったと思います。つまり、先ほどおっしゃっ
たように、規制というのは、ある意味では研究をきちんと進めていくた釧こ必要なのだとい
う一例だと思います。」と述べているが、（143）このような考えは、当時の我が国において
は、まだ広く受け入れられるものではなかったようである。
②　手法への依存と手法開発の困難さ
1972年、東京工業大学教授であった山田圭一氏は、テクノロジー・アセスメントについ
て、「厚生経済学その他で古くから論じられている厚生関数あるいは福祉関数に対応するよ
うなシステム設計のための目的関数が得られないかぎり、「技術開発のプラスとマイナスの
インパクトを総合的に判断して…・」というような抽象的な表現だけでは、実際のTA
を行うことはほとんど不可能である。」と述べている。（144）このようにテクノロジー・アセ
スメントの普及には理念だけでなく手法をセットにしないと当事者は何をやってよいかわか
らないであろう。そのために、テクノロジー・アセスメント関係の各種答申、報告書などで
は常に手法の開発が課題としてあげられており、科学技術庁や通商産業省は、米国のマイタ
一社によって開発された手法などを下敷きにして事例研究を行うとともに、手引書を作成す
るなどして影響の定量化を含む手法の開発と普及に努めたと考えられる。
しかし、事例研究等によっても、必ずしも関係者を十分満足させるような手法を開発する
ことができず、手法の開発が最後まで課題として残された形になっている。科学技術庁が手
法の開発・普及に努めて6～7年経過し、テクノロジー・アセスメント活動が終了しつつあ
った1978年度に（財）未来工学研究所が実施したテクノロジー・アセスメント経験者へのア
ンケート結果からも、テクノロジー・アセスメントの概念は理解できても、実際にどのよう
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にやったらよいかがわからないことが、テクノロジー・アセスメントが十分普及していない
理由の一つにあげられている。さらに、我が国のテクノロジー・アセスメント手法の水準に
ついては、回答者の6割はそれほど満足すべき水準でないと評しており、特に定量的な評価
手法が十分確立していないと指摘されている。（145）
十分満足すべき水準にある
ほぼ満足すべき水準にある
それほど満足すべき水準にはない
全く満足すべき水準にはない
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図－5　テクノロジー・アセスメント手法の水準
（注）テクノロジー・アセスメント経験者30名に対して行ったアンケート調査の結果である。
資料：（財）未来工学研究所『わが国におけるテクノロジー・アセスメントの実態調査』（1979
年）
当時の企業の手法に対する考え方を、企業関係者などによる座談会に見ると、「公害型の
企業としては、テクノロジー・アセスメントに関心を寄せざるを得ないのですが、目下のと
ころアセスメント・マインドは旺盛でも具体的には手法を始めとしてあまりにも問題が多
く、まだ手つかずといった状態です。しかし、紙パルプ産業が今後も生き続けるためには、
テクノロジー・アセスメントは不可欠であり、企業の存続の危機感と祈るような気持ちをも
って、テクノロジー・アセスメントの今後の展開を待っているというところです。」（王子
製紙（株）開発本部環境管理部副部長）、「私は、科学技術庁資源調査所が2年がかりで実施
している合成紙に関するテクノロジー・アセスメントの作業に参加しているのですが、結論
を出すというのは非常に難しいものだという感じです。今後の人々の価値観の変化や合成紙
の質や量などを予測しながら、いろいろな分野、対象のインパクトをチェックしようとする
と、三次元、四次元のマトリックスになってしまって、大変複雑になり、整理が難しく、頭
のよい人がそのデータをうまく処理してコンピュータにかけるとしても、元のデータの信頼
性が小さく、主観的な面が多すぎるので、そんな計算をしても仕方がないじやないかという
気持ちになってきます。結局、可能な範囲でデータを集めて、あとは人それぞれの判断に任
せ、たとえそれが人によって異なるものでも仕方がないと思っています。」（凸版印刷（株）
中央研究所長）などと、（146）手法の不十分さを理由にテクノロジー・アセスメントに取り組
んでいない事情や、手法への不満を語っている。
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このように、我が国ではテクノロジー・アセスメントの普及と手法の開発が技き差しなら
ない関係にあり、しかも、その手法が米国のマイク一社が開発した原型に縛られ、期待され
たように確立されなかったことがテクノロジー・アセスメントの停滞の一因になったと考え
られる。「とかく手法というとデータを入力すれば回答が出てくるものと考えがちだが、そ
れは過大な期待である。問題だったのは、このような意味（ちょっと立ち止まって、より広
い視野から検討しよう）でテクノロジー・アセスメントはほとんど目的に過ぎないのに、い
かにも手段のような顔をして登場し、このため、広義のTAとか狭義のTAといった概念上
の混乱を招いたり、あのやり方はTAだがこのやり方はTAではないといった不毛な議論が
ハハをきかせることとなった。もっと問題だったのは、手法や方法論の不備に気づいた時、
「立ち止まって考えること」自体もやめてしまったことである。」との島弘志氏の指摘は、
（147）このような事情を述べていると考えられる。
また、（財）政策科学研究所は、我が国のテクノロジー・アセスメントは方法論的にはアメ・
リカのマイタ一社が開発した原型に依存することが極めて大きく、目的との帝雛が目立つこ
と、総合評価がなおざりにされる傾向が強かったことなどを指摘している。（148）
それでは、なぜ、手法の開発がうまくいかなかったのであろうか。
科学技術庁が行ったテクノロジー・アセスメントの事例研究の多くは、対象技術や社会・
経済の将来予測を行い、ブレーンストーミング、チェックリスト、K－J法、関連樹木法など
により予想されるインパクトを網羅して抽出しようとしている場合が多い。このような技術
がもたらす社会的影響をあらかじめ予想することは可能であったのだろうかという疑問が生
じる。この疑問に対しては、今回インタビューにおいて、岸田純之助氏は「可能である。そ
ういうことをやろうとしているのがソフト系科学技術である。」、松井好氏は「十分考えて
おけば予測できる。」、近藤悟氏は「影響の項目は出る。考えておくことは可能。そうでな
いとテクノロジー・アセスメントが活動として成り立たない。」とそれぞれ答えている。確
かに、これらはテクノロジー・アセスメントに必要な作業であり、科学技術庁の事例研究を
見ても、将来の経済、社会の予測などには、苦労しながらも、かなり複雑な方法を用いて、
インパクトの主体、客体、分野などの視点から網羅的にインパクトを検討しており、それら
のインパクトの抽出にはある程度成功しているように思われる。
しかしながら、得られたインパクトの評価については、近藤悟氏はインタビューの中で、
「影響を評価するとき、立証もない、客観性もない、根拠をきちんと議論していない。対象
技術の専門家を中心に定性的・感覚的に評価し、本質的議論や立証するための試験などが十
分行われておらず、抽象化・形式化していた。」と指摘しているような問題点があった。ア
ンケートやインタビューにより評点付けを行ったものもあったが、多くが対象技術の関係者
や専門家に対するものであった。また、インパクトを金額に換算しコストとベネフィットの
試算を行った定量的評価を実施したものもあるが、利害関係者に対するアンケートによる主
観的評価の結果と大きく異なっていたものもあった。（149）
その結果、我が国のテクノロジー・アセスメントの事例研究においては、「なるほどその
ような影響は出るであろう」というような定性的なインパクトの予測はできたが、それを多
数の人が納得するような評価、特に定量的な評価を行うような結果を出せなかったと考えら
れる。事例研究を読んでも、過程は複雑であるが、結果は特段目新しいものや驚くようなも
のがみられないようなものが多い印象を受ける。
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テクノロジー・アセスメントの手法については、テクノロジー・アセスメントの考え方や
理念が重要であり方法論などにこだわるべきではないとか、素晴らしい手法が確立すること
を期待すべきではないなどの主張が繰り返されている。（150）（151）多くの人々が指摘している
ように、万能の手法の開発はそもそも不可能であり、ケース・バイ・ケースで対象技術や目
的に応じたやり方を考えるべきものであろう。我が国の事例研究も、様々な手法が試みられ
ており、それらを基にして普及が試みられたのであるが、基本的には、「民間企業などは、
これらのやり方を参考にして、自分たちが行う技術開発に適したアセスメントの方法を考え
て実施しなさい」という普及側の考えだったのであろう。しかしながら、民間企業などは、
①で述べたようなテクノロジー・アセスメントに対する反発などもあり、自ら手法を検討し
てまでもテクノロジー・アセスメントを行おうとせず、一般的・普遍的な手法が政府の手に
よって開発されるまで、様子を見ていたところが多かったと思われる。
また、科学技術庁計画課課長補佐、計画局科学調査官などを歴任した越川文雄氏はインタ
ビューの中で、テクノロジー・アセスメント活動が停滞した第一の理由は、我が国において
は、テクノロジー・アセスメントとして分析結果を整理して意志決定するというニーズがな
かったことであり、それに加えて、共感を得る方法論を作り得ず、定量化なども社会的にな
るほどと思ったものにはならなかったことが理由としてあげられるとしている。テクノロジ
ー・アセスメントの方法論、制度がなかなか作れないうちに、結果的にテクノロジー・アセ
スメント以外の話が優先していくようになり、テクノロジー・アセスメントの優先順位が下
がっていったと同氏は述べている。
さらに、白根稽吉氏は「わが国においては、シンクタンクが委託により調査分析を行う場
合、その中立性を確保するという要請を誤解し、研究者の独断に陥ったり、手法を過大に重
視し、非現実的な分析を行ったりする傾向がみられる。」と指摘している。（152）
確かに、米国では、マイタ一社の手法の開発なども熱心に行われたが、OTAは、手法に
こだわらず1995年まで活動を続けている。したがって、手法の確立されなかったことが直
接我が国のテクノロジー・アセスメント活動を停滞させたと言うよりも、手法に対する過大
な期待と依存がまず問題であったと考えられる。
なお、越川文雄氏は、方法論といえば、通常、インパクトの抽出や評価などの方法が議論
されるが、プレゼンテーションの仕方も方法論として考えるべきであると述べている。事例
研究の報告書は、そもそも誰を対象に書かれていたのかがはっきりしないが、かなり専門的
な対象技術の解説に多くのページを割いており、素人が読むには難解なものがある。対象技
術を正確に解説することがテクノロジー・アセスメントの前提ではあろうが、意志決定者や
利害関係者、そして一般の者はその技術については素人であり、その報告書を関心を持って
読んでもらう努力が必要であると考えられるが、そこまでの配慮はあまりなされていなかっ
たことも問題であったと思われる。松井好氏も、インタビューにおいて、「行政や企業がテ
クノロジー・アセスメントを理解しやすくする努力をしていない。また、被評価者にとって
都合が悪い評価が出されると、「方法論が悪い」とされる。したがって、方法論とその運営
システムを事前に開示する必要がある。」と指摘している。
③　負担の大きさとメリットの不明確さ
テクノロジー・アセスメントの制度の問題とも関連するが、近藤悟氏はインタビューにお
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いて、我が国では、テクノロジー・アセスメントは、企業が企業のために行うものと考えら
れ、自発的に問題を検討して下さいという運動であったと述べている。また、工業技術院技
術調査課長が編集した著書においても、テクノロジー・アセスメントは第三者ではなく、
「ぁくまで開発当事者が行うのが原則であるとわれわれは考える。」とされている。（153）
企業の中には、テクノロジー・アセスメント部局を設置したところもあったが、企業とし
て進んでテクノロジー・アセスメントを行うインセンティブはどのくらいあったのであろう
か。
（1）で示した（財）日本産業技術振興協会が行った企業に対するアンケート調査における
定義のようにテクノロジー・アセスメントを広くとらえると、多くの企業でテクノロジー・
アセスメントを実施していたと考えられるが、技術開発が社会に与えるマイナスの面につい
て考慮し、結果によっては技術開発の中止や大きな方向転換もあり得るというような意味で
のテクノロジー・アセスメントはあまり行われなかったと考えられる。その理由としては、
①で述べたような技術開発推進者の反発や、②で述べたような手法の問題もあるが、その他
にもいくつかの理由が考えられる。
まず、テクノロジー・アセスメントに要する労力、費用、時間の点があげられる。科学技
術庁など政府が行う事例研究は、専任ではないにしても、数名のスタッフが1年間をかけて
実施しており、シンクタンクへ委託を行う場合は、当時の金額で数百万円を要した。企業自
ら行う場合には、テクノロジー・アセスメントを実施できる人材の問題も考えられ、企業に
とっては、直接行うにしても、委託で行うにしても、軽い負担ではなかったと思われる。ま
た、テクノロジー・アセスメントに時間をかけることは、新技術の実用化や製品化を遅ら
せ、経営上のチャンスを逸することにつながるというリスクもある。
そして、テクノロジー・アセスメントを実施する必要性やメリットがはっきりしなかった
ことが考えられる。事例研究などを見ても、テクノロジー・アセスメントを実施しなければ
得られないような有用で新たな知見が実質的にどのぐらいあったか疑問視されたこともある
のではないかと考えられる。また、仮に問題となるようなマイナスのインパクトが予測され
た場合、長い目でみればその対策を実行することが企業にとって必要かつ有益なことであろ
うが、短期的には問題にならないと考えられ黙殺されるようなことであったり、世間に知ら
れたくないようなことであったりする可能性もあり、腰が引ける心理状態であったとも想像
される。近藤悟氏はインタビューの中で、今のライフサイクル・アセスメントやISO認証
取得なら企業にとって受注やイメージアップのためにメリットがあるのだが、当時のテクノ
ロジー・アセスメントはそのようなメリットは期待できなかったと述べている。
また、「ある程度テクノロジー・アセスメントをして、これは将来性もあり世の中に望ま
しい技術だということになっても、それをさらに推進させていくような予算的バックアップ
がないのです。企業にだけおっかぶせている感じがします。」というような企業の声もある
ように、（154）政府の予算措置、金融・税制措置などの政策とリンクするようなメリットがな
いことも企業の力が入らなかった理由の一つと考えられる。
さらに、テクノロジー・アセスメントは原則として公開されるべきであるとされている
が、企業が行うテクノロジー・アセスメントについては、企業固有の情報、すなわち企業秘
密の問題がある。結果を公開しないにしても、アセスメントの過程で第三者やシンクタンク
などが参加することにより、新製品や新技術に関する情報の機密保持が困難となる懸念があ
ー43
る。近藤悟氏は、企業活動のチェックについては、企業自身が行う内在型事前評価と行政が
コントロールする外在型事前評価があるが、内在型事前評価には企業情報や客観性の問題が
あり、ISO14001のように基準をガイドライン化し外部からチェックすることができる外在
型事前評価が望ましいと述べている。
この他に、企業が実際にテクノロジー・アセスメントを実施する組織を設置する場合、そ
の位置づけをどうするかと言う問題も指摘されている。国際テクノロジー・アセスメント協
会会長であったⅤ・T．コーツ博士は、「組織の中におけるTA機能の位置づけにはトレード
・オフの問題がある。意志決定機関に密接に関連するところでTAが実施されるとより大き
なインパクトを与えることができるが、研究の早期の段階に情報を得て、研究に貢献すると
いう点では難しい。一方R＆D部門の中でTAが実施されると、TAは研究開発の初期から
そのガイドラインとなりうるが、最終的な意志決定者とのコミュニケーションがむずかし
く、トップに対してほとんど影響を持たないものになってしまう。」と述べている。（155）
結局、企業にとってはテクノロジー・アセスメントはあくまで自主的活動であり、それに
かける労力、時間、資金、さらに情報が漏洩するリスクとテクノロジー・アセスメントを実
施して得られる効果とを比較し、テクノロジー・アセスメントを実施するインセンティブが
働かなかったと考えられる。
なお、米国の企業のテクノロジー・アセスメントへの取り組み状況については、「たとえ
ば、米国におけるテクノロジー・アセスメントの実施状況を調査したピート・マーウィック
・ミッチェル社の報告は、1971年9月に一応の取りまとめが行われたが、回答者とくに民
間企業の回答者が、長期予測、技術調査、市場調査と混同していたため、調査の整理をやり
なおさなければならなかった。つまり、一般人だけでなく技術開発に従事している民間企業
ですら、テクノロジー・アセスメントに対する共通の理解ができているとはいえないことを
示している。」（156）との状況が報告されていることや、1979年度に実施された諸外国のテク
ノロジー・アセスメントの実態調査においても、「民間企業においては、大企業の一部にお
いて試験的に実施されているというのが実態である。」（157）されていることなどから、必ず
しも活発ではなかったようである。
④　開発者が自主的に行うテクノロジー・アセスメントの限界
我が国で想定されたテクノロジー・アセスメントの実施の姿は、③でも述べたように企業
などの技術開発の当事者（機関、組織）が自主的に当該技術について実施するものと考えら
れていた。その理由は、「技術開発に関する最も詳細な知識をもち、さらにその技術開発に
ついて意志決定を行い得るものは、開発当事者だけだからである。」とされている（158）。確
かに、対象技術についての知識は専門家でなければ持っていないだろうが、社会への影響を
予測することや、それを客観的に評価することを技術開発当事者やその技術の専門家のみで
行うことは逆に難しいであろう。
例えば、村野賢哉氏は、「テクノロジー・アセスメント評価の客観性」と題し、1974年
に東京で開催されたテクノロジー・アセスメント国際会議を聞いた科学技術庁の友人が、マ
イナスのインパクトをいかに小さく評価するかというような感じがすると指摘したこと、村
野氏自身もその技術やクライアントにかなり情が移った雰囲気の中で評価が行われているの
ではないかという感じを持ったものが確かにあったことなどを述べている。（159）
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テクノロジー・アセスメントの推進を担当する行政サイドでも、このような問題意識はあ
った。当時、科学技術庁の計画局計画課長であった大澤弘之氏は、テクノロジー・アセスメ
ントは客観評価でなければならないと考えていたが、同時に、技術を開発する者が入らない
と内容がわからないという点もあったと述べている。
このような、技術の専門性と客観性のトレード・オフの関係はテクノロジー・アセスメン
トの重要な課題である。いずれにしても、実際上は対象技術の専門家がアセスメントの作業
に参加しなければならない。もちろん、対象技術の専門家が行う評価が必ずしも偏ったもの
とは限らないが、直接対象技術の開発とは利害関係がない立場の者がアセスメントに参加す
ることは、客観性の向上に資すると考えられる。科学技術庁が行った事例研究をみると、テ
クノロジー・アセスメントの作業や評価を行ったのは、やはり対象技術の専門家や関係者が
中心となっている場合が多いが、その技術が人間、社会、経済、自然環境に及ぼす影響を検
討、評価するために、対象技術の専門家の他に医療や社会、経済などの専門家やマスコミ関
係者をメンバーに加えている。このことは、同時に客観性の向上を図ったものとも考えられ
る。
このようなアセスメントの参加メンバーの問題の他に、どのような組織や機関が主体的に
責任を持ってテクノロジー・アセスメントを行うのかというテクノロジー・アセスメントの
実施主体の問題がある。
前述したように、我が国では技術開発の当事者が最も詳細な知識を持ち、技術開発の意志
決定を行い得るためテクノロジー・アセスメントの実施主体であるべきとしているが、専門
的な知識は専門家をメンバーに加えることで得られるし、アセスメント実施主体と意志決定
者が別々であっても、結果を意志決定者に示すことにより解決できると考えられる。むし
ろ、その方が客観性の確保という観点からも望ましいスタイルであるとも考えられる。科学
技術会議総合部会テクノロジー・アセスメント分科会報告書は、テクノロジー・アセスメン
トは当該技術の開発主体または社会への適用の主体が自主的に実施すべきとしながらも、実
施に際しては第三者的な公平な立場に立つこと、対象技術によっては公平さを保つため第三
者機関によって実施されることが望ましいとしている。（1側）
また、テクノロジー・アセスメントを「自主的」に行うということは、強制力を伴わない
ので、技術開発の当事者の都合によって、本当にアセスメントが必要な技術に対してテクノ
ロジー・アセスメントが行われない可能性もある。
このような、我が国で想定された、技術開発の当事者が自主的に行うテクノロジー・アセ
スメントの問題点への対応として、テクノロジー・アセスメントを実施するための公的機関
・組織の整備や、テクノロジー・アセスメントの義務化を法律などにより制度化することが
一部で議論された。
公的機関・組織の整備に関しては、1973年3月の衆議院科学技術振興対策特別委員会に
おいて、他省庁や他の研究機関が取り上げている課題を除いては科学技術庁が科学技術全般
にわたるテクノロジー・アセスメントを実施してはどうかとの質疑が行われたこともあっ
ヽ
た。これに対して科学技術庁は、行政機構が縦割りにできており、アセスメントの面だけを
全部まとめて行うことは実行することが難しいとし、科学技術庁は、それぞれの機関が研究
開発に当たり、自らの責任においてテクノロジー・アセスメントを実施するように指導して
いくと同時に、各省庁にまたがるような総合研究を実施すると答弁している。（158）
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テクノロジー・アセスメント実施の義務化に関しても、いくつかの審議会等において検討
されている。
科学技術会議総合部会テクノロジー・アセスメント分科会は1975年の報告書の中で、技
術の開発主体または社会への適用の主体が、当該技術がもたらすであろうリスクを回避し、
それらの主体が社会に対して負う責任を果たす一環として自主的に実施すべきものであるこ
と、テクノロジー・アセスメントの手法の開発やその実施に必要な情報の整備が不十分であ
ることから、「現段階においては、その実施を法律によって義務付けることは適切な方策と
はいえない。」としており、当面はテクノロジー・アセスメントの実施を誘導する施策を講
ずることが緊要であるとしている。ただし、現代社会における技術が社会に与える影響の大
きさを考慮に入れるならば、既存の法律による規制との斉合性に考慮しつつ、いずれテクノ
ロジー・アセスメントの実施を義務付けなければならない分野が生ずることも想定されると
の展望も示している。（162）
工業技術協議会テクノロジー・アセスメント部会は1973年の報告書の中で、長期的な施
策の方向においては、開発者、生産者その他の事業者等が、開発や実用化に先立って必ずテ
クノロジー・アセスメントを行う習慣が定着しなければならないがその実現はかなり困難と
みられ、ある時期に動機付けや実施の確保のための何らかの法律的な裏付け並びにそれに基
づいた体制づくりも必要になってくるであろうとしている。しかし、当面の施策としては、
テクノロジー・アセスメントの考え方が広く一般化していない当時の段階においては、新た
な法制度等によらず既存の制度を最大限に活用してテクノロジー・アセスメント思想の普及
徹底とその実施の推進を図らなければならないとしていた。（163）
また、産業技術審議会テクノロジー・アセスメント部会は1975年の報告書の中で、「企
業に対してテクノロジー・アセスメントの実施を義務付けることについては、当面、適当で
はないと考える。すなわち、テクノロジー・アセスメント手法の充実及び必要な情報の整備
を図らなければならない段階において、テクノロジー・アセスメントの実施を義務付けても
形式に流れ、かえってテクノロジー・アセスメントに対する信頼性を失わしめる結果とな
り、ひいてはテクノロジー・アセスメントの促進に大きな障害となるおそれがある。」とし
ている。そして、前述したようにテクノロジー・アセスメント促進制度のあり方として、民
間企業に対する助成、啓蒙・普及活動、手法の充実などの国による基盤整備、国の先導的実
施、実施体制の確立をあげている。岬）
このように、公的な組織の整備は具体化されず、テクノロジー・アセスメント実施の義務
化についても、長期的課題とはされながらも、普及活動や手法の開発が優先事項とされてし
まい、そのまま立ち消えの形となった。
テクノロジー・アセスメントの制度化は、普及活動などにより社会的なコンセンサスが得
られてからとの考えで先送りされ、結果的には、テクノロジー・アセスメントの普及活動そ
のものが停滞してしまった。仮に、公的機関の整備もしくは義務化が制度化されていれば、
我が国のテクノロジー・アセスメントを巡る経過はかなり異なったものとなっていたであろ
うと想像できる。当時の我が国においてはテクノロジー・アセスメントの理念は非常に先進
的なもので、①で述べたように、関係者には浸透しにくく、コンセンサスを得にくいため、
仕組みや形ができず、さらに普及が進まないという停滞への悪循環に陥ってしまったと考え
られる。
一46一
⑤　公害問題の沈静化
3の（2）「我が国におけるテクノロジー・アセスメント活動の経緯」で述べたように、
テクノロジー・アセスメントが導入された時期は、公害問題等が深刻化している時期であ
り、テクノロジー・アセスメントの導入・普及は公害対策を多分に意識したものであったと
考えられる。公害対策関係法律が整備され、公害苦情件数も減少していくにつれ、テクノロ
ジー・アセスメントへの関心は薄れていったと考えられる。
産業界のテクノロジー・アセスメントに対する期待は、当初は産業予測特別調査団が目指
した「新しい技術ニーズの模索のための手段」であったであろうが、公害問題などへの対応
が求められる中で、行政側と同様に公害問題の解決の手段として期待するようになったと思
われる。
王子製紙（株）開発本部環境管理部副部長は、「公害型の企業としては、テクノロジー・ア
セスメントに関心を寄せざるを得ないのですが、目下のところアセスメント・マインドは旺
盛でも具体的には手法を始めとしてあまりにも問題が多く、まだ手つかずといった状態で
す。」、「現実の問題としては、例えば公害に関して企業と住民が話し合う場合、残念なこ
とにあまり定量的な議論がありませんで、すれ違いに終わることが多いのです。そういうと
きに、何か鎮静剤になるような、企業側、住民側双方にとって共通のお手本になるようなも
のがないかと、我々としては強く期待しているのですが…・」と述べており、（155）テク
ノロジー・アセスメントに対して、新たな技術開発の足かせにもなりかねないとの認識で警
戒をしつつも、住民との話し合いなどにおいて、客観的といえる情報と提出する手段として
テクノロジー・アセスメントに期待を寄せていた面もあったと考えられる。
しかし、企業が手法の不十分さを理由にテクノロジー・アセスメントへの取り組みを滞ら
せている間に、公害防止に向けての環境庁の設置を含む法制度の整備、企業の対策強化に加
え、石油ショックの影響もあり、1974年頃から公害問題は沈静化の方向へ向かった。した
がって、公害対策の手段としてテクノロジー・アセスメントに期待を寄せていた企業は、そ
れを行う動機を失っていくことになったうえ、後述するように石油ショックによる影響もあ
り、テクノロジー・アセスメントへの関心は急速に薄れていったと考えられる。
近藤悟氏はインタビューにおいて、「米国のテクノロジー・アセスメントは公害、福祉、
貧困などの社会的問題の中で宇宙開発などの技術をどのようにコントロールしていくかがテ
ーマであるが、日本の場合は公害問題への対応が中心であった。したがって、環境アセスメ
ントや産業公害の規制法ができると、テクノロジー・アセスメントはもうよいということに
なった。」と述べており、我が国における公害問題とテクノロジー・アセスメントの関連の
強さを指摘している。
また、前述したように、科学技術庁、通商産業省、経済企画庁、環境庁の4省庁は合同の
テクノロジー・アセスメント検討会を設けており、「特に環境庁は環境保全という立場か
ら、新技術や開発プロジェクトの環境に与える影響の分析や分析手法の開発に努力してお
り、テクノロジー・アセスメントの中でも最も重要な分野の一つである環境アセスメントの
確立を目ざしている。」とされている。（166）科学技術庁や通商産業省が調査した米国におけ
るテクノロジー・アセスメントや国家環境政策法に関する情報は、この検討会などを通じて
環境庁にも紹介されていたと考えられ、このことが我が国における環境アセスメントの成
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立、発展にはこれらの情報が大きく寄与していると考えられる。越川文雄氏も、インタビュ
ーにおいて「岸田先生などと調べた米国の環境アセスメント関係の資料などは環境庁に渡し
て勉強してもらった。我が国の環境アセスメントはテクノロジー・アセスメントから出たも
のだと思っている。」と述べている。また、科学技術庁計画局長も国会において環境アセス
メントはテクノロジー・アセスメントが出発点になったものと答弁している。（167）さらに
1974年11月に東京で開催された国際テクノロジー・アセスメント・シンポジウムにおい
て、環境庁環境保健部長が「日本の環境アセスメント」を報告しており、（168）環境アセスメ
ントは分野を限定したテクノロジー・アセスメントの一種と考えられていたと思われる。環
境アセスメントは、局地的な水質、大気、土壌などの汚染による公害が沈静化した後に問題
となってきた、地域開発、公共事業などがもたらす自然環境への影響への対応というニーズ
に応えるものであったと考えられる。また、分野を限定したものだけに、定型的な手法も開
発し易いうえ、公共事業を対象に国などが実施することとされたことから、定着化の方向を
歩んでいったと思われる。近年の地球環境問題を含む環境問題全体への関心の高まりを受け
て、1997年6月、環境影響評価法が成立し、環境アセスメントが法制化された。すなわ
ち、公害問題から環境問題への流れに対応してテクノロジー・アセスメントから環境アセス
メントへ社会の関心が移っていったとも考えられる。
⑥　石油ショックによる意欲低下
1973年10月、第一次石油ショックが起こり、高度成長の時代は終わった。高度成長期か
ら安定成長期への転換が模索されるとともに、技術革新が強く期待される中、公害問題の沈
静化と相まって、企業には技術開発の足かせになるともとられるテクノロジー・アセスメン
トを実施する動機が薄れていったのではないかと考えられる。エネルギー資源のほとんどを
海外に依存してきたわが国においては、石油価格の大幅な値上げによって、それまでの大量
生産・大量消費に支えられてきた高度経済成長が、省資源・省エネルギーを前提とした経済
成長に移行し、いわゆる低成長の時代となった。そして、その結果、「政府・民間ともに技
術開発活動が停滞してしまい、それを助長するような技術規制機能が敬遠され、それと同時
に技術の負のインパクトを重点的に掃出・評価するようなテクノロジー・アセスメントも後
退してしまったと考えられる」と（財）未来工学研究所は指摘している。（169）
石油ショックによる景気の後退によって企業の業績が悪化したこと、エネルギー問題が顕
在化したことにより省エネのための技術開発が急務であったことも、企業活動の余裕を少な
くし、テクノロジー・アセスメントの推進には逆風であったと考えられる。
（3）1970年代のテクノロジー・アセスメントが果たした役割
このように多くの問題点を持った1970年代のテクノロジー・アセスメント活動であった
が、一定の役割を果たしたと考えられる。
岸田純之助は、「1969年といいますと、公害が段々とひどくなってきており、そのために
は何かそれまでと違った技術開発の仕方が必要だということだけは分かっていた。ところが何
か新しいことを考える時には新しい言葉が必要なのですね。それが既にアメリカにあったこと
が分かって、私たちにとって非常に大きな刺激になった。」と述べているように、（170）当時、
我国においては公害問題を背景として技術開発に対する漠然とした不安が生じようとしている
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中、その不安とそれに対する対策を明らかに形にして見せたのが米国のテクノロジー・アセス
メントの概念であったと考えられる。新たな技術開発は必ずしも期待しているプラスの効果だ
けでなく、望んでいないようなマイナスの影響を社会、経済、自然環境などに対して与える恐
れがあり、事前にそれらを検討して対応策をたてるべきであるという考え方は、「テクノロジ
ー・アセスメント」という米国製の新しい器に盛られることによって、我が国の技術開発関係
者にはっきりと意識されたと考えられる。
これを科学技術自書の流れでみると、テクノロジー・アセスメントの概念が我が国に紹介さ
れる前の昭和43年度科学技術白書（1969年3月公表）には、科学技術が社会に与える負の影
響やひずみなどについては言及がないが、（171）産業予測特別調査団が訪米した約3ヶ月後に公
表された昭和44年度科学技術白書（1970年3月公表）においては、「最近、「部には、科学
技術の進歩が社会にひずみをもたらす原因であるかのように考える向きもあるようであるが、
むしろ、科学技術の力によってこそ、その解決が図られるのである。とくに、このような複雑
かつ錯綜した現在社会の問題の解決にあたっては、システム技術を活用し、社会全体としての
最適な解決に資するとともに、社会に発生する問題を予測し、これを未然に防止する措置を講
ずることが重要かつ不可欠となっているのである。」と記述されており、（172）テクノロジー・
アセスメントを示唆するものであるとされているが、（173）十分消化されたものであるとの印象
は薄く、むしろ、科学技術が社会に悪影響をもたらすことに疑問を示しているようにも読め
る。
ところが、その翌年度の昭和45年度科学技術白書（1971年4月公表）においては、「技術
を社会に適用するにあたって、テクノロジー・アセスメントを取り入れることが必要である。
例えば、環境問題の例にみられるように科学技術の社会への適用に伴って、多方面に予知せざ
る副次的な影響が生じており、問題発生後に行われる対策では十分な解決が望めなくなってい
る。このような経験にかんがみ、技術の適用にあたっては自然や人間に与える影響を分析評価
し、あらかじめ、その対策を講ずることが重要である。」と記述されており、（174）科学技術の
社会への適用が多方面に副次的な影響が生じるとの認識に立ったうえでテクノロジー・アセス
メントの必要性を説いている。この認識の変化は、やはり、テクノロジー・アセスメントとい
う概念がもたらされたことによりスムーズに行うことができたのではないかと考えられる。
また、越川文雄氏は、我が国の環境アセスメントはテクノロジー・アセスメントから出たも
のだと考えていること、科学調査官時代、内部でテクノロジー・アセスメントと関連して、現
在の制度とは直接結びつくものではないが、製造物責任制度の検討もしたことを述べたうえ
で、テクノロジー・アセスメントについて、「考え方としては、当時としては進んでいる考え
方であり、環境アセスメントや製造物責任制度の流れをつくるイベント、問題提起であったと
もいえる。」と述べている。このように、特に環境アセスメントの制度化は、テクノロジー・
アセスメント活動の大きな果実であるといえよう。
5　まとめ
科学技術の適用がもたらす人間、社会、自然に対するプラスとマイナスの影響を対比し、人間
福祉に貢献する方向に科学技術を誘導することを意図した評価であるテクノロジー・アセスメン
トの概念は、1960年代末に米国から我が国に導入され、当時の大きな社会問題であった公害問
題への対応という意図もあり、政府や産業界などが取り組んだ。科学技術庁も14件の事例研究
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を実施するなど積極的に取り組んだが、1970年代末で科学技術庁のテクノロジー・アセスメン
ト活動は終わり、その後は我が国のテクノロジー・アセスメント活動は停滞していくこととなっ
た。
1970年代に科学技術庁等が普及を目指したテクノロジー・アセスメントは、主に次のような
理由で停滞していったと分析した。
（》　技術推進者からの反発
②　手法への依存と手法開発の困難さ
③　負担の大きさとメリットの不明確さ
④　開発者が自主的に行うテクノロジー・アセスメントの限界
⑤　公害問題の沈静化
⑥　石油ショックによる意欲低下
これらの点を参考に、今後の科学技術と社会の調和を目指すための方策を検討するうえでのポ
イントを考えてみたい。
まず、技術開発に当たる者は、「対象技術が社会に及ぼすであろう様々な影響を予測、評価す
ることが必要であり、その結果によっては開発方向の転換、場合によっては中止もあり得る」と
いうことを理解し、納得することが必要であると考えられる。テクノロジー・アセスメントが停
滞した原因の根底にあるものは、技術推進者の反発であったと考えられるが、そのような状況で
あるならば科学技術の専門家が非専門家の信頼を得ることは難しいであろう。1970年代のテク
ノロジー・アセスメント活動は、このような理念の定着に一定の役割を果たしたと考えられる
が、生命科学における倫理の問題に代表されるように、今日、そのような理念の重要性は増して
いると考えられる。
次に、対象技術の専門家による技術の評価だけでなく、社会科学、人文科学など幅広い分野の
専門家、技術のユーザーの立場、その技術の適用によって影響を受けると予想される立場、さら
には直接の利害関係を持たない立場の人々などによる幅広い観点からの評価の実施が必要なので
はないかと考えられる。このような場合、非専門家に当該技術をどこまで理解してもらうことが
できるか、評価する者の中立性や公平性が担保できるかといった大きな問題があるが、例えば、
デンマークで初めて実施され、近年、我が国においても試みられているコンセンサス会議は、こ
れらの課題に対する取り組みの一つといえるとともに、科学技術を社会へ適用するに当たっての
合意形成を図るテクノロジー・アセスメントの一つの態様とされている。
幅広い国民の参加により科学技術の社会への適用についての合意形成を図る試みとしては、原
子力委員会が1998年に設置した原子力政策円卓会議があげられる。この会議は我が国の原子力
の研究、開発及び利用に関する国民各界層の多様な意見を今後の原子力政策に反映させ、原子力
の研究、開発及び利用についての国民的合意形成に資することを目的としており、5人のモデレ
ーターにより運営されてきた。現時点までに合計12回開催され、延べ83人の人を会議に招くと
ともに、公募により118通、傍聴者から203通の意見が出され、モデレーター会議の議論の参考
とされた。これに対して、1970年代のテクノロジー・アセスメントの事例調査を見ると、多く
のものが専門家を中心とした技術の評価や対応策の検討に終わっている。科学技術白書などでも
指摘しているように、技術の事前評価を行う場合には、その技術が社会に受け入れられるかどう
かというPA（Public AcceptanCe）の視点からの評価が必要と考えられ、そのためには、何らかの
方法で広い範囲の国民の考えを取り入れることが必要であろう。
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また、（財）未来工学研究所は、1991年の報告書において、当該技術の詳細な内容までは良く
把握していない開発・利用主体以外の第三者（行政担当者等）が行う評価システムを「外在型評
価システム」、当該技術の詳細な内容を把握している開発・利用主体自身が行うものを「内在型
評価システム」と呼び、これまで行われてきた内在型評価システムを生かした外在型評価システ
ムを構築する必要があるとしている。すなわち、行政側でテクノロジー・アセスメントのガイド
ラインを示し、それに対応した形の内在的評価を誘導し、必要に応じてその結果を行政側に提示
させるようなシステムを構築していくことが必要であるとしている。（175）
このような例として、ISO14001認証取得への企業の取り組みがあげられる。国際標準化機構
の環境マネジメント基準であるISO14000シリーズに基づく認証制度は、審査登録機関による認
証を受ける、いわば外在型評価システムであり、我が国でも多くの企業が認証に向けて取り組ん
でいる。これは、外部機関が一定の基準により「環境マネジメントに取り組んでいる」という評
価・認証を与えることにより、企業イメージや取引などにおいてメリットが生じることを期待
し、企業の環境問題への自主的な取り組みを誘導する手段であるといえよう。
1970年代の企業テクノロジー・アセスメント活動は、あくまで自主的なもので、公害問題対
応などのインセンティブがなくなると、そのメリットとデメリットが比較されて停滞への道を歩
んでいったと考えられる。もし、企業に対して自主的なテクノロジー・アセスメントの実施を期
待するならば、企業の情報の保持を前提にISO140（泊シリーズのようなメリットが期待できるよ
うな仕組みを検討することが必要であろう。例えば、企業に対しては、申請に基づき国または民
間団体の審査により、一定の基準を満たすものを「テクノロジー・アセスメントを実施している
企業」として承認し、税制等の施策上の優遇措置を講ずることや、企業のイメージアップなどの
メリットを与えることなどが考えられる。また、技術を限定し、その技術をテクノロジー・アセ
スメントの視点から評価、審査して問題がない場合は認証する仕組みも考えられる。「テクノロ
ジー・アセスメント済みの技術」として表示することにより、消費者に安心感を与え、購買意欲
をそそるなどのメリットが期待できる。
しかし、そのためには、どのような基準で企業を認証するのか、認証後のテクノロジー・アセ
スメントの実施の担保をどのように行うのか、その中立性が担保できるか、1970年代より格段
に価値観が多様化している今日において万人が納得するようなアセスメントができるのか、ま
た、無数にある技術をどのように限定するのか、国が行う場合は行政改革の方向に逆行するので
はないか、民間団体が行う場合は中立性や費用が確保されるのか、アセスメントの責任の所在な
どの大きな問題がある。そもそも営利を目的とする企業に、教育、文化といったようなものまで
含む観点でのアセスメントを馴染ませるためには、余程の意識の変化か優遇措置が必要であろ
う。ただ、今日、あるいは将来、企業活動がわれわれの生活に大きな影響を与えるものは環境問
題だけではない。ISO14000シリーズを参考に、環境問題以外の視点から、新たな技術の開発、
適用の面で企業活動の誘導していくことも検討に値するのではないかと考えられる。
また、「国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の在り方についての大綱的指針」におけ
る技術開発課題の評価については1970年代のテクノロジー・アセスメントの考え方と共通する
ものがあり、その経験が生かせるのではないかと考えられる。その際、1970年代のテクノロジ
ー・アセスメントの事例研究のように、チェックリストの作成など、一定のパターンにこだわる
ことは却ってアセスメントの実効性を損なうおそれがあると考えられる。対象技術は、その特
質、開発段階、技術の範囲の取り方などにより、個々に検討すべきであると考えられる。しか
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し、一方では、網羅的にインパクトを拾い出す工夫や、対応策により生じる二次的、三次的なイ
ンパクトを検討する手法など、1970年代のテクノロジー・アセスメントの事例研究は一つの参
考となろう。
現在、1970年代と大きく状況が異なる点は、先端科学技術が人間社会に与える影響が質的に
も量的にも重大なものになっている点などの他、インターネットの普及、NPO、NGOの活動が
ある。岸田純之助氏は、インタビューにおいてテクノロジー・アセスメントを実施するうえで情
報公開法とNPO法が重要であると述べている。
インターネットの普及は、情報の収集や開示の手段として有効であり、大多数の人々に影響を
与えるマスコミほどではないが、関心がある者とのコミュニケーションの手段として、活用する
ことはできるであろう。例えば、対象技術が社会に与えると予想されるインパクトをホームペー
ジ上に開示し、アクセスした者にインパクトに対する評価をホームページ上のフォーマットに記
入、送信してもらうというような過程をアセスメントに組み込むことは可能であろう。
しかし、インターネットとNPO等に共通するのは、ホームページにアクセスしてくる者やア
セスメントを行うNPO等の中立性の問題である。
ホームページにアクセスしてくるのは、関心がある事項について検索した者などであり、すで
にその技術に対して一定の考えや態度を持った者が多いと考えられる。NPO等についても、そ
の団体が中立的で公平な立場にあるのかどうかの見極めが難しい点がある。いずれも能動的な行
為であるだけに、中立性を期待することは難しい点があると考えられる。
このように、1970年代のテクノロジー・アセスメント活動の経過を振り返り、分析を試みた
ものであるが、今から20～30年前に、現在においても重要な課題となっているような問題に真
正面から取り組まれていたことに対し、率直に言って驚きを感じる。冒頭、調査の趣旨で述べた
ように、現在は、改めて人間・社会との調和という観点で科学技術の評価が求められ、様々な取
り組みが行われているとともに、合意形成の方策が模索されている時代である。官民あげて取り
組んだ貴重な経験であるテクノロジー・アセスメントについて紹介し、歴史に埋もれさせないよ
うにすることにより、先人の努力に報いたいと考える次第である。
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米国テクノロジー・アセスメント法の概要
（1972年10月13日）
1　日的
技術が変化と急速な拡張を続けるにしたがって、その適用による自然及び社会環境に対しての
有益な影響も不利益な影響も決定的なものとなってきている。
このため、現在及び将来にわたる国家的諸問題に対する政策決定においては、可能な限り、技
術適用のもたらす結果を事前に予測し、把握し、考慮することが肝要である。
しかしながら、議会に直接責任を負う連邦政府の各省庁においても、また、議会の現行の内部
機構においても、技術適用によって生ずる潜在的な影響について適切でかつ時宜をえた情報を、
立法部門に対して提供しうるような体制となっていない。
したがって、議会にとっては、次の事項が必要である。
（1）技術の適用によってもたらされる物理的、生物的、経済的、社会的及び政治的影響について
の適切でかつ公正な情報を確保するため、新たな効果的措置をもって、これら情報を議会自ら
が整備できるようにすること。
（2）議会が懸案事項の立法的評価を行うにあたって、考慮すべき要件として、このような情報を
適宜利用できること。
2　テクノロジー・アセスメント局の設置
テクノロジー・アセスメント局は議会におかれ、その構成は、評議会（Technology AssessInent
Board）およびテクノロジー・アセスメント局長よりなる。
局の基本的な機能は、技術適用から生ずると想定される利益および不利益の影響について、早
期に指摘し議会を援助するような他の関連ある情報を開発することである。
局の行うアセスメント活動は、（1）議会の各種委員会の委員長、（2）評議会、（3）テクノロジー
・アセスメント局長の要請により発議される。
局によって作成されたこのような情報、調査研究、報告および調査結果は、特定の場合を除き
公開される。
アセスメント活動を行うために、テクノロジー・アセスメント局は、研究の委託、専門家の採
用等は独自の判断で行いえるようになっている。
また、他の政府機関から必要な情報の提供を受けることができるよう規定されている。とくに
評議会は公聴会を開き、証言を求める権限が与えられ、さらに召喚状により、証人の召喚や資料
の提出を求める権限が与えられている。
3　評議会の構成
会議は次の13人の委員により構成される。
（1）上院議員　6人
（2）下院議員　6人
（3）テクノロジー・アセスメント局長1人
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4　諮問委員会（Technology Assessment Advisory Council）の設置
テクノロジー・アセスメント局は、多分野にわたる12名の委員からなる諮問委員会を設置する
ことを規定されている。
この委員会では、評議会の要求により、アセスメントに関する見解を審議し、会議に対する勧
告書を作成する等の活動が行われる。
5　国立科学財団（NSF）との協調
テクノロジー・アセスメント局は、NSFと次の点について、たえず連絡を密にする。
（1）テクノロジー・アセスメントを目的としたNSFのグラントおよび契約研究。
（2）テクノロジー・アセスメントの協調の推進、不必要な重複研究の回避。
6　その他
このほか、国会図書館の利用、会計検査院による協力、テクノロジー・アセスメント局の予算
等について規定している。なお、1973年6月30日および1974年6月30日に終わる2会計年度の予算
は500万ドルをこえないこととしている。
（資料：白根祀吾『テクノロジー・アセスメント　その手法と事例研究』、日本経済新聞社、1973
年）
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テクノロジーアセスメント関連の経緯
年　　　　 月 事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 項
1966年 10月米国下院科学宇宙委員会科学研究開発小委員会の報告書において，「テクノロ
ジー ・アセスメント」とい う言葉が初めて使われる。新しい科学技術のもたら
す利益だけでなくその危険性にも注 目。
1967年　 3月
（昭42）
6月
米国下院ダダリオ議員，討論喚起のため，初めてTA法案を下院に提案。
新潟水俣病 （阿賀野川有機水銀中毒事件）裁判，提訴。
8月
9月
「公害対策基本法」が公布，施行。
四日市公害裁判，提訴。
1968年　 3月
（昭43）
イタイイタイ病裁判，提訴。
1969年　 6月
（昭44）
11月
第一次水俣病裁判，提訴。
（社）科学技術と経済の会が派遣 した産業予測調査団 （団長 ：小林宏治日本電
気社長）が訪米し，我が国にTAの概念を紹介。
1970年 1月米国において 「国家環境政策法 （NEPA）」が施行。102条において，連邦政府諸
（昭45）
3月
機関が人間環境に重大な影響を及ぼすような措置を講ずる際には，その措置が
環境に及ぼす影響についての報告の提出と公表を義務付け。
経済審議会，技術研究委員会報告でTAの必要性を指摘。
11月
12月
国民生活審議会，「成長発展する経済社会のもとで健全な国民生活を確保する
方策に関する答申」で生存環境保持のためのTAの必要性を指摘。
8人委員会 （民間）「テクノロジー ・アセスメン トに関する調査」を発表。
いわゆる 「公害国会」で公害関係法律14本が制定，改正。
1971年 3月科学技術庁計画局基本問題グループ，「テクノロジー ・アセスメン トに関する
（昭46） 調査」を作成。
4月 科学技術庁，科学技術白書において初めてTAを取り上げ，技術を社会に適用す
るにあたってTAを取 り入れることが必要であり，その手法開発が緊要であると
記述。（昭和45年度科学技術白書）
科学技術会議，第5号答申 「1970年代における総合的科学技術政策の基本につ
いて」において科学技術政策のあらゆる機会を通じてTAを導入する必要性，TA
の手法の開発の必要性を指摘。
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5月
7月
8月
12月
科学技術庁計画局、テクノロジー・アセスメント総合検討会を設置。「テクノ
ロジー・アセスメントに関する政策研究に関する調査」として事例研究に着手。
通商産業省、テクノロジー・アセスメントの事例研究に着手（原子力製鉄）。
産業構造審議会，中間答申「1970年代の通商政策基本方向はいかにあるべきか」
でTAの必要性を指摘。
総理府に環境庁を設置。
科学技術庁計画局基本問題グループ，「テクノロジー・アセスメント実施方法
の開発」を作成。
イタイイタイ病裁判で患者側が全面勝訴。企業側は即日控訴。
科学技術庁計画局基本問題グループ，「テクノロジー・アセスメント関係文献
目録」を作成。
新潟水俣病裁判で患者側勝訴。
第17回OECD科学政策委員会の開催（パリ，計画課長等出席）。TAに関してはわ
が国の提案により1972年1月末にセミナーを開催するとの報告が事務局からな
された。
科学技術庁計画局TA総合検討会調査グループ（岸田純之助団長），米国におい
てTA，NEPA（国家環境政策法）の現状を現地調査。（通産省と合同）
1972年1月
（昭47）
2月
4月
6月
OECD，TAに関するセミナー開催（パリ，科学技術庁計画局計画課調査官等出席）。
参加者がそれぞれペーパーを提出し意見を述べたが，具体的な結論，勧告は出
されなかった。
科学技術庁計画局，前年12月のTA総合検討会調査グループ米国現地調査の結果
を「米国におけるテクノロジー・アセスメント」として報告。
科学技術庁，昭和46年度科学技術白書においてTAを7ページ余りにわたって大
きく取り上げる。
経済審議会技術研究委員会，「技術研究委員会報告」を作成。経済社会に対す
るマイナスの影響まで含めた事前の総合評価（TA）の必要性を指摘。
OECD，科学技術政策委員会（CSTP）第1回会合において，TA研究の一般的フレ
ームワーク及び各国のケーススタディーのインベントリー作成を1972年度から
行う方針が支持された。（パリ，科学技術庁官房参事官等出席）
科学技術庁計画局TA総合検討会，「テクノロジー・アセスメントの事例研究報
告」を作成し，昭和46年度に実施した我が国初のTA事例研究の結果を公表。テ
ーマは農薬，高層建築，CAI（コンピューター利用教育システム）の3つ。
「国連人間環境会議」が開催され，「人間環境宣言」を採択（ストックホルム）。
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「各種公共事業に係る環境保全対策について」が閣議了解され，公共事業にお
ける環境保全のための環境影響評価の実施が各省庁で計画されるようになる。
四日市公害裁判で患者側勝訴。
工業技術協議会，TA部会を設置。
NATO，USNSF，IIMT主催の「テクノロジー・アセスメント会議」開催。TAの現
況，手法の開発状況等について，主として米国，欧州を中心にレビューするこ
とが目的。（イタリア・ガルニヤーノ，科学技術庁計画局計画課補佐出席）
米国において「テクノロジー・アセスメント法」が成立。
1973年1月
（昭48）
4月
5月
6月
9月
工業技術協議会TA部会，中間報告「TAのあり方について」において政府の推進
施策等を提言。
昭和47年度試験研究所長会同（科学技術庁長官主催）において，「国の試験研
究活動とテクノロジー・アセスメントについて」をテーマとして意見交換が行
われる。
経済社会基本計画を閣議決定。TAの重要性を述べる。
経済同友会，TAの必要性を提言。
第一次水俣病裁判判決，患者側全面勝訴。
資源調査会，基本問題特別部会を設置し，「資源の総合利用に関するテクノロ
ジー・アセスメントの適用に関する調査」を取り上げる。
科学技術庁資源調査所，昭和48年度から「資源の総合的利用に関するテクノロ
ジー・アセスメントに関する調査（合成紙の普及）」に着手。
科学技術庁計画局TA総合検討会，「テクノロジー・アセスメントの定着を目指
して」を公表。
科学技術庁，昭和47年度科学技術白書において，「第2部　科学技術活動の動向」
「第3章　ソフトサイエンスおよびテクノロジー・アセスメントの動向」の中
に「2　テクノロジー・アセスメント」と題する項目を設け，TAの概念，科学
技術庁ほか関係省庁の動向，民間企業の動向，海外の動向等を4ページ分にわ
たり記述。
「第1回TA国際会議」開催（オランダ・ハーグ）。約20ヶ国から250名参加。
白根稽吉氏，「テクノロジー・アセスメント　その手法と事例研究」を出版。
科学技術庁計画局，企業のTA実施状況等について調査した「民間企業における
研究開発活動に関する調査」を公表。
技術同友会，TAの必要性を提言。
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10月 「瀬戸内海環境保全臨時措置法」を公布。瀬戸内海沿岸に立地を計画するとき
は，排水が内海の環境に与える影響について事前に調査報告書を作成すること
などが定められる。
「公害健康被害の補償等に関する法律」を公布。事業活動その他の人の活動に
伴って生ずる大気汚染、水質汚濁の影響による健康被害に係る損害を填補する
などにより被害者等の迅速・公正な保護を図ることなどを目的とする。
科学技術庁等4団体，「第9回中国・四国科学技術振興会議」をTAの推進を全体
テーマとして開催（岡山市）。
「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」を公布。新規の化学物質の
製造又は輸入に際し事前に審査し，必要な規制を行うことなどが定められる。
科学技術庁テクノロジー・アセスメント総合検討会のVTOL分科会及びニュータ
ウン分科会，「テクノロジー・アセスメントの事例研究－VTOL機（垂直離着陸
機）－」及び「テクノロジー・アセスメントの事例研究一ニュータウンにおけ
る技術システム1」を公表。
第4次中東戦争勃発を契機にアラブ産油国が原油の供給削減と価格の大幅引き
上げを発表し，第一次石油ショックが始まる。
米国議会テクノロジー・アセスメント局，予算化される。
科学技術庁計画局，「テクノロジー・アセスメント手引書」を作成（（株）野村
総合研究所に委託）。
1974年1月
（昭49）
3月
4月
6月
7月
OECD，CSTPテクノロジー・アセスメント諮問グループ会合開催（パリ，科学技
術庁計画局調査官等出席）。会合の内容は，①TAの方法論に関するガイドライ
ンの検討，②TAの国別比較，③1974年度事業実施方法。
米国議会テクノロジー・アセスメント局，活動開始。
科学技術庁，「測地衛星システムに関するテクノロジー・アセスメント（レー
ザ気球型測地衛星の開発打ち上げに伴う技術的・社会的影響に関する調査研
究）」を公表（（財）未来工学研究所に委託）。
科学技術庁，「TA実証計画」に着手（昭和49～51年度）。
通商産業省，昭和49年度から「新エネルギー技術開発計画」（通称：サンシャ
イン計画）にTAを導入。
工業技術院技術調査課の課長補佐及びTA班長による解説書，「テクノロジー・
アセスメントの進め方（手法の解説）」が出版される。
中央公害対策審議会防止計画部会環境影響評価小委員会，環境アセスメントの
マニュアルとして，中間報告「環境影響評価の運用上の指針」を作成。
環境庁組織令が改正され，環境庁の所掌事務に環境影響評価が明記される。
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10月
11月
産業技術審議会TA部会TA制度検討分科会報告。
科学技術庁計画局，企業のTA実施状況についても調査した「民間企業の研究活
動に関する調査」を公表。
科学技術と経済の会及び国際テクノロジー・アセスメント協会，「国際テクノ
ロジー・アセスメント　シンポジウム」を東京にて開催。
1975年1月
（昭50）
2月
3月
4月
8月
9月
10月
11月
12月
工業技術院，「テクノロジー・アセスメント関係資料」を作成。
科学技術庁，「沖合立地方式における原子力発電所の総合評価に関する研究」
を公表。
中央公害対策審議会防止計画部会に環境影響評価制度専門委員会を設置。
経済団体連合会、「混迷する世界経済と今後のわが国産業構造」において今後
の技術開発とその運用にあたっては、TAの導入を必須の条件にすべきと提言。
科学技術庁，「テクノロジー・アセスメントの方法（事例研究にもとづく解説
・資料）」を作成。
科学技術庁，「ニュータウン開発計画における技術システム（パイプライン廃
棄物輸送システム）のテクノロジー・アセスメント」を公表（東京芝浦電気（株）
に委託）。
科学技術庁，「画像通信のテクノロジー・アセスメント」を公表（（財）未来工
学研究所に委託）。
産業技術審議会TA部会，中間報告「テクノロジー・アセスメント推進の望まし
い制度及び実施方法について」を報告。
科学技術庁，昭和49年度科学技術白書において，5箇所にわたりTAに関して記
述。
科学技術庁資源調査所，「「合成紙の普及」に関するテクノロジー・アセスメン
ト」を資源調査会の了承を得て，資源調査所資料として公表。
科学技術会議総合部会テクノロジー・アセスメント分科会，「テクノロジー・
アセスメント導入にあたっての基本的考え方及び推進のための施策」を報告。
産業技術審議会研究開発部会，「社会開発関連技術の進め方」の中でTA実施の
必要性を指摘。
OECD，CSTPテクノロジー・アセスメント諮問グループ電気通信専門家会議開催
（パリ，科学技術庁計画局科学調査官出席）。わが国は「画像通信」のテーマ
でTAケース・スタディーの国際比較に参加。グループ活動目標を決定。
中央公害対策審議会防止計画部会環境影響評価制度専門委員会，「環境影響評
価制度のあり方について」を公表。
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1976年 3月科学技術庁，「海洋牧場のテクノロジー ・アセスメント」を公表 （海洋科学技
（昭51） 術センターに委託）。
科学技術庁，「人工降雨のテクノロジー ・アセスメント」を公表 （（財）未来工
学研究所に委託）。
1977年 3月科学技術庁，「レーザの総合利用に関するテクノロジー ・アセスメント」を公
（昭52）
5月
表 （（財）未来工学研究所に委託）。
工業技術院，「テクノロジー ・アセスメントの方法論に関する実証研究調査」
を公表 （（財）政策科学研究所に委託）。
科学技術会議，第6号答申 「長期的展望に立った総合科学技術政策の基本につ
いて」においてTA及び環境影響評価の手法開発の必要性を指摘。
1978年 3月 科学技術庁，「国民生活に身近な技術課題に関するプリアセスメント」を公表
（昭53） （（財）未来工学研究所に委託）。科学技術庁の最後の事例研究となる。
12月 第二次石油ショック始まる。
1979年 3月 科学技術庁，「わが国におけるテクノロジー ・アセスメントの実態調査」を公
（昭54） 表 （（財）未来工学研究所に委託）。
1980年 3月 科学技術庁，「諸外国におけるテクノロジー ・アセスメントの実態調査」を公
（昭55） 表 （（財）未来工学研究所に委託）。
1981年 4月
（昭56）
7月
政府，環境影響評価法案を国会に提出。
科学技術庁，昭和55年度科学技術白書を公表。この白書以降，見出しの中から
「テクノロジー ・アセスメント」の文字がなくなる。
1983年11月
（昭58）
環境影響評価法案，衆議院の解散に伴い審議未了 ・廃案。
1984年 8月 「環境影響評価の実施について」を閣議決定。政府として統一的なルールに基
（昭59） づく環境影響評価を実施することになる。
1989年12月 科学技術庁，平成元年版科学技術白書を公表。この白書を最後にTAに関する記
（平元） 述がなくなる。（一部の特集を除く）
1990年11月 経済企画庁，平成2年版国民生活白書 「人にやさしい豊かな社会」において，
（平2） 生活の視点からのTAを取り上げる。
12月 技術同友会，「テクノロジーと人間福祉に関する提言－グローバル ・ソサエテ
イの調和化を目指して」を発表し，TAの理念の重要性を改めて認識し，技術発
展の望ましいガイドライン作成のためTAを実施する必要があると提言。
1993年11月
（平5）
環境基本法が公布，施行。これに伴い公害対策基本法は廃止。
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1995年　 9月
（平7）
米国議会テクノロジー ・アセスメント局，閉鎖。
1997年　 6月
（平9）
環境影響評価法が公布。環境アセスメントを法制化。
（注）「TA」とは、テクノロジー・アセスメントの略語である。
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添付資料4
我が国における主なテクノロジー・アセスメント事例研究等（官公庁中心）
No． 年　　 度 委　　　　 託　　　　 フG 7 ‾　　　　　　　　　　　　　　　　　 マ
1 197 1 科 学 技 術 庁 農 薬
2 ／ ／ 高 層 建 築
3
4
5
／ ／ CA I （コ ン ピ ュー タ ー 利 用 教 育 シ ス テ ム ）
19 7ト 19 72通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 原 子 力 製 鉄
19 72 科 学 技 術 庁 V TOL機 （垂 直 離 発 着 機 ）
6 ／ ／／ ニ ュ ー タ ウ ン に お け る技 術 シ ス テ ム
7 19 73 科 学 技 術 庁 測 地 衛 星 シ ス テ ム
8 ／ ／ 沖 合 立 地 方 式 に お け る原 子 力 発 電 所
9 ／ 通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 ME 医 療 （僻 地 医 療 シス テ ム ）
10 ／ ／ 電 子 卓 上 計 算 機
11 ／ ／ マ イ ク ロ 波 調 理 シ ス テ ム
12 1／ ／ 合 成 紙
13 1974 科 学 技 術 庁 ニュー舛ン開発計画における技術シ耕 （ハ。げ ライン廃棄物輸送シ榊 ）
14 ／ ／ 画 像 通 信 シ ス テ ム
15 1／ 通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 プ ラ ス チ ッ ク材 料 技 術
16 ／ 1／ 新 送 電 技 術
17 ／ ／ 新 包 装 技 術
18 ／ ／ 燃 料 電 池 自動 車
19 1／ （社 ）日本 電 機 工 業 会 直 接 サ イ ク ル ヘ リ ウム ター ビ ン発 電 シ ス テ ム
20 ／ 動 燃 事 業 団 システム ・ダイナミックスによる原子力発電のT A モデル
2 1 19 75 科 学 技 術 庁 合 成 紙 の 普 及
22 ／ ／ 海 洋 牧 場
23 ／ 1／ 人 工 降 雨
24 ／ 通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー ター
25 ／ ／ メ タ ノー ル の 大 規模 利 用
26 ／ （社）関西電子工業振興センター デ ィ ジ タ ル ・ウオ ッチ
27 ／1 ／ 家 庭 用 VT R
28 1976 科 学 技 術 庁 レー ザ の 総 合 利 用
29 ／ 通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 蓄 エ ネ ル ギ ー ・シス テ ム
30 1／ ／ 塩 化 ビ ニ ル 樹 脂
31 ／ 11 大 規 模 プ ロ ジ ェ ク トの 事 前 評 価
32 ／ （財）日本産業技術振興協会 薄 肉 ス テ ン レス ・ライ ニ ン グ鋼 管
33 ／ ／ 電 線 ケ ー ブ ル 延 焼 防 止 剤
34 1977 科 学 技 術 庁 国民生活 に身近 な技術課題に関す るプ リアセ スメン ト
35 ／1 通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 LTA 航 空 機 シ ス テ ム
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／／
（財）日本産業技術振興協会
／／
（財）日本産業技術振興協会
通商産業省工業技術院
／／
（財）日本産業技術振興協会
郵政省
（財）日本産業技術振興協会
通商産業省工業技術院
／1
（財）日本産業技術振興協会
（財）産業研究所
通商産業省工業技術院
／／
（財）日本産業技術振興協会
／／
通商産業省工業技術院
J／
（財）日本産業技術振興協会
通商産業省工業技術院
／／
（財）日本産業技術振興協会
通商産業省工業技術院
／J
（財）日本産業技術振興協会
通商産業省
インプレース・リーチング
ホットメルト型粘着材
エネルギー変換技術
大型超電導機器冷却システム
防錆技術
硫黄舗装技術
コルゲートパイプ
情報化のゼネラルアセスメント
産業用ロボット
ファイン・セラミックス
長寿命車
迅速亜鉛防錆処理法
先端技術開発のあり方と経済効果分析
水素燃料航空機システム
バイオ・テクノロジー
極低温金属材料
太陽熱利用による淡水化
金属の新選元プロセス
家庭用映像情報システム
革新的機能繊維
飛行艇輸送システム
技術革新（ME）が雇用に及ぼす影響
センサー技術の発展と応用分野の拡大
高度情報化社会構築のための技術開発
都市施設老朽化の社会的インパクト
繊維工業の川中段階の技術開発
材料革命と次世代産業・技術へのインパクト分析
資料：科学技術庁及び郵政省の事例研究については、科学技術庁『昭和55年度科学技術白書』（1
981年、287－288頁）から、その他の事例研究については、（財）日本産業技術振興協会『TA
の有効性発揮の条件調査』（1985年、21－24頁）から作成。
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我が国におけるテクノロジー・アセスメントに関する主な答申、提言
年　 月 審議会名等 答　 申　 名　 等 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　 要
1970 年 国民生活審議 「成長発展する経済 生活環境の整備 と生存環境の確保、快適環
11 月 ∠ゝコ：く 社会のもとで健全な 境の整備、より高次な環境の創造 という3 つ
国民生活 を確保する の段階に分け、それぞれについて実現のため
方策に関する答申」 の基本方策をあげている。テクノロジー ・ア
セスメン トについては、第一段階の生存環境
確保のための方策として取 り上げ、新 しい観
点からの技術開発の推進 として 「新 しい技術
進歩が効率性を高めるばかりでなく、それが
人間の生活にどのような影響を与えるかにつ
いて十分研究し、人間の生存をいささかなり
とも脅かす恐れのあるものについては、その
使用を厳 しく制限しうるような行政を行 う必
要がある。」と述べている。
1970 年 8 人委員会 「テクノロジー ・ア 8 人委員会は、1970 年 4 月に設立された、
11 月 セスメントへの提言」 学者、ジャーナリス ト、産業人で構成され、
社会 ・経済と科学技術の問題を中立的な立場
から討議して提言する任意団体であり、テク
ノロジー ・アセスメントに関 して次のように
提言している。
a． 技術開発は人間の進歩と同義語ではなく
なった。技術開発に当たっては、その可能
性の推進だけでなく、人間 ・自然 ・社会へ
の影響を制御する方策をも同時に同 じウエ
イ トで実行すべきである。テクノロジー ・
アセスメントはこれを基本原則 とする。
b． 地球の大きさは有限である。地球とい う
惑星生態系の長期的な維持 ・発展を期する
ため、在来の生産 と消費を中心とした技術
に排出処理の技術を加えた循環完結の技術
体系と、地球有限の認識に基礎をおく資源
節約型の技術を開発すべきである。
C． 政府、民間企業を問わず、いかなる組織
体でも、より多次元、より長期的な利益の
実現を基本として、政策や計画を選択決定
すべきである。そのためには、個別の組織
枠を越えた 「脱省力化」、「脱企業化」への
転換が要請される。特にテクノクラー ト（知
的生産の担当者）は、その方向での連帯の
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実現に努力すべきである。
d．人類の諸活動は、今や地球規模の相互依
存を深めてきている。したがって、事前に
予測 ・評価 ・警告を行うための国際的な協
力組織の成立を促進しなければならない。
e．効率中心の技術進歩が、人間疎外の新た
な原因となりつつある。人間性尊重を最高
の原理とし、共存する人間が生き甲斐を感
ずるような環境と維持と発展に寄与すべき
である。
1971年 科学技術会議 第5 号答申 「1970 年 1970 年代においては、科学技術の及ぼす
4月 代における総合的科 負の影響を反省し、人間尊重の立場に立って
学技術政策の基本に 科学技術政策を展開する必要があることを述
ついて」 べ、「科学技術が本来人間福祉のためのもの
でなければならないことを再認識し、計画の
策定、研究開発の実施および評価、研究成果
の社会経済への適用など政策実施のあらゆる
機会を通じてテクノロジー ・アセスメントを
導入することが必要である。」と強調してい
る。その導入については、特に政策実施の場
における導入について早急に検討する必要が
あることを指摘している。
1971年産業構造審議 中間報告 「70 年代の 1970 年代における産業技術政策のあり方
5月 ∠ゝ耳 通商産業政策の基本 の中で技術管理政策の推進を図ることの必要
方針はいかにあるべ 性を述べ、その有力な手段としてのテクノロ
きか」 ジー ・アセスメントの実施をあげ、「国とし
ては国民生活の質的向上、良好な環境の形成
などの社会的要請に応じていくため、産業政
策の中の トー タル ・システムの中にテクノロ
ジー ・アセスメントを位置づけていく必要が
あり……」と指摘している。ここではさらに
テクノロジー ・アセスメントの対象や進め方
についても述べている。
1972年経済審議会技 技術研究委員会報告 高度成長を推進した技術革新も、一方では
4 月 術研究委員会 公害のような副作用をもたらしたこと、また、
私的部門での技術進歩と投資の拡大に比べ、
公共部門ではこれらが伴わず、様々の歪みを
生んでいることを指摘し、今後の課題として
技術開発に関してはテクノロジー ・トランス
ファーの問題とともに、経済社会に対するマ
イナスの影響まで含めた事前の総合評価 （テ
クノロジー ・アセスメント）の必要を指摘し
ている。
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1973年 工業技術協議 中間報告 「テクノロ 「産業技術政策を所管する通産省において
1月 会テクノロジ ジー ・アセスメン ト は、真に国民の福祉に役立つ技術の発展を図
ー ・アセスメ のあり方について」 るため、産業行政の一環としてテクノロジー
ント部会 ・アセスメントを推進すべきである。」とし、
テクノロジー ・アセスメントの基本的な考え
方とともに、テクノロジー ・アセスメントの
推進政策として長期的な施策の方向および実
施環境整備など当面の施策について次のよう
に述べ、新たな活動の展開の足がかりを示し
た。
「テクノロジー ・アセスメントについての
考え方が広く一般化していない現段階におい
ては、当面は新たな法制度などによらず、既
存の制度を最大限に活用してテクノロジー ・
アセスメント思想の普及徹底とその実施の推
進を図らなければならない。そのためには、
政府は手法 ・人材など実施環境の整備に努め
るとともに開発者などに対しその実施を促す
はか、問題のありそうな技術についてテクノ
ロジー ・アセスメントを自ら実施するなどに
より先導を図る必要がある。」
1973年経済審議会 「経済社会基本計画 「科学技術政策は産業発展のみならず、環
2月 一一活力ある福祉社 境保全、社会開発などの問題を解決し、国民
会のために」 福祉を充実しつつ国際社会と協調していくた
めに基本的な政策分野であり、活力ある福祉
社会を実現する基盤である。」とし、その政
策展開の 1 つとして、「技術が自然や社会に
もたらす影響を事前に評価し、適切な措置を
実用化前に講じ、あわせて実用化後も適宜評
価し、速やかに所要の措置がとられるように」
テクノロジー ・アセスメントを徹底すること
を強調している。
1975年 産業技術審議 「テクノロジー ・ア テクノロジー ・アセスメントの必要性に関
4月 会テクノロジ セスメン ト推進の望 しては、「技術を真の人間福祉に寄与せしめ
ー ・アセスメ ましい制度及び実施 ようという技術管理には、技術開発に付随す
ント部会 方法について」 る効果 ・悪影響などを事前に総合的に分析 ・
評価し、好ましくない悪影響を生じないよう
開発方向の修正を行うテクノロジー ・アセス
メントの実施が極めて有効である。」として
いる。また、テクノロジー・アセスメント促
進制度のあり方については、「国による基盤
整備が必要であり、そのためには、啓蒙 ・普
及活動、手法の充実、国の先導的実施、実施
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体制の確立を行 う必要がある。テクノロジー
・アセスメン トの実施促進のための諸制度 を
拡充強化す るためには、実施の必要性に対す
る社会的コンセ ンサスが不可欠であ り、今後
とも、セ ミナーな どの活動を通 じてテ クノロ
ジー ・アセスメン ト思想 ・手法の普及に力 を
注いでいく必要があるが、その普及 に当たっ
ては、特に手法の有効性 を具体的に示す こと
が重要である。」 と述べている。
1975 年 科学技術会議 「テ クノ ロジー ・ア 「テクノロジー ・アセスメン トの手法の充
10 月 総合部会テ ク セ ス メン ト導入 に当 実お よびその実施時に必要な情報の整備 を図
ノロジー ・ア た って の基本 的考 え らなければな らない現状を考慮に入れ ると、
セスメン ト分 方 及び推進 のための 現段階においては、その実施 を法律 によって
科会 施策」 義務づけることは適切な方策 とはいえない。
したがって、当面はテクノロジー ・アセスメ
ン トの実施 を誘導する施策を講ず ることが緊
要である。」 としてお り、さらにその施策に
ついて、 「国、地方 自治体および特殊法人な
どは、新技術の開発やプ ロジェク トの実施に
際 して、可能な限 りテクノロジー ・アセスメ
ン トを実施す ることが要請 される。一方 、民
間におけるテ クノロジー ・アセスメン トの実
施を誘導するための効果的な施策を講ず るこ
とも要請 され るが、 これには国が行政指導の
一環 としてテ クノロジー ・アセスメン トの実
施を必要 とす る分野を指摘 し、テクノロジー
・アセスメン トの実施 を指導 してい くことも
必要であろ う。」 と述べている。
1975 年産業技術審議 「社会 開発 関連技術 社会開発 関連技術の研究開発を推進するに
10 月 会研究開発部 の進め方」 当たっての配慮事項 の中で、 「新機器 ・新 シ
．∠ゝコ言 ステムを開発す る際には、広範多様な社会的
ニーズ を的確 に把 握す るよ う努め るととも
に、事前にテ クノロジー ・アセスメン トを実
施 し、導入後 に社会問題 を起 こさぬ よう留意
し、また、人間性 に対す る慎重な配慮 を行 う
など事前に十分関係者の意見を反映 させ、 ソ
ー シャルア クセプタンスを得る努力が必要で
ある。」 と述べてい る。
資料：（財）未来工学研究所『わが国におけるテクノロジー・アセスメントの実態調査』（1979年）
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添付資料6
諮問第5号「1970年代における総合的科学技術政策の基本について」に対する答申
（昭和46年4月21日，科学技術会議）
（抜粋）
第二章　科学技術政策の目標
第一節　研究投資の目標
2　政府の研究投資
今後，国全体の科学技術水準を調和のとれた形で向上させる必要があるが，
その際，政府は企業の能力の範囲内の研究開発については企業のバイタリティ
に期待し，税制措置などによって研究活動を推進し，また，新技術の実用化に
対し，テクノロジー・アセスメントなどにより企業の研究活動の方向を誘導す
るとともに，基礎科学，先導的・基盤的科学技術，社会開発関連科学技術など
のように企業に期待できない分野の研究開発については，研究投資の一層の拡
大に努める必要がある。
第三章　目標設定のための中心課題と施策
第三節　科学技術政策の計画化と科学化
今後の科学技術政策の推進にあたって，計画化とならんで重要なものは，テ
クノロジー・アセスメントの実施である。
すでに述べたところであるが，1960年代の科学技術の発展は，人類に多大
の恩恵をもたらした反面，科学技術のもたらす負の影響に対する手当が十分で
なかったため，社会的なひずみが現れている。1970年代は，この反省のうえ
に立って，科学技術が本来人間福祉のためのものでなければならないことを再
認識し，計画の策定，研究開発の実施および評価，研究成果の社会・経済への
適用など，政策実施のあらゆる機会を通じて，テクノロジー・アセスメントを
導入することが必要である。
もとより，テクノロジー・アセスメントは，企業，研究期間など，研究開発
とその実用化に関与するあらゆる場で導入される必要があるが，とくに政策実
施の場においては，将来の科学技術の方向を好ましい方向へ誘導するという見
地からの効用が大きいので，その導入について早急に検討する必要がある。
なお，テクノロジー・アセスメントに関する手法は，未だきわめて初期の段
階にすぎないが，その重要性にかんがみ，手法の開発も早期に進める必要があ
る。
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添付資料7
国会会議録テクノロジー・アセスメント関係部分（抜粋）
第6 5 国会衆議院商工委員会 （1 9 7 1年 5 月 1 4 日）
○　質疑者　石川次夫（社）
このビックサイエンスというものにつきましては，まずテクノロジー・アセスメ
ントが必要でないかということが最近盛んにいわれております，特にアメリカでは，
SSTというものが否決をされた。最近，復活をしたというような新聞報道もありま
すけれども。ソシアルニードに合うのかどうかということで再検討するという機運
が生まれておるわけでありますけれども，この工業技術院で行うものも含めて－
私はきのう，宇宙開発に関してほかの委員会で質問したのでありますけれども，こ
れは考え直すべきときに来ているのではないかという強い意見を言っておいたので
ありますけれども，このソシアルニードに合うのかどうかという点での，官でつく
るテクノロジー・アセスメントじゃなくて，純粋な機関として，独立形態を持った
テクノロジー・アセスメントの機関というものによって，それぞれのプロジェクト
をというものをきめていく，あるいは再検討していくということが，どうしても必
要なのではないかということが第一点であります。
●　答弁者　工業技術院長
最初のテクノロジー・アセスメントの問題でございますが，大型技術そのものの
持ちますマイナスの要因というものが，最近公害その他の問題として大きくあらわ
れてまいっておりまして，私ども技術者としましても，テクノロジーの持ちますそ
ういうマイナスの要因を十分に考えて，今後の技術の開発をしていかなければなら
ないという立場を強くとりたいと思っております。したがいまして，この大型プロ
ジェクトの今後の研究の進め方あるいはテーマの選定その他に対しましても，十分
テクノロジー・アセスメントの思想を入れて，事前によく検討し，また研究の進め
方もその方向で進めてまいりまして，工業技術の持ちますひずみのない，ほんとう
に正しい姿の技術を打ち立てたい，こういうぐあいに考えております。
それから，いまの大型プロジェクトに対しましてのチェック・アンド・レビュー
機関でありますが，現在は工業技術院長の諮問機関といたしまして工業技術協議会
というかなり大きな組織を持っておりまして，これは学界，民間その他の学識経験
者の先生方をたくさんに御依頼いたしまして，そしてまずいろんなテーマの選定に
関しまして，あるいは研究の進め方に対し，それから研究が進んでまいりますとそ
の中間におきますチェック，それから最終段階におきましては成果のチェック，そ
ういったものをこの工業技術協議会の中の大型工業技術部会というところで，おの
おのテーマごとに委員会を持ちましていろいろ検討を進めておりまして，この大型
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プロジェクトの制度が一人よがりにならないように，第三者の権威のある方々の意
見を率直にいれて，そして正しい姿で成長していくように努力いたしております。
第6 8 国会衆議院科学技術振興対策特別委員会 （1 9 7 2年4 月6 日）
○　質疑者　石川次夫（社）
それから最近特に私が心配しておりますのは，ライフサイエンスの関係において
であります。遺伝子が発見をされて，遺伝子を簡単な有機化合物から合成すること
に成功したわけですね。これはおととしです。コラーナ博士というのが大変な発見
をした。そうなりますと，これからは人間の，もちろん体外受精ということも可能
になってくるでしょう。それから遺伝子の制御ということもできるし，生命の合成
も不可能ではない，夢ではないというような事態にまで発展していくんではなかろ
うか。そういうことになると，あらためて人間とは何ぞや，これが誤り用いられた
ら一体どうなるんだというような点を，いまからテクノロジーアセスメントという
かっこうで事前に十分な点検を加えていかなければ，とんでもない事態を招来する
のではなかろうか，こういう心配が非常に濃くなってまいりました。それから情報
産業の場合でもそうです。これはプライバシーの侵害という問題もございますけれ
ども，それ以上に人間とは一体何ぞや，コンピューターに支配をされる単なる歯車
の一こまにすぎないのかということで，創造する喜びというものを人間から奪い去
ってしまう，したがって生きがいというものを感じさせない，したがって世の中に
反抗的になる人間というものを多く生んでくるということにならざるを得ないとい
う必要性を持っているのが，この科学の進歩のもたらすところではなかろうかとい
う感じがするわけです。そういうものを事前にやはり再点検していかなければなら
ない。
アメリカではSSTなんか，いわばテクノロジーアセスメントというものによっ
て，これはやめる，ビッグプロジェクトとして非常に金をつぎ込んだのであります
けれども，社会的影響というものを考えて取りやめるというようなことになったし，
あらゆるビッグサイエンスあるいはライフサイエンスというものに対して事前点検
というものがどうしても必要だということが，アメリカの世論になってきています
ね。しかもこのテクノロジーアセスメントは政府がやるのではないのです。これは
民間がやらなければならぬ。官僚ペースでは絶対にだめだということも，これまた
定説になっておるわけですね。どうしても官僚は行政上の責任を回避するという面
が出てまいりますから，どうしても官僚ペースではいかぬ。したがって，アメリカ
の案もこれは官僚ペースでやるという形にはなっておらぬはずです。立法府が行う
ことになっておるはずです。立法府でやるにしてもまだいろいろな問題があります
けれども，立法府でやるほうがまだベターだ。そうしてテクノロジーアセスメント
の法案というものはどうしても日本でつくってもらいたい。でなければ巨大科学と
いうものは，単純に言って，原子力にしても宇宙にしても海洋にしてももろ刃の剣
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です。原子力は原子爆弾になるし，宇宙開発はICBMに転用されるという危険性
があるし，海洋開発でも，あり方について私はいずれあらためて意見を申し上げた
いと思いますけれども，海底居住なんかにあまり重点を入れると，これはやはり軍
事利用だというふうな可能性が出てくるわけです。そういうことでいずれももろ刃
の剣になっておる。こういうビッグサイエンスについても十分な事前点検，テクノ
ロジーアセスメントというものはどうしても必要になってくるのではないだろう
か。これは立法の立場において行うという体制がぜひ必要だ．と思います。
●　答弁者　科学技術庁計画局長
なお，いま先生が御指摘のとおり，テクノロジーアセスメントということについ
ては，科学技術会議でも重要な問題として提起しておりますし，われわれもこれを
重要なものと考えておりますので，今後アセスメントの方法論の開発を通じながら
適用についてさらに研究を進めていきたいというふうに考えて，現在調査を行って
おる次第でございます。
第 7 1 回国会 衆議院科学技術振興対策特別委員会 （1 9 7 3 年 3 月 2 9 日）
○　質疑者　原茂（社）
いまの46年，47年，それから48年，事例研究をするのに予算はどのくらい
ですか。
●　答弁者　科学技術庁計画局長
予算といたしましては，まだたいへんわずかでございまして，1千万円以下の数
字でございますが，われわれといたしましては，経常費等をやり繰りいたしまして
もやろうということでやっている次第でございます。
○　質疑者　原茂（社）
たとえば47年度に農薬をやりましたよね。農林省にも何とか研究所があるんで
しょう。農林省にも研究機関があるんですね。各省でやっているかもしれないとい
うんですが，長官，科学技術庁が一手に集めてこの問題を小規模であろうと事例研
究でやったことは非常にいいと思うのですよ。そうでなくても縦割りの弊害がじわ
じわあるときですから，科学技術庁がせっかくここで事例研究をおやりになるとい
うことが，しかもお聞きすると，各官庁における研究機関なりが，このテーマで正
式に取り上げていないんだったら，まず随より始めよで，ここから科学技術庁が新
しいテクノロジーアセスメントに関して各省庁にまたがるものまで－またがるん
じゃない，本来科学技術のあるべきものなんですから，これを全部やるというよう
なことをこの際おやりになったらどうですかね。もしあまりはっきりほかの研究機
関でやっていないんなら，この分野に関してだけは科学技術庁が全部おやりになる。
幸いに46，47，48年，これからも事例研究をやるわけですから，それを一緒
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におやりになったらどうですか。
●　答弁者　科学技術庁長官
科学技術庁が全部やるというのは，これは理想でございましょうし，一番手っ取
り早いと思います。しかし，何ぶん現在の行政機構は，もう縦割りで実によく縦割
りにできておりまして，それをアセスメントの面だけを全部まとめてやるというこ
とも，実行においてなかなかむずかしいのでございます。それで，やはりそれぞれ
の機関が，その研究開発にあたりましては，みずからの責任においてやるようにわ
れわれが指導していくというやり方を－それでやり方といたしまして研究調整費
の見積もりということをやっております。そういうことをやるにあたりましても，
見積もり方針にテクノロジーアセスメントということを一つの大きなフィルターに
いたしまして，そうして研究調整方針をつくっていく。そうして，それと同時にま
た総合研究というか，各省庁にまたがるような問題につきましては当庁がやる，そ
ういうやり方でいきたいというふうに考えております。
第8 4 回国会 衆議院内閣委員会 （1 9 7 8 年4 月 1 1 日）
○　質疑者　岩垂寿善男（社）
この文章（注：6号答申）の中で私感ずるのですけれども，こういう文章がござ
います。「近年，科学技術の社会への適用に際して，プラスとマイナスの両面の影
響が現れるという二面性や，また，思いがけない結果が現れるという不測性が顕在
化している。このような傾向に対して，その開発から適用に至るまでのあらゆる場
面で深い配慮に基づく対応が求められるよう。」私は，たとえば原子力の問題につ
いても，あるいはその他の科学技術の発展に伴う様々な問題について，この視点と
言いましょうか，立場というものが再確認されなければいけないんじゃないだろう
か，こんなふうに思うのです。いままで開発を急ぐ余りにマイナスの影響や，ここ
に書いてある不測性という問題についての配慮が十分行われていなかったというこ
とを感ずるわけですけれども，そういう反省というのは科学技術行政の上で，これ
から非常に強調されねばならぬと思う。その点について所見を承っておきたいと思
います。
●　答弁者　科学技術庁計画局長
この問題は，先生御承知のようにごく最近特に言われ出しているというばかりの
ことではございませんで，先ほど申しました5号答申と申しますか，昭和46年の
科学技術政策の方向を示した際にも，こういう認識はすでに出ておったわけでござ
います。科学技術庁といたしましては，その当時から，この6号答申が出る前から
でございますが，いわゆるテクノロジー・アセスメントという言葉がございます，
技術評価と日本語で申しましょうか，これは新しい技術を使い，あるいは新しい技
術を適用する，つまり開発というようなときには事前にその技術が及ぼす影響につ
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きましていろいろな角度から評価をしていくということが，いま先生の御指摘にあ
りましたような科学技術のマイナスの面を防いでいくというようなことから大変大
事なことであるということで，これは実はアメリカにおきましてそういうことが大
分盛んに行われ出しました。
私どももそういうことでやっていかなくてはならぬということで，科学技術会議
の中にもそういう専門の分科会を設けたり，あるいは科学技術庁におきましてはそ
ういうものをテストケースとしていろいろ調べてみる，どういう分析ができるかと
いうようなことをやってみようということで，もう五年ばかりそういう問題をやっ
てきております。これは科学技術庁だけではございませんで，そういうことから私
ども各省庁にも呼びかけをいたしまして，いろいろな技術の開発なり何なりをする
際には事前評価をやっていただこうということで呼びかけもいたしましたし，連絡
会も開きまして，アメリカのやり方なり具体的な事例についての結果なりというこ
とを連絡し合いまして，そしてそれを実際の技術開発をやっていることに浸透させ
ていこうということで現在まで行ってきておるわけでございます。いわゆる環境ア
セスメントと現在言われておりますが，環境アセスメントと申しますのは実はこの
技術アセスメント，テクノロジー・アセスメントというようなところから出発点も
あるというような状況でございます。
第 1 0 1回国会 参議院本会議 （1 9 8 4 年2 月9 日）
○　質疑者　中山太郎（自）
米国では，科学技術の変貌，膨張あるいはその影響あるいは公害問題も含めたい
ろいろな問題が大きな社会問題として登場したときに，この間題を予期し，あるい
は理解し，それに対応する政策あるいは機関が必要として，米国議会は1972年
テクノロジー・アセスメント法を承認して，議会を補助する機関として74年1月，
上院，下院両議員からなる技術評価局を国会の中に設置いたしたのであります。ち
なみに，今年度の予算は邦貨に直して約30億円，専門家130名を米国議会は擁
しているということを我々日本の議会も忘れるわけにはまいりません。
科学技術立国を国是とする我が国にとって，当然私どもは衆参にもこのような努
力が必要と思いますけれども，政府におかれても，政府の投資する研究に対して一
定期間厳しい評価を行うところの制度を制定する御意志があるのかないのか，明ら
かにしていただきたい。
●　答弁者　内閣総理大臣
研究管理等研究評価について御質問をいただきました。
これは非常に重要な問題の御指摘をいただいたと思っております。やはり研究費
をいかにつけてやっても研究する成果が上がらない，あるいは方法が間違っている
というような場合には，非常に大きな損害を国家に及ぼすわけでございます。基盤
的研究，それから目的的研究，それから中規模，大規模研究等々，あるいは民間に
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適さない，まず官庁が負担してやるべき研究，さまざまな研究分野があるわけでご
ざいます。これらのものが総合的に一つのハーモニーを持って複合的効果を上げる
ように努力していくということが我々の政策でなければならないと思っておりま
す。
現在におきましては，総理府にあります科学技術会議が全般的な統括を総理の諮
問機関として行っておりまして，工学から医学から農学からあらゆる分野をカバー
してやっております。このような体系のもとに，各省庁が行っておりまする研究開
発等につきまして遅滞や怠惰が生じないように常に刺激を与え，そして研究管理と
研究評価を適切に実行していく必要ありと私も考えております。これらにつきまし
ては，御指摘に従いまして格段の検討を加えてまいりたいと思っております。
第 1 0 1 回国会 衆議院科学技術委員会 （1 9 8 4 年 3 月2 7 日）
○　質疑者　松前仰（社）
テクノlロジー・アセスメントの問題，先はどの技術評価でございますけれども，
これが非常に重要であるということは，先ほど科学技術庁長官もお答えいただいた
のでありますけれども，さっきの「むつ」の問題，これについて例をとれば，これ
はもう開発するその前においてテクノロジーアセスメントをやるべきであったと思
うのであります。開発が非常に先行されて，それをやらなければ外国に遅れをとる
というとかいうことでもってどんどん開発が進められたために今のような状況にな
ってしまった。その時点でもって技術の評価それから環境に対する評価というもの
をきちっとやっておけば，その後問題が出ずに済んだのじゃないだろうか，そうい
う感じを私は持っておるわけであります。
アメリカあたりはOTA局というのが制度化されておりますが，百二十人ぐらい
の非常に有能な専門家集団がおって，ゼネラリストというのがおって，作業部隊が
おって，いろいろな技術を非常に専門的に把握して，それをいかに行政に反映する
かというようなことをきちっとやっておるわけであります。アメリカでさえといい
ますか，ああいう国でも最初にそういうアセスメントは必要だということをちゃん
と認識しているのですが，我が国においては，そういう認識があったにしても局を
つくるとかそういうところまでは進まない。これは恐らく，行政の中でそういうも
のをつくっちゃうとなかなかもうかる仕事ができなくなるというようなこともあ
る。それによって圧力が加わって，こんなようなものまだまだっくらぬ方がいいや
というようなことになっているんじゃないだろうか。私は前のことをよく知らない
から勝手なことを申し上げるのでありますけれども，そういうことで，このテクノ
ロジーアセスメントというものについて科学技術庁として制度化するようなお考え
はありませんでしょうか。
●　答弁者　科学技術庁計画局長
研究開発を行いますにつきましては，小さいものは小さいなりに，大型のものは
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大型のものなりに，それから段階が変わっていくときは特に大きな節目で，そこで
きちんとした評価をしなければいけない，全く御指摘のとおりだと思います。
ただ，アメリカでOTAがあります。これは議会の機関として，多分議会が予算
を誤審査になる等の時のチェック機能を果たしているのではないかと思われます。
我が国では，どちらかというと実施機関ないしはそれに関係している機関が評価を
行うという形が多うございます。ただし，それでなれ合いになってはいけないとい
うことで，それから視野を広く持たねばならないということで，その機関に第三者
を入れて評価を行う。ただいま御答弁申し上げました原子力関係の場合でもそうい
うケースがありますし，そのほかの大型のプロジェクトにつきましても評価制度は
それぞれ確立しているわけでございますけれども，それが横断的に統一的に見ると
いう形になっていないという点の御指摘かと思われます。それぞれ一長一短ござい
ますけれども，我が国が実施部門だけでやるという欠点があってもなりませんので，
科学技術会議でも現在評価のあり方というものを検討する小委員会を設けてやって
おるところでございます。
実際には，研究開発費の評価を現実のテーマを対象にして行っておりまして，こ
の経験を重ねることによって一般的な考え方をまとめていけないか。それから，我
が国の各段階での，特に国立研究機関等を対象にしました研究評価の実態を委託費
を中心にして調査をしておりまして，こういう実態をさらに解析しました結果，第
三者の意見をどういうふうに反映させるか深めていきたいという作業の途上にある
わけでございます。
第 1 0 1 回国会 衆議院本会議 （1 9 8 4 年 4 月 1 7 日）
○　質疑者　松前仰（社）
今日，「むつ」が無用に金を食い行政上の重荷となっている根本的原因は，開発
当時の原子力船行政の甘さと，その後の反省のない行政にあったと言っても過言で
はないのであります。特に初期段階の徹底したテクノロジー・アセスメント，すな
わち技術評価と技術影響度評価がなかったからにはかなりません。新しい技術が真
に国民に理解され，受け入れられるためには，初期段階における専門家を中心とし
た関係各層による徹底したテクノロジー・アセスメントが必要と考えられますが，
いかがでありましょうか。また，途中段階のアセスメントにおいても失敗を失敗と
認める行政こそが，真に科学技術を国民のために発展させることになるのではない
でしょうか。総理及び科学技術庁長官にテクノロジー・アセスメントを制度化する
お気持ちはおありでしょうか。
●　答弁者　内閣総理大臣
次に，テクノロジー・アセスメントを必要とするのではないかとの御質問でござ
います。
我が国は科学技術立国を目指している以上は，やはり総合政策レベルから実施機
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関レベルに至るまでの各段階における総合的評価がますます重要になってきている
と思いまして，このような研究評価につきましては，今後とも万全を期するように
努力してまいりたいと思っております。
●　答弁者　科学技術庁長官
なお，「むつ」のような新技術の開発については，今後，初期段階における専門
家の徹底したテクノロジー・アセスメントを制度化する必要があるのではないかと
の御指摘がありました。
科学技術を振興するためには，適切な研究評価を実施することにより時代の要請
に的確に対応した研究開発を効率的に推進していく必要があります。研究評価を実
施するに当たっては，従来から第三者によって構成される評価委員会を設ける等，
研究所内，行政レベル，審議会レベル等種々の機関で実施してきているところであ
ります。今後も研究開発の着手及び推進に当たっては，一つには研究開発の技術的
可能性，二つには研究開発の経済，社会への影響，効果，三つには研究開発の資金，
人材等の資源量等について，研究開発の各段階において必要な評価を行うことが重
要であります。
科学技術庁といたしましては，今後とも，我が国の国情に適した研究評価を通じ，
時代の要請に的確に対応した研究開発が実施されるよう努めてまいる所存でありま
す。
第 1 2 0 回 国 会 衆 議 院 科 学 技 術 委 員 会 （1 9 9 1 年 4 月 2 3 日）
○　質疑者　近江巳記夫（公）
次に，テクノロジーアセスメントの問題でございますが，科学技術の研究開発を
進める場合，プラスの要素の評価だけが何か突出しているように思うわけでござい
ます。あらかじめむしろマイナスの影響というものを評価して対処することが必要
だと思いますね。そういった認識に基づきまして，米国やドイツにおきましては技
術評価が実行され，強化されておるわけです。我が国におきましては，そういう機
能というものがほとんど見られないわけでございます。国民生活重視の観点からテ
クノロジーアセスメントの制度化，これをぜひやらなければいけないんじゃないか，
このように思うわけでございます。この点についてお伺いいたします。
●　答弁者　科学技術庁科学技術政策局長
テクノロジーアセスメントについては，政策の決定段階，研究開発等のそれぞれ
の段階におきまして各所掌，行政庁はもとより科学技術会議，原子力委員会，宇宙
開発委員会等，それぞれで実施されてきているところでございます。
特に，新しい技術の社会への適用について，御存じのように近年科学技術はます
ます高度化，複雑化してございますし，科学技術と社会のかかわり，非常に緊密に
なってきております。こういうことに当たりましては今後ますますテクノロジーア
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セスメントが重要になってくると認識しておりますし，今後とも積極的にこれに取
り組んでいきたい，そういうふうに考えております。
○　質疑者　近江巳記夫（公）
今後とも積極的に取り組んでいきたい，言葉では言えるのですよ。何もやってい
ないじゃないですか，政府は。本当に真剣にこういうことに積極的に取り組んでい
きますとおっしゃるならば，それをきちっとした結果で今後示してもらいたい，こ
のように思います。
大臣，私申し上げたテクノロジーアセスメントのそういう制定につきまして，大
臣はどのようにお考えかお伺いしたいと思います。
●　答弁者　科学技術庁長官
我が国におきましては，行政庁はもとより科学技術会議あるいは原子力委員会，
宇宙開発委員会などにおきまして，これらにつきまして総合的に検討を行って各プ
ロジェクトを実施してきておりますが，今後とも時代に要請に的確に対応した研究
開発というものが実施されるよう努めてまいりたいと考えております。
第 1 3 4 回国会 衆議院科学技術委員会 （1 9 9 5年 1 1月 7 日）
○　質疑者　松前仰（社）
そこで，私どもは，そこに一つの，アメリカでもやっておりますOTA，すなわ
ち技術事前評価制度というものを取り入れて，ある科学技術があることに応用され
る，その時点において，将来を見込んで，将来のことをずっと考えて事前評価をし
ていく，そして，しっかりとした責任の上においてその科学技術を進めていくとい
う体制をつくっていかなければならぬ。とにかく，事前に評価すると言うこと。事
後に評価をすることは，これは幾らでも可能でございます。大体問題が起こってか
ら後に評価をされるのですが，そうではなくて，事前に評価をしていく，そのこと
によって有効な科学技術の進展，振興というものが図られていくのじゃないか，そ
う思うわけです。
科学技術庁としましては，この技術事前評価制度の制定が必要であるかどうかと
いう点についてのお考えをお聞かせいただきたいと思います。
●　答弁者　科学技術庁長官
今先生御指摘の，これを的確に評価をするということは極めて重要でございます。
我が国におきましては，従前より科学技術会議の第18号答申の総合政策，分野
ごとの研究開発基本計画の策定に当たりまして，科学技術会議において産学官の英
知を結集し，高い先見性のもとで計画づくりをしてきたところでございます。御指
摘の技術の事前評価制度，これが研究開発に当たっての優先度を明らかにするため
との御趣旨であれば，これまでも具体的な予算配分で配慮してきたところでござい
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ます。
今後成立するでありましょう基本法に基づくところの基本計画の策定に当たりま
して，科学技術動向の客観的評価を踏まえ，より一層高い先見性のもとで，国全体
の科学技術を先導する議論を科学技術会議でしていただくことで，御趣旨の御要請
におこたえしてまいりたいと思っております。
○　質疑者　松前仰（社）
ということは，そういう科学技術事前評価の制度というものをつくらなくても，
今のシステムでやれるというお話でしょうか。
●　答弁者　科学技術庁長官
行政の中では，評価制度というものをつくる考えは現時点ではございません。今
申し上げましたように，科学技術会議等，こうした機関でしっかりと検討していた
だければと思っております。
第 1 3 6 回国会 参議院科学技術委員会 （1 9 9 6 年 3 月 1 日）
○　質疑者　川橋幸子（社）
次の質問は、これももう既に話題になっておりますが、評価システムといいまし
ょうか、監視といいましょうか、まあ片仮名文字で言えばフォローアップとかモニ
タリングということだろうと思います。そういう問題についてお尋ねさせていただ
きたいと思います。　　′
かなり前のものでございますけれども、これは1984年9月、日経ビジネスに
岡部三郎先生が書かれた「科学技術の政策評価はいかにあるべきか」というテーマ
が紹介されております。いっか暇がありましたら大臣にもお目通しいただきたいと
思います。
十年前にこれが話題になりましたのは「むつ」の関係で、巨大プロジェクトにな
るわけでございます。科学技術につきましては、長期間にわたりまして国家目的を
定めての巨大プロジェクト、民間ができないことを国家でやるという意味でそうい
うものになるわけでございますが、この「むつ」の存廃問題を機に岡部先生がこの
評価制度はいかにあるべきかというテーマの論文を書かれているわけです。
最近、改めてこの「もんじゅ」の問題も含めまして評価というものはいかにある
べきなのか、審査というものはいかにあった方がいいのだろうか、どうやってチェ
ックしたら財政的な効率といいましょうか費用対効果が上がりまして、それから優
先順位も国民の目にわかりやすく出てくる。それから一番の大きな問題は、住専で
すとか薬害エイズ問題に象徴されますように、国の意志決定システムというのはど
うあってどう評価していけばいいのかという問題と絡まる話ではないかと思いま
す。
抽象的な言い方でしかできませんけれども、大変重要な問題でございまして、科
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学技術につきましては既に十年前からこういう問題意識で考えられてきたというこ
とでございます。大臣は、どのようにこの間題についてお考えになり、これから取
り組んでいかれるという所信がおありでしたらお話いただきたいと思います。
●　答弁者　科学技術庁長官
私もその点について正直、岡部先生の論文等もこれから読ませていただくという
ことで、率直に申し上げて勉強が十分ではございません。
現状でも、もちろん、科学技術会議あるいは原子力で言えば原子力委員会、宇宙
開発委員会、その都度政策大綱をつくるときに見直すとかあるいはまた何か新しい
情勢の変化で見直すとか、いろいろなそういう作業を中間段階でもいたしていると
承知をいたしておりますけれども、評価の仕方あるいはまた設定されたいろいろな
目標と資金コスト、時間の関係、そういうことの評価方法というのは何が一番適切
なのか、こういう議論もさらに深めなければいけないんじゃないかという気がいた
します。
今、いろいろ先輩議員に欧米等の例も教えていただいたりしておりますけれども、
テクノロジー・アセスメントという考え方でいろいろな蓄積をしようとしている、
そんな点に比べて我が国の体制が今十分であるかというと、そうではないという御
指摘もお伺いしたことがございます。そんなことも十分頭に入れながら、私自身も
真剣にこれから考えていかなきやいかぬ、こういうふうに感じておるところでござ
います。
何はともあれ一番重要な問題である、こういうふうに認識をしておることを申し
上げておきます。
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添付資料8
科学技術庁において実施されたテクノロジー・アセスメント事例研究の
概要
農薬についてのテクノロジーアセスメントの概要
1　テーマ
農薬
2　実施年度
1971（昭和46）年度
3　報告書の主な構成
第1章　農薬の現状
第2章　農薬のテクノロジーアセスメントの背景
第3章　農薬によるインパクト
第4章　これまでに行われた対応策
第5章　農薬研究開発の動向
第6章　農薬の評価法
第7章　対応策について
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）対象技術の範囲と目的の明確化
（2）対象技術及び関連技術の詳細な認識
（3）技術の社会へのインパクトの列挙
（4）技術の社会へのインパクトの実態把握
（5）個々のインパクトの第1次評価
（6）負のインパクトに対する対応策の列挙とその効果の把握
（7）最終評価
5　テーマの選定理由
広く社会の各分野にインパクトを与えたか、あるいは与えると予想される技術であること。
また、農薬はすでに環境汚染源の一つとして問題が顕在化しており、各種の対策が実施されて
いる技術分野であること。（過去型）
6　実施日的
農薬の現状及び過去の分析を詳細に行い、その解析の結果から問題解決の手掛かりを得ると共
に、将来における対応策を見出し、さらには対応策の実施に伴う問題点を明らかにすること。
7　対象技術の範囲
対象とする農薬の範囲は特定の種類に限定することなく、農薬全般について取り扱った。
8　想定した時期または期間
記述なし
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9　技術の特色としてあげられた点
（1）農薬は主要な農業用資材の一つであり、農薬の使用は農業生産性の向上のための手段として
重要な位置を占めている。
（2）商品としての農薬は製品単価及び生産額が他の商品と比べて低い水準にあるにもかかわらず、
国民生活及び社会に及ぼす影響が極めて大きい。
（3）一般的に多種少量生産であり、技術革新ならびに社会的要請の変化によって製品の新陳代謝
が著しい。（抵抗性も原因の一つ）
（4）農薬は、本来、生物に対する毒物であり、病害虫を防除して利益をもたらすが、誤った利用
は人間その他の有用性物に対して重大な危害を与える可能性がある。
（5）農薬に関する法律、行政の体系は、物質としての農薬とこれを利用する農業についてはもと
より、保健衛生、環境保全、研究開発など様々な局面に対して直接、間接に関与している。
10　前提とした社会・経済の見通し
記述なし
11技術の開発・普及見通し
殺菌剤、殺虫剤、除草剤については、当時、すでに25年間にわたる技術適用の実績があり、こ
れまでに明確な形でインパクトが経験されている。
また、技術予測調査の結果によると、1980年代中頃までは、当時、既に研究に着手され、ある
いは部分的な見通しが得られている技術のメタポリックな進歩であり、農薬を代替するかこれを
補う全く新規な病害虫防除システムの出現は予測されていない。
研究開発の動向としては、アミノ酸農薬、生物農薬、農薬用抗生物質等の「新農薬」の開発を
挙げた。
12　インパクト調査手法
農薬が存在していなかった時代あるいは状態を基準とし、新技術の出現によって生じたインパ
クトをインパクトを受けるグループ、関連分野により体系的に整理した。
さらに、インパクトと技術の因果関係、特異な因果関係に基づくインパクトを明らかにした。
その上で、すでに実施されている対応策によるインパクトを摘出し追加した。
13　インパクトの主体
農薬（殺菌剤、殺虫剤、除草剤）
14　インパクトの客体
①農薬使用農民、②地域住民、③利害関係産業（畜産業、養蚕・養蜂業、水産業等）、④消費
者、⑤農薬関連産業、⑥一般社会
15　インパクトの分野
次の①～⑤の5つの大項目に整理（（）内は中項目）
①人間（身体、心理、生活）、②環境（土壌、水、空気、生態系）、③産業（第1次産業、第2次
産業、第3次産業）、④社会（社会集団、組織・団体）、⑤文化
16　インパクト予想結果
分野別に、豊富な食料供給、肉体労働の軽減等の40の正のインパクトとともに、散布、食品残
留農薬による健康障害、土壌・水質・生物の汚染等の負の60のインパクトを列挙した。その中に
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は、「衛生害虫の再発生」等、すでに実施されている対応策によって生じる可能性の大きいイン
パクトも含まれていた。
17　対応策
対応領域を農薬の安全性確保に絞り、行政的方策のみについて、科学技術面で農薬に関する分
析方法の確立等11の対応策を、一般行政面で農薬による環境汚染の組織的なモニタリング実施等
6つの対応策を、その他に農薬関連物質の安全性の評価及び取り締り制度の整備の計18の対応策
を例示的に示した。幾つかの対応策を組み合わせて実施することが効果的とした。
18　総合的評価
記述なし
19　添付資料
なし
20　担当部局
記述なし
21委託先
なし
22　実施体制
科学技術庁計画局テクノロジー・アセスメント総合検討会及びその下に設置された農薬分科会
が実施した。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
主査　岸田　純之助
渥美　和彦
池辺　陽
石倉　秀次
白根　礼吉
松下　寛
村井　勇夫
吉村　融
渡辺　茂
（昭和46年5月12日
（2）農薬分科会
主査　石倉　秀次
上田　喜一
後藤　真康
白須　泰彦
田辺　弘哉
津坂　昭
野口　照久
朝日新聞社論説委員
東京大学医学部教授
東京大学生産技術研究所教授
海洋科学技術センター理事長
日本電信電話公社データ通信本部総括部長
野村総合研究所取締役
未来工学研究所副所長
埼玉大学教養学部教授
東京大学工学部教授
（第1回）以降、8回開催）
海洋科学技術センター理事長
東京歯科大学教授
残留農薬研究所科学部長
残留農薬研究所毒性部長
国立衛生研究所食品部長
野村総合研究所科学研究部生物化学研究室主任研究員
帝人株式会社理事研究開発本部長補佐
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松中　昭一　　　農業技術研究所生理遺伝部生理第1科生理第6研究室長
里見　朝正　　　理化学研究所微生物薬理研究室主任研究員
森谷　正規　　　野村総合研究所科学研究部技術調査室長代理主任研究員
（ワーキンググループを含め9回開催）
24　委員会等のメンバーの所属
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
マスコミ1名、大学4名、特別認可法人1名、公社1名、研究機関（財団法人）1名、研究機関
（民間）1名
（2）農薬分科会
大学1名、研究機関（財団法人）3名、研究機関（国立）2名、研究機関（民間）2名、企業1
名、特別認可法人1名
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〇分翳、移動、前波するt
では物質中に朝tる。
（頚甘酸を有する）
○訴規を物質でも少、薪規
を作用も有Lhhも
（新地を有する） 健康障害に関するインノミタトを示す
巨垂も‾ィr＿＿・てクト＿モ京司
因果確保の中間通電を示す
これまでに実施された規制措置によって生じたインパクト（負のインパクトのみ）
インパ クト関連分野 イ　 ン　 パ　 ク　 ト　の　 内　 谷
（カ ツコ内はインパ クトを受け る特定 グルー
人　 間 身体 ，心理 ，生活 衛生害虫 （喜入貝）の再発生に よる健康障害 （農民，地
環　 境
土壌　 水，空気
生物
衛生害虫の再発生 （農K　 地域住民）
不要農薬の廃棄処分による環境の汚染 （地竣住民）
産　 業
第 1 次産業
第 2 ：大産 業
第 3 次産業
低毒化，低残留 化に よる薬効，残効性 の低下 （農林業）
農薬剰 虚の上糾 二よる防除菅の増大 （農林薯〉
市場性の少ない農薬の販売 または周菜の阻喜 （農林業）
毒性学研究者の不足 （農 薬製造 貰）
毒性関係研究者，技術者に関する人件菅の㍍妹 （農薬製
農薬開発に対す る土気低下 （虎茎製造業）
開発費諸掛 二よる新農薬創製の困難化 （虔桑製造業）
新農藁開発費 負抱の増大 （農薬製造業）
提官設快の砧少，集約化 （農薬製造業）
農薬製造業雇用の変化による転退穐 （産業従業者）
税別農秦に関す る製造設備，技術の廃棄による摘尖 （農
規制農薬の廃棄処分による描失 （農薬製造業，敗先業）
実験動物関連業，憎性 掛性試験研究機閑への外資の進出
社　 会
家庭，地域社会
回家
姐且団体，制度
毒性学研究者の不足 （試験棟究餃閲，大学）
毒性関係研究者．技術者人件菅の高騰 （試族研究横間，
農薬開晃研究者の士気低下 （試験研究親閲，大学）
試験，検套業務の増大による研究の阻害 （衛生試験研究
プ）
イ　 ン　 パ　 ク　 ト　 の　 評　 価
l
対　 応　 策
インパ ク ト
の性 幣 発生の可能性 制御可能性
正 負 正・負大 車 ′ト 大 中 小
城住民） 0 ○ （⊃ 各軸防疫対策
（⊃ ○ ○ 各級防綾村策
○ ○ 0 行政指導 ・モニタリング
○ （⊃
l l
（⊃ 代替農桑の選定　 開発
○ （⊃ ○
○ （⊃ ○ 助成．策
○ （〕 I ○ 毒性ず教育 ・訓練の振興
追貰） （⊃ （⊃ ○ 毒性学教育 ・訓練の振聖
○ （⊃ ○ 規制．助成 策
○ ○ ○ 税別．助成策
○ （⊃ ○ 税制，助成策
○ ○ ○
○ ○ ○ 墳 裳安定，戦 果訓練
蒸製造業） C） ○ ○ 税臥　 榔1音
（⊃ （⊃ ○ 税別，柚椚
（⊃ （⊃
」
○ 行政措篭
（⊃ ○ ○ 毒性学教＃ ・訓練の振興
大字） （⊃ ○ ○ 毒性で教育 ・訓練の娠典
○ ○ ○
捜関） （⊃ （⊃ ○ 試験研究快閲の拡充整備
高層建築についてのテクノロジー、・アセスメントの概要
1　テーマ
高層建築
2　実施年度
1971（昭和46）年度
3　報告書の主な構成
序論
PhaseI
PhaseII
PhaseⅢ
PhaseⅣ
PhaseV
PhaseⅥ
テクノロジー・アセスメントを行う範囲
技術把握－I
技術把握－Ⅱ－ソフト系技術
動機・目的分析
主効果分析一高層住環境によってもたらされる主効果
負効果分析（副次効果）一高層住環境によってもたらされる負効果（マイ
ナス・インパクト）
PhaseⅦ　影響の相関一主なインパクトの相関
PhaseⅧ　代替策の明確化－クリティカル条件からの代替策の抽出
PhaseⅨ　代替策の個別評価一代替策のもたらす効果の分析
PhaseX　総合評価
資料
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）対象技術の範囲の明確化
（2）技術の把握（ハードな技術）
（3）技術の把握（ソフトな技術）
（4）動機・目的分析
（5）主効果分析
（6）負効果分析
（7）影響の相関
（8）代替案の明確化
（9）代替案の個別評価
（10）総合評価
5　テーマの選定理由
広く社会の各分野にインパクトを与えたか、あるいは与えると予想される技術であること。
高層建築は当時我が国において次第にその社会的な影響が問題にされはじめている分野である
こと。（現在型）
6　実施日的
高層建築は低層建築に比べてそれを変化させることには大きな困難が伴い、高層住宅が低水準
とされる我が国の住宅の規模や設備でつくられた場合、将来の住居の質の改善に疑問がもたれる
－95－
ことから、今後都市建築の主なシステムとして各所に建築が始まりつつある時点でテクノロジー
・アセスメントを実施する必要がある。
7　対象技術の範囲
当時、我が国においては、エレベータが設置された14階建てまでの建物を高層建築、15階建て
以上のものを超高層建築と呼んでおり、テクノロジー・アセスメントの対象は主として住宅を含
んだ超高層建築を対象とした。
8　想定した時期または期間
記述なし
9　技術の特色としてあげられた点
（1）高層建築は低層建築に比べて造かにそれを変化させることには困難が伴う。
（2）高層建築に関する技術は、高層住環境の物理的な形態を実現する諸々の技術の総体であるハ
ード系技術と、人間一機械系としての高層住環境において、個々の技術においてもたらされる
であろう諸問題を、人間＝生活の側からチェックし、より良い住環境を実現するための条件を
明らかにするソフト系技術からなり、ソフト系技術は不完全である。
10　前提とした社会・経済の見通し
記述なし
11技術の開発・普及見通し
すでに都市再開発地域やニュータウンのセンター形成の中で少数ではあるが建設されていた。
高層住居の技術的可能性について否定する人は少なくなっていた。
12　インパクト調査手法
高層住環境によってもたらされると考えられる主効果（プラス・インパクト）及び負効果（マ
イナス・インパクト）を霞ヶ関ビル居住者に対するアンケートなどをもとに、そのインパクトを
受ける主体毎に列挙した。インパクトの各々については、住環境を構成する因子（Environment、
Space、Tool、Energy、Man）のうち、どの因子によってそれがもたらされるかを示すために因子
の相関マトリックスのなかに位置付けた。
さらに、建築関係、医学、心理学の専門家及び一般の者2名の合計12名に対するアンケートに
より各々のインパクトの重要度について×、1点、2点、4点の4段階の採点を行った。
13　インパクトの主体
高層住環境
14　インパクトの客体
①高層内居住者、②周囲居住者、③都市環境、④産業界
15　インパクトの分野
記述なし
16　インパクト予想結果
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（1）抽出されたインパクトの項目数は次表のとおり。
区　　　　　　　 分 高層 住 宅 内居
住者
周辺居住者 都市環境 産業界 計
主効果 （プラス・インハ。クト） 25 7 12 7 51
負効果 （マイナス・インハ。クト） 34 11 7 2 54
・高層住宅居住者の主効果の例：①冷暖房完備・騒音小、②ェレベーターの便利さ、③職住
接近
・高層住宅居住者の負効果の例‥①大規模な火災・地震の対策、②ェネルギーシステム故障
によるパニック発生、③人工環境による子供の抵抗力の低下
（2）主効果と負効果の対照によって、互いに相容れない条件の組合せを抽出し、12名に対するア
ンケートの採点による主効果のグレードと負効果のグレード（マイナス）の和を相関のグレー
ドをとし、主効果と負効果のグレードがともに高く、相関のグレードがマイナスとなっている
条件をクリティカル条件とした。
また、主効果との明確な相関がない負効果を独立負効果とし、クリティカル条件に含めること
とした。
・クリティカルな条件の例：①ェレベーターの便利さとエレベーターの事故・故障の際の危
険性、②ェネルギー設備の効率化と故障・災害時の混乱、③職住近接と人口の過密化
・独立負効果の例：①居住者相互の人間的つながりの低下とその悪影響、②増築がほとんど
不可能、③人工環境による子供の抵抗力の低下、④建物の風の揺れによる身体的影響、⑤乱
気流の発生等
17　対応策
（1）クリティカル条件を解決する代替策を、次の①と②に分類した。
①　高層住環境を否定するもの：一戸建住宅、中低層集合住宅（4～10階建）、海上都市、海底
都市、地下都市等
②　高層住環境を認めた上で条件を解決しようとするもの：住戸の適正な規模と十分な設備の
確保、エレベーターの適正加速度、共同施設の充実、エネルギーシステムの信頼性確保、災
害に対する配慮等
（2）その上で、実現可能性、経済的問題、技術的問題、都市計画、生活の変化などの側面から検
討し、比較・評価した結果、代替策としては一戸建住宅及び中低層集合が実現可能であること、
都市中心地域では高層化が不可避であるが（1）の②の対策が必要であること、都市周辺地域
では要求される条件が厳しくないので高層化の良否は一般的には言い得ないが高層住環境のメ
リットを活かした活用も充分考えられることが示された。
18　総合的評価
総合評価として、次の6点の指摘や提言を行っている。
（1）高層建築を住居として利用する場合には、人間への影響が未知数の部分が残されており、従
来の独立住宅や中層のアパートに較べて十分に慎重な検討を行って実施すべきである。
（2）一方、住の高層化は人工的技術を積極的に利用することになるため、技術的、経済的に多く
の利点をもっている。
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（3）住居の高層化は必然的に人工環境化を意味し、その人間への影響は長期的には明らかになっ
ていないことから、これらに関する研究を推進する必要がある。
（4）都市の高層化の一つの目的は、緑地公園などの確保により集団的な自然を確保することであ
る。また、垂直運動は水平運動より現在の技術では優れていると考えられる。
（5）生活変化のサイクルはほぼ5年とされており、このようなサイクルの変化と巨大な構造物と
しての高層建築とをどのように対応させるかという問題がある。
（6）以上の5点から高層住環境は、都市問題の解決の一方法して意味があり、高さと計画範囲の
関連、自然条件への影響、災害に対する十分な考慮、エネルギー消費の効率化、適度な規模の
共同施設、住戸の十分な面積・設備、高層住居の適正な量等の点を考慮しながら計画を行うの
が適切である。
また、高層建築物を、その置かれる環境で区別し、次のように評価している。
（1）既成都市地域における高層住宅のみの無計画な個別建設については、好ましくない。
（2）高密度都市の再開発には重要な方法である。住宅以外の要素も含めて計画することが適切で
あろう。
（3）都市郊外におけるニュータウンについては、高層化だけによるニュータウン計画は一般的に
不適当であり、高層住宅はその一部を構成するものと考えるべきであろう。
（4）地方都市等については、高層住宅の持つ多くの技術的、経済的利点から考えると、積極的・
計画的に建設すべきである。都市構成のシンボルとしての効果も期待できる。
19　添付資料
1　ESTEM（住環境を構成する因子）
2　人間集合レベル
3　都市化の問題の分解と位置付け－ESTEMによる問題把握
4　都市生活環境の現状とその問題点
5　都市生活行為（機能）のリスト・アップ
6　都市生活行為と住環境に必要とされる機能
7　共同設備、施設システム
8　各レベルにおける住環境の性能項目
9　環境プラントの機能のシステム・シンセシス
10　プラント・エレメントの設備、施設一覧表／必要スペース、使用エナジー
11プラント・エレメントの評価
12　エナジー・システム一例
13　高層建築の実例（個別建設の例）
14　住環境施設
15　霞ヶ関ビル居住者に対するアンケート調査結果
16　距離、高さと視覚角度
17　階によるユニットの価格評価
18　高度、上昇速度、圧力差が人間の健康に及ぼす影響
19　身体障害者と移動問題
19－2　チェックリスト（身障者の都市内における動き）
20　高さと環境の相関数値
21住環境の文化的変化
22　老人間題に関する影響分析
23　空間と人口との相関
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20　担当部局
記述なし
21委託先
なし
22　実施体制
科学技術庁計画局テクノロジー・アセスメント総合検討会及びその下に設置された高層建築分
科会が実施した。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
主査　岸田　純之助
渥美　和彦
池辺　陽
石倉　秀次
白根　礼吉
松下　寛
村井　勇夫
吉村　融
渡辺　茂
（昭和46年5月12日
（2）高層建築分科会
主査　池辺　陽
穐山　貞登
石田　繁之助
内山　尚三
大島　正光
大場　幸夫
高橋　公子
難波　和彦
仁瓶　五郎
野々瀬　暁
望月　衛
安原　喜秀
吉沢　英子
渡辺　瞭
朝日新聞社論説委員
東京大学医学部教授
東京大学生産技術研究所教授
海洋科学技術センター理事長
日本電信電話公社データ通信本部総括部長
野村総合研究所取締役
未来工学研究所副所長
埼玉大学教養学部教授
東京大学工学部教授
（第1回）以降、8回開催）
東京大学生産技術研究所教授
東京工業大学工学部助教授
三井不動産株式会社設計部長
建設調査会
東京大学医学部教授
東京家政大学児童学科助教授
建築ユニット設計事務所
東京大学生産技術研究所池辺研究室
建設調査会
東京大学生産技術研究所池辺研究室
千葉大学人文学部教授
東海大学教養学部講師
日本女子大学講師
東京大学医学部助教授
（ワーキンググループを含め13回開催）
24　委員会等のメンバーの所属
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
マスコミ1名、大学4名、特別認可法人1名、公社1名、研究機関（財団法人）1名、研究機関
（民間）1名
（2）高層建築分科会
大学10名、企業1名、団体2名、設計事務所1名
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高層住環境によってもたらされる主効果（プラス・インパクト）（抜粋）
項 目番 号 厩 ■ 書■■■■m 聖　　　　　　 ≡　　　　　　 ≡ グ レー ド
I ＜高 層 内 居 住者 の 受 け るプ ラ ス ・イ ン パ ク ト＞
十23
十17
＋19
1．
2．
25．
高 い所 に住 む こ とは 、 プ ライ バ シー の 確 保 ・音 や 視 線 か らの 隔 離 が 落 ち
つ い た 空 間 を与 え 、大 人 の 静 か な生 活 や 子 供 の勉 強 等 に 良 い。
プ ライ バ シ ー の 高 い 生 活 で あ る の で 、 隣 近 所 づ き合 い の わ ず らわ しさが
な く、 静 か な 生 活 を 営 む こ とが で き る。
高 層 化 、 巨 大集 合 化 に よ って 、 外 気 と面 しない 住 戸 が 多 くな り、 暖 房 ・
冷 房 費 が 安 くな り、 ロス が少 ない 。
Ⅲ
1．
＜ 周 辺 住 民 に とっ て の 考 慮 が な され て 計 画 され た 場 合 の プ ラ ス ・イ ンバ ク
＋39
ト＞
オ ー プ ンス ペ ー ス に よっ て 生 まれ た所 を使 え る。 （公 園 、 緑 地 、広 場 等 ）
2． オ ー プ ンスペ ー ス に よっ て 、 日照 は確 保 され る。 ＋28
7． 高 い とい うシ ン ボ ル 性 や 、 高 質 住 居 が あ る とい う事 が 地 域 の経 済 的価 値
を あ げ る。
十18
Ⅲ ＜都 市環 境 の受 け るプ ラ ス ・イ ンパ ク ト＞
十401． 高層 化 に よっ て生 まれ た オ ー プ ン スペ ー ス の有 効 利 用 。
2． オ ー プ ン スペ ー ス が 都 心 に 緑 を と りも ど し、 鳥 ・魚 ・虫 の い る 自然 を と ＋29
り も どす。
Ⅳ ＜産 業 界 の受 け る プ ラ ス ・イ ンパ ク ト＞
＋301． 大 量 生産 で あ る の で 、製 品 の コス トダ ウ ン計画 が 出来 る。
2． 材 料 の 生産 消 費 が増 し、産 業 、 工 業 が盛 ん に な る。 十20
高層住環境によってもたらされる負効果（マイナス・インパクト）（抜粋）
項 目番 号 影　　　　　　 塾　　　　　　 項　　　　　　　 目 グ レー ド
I ＜ 高層 内居 住 者 の受 け るマ イ ナ ス ・イ ンパ ク ト＞
－17
－25
－12
1．
2．
34．
周 囲 に障 害 物 が な い 場 合 や 高 層 棟 が 向 か い 合 って い る場 合 、視 線 に よ る
プ ライ バ シー 侵 害 のお そ れ が あ る。
窓 が密 閉 され て い る必 要 が あ り、 か つ 高所 で あ るた め に 、 物 理 的 、 心理
的 に 外 気 か ら隔 離 され 、 密 閉感 を惹 き 起 こ し、 さ らに は密 閉 恐 怖 症 を 誘発
す る お それ もあ る。
高層 に住 む こ との エ リー と意 識 や 、 テ リ トリー 意 識 が周 囲 住 民 との 対 立
を起 こす 可 能 性 が あ る。
Ⅱ ＜高 層 の周 囲居 住 者 が 受 け る マ イ ナ ス ・イ ンパ ク ト＞
－221． 高層 居 住 者 とのテ リ トリー 意識 に よ り対 立 が発 生す る お そ れ が あ る。
2． 視 界 が 遮 断 され 、 そ れ に伴 い 閉塞 感 、圧 迫 感 を生 ず るお そ れ が あ る。 無 －35
計 画 な 個 別 建 設 は 、 マ ンハ ッ タ ン の よ うな 、 都 会 の ジ ャ ン グル を 生 み 出 す
可 能 性 が あ る。
Ⅲ ＜都 市 環 境 が受 け るマ イ ナ ス ・イ ンパ ク ト＞
－39
－42
1．
2．
現 状 の 質 の低 い住 宅 を集 積 した形 で 高 層化 を行 っ た の で は 、 将 来 ス ラ ム
化 す る 可能 性 が大 きい 。
無 計 画 の 高 層 建 築 の 個 別 建 設 は 、 人 口の過 密 化 を も た ら し、都 市 全 体 に
渡 っ て 交 通 混 雑 、施 設 不 足 、 エ ナ ジ ー 不 足 、 緑 の 不 足 を ひ き起 こす お そ れ
が あ る。
IV ＜産 業 界 の受 け るマ イ ナ ス ・イ ンパ ク ト＞
－201． 投 資 規 模 の 巨大 化 に よ っ て 中小 資 本 が締 め出 され る可 能性 が あ る。
2． 使 用 材 料 の軽 量 化 に よ り、鉄 材 、 プ ラ スチ ック系 材 料 、 そ の他 軽 量 材 料 －16
の 使 用 量 が 増 加 す る反 面 、 コ ン ク リー ト系 材 料 の使 用 量 が 減 少 す る こ とに
な るハ
－100－
影響の相関チェック－相関の有無の確認（一部）
負効果
主効果
高　　　 層　　　 内　　　 居　　　 住　　　 者
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 25
高
層
内
居
住
者
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
影　響　の　相　関（一　部）
負効果 高　　　 層　　　 内　　　 居　　　 住　　　 者
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 25
主効果 クやレー － －
17
－ －
22
－ －
18
－ － － － － － － － － －
ド 17 25 23 26 32 22 21 34 22 15 23 30 26 17 22 31
高
層
内
居
住
者
1 23 十6 －2 十1 十2 0
2 17 0 －5
3 14 －3 －11 －12 －8
4 30 十13 十13
5 24 －2 ＋2 ＋3
6 27 十1 十5 ＋6
7 21 －4 0 －13 －9 －1
8 39 ＋14 十18
9 27 E 召
10 25 ＋2
11 32 ＋9 巨ヨ
12 22 0 十4 ＋7
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CAlについてのテクノロジー・アセスメントの概要
1　テーマ
CAI（Computer AssistedInstruction：コンピューター利用教育システム）
2　実施年度
1971（昭和46）年度
3　報告書の主な構成
序論
第1章　CAIについて
第2章　CAIのテクノロジー・アセスメントの実施の手順
第3章　課題の選定
第4章　CAIが導入される可能性を持つものであるかどうかの判断
第5章　インパクトを受ける分野の選定
第6章　CAI導入及び普及によって発生すると予想されるインパクトの選定及び評価
第7章　対応策の検討
第8章　対応策を実施した技術ともとの技術のインパクトのプラス・マイナス
第9章　総合評価
付録
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）対象技術のテクノロジー・アセスメント実施の範囲の設定
（2）対象技術の社会における導入及び普及の動向の予測
（3）対象技術の導入及び普及により発生すると予想されるインパクトの選定
（4）インパクトの定性的評価
（5）対応策の選定と対応策実施によるインパクトのプラス・マイナスの変化
（6）総合評価
（7）政策決定者のための総合評価の総括結果の提示
5　テーマの選定理由
CAIは、高度の水準を持った実験段階の技術であるが、将来普及した場合には、教育的にも、
経済的にも、制度的にも、社会的にも、社会の非常に広範囲の分野に重大なインパクトを与える
と予想される技術であること。（未来型）
6　実施日的
CAIは、我が国では一部実用に供されていたが、ほとんどは実験段階であり、将来の技術と考
えられていた。教育にCAIを採用したときに発生すると考えられる様々な問題について、未知の
インパクトを種々の角度から検討した。
7　対象技術の範囲
技術範囲としてはコンピューターを利用する学習用及び訓練用の、当時開発段階程度の技術を
もったシステムであることとし、利用範囲としては国内の教育機関に限定した。
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8　想定した時期または期間
技術予測によると、1985年頃にはある程度の機能を持ったCAIが普及すると考えられることか
ら、1990年頃までとした。
9　技術の特色としてあげられた点
（1）コンピューターの情報処理の迅速さと正確さ
（2）個別指導が一斉指導よりも学習効果をあげる可能性があること
（3）技能教育に最適であると考えられること
（4）プログラム作成の難しさ
（5）最適な教授法、学習法の分析の不足
10　前提とした社会・経済の見通し
（1）昭和46年の中央教育審議会答申では、「生涯教育」、「無学年別」、「先導的試行」などが新た
に述べられており、生涯教育の必要性はますます増大するとした。
（2）人間が身につけうる知識の量と人間がこれから必要とする知識の量とを比較した場合、後者
の方が大であり、今後は益々その傾向は大きくなっていくと考えられた。
11技術の開発・普及見通し
（1）技術的観点からみるとハードウェアに関する問題は比較的早い時期に解決するが、ソフトウ
ェアについては難問が多いとした。
（2）経済的観点からみると、各教育機関ごとに独自のシステムが導入される可能性は′J、さいが、
一つの教育サービス機関から各教育機関の学習端末装置へCATV等を通して連結する方式で導入
される可能性が大きいと予想した。
（3）教育上・社会上の側面からの検討結果を総合するとCAIは爆発的に普及するのではなく、各
種の問題が解決されるにつれ徐々に普及していくと予想した。
（4）「1985年頃にCAIが小・中学校に広く採用される」などの科学技術庁の技術予測から判断して、
1985年頃にはある程度の機能を持ったCAIが普及し、その約10年前の1975年頃には、CAIは実用
化され始めているだろうと予測した。
12　インパクト調査手法
関連樹木法の一種である分類樹木法を開発した。すなわち、CAIの普及によりインパクトが及
ぶ分野のうち特に重要と考えられる7分野を設定し、これらについてインパクトを受ける「対象」
及び「側面」の順に樹枝状に細分化した。さらに各側面についてインパクトの有無を検討し、同
時にそれがどのようなものであるかを4つのステップを経て明らかにした。実際の分析作業にお
いては、樹木図を描く代わりにマトリックスを用いた。評価は作業グループの3人が行った。
4つのステップ‥①CAIの立場から見た判断基準の設定、②インパクトを受ける対象、側面、
区分毎に、そのインパクトがプラスかマイナスを判断、（諺重要と予想される
インパクトを選定、④インパクト発生の可能性の総合的判断、制御の可能性
を行いインパクトの定性的評価を実施
13　インパクトの主体
インパクトの主体はCAIシステムであり、その構成は主として次のようなものが考えられる。
（1）ハードウェア（コンピュータ、学習用端末装置、集線装置、通信装置、教育用機材、シミュ
レーター、反応計測装置など）
l・10：1
（2）ソフトウェア（計算機用ソフトウェア、学習用ソフトウェア）
（3）CAI要因（監視者、コース作成者、学習モニタ、教員、運用保守要員、学習プログラム作成
者、学習プログラム作成支援者、ソフトウェア作成者、ライブラリ管理者）
14　インパクトの客体
「インパクトを受ける分野」として、次の7分野とし、それぞれの分野ごとに中区分、必要に応
じ／J、区分を設けて区分した。区分の数を（）内に示す。
①人間（17区分）、②教育（7区分）、③教育機関（12区分）、④産業界（15区分）、⑤学問及
び技術（11区分）、⑥環境（3区分）、⑦国及び地方公共団体（3区分）……合計68区分
O「（∋人間」の区分の例
中区分＝教育関係者
小区分：CAI関連教員、その他の教員、プログラム教材作成者、CAI運営保守要員
：学習者
：幼児、小学生、中学生、高校生、工業高校生、商業高校生、文化系大学生、理・医科
系大学生、身体障害者、企業内学習者、一般成人
：学習者の父兄
：一般社会人
15　インパクトの分野
インパクトを受ける対象ごとにインパクトを受ける面を定めた。（）内は面の数。
①人間（7）－心理・精神面、身体面、教育面、宗教・信条・思想面、労働面、安全面、経済面
②教育（4）一教育の方針面、教育の目標面、学習の内容面、学習の方法面
③教育機関（3）－教育面、経済面、制度面
④産業界（5）一経済面、技術・研究面、制度面、教育面、資源面
⑤学問及び技術（3）－技術面、研究面、制度面
⑥環境（5）－生活面、文化・風俗面、社会的機能面、社会的背景面、資源面
⑦国及び地方公共団体（2）－制度面、経済面
16　インパクト予想結果
7分野計133項目のインパクトを選び出し、①インパクト発生の可能性、②インパクトの正・負、
③負のインパクトの制御の可能性、について定性的評価を行った。
また、そのうち重要と予想されたインパクトのうち29項目について評価説明を加えた。（例：
精神上のストレスが増大する可能性がある、個別学習が促進される）
17　対応策
（1）まず、対応策を、①CAIの技術の改良、②教育問題の改善、③法律改正などを伴う制度の変
更及び制度的変更等の方策を仮定し、29項目の対応策を例として挙げ、対応策実現の可能性、
実現予想時期、必要経費等をとりまとめた。
（2）次に、これらの対応策を実施した場合と実施しない場合の対比を行った。
18　総合的評価
「総合評価」として、次のような結果をまとめている。
（1）人間の心理面、精神面へのインパクトは、プラスもマイナスもあるが、ここで示した対応策
を実施してもあまり変化がない。
（2）人間の信条、観念、見解等へのインパクトは、プラス・マイナスの判断は困難であるが、現
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在の教育に対する信条、信念、見解とはかなり異なったものになるのではと予想される。
（3）人間の安全面へのインパクトは少ない。
（4）教育に対しては、好影響、悪影響さまざまである。
（5）英才教育の採用等、国等の教育の方針次第ではプラスにもマイナスにもなるインパクトがあ
る。
（6）産業界の発展や学問の研究の発展には非常に貢献する。
（7）インパクトの評価を総括して、重要インパクトの摘出（36項目）、対応策実施によってプラ
スに変わるインパクト（35項目）、マイナスに変わるインパクト（4項目）、変化がほとんどな
いインパクト（12項目）の分類、CAI採用によるCAI周辺社会の変化の予想の図示を行った。
19　添付資料
なし
20　担当部局
記述なし
21委託先
なし
22　実施体制
科学技術庁計画局テクノロジー・アセスメント総合検討会及びその下に設置されたCAI分科会
が実施した。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会（農薬、高層建築と共通）
主査　岸田　純之助
渥美　和彦
池辺　陽
石倉　秀次
白根　礼吉
松下　寛
村井　勇夫
吉村　融
渡辺　茂
（昭和46年5月12日
（2）CAI分科会
主査　渡辺　茂
有光　成徳
板谷　鋒一
大橋　秀雄
坂元　昂
帖地　信行
藤田　広一
矢口　新
朝日新聞社論説委員
東京大学医学部教授
東京大学生産技術研究所教授
海洋科学技術センター理事長
日本電信電話公社データ通信本部総括部長
野村総合研究所取締役
未来工学研究所副所長
埼玉大学教養学部教授
東京大学工学部教授
（第1回）以降、8回開催）
東京大学工学部教授（CAI）
文部省社会教育局視聴覚教育課（教育学）
機械振興協会業務部CAI課長（教育工学）
国立教育研究所第5研究部長（教育心理学）
東京工業大学工学部助教授（電気工学）
台東区教育委員会指導室長（機械工学）
慶応義塾大学工学部教授（コンピューター工学）
能力開発工学センター所長（システム工学）
（ワーキンググループを含め8回開催）
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24　委員会等のメンバーの所属
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
マスコミ1名、大学4名、特別認可法人1名、公社1名、研究機関（財団法人）1名、研究機関
（民間）1名
（2）CAI分科会
大学3名、行政1名、団体1名、研究機開　く国立）1名、教育委員会1名、不明1名
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選出されたインパクトの例
インパクトを
イ
ン′
パ
ク
ト
イン′パ ク ト　を受 け る分 野 イ　ンパ ク ト　を
人　　　　　　　 間 受 け る側 面
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心
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°
精
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面
身
体
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教
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面
l
l
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面
幼　 ′」、
学
児　 生
中
学
生
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l　 I
I　 I
l　 l
I　 l
1　　i
企
菓
内
学
習
者
破
戒
人
学
習
者
I i
連
教
員
般
社
会
人
l
l
l
l
I
の
受ける事柄または事象　　 索
引
番
号
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 疎外感 1 －1
○ ○ （⊃
i 。
○ 梢押上のス トレス 1 －　2
C）
［
○ ○ ○ ○ 学習意欲 1 －　3
l 】
○
／
用
／
表の見方lつ＼
＼　」　＿／
て
′一一・一一・一・一、一・一1－．－一・一・′
○
○
】
○ ○
／
‾－ プ
○ ○　！′‾’・、一○
インパクトの索引番号1－1を例にとると、インパクト
を受ける対象の欄に○印のついている小学生・中学生……
企業内学習者……などの心理・精押面に「疎外感」という
形の、何らかのインパクトが発生することか予想される．
ということを示している。
（21記号について
○印は「インノくクトを受ける対象」と「イン㌧べクトを受
ける側面」と「インノくクトを受ける事柄または事胤　との
閏に何らかの関連があると予想されるものについて記して
ある。
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イ　ンパクト　の定性的評価の例
1
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者
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昌
！能
性
さ
れ
る
イ
ニ／
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1－1
；人
l疎外感 ×
i 。
l●
l
● ● ● ●
・ ！。
疎外感の増大を助長する可能性がある ○
i i ト 2 －
1
精神上のストレス
I
×
！。 i
● ● ● ● ●
巨
精神上のストレスが増大する可能性がある ○
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山　記号について
1）インノくクトの発生の可能性の表示記号
×：インパクトの発生の可能性はノj、さい
．0：インノくクトの発生の可能性かある
？：インノくクトの発生は現時点では予測できない
2）イ／ノくクトの正負の表示記号
●：インパクトはマイナスの方が上り大きいと評価する
3）インノくクトの削御の可能性の表示記号
○：インパクトは削御可能と予測される
△：削御の可能性は5分5分程度と予測される
4）重要と予測されるインノくクトの表示記号
○：重要と判所される。
121表の見方について
インノくクトの索引番号1－1を例にとると、インノくクトる受ける分野は「人間」であり
「疎外感」という事象は、CAIの苛性から予測すると、何らかのインノくクトが発生する
可能性は小さいと予測されるか、社会的条件等を刀口味すると、発生の可能性があると予測
される0発生すると予測されるイ／ノヾクトは、「′j、学生」「中学生」……「企菓内学習考
「一般成人学習者」「CAI通達故員」「一院社会人」に関連があると予測され、CAI
の導入お上び普及に上るインパクトはマイナスの方が上り大きいと評価される。したがっ
てインノくクトの内容は「疎外感が培大する」という表現が諜られるか、「疎外感の増大」
はCAIのみに上って起こるとは成らないので、「助長する」と表現Lている。また予軌
なので「可能性がある」という形で表現されている。このインノくクトは制御は可能とされ
ろe　またこのイン㌧ペクトは重贅と判断される。
資料‥（株）野村総合研究所『テクノロジー・アセスメント手引書』（1973年）。
VTOL機についてのテクノロジー・アセスメントの概要
1　テーマ
VTOL機（VTOL：Vertical Take Off and Landing、垂直離着陸機）
2　実施年度
1972（昭和47）年度
3　報告書の主な構成
第1章　序論
1－1　本アセスメントの目的
1－2　VTOL技術の概念
1－3　VTOL輸送機導入の背景と見通し
1－4　本アセスメントの基本的な考え方と手順
第2章　分析範囲の限定
第3章　対象技術の記述
3－1　想定したVTOL輸送機
3－2　想定した機体の問題点
3－3　導入量決定のメカニズム
第4章　技術導入時点における経済状態および輸送体系の予測
4－11980年代の経済
4－21980年代の交通体系
第5章　インパクト分析の手法評価
5－1　用語の定義
5－2　インパクトの把握
5－3　インパクトのダイナミック分析
第6章　インパクト分析と評価
6－1　インパクトの把握
6－2　インパクト内容の検討
6－3　騒音が空港周辺住民（個人）に与えるインパクト分析
6－4　新交通チャンネルとしてのVTOL機航空路線がVTOL機利用者に与えるインパクト
分析
第7章　　結論
7－1　VTOL輸送機のインパクト
7－2　テクノロジーアセスメントの手法および実施上の問題点
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）分析範囲の規定
（2）技術の記述（対象技術、競合技術）
（3）社会状態の展開
（4）インパクト分野の明確化
（5）予備インパクト分析
（6）代替案の明示
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（7）最終インパクト分析
5　テーマの選定理由
特に記述なし
6　実施日的
テクノロジーアセスメントの手法の開発、テクノロジーアセスメント実施上の問題点の摘出お
よびアセスメントの将来に向けての提言を行うことにある。また、この報告が現時点のVTOL機の
テクノロジーアセスメントとしても一応の水準に達するものであることを目指した。
7　対象技術の範囲
VTOL輸送機（運搬、ないし旅客輸送でヘリコプターを除く。）
8　想定した時期または期間
1980年代に普及しうるとして、1980から90年にかけての期間を想定している。
9　技術の特色としてあげられた点
（1）リフト・フアン浮揚、ターボ・フアン推進の固定翼機。
（2）都市域に近い空港の立地。
（3）普通の飛行機であるCTOL（Conventional Take－Off and Landing）に比べると、垂直離陸を
するために十数トンの重量増となり、直接運航費が高くなる。300kmから600km程度の距離であ
れば、CTOLに比べ2倍程の直接運航費となる。
（4）騒音はCTOLに比べ著しく小さくなる。
（5）安全性の予測は難しいが、CTOLよりも都市の側に空港が立地することを考えるとVTOLの導入
には機材の信頼性を高めることはもちろん、立地、航路の設定を慎重に行う必要がある。
（6）開発費はかなり巨額になる。
10　前提とした社会・経済の見通し
（1）1985年までの経済成長は当時から成長率を若干低めながらも引き続き増加していくものと考
えている。工業の地方分散が顕著になる。
（2）2次産業、3次産業とも就業者が増加する。
（3）自由時間が大幅に増加し、国民のレジャー活動は活発になると思われる。年平均労働時間は
1985年までに順次減少していくものと考えられる。消費支出構造のうち交通通信費が1985年ま
でに大きく増大し、旅行費用が増大することがあげられている。
（4）交通社会インフラの整備が図られ、諸機能の国土の積極分散が進められる。
（5）交通量は大幅に増え、その中でも航空は最大の伸びを示すものと考えられる。旅客輸送は快
適性、高速性を重視したものになる。貨物輸送も国土利用の効率化の観点から、遠隔輸送が増
大することが考えられる。
日　技術の開発・普及見通し
（1）今日まで行われてきた設計研究の多くはリフト・フアン浮揚、ターボ・フアン推進の固定翼
形式である。しかしながら、垂直離着陸による輸送機械としての経済的なハンディと安全性に
問題があるとされている。
（2）VTOLは、垂直上昇を行う性能を有するた桝こ推進力が大きく、燃料もかさみ、速度が遅いの
で、経済性という面で決定的にCTOLに劣っている。直接運航費はCTOLの2倍以上と見積もられ
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（3）世界的にいっても、VTOLが実用化されたのは英国の軍用機ハリアーだけである。
（4）今まで以上に中距離交通が、都市近郊のVTOLポートで使えるようにならなければVTOLは普及
しないであろう。
12　インパクト調査手法
（1）用語の定義
インパクト調査にあたってこれまでのテクノロジーアセスメントには概念の乱れがあるとし
て用語の定義を行った。
インパクトとは、対象技術が環境及び人間に与える効果・影響である。主体はテクノロジー
アセスメントでとりあげた対象技術を指す。主体の特性は対象技術が現実に持つ諸特性及び社
会に導入するに際する付帯事象を指す。分野は、自然環境、社会環境、生活環境等、人間を取
り巻く場を総称する。客体は、人間及び人間が主体となって構成されているグループを指す。
主体としての技術は客体に影響を及ぼすことになる。客体の側面とは、客体のインパクトを受
ける面を客体の側面と称する。
（2）インパクトの把握（1）
関連樹木図により、インパクトの主体、分野、客体の受けるインパクトを整理した。次いで、
それに基づきインパクトマトリックスを作成した。主体が分野に与える影響の表をまず作成し
た。次いで分野に生じたインパクトが客体に影響して生じる客体へのインパクトを把握するた
めに、客体と分野のマトリックスを作成した。これにより主体一分野一客体の関係でインパク
トの発生経路をつかむことができる。次いで、主体と客体のマトリックスを作成した。
（3）インパクトの把握（2）
マトリックスの記入方法としては、インパクト発生の可能性がある桝目には○印を、重要イ
ンパクト発生の可能性があるものには◎を記入した。なお、マトリックスの記入のみでは、イ
ンパクトの性質、インパクト発生についての付帯条件、記入者の見解等が不明なので、○印の
肩に番号を記入し、別紙にコメントをすることとなった。
以上のような方法により、関連樹木図についてパネル討論でその充実を図り、マトリックス
法を用いて集計整理することにより、インパクトの摘出、重要インパクトの把握、インパクト
内容の把握を行った。
13　インパクトの主体
14　インパクトの客体
15　インパクトの分野
関連樹木法によって主体の特性を開発、付帯設備関係、運行関係に分け、それらをシステム、
VTOL機の開発、燃料の消費、新交通チャンネルとしての利用・・・のように細分していった。分
野としてはは自然環境、生活環境、社会環境、資源に分け、それらをさらに大気、土壌、水、生
物、住居、衣食・・などと細分していった。客体としては、個人としての人間、社会、公共団体、
産業界などにわけ、人間の場合、身体面、心理面、生活行動面などに細分した。
16　インパクト予想結果
（1）プラス・マイナスのインパクト
分析者の挙げたインパクトとして数が大きかったのは、①新交通チャンネルとしての利用が、
VTOL機利用者の生活行動面に与えるインパクト、②vTOL機の開発が、政府の事業財政面に与え
るインパクト、③騒音の発生が空港周辺住民の心理面に与えるインパクト、④騒音の発生が空
港周辺住民の身体面に与えるインパクト、⑤排気ガスの発生が、空港周辺住民の身体面に与え
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るインパクト、⑥新交通チャンネルとしての利用が、競合交通機関の業務面に与えるインパク
ト、⑦空港建設・整備が、政府の事業財政面に与えるインパクト、⑧空港建設・整備が、地方
公共団体の事業財政面に与えるインパクト、⑨VTOL機の開発が航空機製造整備会社の方針運営
面に与えるインパクトなどが上位に挙げられる。
（2）マイナスのインパクト（騒音）
マイナスの影響として一番大きく取り上げられたのは空港周辺の住民に与える影響である。
これは、都市近郊にVTOL機の空港がつくられるだろうという予想による。
予想されるインパクトとしては、心理的には不快感、感情の悪化、生活行動面としては、話
がきこえない、能率低下、生活環境悪化、身体的には不眠、難聴、ノイローゼ、発育不全など
がある。さらに、これらのインパクトから派生するインパクトとして「生活行動上の不便」「生
活上の苦痛」「生産（勉学）低下」というものもありうる。
（3）プラスのインパクト（新交通チャンネルとしてのVTOL機航空路線が利用者に与えるインパク
ト）
従来よりも格段に便利な交通チャンネルを提供する可能性がある。VTOL機利用者がプラスの
評価を下す項目は、生活向上・充実感、行動圏の拡大、旅行の便利さ、職業上の便宜、レジャ
ー内容・種類の向上などがあげられる。マイナスの評価があるのは、航空事故の可能性、不安
感、旅行経費がある。プラスの評価は全てVTOL機によって旅行時間を最も短縮できるという点
に関係している。運航会社はこの点を考慮して路線を選定すべきであり、VTOLの機種・性能も
この点を考慮すべきである。VTOL機利用者の総合評価は競合交通機関によって異なるが、本土
と離島、都市と僻地等でいっそう高い判定を得る可能性が高い。
17　対応策
騒音というマイナス・インパクトへの対応策としては以下が考えられる。
（1）技術的にさらに騒音を下げる。
（2）飛行パターンまたは離着陸パターンを変える。
（3）運航計画の変更（飛行回数や飛行時間の制限）を行う。
（4）建て屋・住宅の防音構造化と空調設備の設置を促進する。
（5）空港が狭くて良いことから、空港に防音設備（地上の排気消音設備や周囲の防音壁）を設置
する。
（6）騒音地域が小さいことから、空港周辺の土地利用を住宅地でなくする。
18　総合的評価
結論として、VTOLは、近距離輸送手段として有効性をもち、将来的な交通量の増加を考えると
その有用性は認められるが、その実現は周囲が導入を促進したとして80年代後半から90年代はじ
めになるであろう。交通政策上の諸決定もVTOL導入には重要である。
（1）プラスのインパクト
①　地上専有面積の少ない新交通チャンネルとして輸送需要増大にこたえる。
（診　離島・僻地との交通も便利になる。
③　技術、工業、産業を発展させる。
④　VTOLの技術進歩は他の航空機、航空システムなどに波及効果をもたらす。
（2）マイナスのインパクトとしては、
（》　VTOL空港周辺で騒音をまき散らす。
②　VTOL機の落下は被害を与えうる。この場合、VTOL空港は人口が多い地域に密接する可能性
がある。
③　大気汚染が増大する。
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④　空港付近の電波障害。
19　添付資料
付属資料（別冊）
付録1　固定翼VTOL機の現状とその将来
第1章　機体の種類
第2章　歴史と動向
第3章　使用法
第4章　機体における諸問題
第5章　運航上の諸問題
付録2　ヘリコプターの現状とその将来
第1章　歴史と動向
第2章　ヘリコプターの種類
第3章　ヘリコプター特有の技術
第4章　今後の課題とその対策
第5章　開発
第6章　他分野に対する波及効果
20　担当部局
記載なし
21委託先
なし
22　実施体制
テクノロジーアセスメント総合検討委員会及びその下に設置されたVTOL分科会が実施した。
なお、分科会には、ワーキンググループが組織された。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
主査　岸田純之介
渥美　和彦
池辺　陽
石倉秀次
白根蔵書
松下　寛
村井勇夫
（2）VTOL分科会
（∋　分科会
主査　中ロ　博
朝日新聞論説委員
東京大学医学部教授
東京大学生産技術研究所教授
海洋科学技術センター理事長
日本電信電話公社データ通信本部総括部長
野村総合研究所取締役
未来工学研究所副所長
東京大学工学部教授
今井兼一郎　石川島播磨重工業（株）航空エンジン事業部長
太田　正樹　早稲田大学講師
小林　実　　科学警察研究所主任研究官
一一11二「－
武田　峻
田中　帝政
長澤　修
永津　貞介
野田　親則
湊　　恒夫
航空宇宙技術研究所　新型航空機部長
学習院大学法学部教授
運輸省航空局監理部企画課長
川崎重工業（株）航空事業本部理事
日本航空（株）整備本部長
（財）運輸経済研究センター専務理事
②　ワーキンググループ
青木　千明　石川島播磨重工業（株）航空エンジン事業部技術部技術室長
渋谷　昭義
高沢　金吾
滝沢　直人
飛永　敏久
増江　達哉
松本　正勝
宮本　義人
航空宇宙技術研究所
航空宇宙技術研究所
航空宇宙技術研究所
川崎重工業（株）
川崎重工業（株）
航空宇宙技術研究所
航空宇宙技術研究所
新型航空機第一研究所研究員
飛行実験部飛行特性研究室研究員
新型航空機第一研究室長
航空機事業部回転翼設計部KVlO7機体設計課長
航空機事業部企画計画課長
原動機部長
新型航空機第一研究所研究員
24　委員会等のメンバーの所属
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
マスコミ1名、大学2名、特別認可法人1名、公社1名、研究機関（財団法人）1名、研究機関
（民間）1名
（2）VTOL分科会
（》　分科会
大学3名、行政1名、研究機関（国立）2名、研究機関（財団法人）1名、企業3名
②　ワーキンググループ
研究機関（国立）5名、企業3名
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VTOL輸送機の設計例
vTOh輸送機の設計例（表3・1参照）
b）リモート・リフトフアン方式
も）直結式リフトフ7ソ方式
（8 ）　 l　 （b ）
計　 画　 要　 求
有料積荷　 旅客数 1 0 0名 （9，000Kp）
航：続童巨離　　　 4 0 0 n ．m i l e
巡航速度　　　 0．7 5M
騒音 （離昇′七ヮ一，500ft にて ）9 5 PN dB
釆偏 ×全長 （m ） 23．9 ×　38 22．8 ×　40
主異面穣　 （仇’） 88．1 82．2
原動機基数 6 12
推力／重量 1．14 1．13
構　　　 造 11．500 Kl （23．3 喀） 10．770 Kプ（23．3 盛）
重
且凰
原　 動　 機 ・ 12．850　 （26．0 ） 10．500　 （22．7 ）
越　　　　 装 5，650　 （11．4 ・） 5，560　 （妃．0 ）
乗 員 フと　ど 650　 （1．3 ） 650　 （1．4 ）
運 用　 自重 30、650　 （62．2 ） 27，480　 （59．5 ）
有 料 積 荷 9，000　 （18．2 ）9，000　 （19．5 ）
燃　　　 料
全 備 重 量
9，600　 （19．6 ） 9，7恥　 （21．0 ）
49，250 K，（100 瘍 ） 46，180　 （10C 喀 ）
面 荷 重　　 Ke／れl 559 561
長 大 巡 航 高 度匝 ） 8，09 0
設 計 巡 航 高 度（れ） 6，100
設 計 巡 航 速 度 0．7　5 M ＝ 4 6 5 K t
一　 道 移 飛 石 速 度（kt）
」
1 4　3
開　発　関　係
運　航　関　係
付帯設備関係
1
機体の開発
エユ′ジンの開発‘　　　・
塔載機器の開発
新交通チャンネ．ルと　しての利用 ー」＝
僻地と都市間の交通機関と　しての利用
甲　e4、都市と大都市間の交通機関と　しての利用－
既設航空路線への導入－－亡霊霊霊芸讐票冨孟；㌫
－　騒　音　の　発　生
排気ガスの発生
電　　波　　障　　音
上二
鵜
一一堕落・事故の可能性
地上が見える
1
1
l
l
空港建設・整備
燃　料　輸　送
燃料保管・取扱い
機　内　騒　音
空港周iコの唐音
航空路下の巌音
大　気　汚　染
ラ　ジオ難聴　一一
キ　ャパシティ　の増大
空港周辺住民の生活妨害－
航空路下住民の生活妨害　－
気候天候に影響　－　　　　　一
空港周辺住民の健康に影響－一
空港周辺の動植物に影電「－－
空港周辺住民の危険性
航空路下住民の危険性
航空保険料率の丁ッ　プ
空港周辺住民のプライバシーの侵害
一　V T O L機用′j、型空港の建設
既設空港内′＼のⅤで01一機離着陸用スポアトの建設　－・
空港周辺の交通渋滞，
火災の危険性
空港への地上交通
顛：空システムの開発運営
航空交通管制システムの開発・運営一亡
道路の建設・整備
Access交通機関の整備
V T Ol一機用着陸援助方式の開発
Area Navigation　シ∵ステムの開発
航空管制官の教育・養成
地域内交通の渋滞　r－
付記）　さらに検討をナナめれば・
数多くの影響が見出される0
V T OI一機の開発，導入に関す　る主体の特性と分野・客体への影響
ニュータウンにおける技術システムについてのテクノロジーアセスメ
ントの概要
1　テーマ
ニュータウンにおける技術システム
2　実施年度
1972（昭和47）年度
3　報告書の主な構成
第I章　プロジェクトの背景と目的
第Ⅱ章　各技術システムのケーススタディのフレームワークと準備作業
第Ⅲ章　各技術システムのケーススタディによる検討
第Ⅳ章　分析によって得られた知見のまとめ
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）ニュータウンの計画とテクノロジーアセスメントの相互的関係についての考察
（2）対象技術システムの設定（エネルギーシステム、情報システム、新交通システム）
（3）ケーススタディの実施
①　技術システムの背景
②　技術システムの認識
③　インパクトの抽出（事業者へのヒアリング）
④　インパクトの分析
⑤　インパクトの評価
（4）ニュータウン計画フェイズとの結合の方法の考察
（5）まとめ
5　テーマの選定理由
技術の社会的適用によって発生するインパクトを掃出し分析するためには、技術を単体として
ではなく、システムとして考察する必要がある。このため、最近、各種のニュータウン計画にお
いて実験的構想が提示されている技術システムをとりあげることとした。
6　実施日的
大都市近郊に大規模なニュータウンが建設されつつある。これらのニュータウンには都市内新
交通システム、CATV、地域冷暖房などの基本的都市機能に関わる諸技術システムが導入されつつ
あり、ニュータウンは新技術の実験的なものになっている。
そのような新技術システムはシステム自体について十分評価されておらず、またシステム相互
間の影響についてもほとんど考慮されていない状態の中で、今後予想される多くのニュータウン
建設において、これらの新技術システムが出来る限り望ましい状態で導入されるための本格的な
テクノロジー・アセスメントに向けての予備的作業を行う。
すなわち、ニュータウンの計画ステップを考察しながら、そのステップに応じてどのような形
でアセスメントできるか、その結果をどのようにして計画にフィードバックが可能であるかを明
らかにしていくことを第1の目的とした。
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7　対象技術の範囲
（1）エネルギーシステム（ニュータウン域内、電力、ガス、オイル、地域冷暖房）
（2）地域情報システム（ニュータウン域内、ハードなトータル情報システム）
（3）地域新交通システム（ニュータウン域内の交通システムの中で新都市交通システムの分担す
るサブシステム）
8　想定した時期または期間
記述なし‘
9　技術の特色としてあげられた点
他の技術のアセスメントの場合、一応現在の社会が技術の場としてとらえ得るが、ニュータウ
ンにおける技術システムのテクノロジー・アセスメントはそれらと異なり、技術そのもののあり
方が場を規定するので、はじめから技術と独立に場は存在しない。
また、ニュータウンという場は一つの技術システムによって規定されるのではなく、ニュータ
ウンに適用される全ての技術システムによって規定されるので、全ての技術を同時に問題にして
いく必要がある。
10　前提とした社会・経済の見通し
（1）住宅事情の悪さとその改善
（2）通勤事情の改善
（3）省資源、エネルギー、
（4）大気汚染除去、クリーン化の要請
（5）地域冷暖房の普及
（6）ニュータウン情報化
（7）交通混雑の緩和・新交通システム導入
11技術の開発・普及見通し
（1）ェネルギーシステム
省エネルギーの必要性が唱えられているが、具体的な普及見通しは言及がない。
（2）情報システム
CATVの普及が念頭に置かれているが、具体的な普及見通しは述べられていない。
（3）新交通システム
駅舎、運転の無人化などが技術システムとして考えられている。しかし、その普及見通しに
ついては具体的に述べられていない。
12　インパクト調査手法
次のようなインパクト分析のフォーマットを考え、それに従って分析を進めた。ただし、この
フォーマットは各技術システムのインパクト分析の例では多少変形されている。
（1）インパクト発生原因（誘起事象）の明確化
（2）インパクト発生主体の明確化
（3）インパクト波及構造の把握
（4）インパクトを受ける対象の明確化
（5）インパクトを受ける主体の明確化
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インパクトの波及を明らかにするため、自然の状態、都市施設などのストック要素、時間の流
れ、物質フロー、エネルギーフロー、人の動き、インフォメーションフロー、マネーフローなど
のフローの要素を詳細に検討した。
また、他のテクノロジー・アセスメントにも使用できるような一般的チェックリストの作成も
試みた。
13　インパクトの主体
基本的には、インパクト発生源として、次のような技術の特性をあげている。
（1）ストック要素（施設、プラント、機器、ネットワーク）
（2）フロー要素（メインフロー、マンパワー、情報、エネルギー、物質、マネー、運営体の行為、
利用者の行為）
14　インパクトの客体
特に整理されていないが、次のようなものがあげられている。
（1）ェネルギーシステム
地域社会、冷暖房恩恵者、自治体、経営体、利用者、他施設所有者、他施設利用者、地域住
民、器物所有者、器物利用者、労働者、利用者の子孫、プラント運転従業者、管理者
（2）情報システム
インパクトの及ぶ対象の例として、人間（身体、機能、精神）、自然環境（動物、植物、大
気、水、土壌、気象、温度、日射、資源、機能）、社会（産業、コミュニティー、家庭、機能、
文化、道徳、制度）、他技術をあげている。
また、バンキング・システムにおいては、銀行、銀行の顧客を、心電図伝送システムにおい
ては医者、患者をあげている。
（3）新交通システム
無人化によるサービス低下については、乗客、管理運営体、周辺住民を、無人化による異常
事態の混乱が大きい場合については、乗客、沿線住民をあげるなどしている。
15　インパクトの分野
（1）ェネルギーシステム
インパクトについては、技術特性について分析が80項目あまりについて設けられている。
（2）情報システム
インパクトについては、（丑技術本来が有する機能、性格がもたらすインパクト、②故障、操
作ミス、事故等、③技術システムの機能障害、④情報化社会の到来そのものがもたらすマクロ
なインパクトの4つに分類して、インパクトを整理した。
（3）新交通システム
関係事業者からのヒアリング等によって情報を収集し、テクノロジー・アセスメント主体が
インパクトの分析を整理している。
16　インパクト予想結果
（1）ェネルギーシステム
多くのインパクトが想定された。主には熱汚染、大気汚染、事故の増大が考えられた。その
他、高圧ケーブルによる電波障害、地域エネルギー設備による景観の損傷、ネットワークの増
大によるシステムの脆弱性の増大、地域冷暖房の供給域の限界による不平等の発生、地域熱供
給システムによる熱汚染、大気汚染、騒音、振動、事故、ガス中毒などの危険などが指摘され
た。
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（2）情報システム
ニュータウンの地域特有というよりも一般的な情報システムの問題としてインパクト誘起事
象が提起された。誤情報化、情報の漏洩、情報の途絶等といった事柄である。それらの情報の
混乱が、いろいろな局面で問題を起こしうるという形でインパクトが整理された。例えば遠隔
診断であれば、誤診が起きる。救急であれば、手配の遅れ。緊急自動車誘導であれば、延着。
乗車券販売であれば、金銭トラブル。金融であれば、金銭トラブルやプライバシー侵害。等が
指摘された。
（3）新交通システム
駅舎の無人化についての社会的インパクトとしてサービスの低下、不便性、危険性が指摘さ
れた。
17　対応策
（1）ェネルギーシステム
熱汚染については熱放出量をできるだけ抑えることが対策とされ、具体的には自動車、冷暖
房の電力化、施設の断熱性の向上、熱の有効利用（廃熱など）が提案された。大気汚染につい
ては、電気エネルギーへの転換、自動車の排ガスの除去、等が提案された。事故防止について
は、電気、ガス、オイルなどで過去から事故の発生する危険性については規制がされており、
それらを踏まえて安全対策を講じることとされている。
（2）情報システム
ネガティブインパクトが予想されれば、その詳細分析を行って、情報システムの計画、建設
フェイズにフィードバックし、計画を練り直す必要がある。例えば操作ミスが考えられるので
あれば端末機器の設計やチェックするソフトウェアの作成などを行う必要がある。
（3）新交通システム
無人化によるサービス低下に対しては、詳細な案内表示、自動販売機の設置、乗客の公徳心
の滴養、監視装置の設置と機動的なサービスマンの配置が指摘された。また、異常事態が発生
した際には、その対策、情報提供、誘導指示、脱出手段の提供などが提案された。
18　総合的評価
総合的評価は理想であるが、難しいので、それに到達するた桝こ個別的に評価することを積み
上げるべきだとしている。
19　添付資料
なし
20　担当部局
記載なし
21委託先
なし
22　実施体制
テクノロジーアセスメント総合検討委員会の下に設置されたニュータウン分科会と（株）野村総
合研究所の所員からなるワーキンググループによる委員会方式で実施した。
ニュータウン分科会は、研究の基本方針の検討と作業内容のチェック・アンド・レビューを行
い、ワーキンググループは調査研究作業の主体となり、研究結果のとりまとめを行った。
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23　委員会等のメンバーリスト
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
主査　岸田純之介
渥美　和彦
池辺　陽
石倉秀次
白根稽吉
松下　寛
村井勇夫
朝日新聞論説委員
東京大学医学部教授
東京大学生産技術研究所教授
海洋科学技術センター理事長
日本電信電話公社データ通信本部総括部長
野村総合研究所取締役
未来工学研究所副所長
（2）ニュータウン分科会
主査　松下　寛　　野村総合研究所取締役
池辺　陽　　東京大学生産技術研究所教授
石井　威望　東京大学工学部産業機械工学科教授
白根　種吉　日本電信電話公社データ通信本部総括部長
安田　寿明　東京電気大学工学部電気通信工学科助教授
（3）ワーキンググループ
森谷　正規　野村総合研究所技術調査室主任研究員
大貝　興洋　　　　　　〝　　　　　　副主任研究員
坂本　牧　　　　　　　〝
小池　朝光
米村　洋一
24　委員会等のメンバーの所属
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
マスコミ1名、大学2名、特別認可法人1名、公社1名、研究機関（財団法人）1名、研究機関
（民間）1名
（2）ニュータウン分科会
研究機関（民間）1名、大学3名、企業1名
（3）ワーキンググループ
研究機関（民間）6名
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子 ユー クウノ具 体化のア．二声イズ とT A
ニュータウン具 体化の フ∵ユイズは 5 段階 咋区分 でき、技 術 システムのフ
ェイズ も同様 に区分 される。 したがって ニュー クウイにかけ る技術 システ
ムのT A はその時点で残されているコン トロールの 自由度に 上って規定 さ
れ・去。
本事例研究では、ニュータウン計画フェイズのT A をとりあげた。 （篇I聾2－4））
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の甲からエネルギーシステム、情報システムおよび新交通システムをとり
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測地衛星システムについてのテクノロジー・アセスメントの概要
1　テーマ
測地衛星システム（レーザ気球型測地衛星の打ち上げに伴う技術的・社会的影響に関する調査）
2　実施年度
1973（昭和48）年度
3　報告書の主な構成
序論L
第1章　人工衛星を利用する測地測量方法
第2章　レーザ気球型測地衛星
第3章　レーザ気球型測地衛星に関するテクノロジー・アセスメント
資料編
4　テクノロジー・アセスメントの手順
第1ステップ　分析範囲の規定
1．1　対象技術の明確化
1．2　利用範囲の設定
1．3　対象期間の設定
第2ステップ　技術の記述
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2．3
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第5ステップ
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5．4
第6ステップ
6．1
6．2
第7ステップ
7．1
7．2
対象技術の記述
関連技術の記述
競合技術の記述
社会状態の展開
一般的な社会の動向（国内）
国際関係の動向
インパクト分野の設定
技術の主効果の確認
インパクトを与える主体の設定
インパクトを受ける分野の掃出
インパクトの分析
インパクトと客体との関連の明確化
インパクト発生の検討
インパクトの重要性の検討
重要インパクトの評価
重要インパクトの軽減増強策
マイナスインパクトに対する軽減案の検討
プラスインパクトに対する増強案の検討
インパクトの評価
対象技術の効果確認
制度等の変更の必要性の検討
第8ステップ　総合評価
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5　テーマの選定理由
昭和52～53年打上げを目途に研究を進めていた測地衛星システムは、その概念がほぼ固まって
きているとはいえ、まだ初期の段階でもあるので、技術開発の進展状況、社会的影響等を調査検
討し、今後の進むべき方向を定めていかなければならないものが多く残されている。特にこの測
地衛星システムは我が国独自の技術によって研究されてきていて、未知の分野も多い。このため、
より広い視野に立って十分な検討を行い、総合的な評価を行う必要がある。
6　実施日的
測地基準点の規正、地域測地網の完成等を目的として当時研究が進められていたレーザ気球型
測地衛星の開発に先立ち、この測地衛星の開発打上げに伴う技術的、社会的影響を事前に調査し、
当時の研究過程における問題点、波及効果等を明確にして、今後の進むべき方向を示すことを目
的とした。
7　対象技術の範囲
人工衛星を用いた測地衛星技術系、関連技術（天文測量、三角測量等）、競合技術系（電波型
測地衛星、超長基電波干渉計）であり、本題の主体技術であるレーザ気球型測地衛星技術につい
ては特に詳細に分析した。
なお、ロケット及びロケットの打上げに関する事項は対象外とした。
8　想定した時期または期間
分析対象期間を昭和59年までの約10年間とした。
9　技術の特色としてあげられた点
（1）観測方式
方向（光学観測）と距離（レーザ測距）の同時観測方式
（2）観測機会
年80日～170日間（ただし観測の2地点とも晴天でかつ夜間に限る）
（3）使用される新技術
レーザ技術、レーザ反射技術（キューブコーナー）、気球膨張技術、太陽光高能率反射材
（4）期待される精度
測地精度±50センチメートル程度
（5）推定寿命
4～5年（落下消滅）
10　前提とした社会・経済の見通し
（1）研究投資関係（国内）
①　名目GNP
昭和48年は112兆8708億円で、46～48年の平均伸び率16．8％で外挿すると、53年は最高250
兆円のオーダー。
②　科学技術研究費
昭和47年度は1兆7919億円で、40～47年度の平均伸び率19．4％で外挿すると、53年度は約5
兆円のオーダー。
③　国家予算（一般会計）
昭和49年度は17兆994億円で、40～49年度の平均伸び率20．1％で外挿すると、53年度は34兆
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円のオーダー。
④　宇宙開発予算
昭和49年度は522．3億円で、49年度の対前年伸び率60．5％が続くと仮定しても53年度は3400
億円。
⑤　④の宇宙開発予算3400億円はそのころの名目GNPの0．14％、国家予算の摘程度であり、原資
の負担能力は国家予算、研究投資とも十分余力があり、問題は支出を正当化する合目的性と
説得力。
（2）海洋法の新展開
領海12カイリ、沿岸国の専管水域（漁業、鉱物）200カイリの新原則が樹立されることは不
可避である。領海、専管水域、大陸だなの境界画定には精密な測量が不可欠であり、侵犯の規
制や排除、開発拠点である試推油井や人工島の設定にもそれが前提となるため、測地衛星に新
たな需要と効用が生まれる。
また、にわかに広大な管轄権を手に入れる開発途上国への測地衛星による国際協力が脚光を
浴びる可能性がある。
（3）宇宙開発を巡る状況
地球を回っている人工衛星の数（当時）は585個で、年間100個を超える打上げペースの中に
あって、我が国が打上げる国産衛星も「国威発揚」の色彩は急速に薄れ、日常化していくであ
ろう。関心を集めるためには目的のユニークさ、明確な存在理由が必要となる。昭和52～53年
予定の打ち上げが遅れると、米国のスペース・シャトル方式（昭和53～54年打上げ予定）との
コスト優劣が表面化する可能性がある。
また、人工衛星の発射電波の国際規制の強化、レーザに関する国際規制問題の発生、ロケッ
トの燃え殻の落下、燃料による汚染などへの配慮も厳しくなるとともに、都市化やスモッグな
どで観測条件は悪化に向かう可能性がある。
11技術の開発・普及見通し
我が国は方向観測に適した気球型と測距精度の優れたレーザ反射型を併用したレーザ気球型を
独自に開発し、昭和52年から54年の間に打上げ、その衛星寿命である5年間に利用観測する計画。
ただし、国産化率を高めることに主眼を置いて自主開発を進めているため、衛星構体及びレー
ザ反射体の技術に乏しい我が国にとっては開発が若干遅れてくることが考えられる。
12　インパクト調査手法
（1）技術、社会両面にわたる関係分野の基礎調査をもとに、作業グループメンバーがチェックリ
スト法及びブレーンストーミング法により摘出した。
（2）これを評価委員会4段階（大、中、小、無）の評価を行った。各段階の量的な差は必ずしも
明らかな定義はないが、一応100：10‥1：0ような、ある程度指数的な差を持つような考え方
で分類した。
（3）その結果、特に重要と思われるインパクトについてはさらに検討した。
13　インパクトの主体
本アセスメントの主体となる技術は、レーザ気球型測地衛星系であり、次のものから構成され
る。
（1）衛星（基礎構体（気球構造、太陽光反射機構等）、レーザ反射機構、膨張機構、ビーコン等）
（2）地上施設（レーザ測距儀、写真撮影装置、標準周波数計（時計））
（3）観測技術
（4）データ処理技術
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14　インパクトの客体
15　インパクトの分野
「インパクトを受ける分野」として、客体と分野が明確に区分されずに大項目、中項目、小項
目に整理しチェックリスト表中に示されている。チェックリスト上では大項目8、中項目35、小
項目206であり、大、中項目は次のとおり。（括弧内は中項目の数）
①　人間（3）－身体面、心理面、生活
②　自然界（2）－資源、汚染
③　産業界（3）一第1次産業、第2次産業、第3次産業
④　体制（7）－国内法、司法、地方自治、公安・国防、
⑤　社会（14）一文化、宗教、教育、習慣、防災、医療、
宣伝、労働、社会の質、通過、道徳
⑥　経済（5）－生産、流通、消費、企業組織、国際経済
⑦　公共団体（1）－行政
⑧　学問分野（0）
情報政策、国際関係、マスコミ
安全、運輸・交通、都市、
16　インパクト予想結果
チェックリストの項目のうち、インパクトの評価がないもの（影響なしとされた項目）を除
くと、大項目は8で同じであるが、中項目は21、小項目は75となる。
4段階の評価の結果、影響「大」とされた小項目は16項目（プラス14、マイナス2）、影響「中」
とされた小項目は26項目（プラス22、マイナス4）を抽出した。これをもとに「レーザ気球型測
地衛星開発・運用による分野・客体への影響の系統」が系統図として作成された。
また、日本三角網の規正と海洋部への延長、日本測地原点の確立、地球の形及び大きさの決
定などの主効果と、地震予知への応用の足がかりなど様々な副次的効果、波及効果について分
析した。
17　対応策
影響が「大」または「中」とされた6つの小項目（うち5つはレーザの運用に対する危険性、1
つは費用の増大）をマイナスの重要インパクトとして分析を行い、レーザ光が上空を飛んでいる
航空機のパイロットの目に当たる確率は実際上問題にならないほど小さいこと、観測従事者に対
するレーザ光についても装置の設計により防げること、新たな技術による観測従事者のストレス
等の心理的影響についても事前の十分な訓練により解決できること、費用についても10年間で20
0～300億円（ロケット打上げ費用は除く）の出費は国家予算に及ぼす影響は殆どないとみてよい
ことなどが述べられた。
18　総合的評価
「総合評価」として、次のような結果をまとめている。
（1）レーザ気球衛星の技術的評価
①　高精度の測地測量が期待できる。（1000kmで±50cm以内）
②　光学観測一般の特徴として天候の影響を受けるが、原理的に2点の同時観測で必要十分であ
るため天候障害による観測可能期間の制約はそれほど厳しくないといえる。
③　観測装置の規模はレーザ測距儀及び写真撮影装置を必要とするため若干大きくなる。
④　衛星測地システム全体を見たとき、その測量原理が簡易である。
⑤　地上観測設備に必要なレーザ測距儀については、レーザ技術が種々の分野で応用段階に達し
てきているので、一般にその技術進展に対する速度は速いと思われる。
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（2）社会的評価
領海12カイリ説、専管水域200カイリの新原則の樹立が不可避であり、水産資源や地下資源
の開発の際に生じる国際紛争の解決のために大いに利用される可能性がある。
また、日本列島の位置が確定することや、長期的には地震予知、大陸移動の解明等の効果に
対して、国民が国家予算の0．05％（GNPの0．03～0．05％）を出費することをどう受け止めるかに
ある。
（3）使用条件と測定可能範囲の推定
①　観測装置は天体望遠鏡（撮影時刻記録装置付、口径10cm以上）、とレーザ測距機（出力1jo
ule程度）による。観測精度の限界は、方向観測角度0．3秒程度、距離観測15cm程度である。
②　日本において同時観測できる領域は、高度1000kmの円軌道の場合は半径1300kmの円内、15
00kmの場合は半径1700kmの円内となる。
③　日本付近の1000km離れた任意の二地点間で同時に観測ができる期間の最大値は、高度1000
km、軌道傾角600　で年間80日、同じく1500kmで450　の場合は200日となっている（天候によ
る影響は考慮外）。
（4）競合技術との対比
精度の向上を第1目的とするこの計画で競合技術として注目されるのは「月レーザ測地技術」
と準星を利用した「超長基線電波干渉計（VLBI）利用の測地技術」があるが、両者とも地上設
備には大アンテナを使用しているため移動性が良くないことから、離島観測などの際に使用効
率が落ちる。また、外国の衛星を利用する測地作業についても、衛星の性能や衛星へのコマン
ドが所有国によってのみ行われるなどの事情から難しい。
（5）マイナス・インパクト効果の検討
①　レーザ発射による危険性
レーザ発射によって危険性が出てくる対象として飛行機等友人飛行体と測地技術者があげ
られるが、両者とも簡単な対策で危険性を取り除くことが可能であるので問題にはならない。
②　開発・運用に伴う費用の増大
開発に伴う費用の投資については、上記（2）で示したとおりである。
運用に要する費用の増大については、長期的に見れば、この開発によって省力化が可能と
なるのでマイナスの効果は軽減される。
（6）レーザ測地衛星の開発によって生ずる効果
①　国内的なものとして
・　日本三角網の規正と海洋部への延長
・　日本の測地原点の確立
・広域に及ぼす地図作製の省力化
②　国際的なものとして
・　地球の形及び大きさの決定
・　アジア・太平洋観測網の確立
③　今後衛星測地精度の向上が期待されるならば、地震予知、天文物理学及び大陸移動状況の
調査等へ利用されるであろう。
（7）開発・制作費の対比（衛星と地上施設の合計）
①　レーザ測地衛星
200～300億円（衛星10個製作、地上施設6～7、ロケット関連費用は除く）
②　電波型測地衛星
350～450億円（衛星10個製作、地上施設6～7、ロケット関連費用は除く）
③　月レーザ利用
数10億円（地上施設1施設のみ）
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④　vLBI利用
100億円以下（地上施設1セットのみ）
（8）むすび
現在進めている主体技術そのものによって生じるマイナスのインパクトはそう重大なものは
ないと予測された。評価の際話題となったのは、「測地精度を10cmのオーダーに向上させるこ
と」に対する価値観をどう評価するかであり、ある意味で、アポロ宇宙船が持ち帰ったの月の
石の価値評価と相通じるものがあった。
今後の技術力向上によって、地震予知、大陸移動の解明が可能となり、この衛星が直接我が
国の社会福祉に役立ってくることを期待したい。
19　添付資料
資料編
（1）人工衛星レーザ追跡装置の運用に際しての航空機に対する影響
（2）レーザの人体に及ぼす影響
（3）今までに求められた地球楕円形定数
（4）VLBI（Very Long BaselineInterformater）
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研究開発局
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22　実施体制
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評価委員、ワーキンググループを組織した。
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マイナスインパクトに対する細分析
I測定
し
F
／
太陽光
子
大
項
目
小項 目
リス ト
での評
価
客　 体　 の　 内　 容　 と　 評　 価 与える主体 イ ンパ ク ト発生の条件等
人　 間
＼ a 観 測 従 事
者
b 航 空機
搭乗 者
C　レーザ 局付
近 の住 民
d 一般人
健康の管理 ◎ ◎ △ △ △ レーザ レーザが 目に当たる時、a については
レーザ測距儀操 作中、b については観
測時間に レーザ局上空 を通過す る時、
C、d につ いて は レー ザ装 置が水 平 を
向いた時
ス トレス （⊃ ○ 観測方法 制限 された観測可能時間内 にレーザが
命 中 しない時
精神 的負 担 ○ ○ △ a 観 測方 法
C レーザ
a 仕事として、また レー ザ操作になれるまで
b については、レーザに対する恐れから
緊　 張　 感 ○ ○ △ a 観測方 法
C レーザ
a 仕事として、また レー ザ操 作になれるまで
b については、レーザに対する恐れから
社　 会 航　 空　 路 ○ a　レ ー ザ 局
上 空付 近
○
b その他 レーザ局 レー ザ観 測中、局上空付 近を航空機 が
通過す る時
自然界 廃　 棄　 物 △ a 地上 b 海洋 C 大気 a 宇宙 a 開発 ・製 作企業 一製 作過程 （b、C は ロケ ッ トを考
△ △ えた時）
b 衛 星一気球のガス もれ 、任務 遂行後
経　 済 費　　　 用 ◎ a 国家 b 企業 C 一般国 民 開発 ・製 作 a 測地予算 の急増 （宇宙 開発予算 との
◎ （＋） 運用経 費 関係　 を考慮 すべき）
注　 ロケ ッ トによるマイ ナスイ ンパ ク
トと しては、燃 ガラ、排気 ガス、騒音 、
成功率等 があるが、対象外 とす る。
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レーザ気王木型測地衛星の触発・運用による分野・客体への影鷺の系統
レーザ気球型
加　地　衛　星
開発幽孫 衛星技柏　「－キューブ・コーナ　－
】　　　　　　プリズムl
地上設碩
枯密掩器
」　光学授器
熱設云ト雨真空技的一手富船、地の衛星
－（学問分野）
二二　粒　用
物理学・精密旅枕工学・光学ぢ東工学
航空事禄学
ー　レーザの旺川に備え
て
ー（学問分野）
」連用日射系　丁地上設偏　Tレーザの肢用
新しい加地方法
一一・そ¢）仙・一・根・－
」（判月分野）
一　レーザの鮫川
一位毘の明確化
長期剋側により
聞分野）
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光学織器
」　安全対策
物理学、光学・写尭工学、1；持・岩手」二
竿、通信工学、自助制御」二学
勧測従中老一健康の管理
」安全対策ト一一
－観測従小者　「　－　スト　レス「「「」
精神的n挫
緊　張　症
???
省力化
通信工学
人間－腱康の腎理
航空路
”しエ次期′／、ノ丁
資源配分
安全保障
法律の変化　「　国内法
！測品法
測地細見菜
水産業
熔洋的発露某一新資源開発
運輸莫
航空援助システム　「　　船舶
航空扱一航空路
宇宙船
資源配分
災害の予知予報
物理学、天文学、地球物理学、測地学、
気象・海洋学、航法工学
沖合立地方式による原子力発電についてのテクノロジー・アセスメン
トの概要
1　テーマ
沖合立地方式による原子力発電所（沖合立地方式による原子力発電所の総合評価に関する研究）
2　実施年度
1973（昭和48）年度
3　報告書の主な構成
緒言
試験研究の実施状況
1．沖合立地原子力発電所の具体的プランの作成
2．沖合立地原子力発電所の経済性及び直接的利益の検討
3．環境評価のための評価項目及び評価システムの整備
4．環境への影響の予測と対応策、代替策の検討
5．環境への影響の評価基準の設定とそれに基づく評価
6．総合評価
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）環境項目の設定
①　アクション項目
②　影響源の項目
③　影響を受ける対象項目
④　生活の質
（2）評価方法の検討
（3）関連マトリックスの作成
（4）環境への影響の予測
（5）重大な影響とその対策
（6）生活の質（QOL）の構成要素の重要度の測定
①　アンケートの実施
②　QOLの重要度（ソーシャル．ニーズ）
③　地域QOLの重要度
（7）生活の質（QOL）の重要度に基づく環境への影響の評価
（8）コスト予測
①　経済性
②　直接的不利益点及び沖合立地の問題点
③　自然環境への影響
④　社会環境への影響
（9）ベネフィット予測
①　直接的利益
②　自然環境への影響
③　社会環境への影響
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（10）地上立地方式との比較
（11）立地点による比較
5　テーマの選定理由
近年、急速に拡大してきたェネルギ一間題を解決するものとして、原子力発電に対する期待は
非常に大きなものがあるが、国土の狭除な我が国にとっては、原子力発電所を建設するための立
地点の確保が重要な課題となっている。
原子力発電所の立地点を拡大するための方策としては、現在の地上立地方式に替わり、新たに、
地下や海洋を利用した立地方式が検討されており、新しい立地方式の開発を具体化させるた桝こ
は、社会的、経済的な検討はもとより、開発の規模や性格から考えて、自然環境や社会環境への
影響を含めた総合的な評価体系のもとで、事前の十分な検討がなされなければならない。
6　実施日的
新しい立地方式としての沖合立地方式について、具体的なプランとその立地点を想定し、この
立地方式による原子力発電所が設置されることによって生じる社会及び自然環境への影響及びそ
の対策について技術的、経済的側面を含めた総合的な評価を行い、沖合立地方式の開発の推進に
当たっての問題点を検討するとともに、今後の原子力発電の立地における総合的な評価体系の立
案に対して適切な資料を提供することを目的とした。
7　対象技術の範囲
昭和47年度原子力平和利用研究委託費による研究での概念プランにより、沖合浮揚式と沖合着
底式の2つの方式を対象とした。
8　想定した時期または期間
記述なし
9　技術の特色としてあげられた点
立地点の前提条件は、離岸距離5km、水深20～30m以内とする。
（1）沖合浮揚式
①　鋼製箱型二重船殻式プラットフォーム（長さ200m、幅100m、深さ15．2m、喫水12m）
②　高さはプラットフォーム底面より3mの高さを基底面とし、格納容器頂部が53．5m、最高部
が格納容器を入れた原子炉建屋で70m
③　重量は原子炉及び発電施設が4万5千t、プラットフォーム関係が13万1千t、その他7万tで
計24万6千t
④　建造方法は、プラットフォームを100万トン級船舶建造ドックで建造し、核燃料を除き全
て、ドック及び儀装岸壁で搭載組立を完了する。その後、あらかじめ設けた防波堤内に大型
タグボートで曳航し、防波堤に係留し後、浮消波装置を設置する。
⑤　建設費見積もりは1，348億円、発電原価試算は3．856円／kwh（初年度、発電端、電気出力1，
110MW、稼働率80％、年間発生電力量77億kwh）
（2）沖合着底式
①　着底方法は岩盤固定方式、ベッセルはプレストレストコンクリート製、ケーソン型（長さ
250m、幅130m、高さ35m、曳航時喫水16．8m、排水量56万t）
②　発電プラントはベッセル底面より約12m（設置時には海面下8m）を基底面として地上式と
ほぼ同一の形で建設される。
③　最高部は原子炉建屋頂部で海面上62m
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④　重量は発電所建屋で29万t、ベッセル26万t、その他5万t程度で計60万tであるが、着底時
には約100万tのバラストを投入し、総重量は160万t
⑤　建造方法は、陸上のケーソン・ヤードでベッセル底部を建造し、儀装岸壁でベッセル上部
及び発電所プラント建屋を建設し、あらかじめ設定されている整地済海底へ曳航し、バラス
ト投入により定置、海底岩盤との固着工事を行い、一部の土木工事と機械工事を行う。
⑥　建設費見積もりは1，467億円、発電原価試算は4．140円／kwh（初年度、発電端、電気出力1，
110MW、稼働率80％、年間発生電力量77億kwh）
10　前提とした社会・経済の見通し
記述なし
11技術の開発・普及見通し
記述なし
12　インパクト調査手法
ある目標を達成するための一つの手段としての技術が、その目標達成に対しどの程度有用であ
るかを求めようとする有用度による評価方法を用いることとし、有用度の決定はある目標項目の
重要度とその目標項目と技術との関連の強さの積で表される。
具体的には、達成すべき目標としては「生活の質の向上」を取り上げ、原子力発電所が設置さ
れることによって生じる環境への影響の流れを考慮し、計画から建設、運転、廃棄に至る多くの
行為である「アクション」、アクションによって発生し環境へ何らかの影響をあたえるものであ
る「影響源」、その影響を受ける「影響を受ける対象」、そして目標である「生活の質」について、
それぞれの項目を設定した。
13　インパクトの主体
インパクトの主体に相当するものとしては、「アクション」及び「影響源」が考えられる。
（1）アクション項目
アクション項目として、5つの大項目、55の小項目が設定されている。大項目は次のとおり。
（括弧内は小項目の数）
①　計画（5）－地質調査、敷地及び敷地権取得など
②　建設（33）－工事の内容、人やモノの搬入など（周辺施設の建設、造成工事、建設工事の
3つの中項目に分類）
③　運転（12）－核燃料の輸送、貯蔵、原子炉の運転など
④　廃棄（2）一解体撤去、閉鎖放置
⑤　事故（3）－核的小事故、核的重大事故、小事故（非核的）
（2）影響源の項目
影響源の項目として、5つの大項目、31の小項目が設定されている。大項目は次のとおり。（括
弧内は小項目の数）
①　汚染物質（11）－化学成分、放射性物質、温排水など
②　大気（1）－大気の変化
（診　水（4）一地表水、地下水、潮流の変化、海水汚染
④　土地（3）－地形・地表の変化、景観の変化、土地利用の固定制限
⑤　地域社会の変化（12）一新しいコミュニティの出現、文化の受容、海上交通量の増加など
14　インパクトの客体
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インパクトの客体に相当するものとしては、「影響を受ける対象」が考えられ、自然環境と社
会環境の2つの大項目、その下に合わせて9つの中項目、45の小項目が設定されている。中項目及
びその下の小項目の例示は次のとおり。（括弧内は小項目の数）
（自然環境）
①　無機環境（5）一気候、地形、海峡、土壌、水質
②　生物環境（17）－景観資源、動植物プランクトン、魚類・回遊魚、魚類養殖など
（社会環境）
①　健康状況の向上と疾病の減少（2）一身体的な健康の増進、社会の一員としての機能の向
上
②　機会の向上（5）－教育機会の向上、就業機会の向上、機会の均等化など
③　物質的環境（3）－自然的環境の向上、自然災害からの防護、人工的環境の向上
④　生活水準の向上（4）一個人所得の向上、社会保障の充実、支出の適正化など
⑤　公共の秩序・安全（3）－重大な身体的危害からの安全、心理的脅威の安全など
⑥　教育・科学・文化（3）一教育水準の向上、科学技術との接触の増加など
⑦　（地域）社会への参加（3）－（地域）社会的暴力の排除、不当な社会的制約からの保護
など
15　インパクトの分野
インパクトの分野に相当するものとしては、「生活の質」が考えられ、その構成要素として7つ
の大項目、その下に合わせて25の中項目、68の小項目が設定されている。これは「影響を受ける
対象」の社会環境の項目と共通である。大項目及び中項目の例示は次のとおり。（括弧内は小項
目の数）
①　健康状態の向上と疾病の減少（2）－身体的な健康の増進、社会の一員としての機能の向
上
②　機会の向上（5）－教育機会の向上、就業機会の向上、機会の均等化など
③　物質的環境（3）－自然的環境の向上、自然災害からの防護、人工的環境の向上
④　生活水準の向上（4）一個人所得の向上、社会保障の充実、支出の適正化など
⑤　公共の秩序・安全（3）－重大な身体的危害からの安全、心理的脅威の安全など
⑥　教育・科学・文化（3）一教育水準の向上、科学技術との接触の増加など
⑦　（地域）社会への参加（3）－（地域）社会的暴力の排除、不当な社会的制約からの保護
など
16　インパクト予想結果
沖合立地原子力発電所の具体的なプラン、設置される地域の状況などをもとに、米国での原
子力発電所の環境レポートを中心とし、原子力の環境関係文献及び関係者、機関へのインタビ
ューにより環境への影響を予測検討した。
その結果は、沖合浮揚式、沖合着底式それぞれについて、関連マトリックス「アクションー
影響源関連表」及び「影響源一影響を受ける対象関連表」において、「空間」、「時間」、「強度」
及び「対策」の4要素について3ランクで示された。さらに、立地点として需要地近接で付近の
人口が多いA地区、遠隔地で付近人口も海の漁業利用も少ないB地区、遠隔地で付近人口は少
ないが漁場として使われているC地区の3地区を想定し、上記関連マトリックスにおいて立地点
により異なる評価を受ける場合は、別に「関連強度の地域差」に整理した。
これらから予想される点は次のとおり。
（1）環境への影響
（丑　環境への影響は、沖合浮揚式と沖合着底式の間に大きな差はない。
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②　地上立地方式との比較においては、海中、海底工事に関連した問題としての海水汚濁と海
上交通の増加、工事中の水域の利用制限による影響が大きな影響であり、その他は地上式と
同一あるいは地上式よりも小さい。
③　地域的な差では、土地、水域を高度に利用しようとしているA地域、沿岸漁業の発達して
いるC地域において、水域利用制限の影響が大きい。また、経済活動規模や地域財政規模が
小さく、伝統的な文化、社会生活を送っているB、C地域においては、工事関係者や発電所
従業員の地域居住は非常に大きな影響をもたらし、税収の増加は地域社会資本の充実に大き
く寄与することが期待される。
（2）重大な負の影響とその対策
①　着底式の海底整地における発破掘削による海水汚染、水生生物相への影響
②　有用利用水域の固定化（漁業の制約、海洋レジャーの阻害）
③　送電線（架空ケーブル）の設置及びその工事に伴う土地の占拠、景観への影響
④　温排水による海中生物相への影響
（3）環境への影響の評価基準の設定とそれに基づく評価
①　環境への影響を評価するため、影響を受ける対象項目である生活の質の構成要素の各地域
での重要度（ソーシャル・ニーズ）を影響の評価基準とし、その測定をアンケート調査によ
り実施した。調査対象は原子力関係の専門家、地方自治体の開発関係と民生福祉関係の担当
者合計803名であり、224票を回収した（回収率28％）。アンケートの内容は、生活の質の68の
小項目の順位付け、原子力発電に対する立場、原子力開発に対する考え方である。そして、
得られた順位付けから各項目の重要度を合計1に正規化した形で算出するとともに、地域の
各指標の全国水準との帝離をもとに前述のA、B、C地域の重要度を算出した。なお、回答
者の立場による差、原子力発電所の建設に対する見解による差と重要度の関係には有意差は
得られなかった。
②　各地域に沖合立地方式原子力発電所を建設した場合の生活の質の各項目にどのような影響
を与えるかを①で算出した重要度をもとに表に整理した。その結果、沖合立地は地上立地と
比べてプラスのインパクトも少ないがマイナスのインパクトも少ないと推定できること、浮
揚式と着底式は海底工事を除いては特に相違点がみられないこと、B、C地域が生活水準や
生活環境の向上などにかなりのメリットを得られる可能性があるのに対してA地域ではマイ
ナス・インパクトばかりが多く、あまりメリットを得られる可能性がないことなどがいえる。
17　対応策
重大な負の影響の対策については、次のとおり。
①　着底式の海底整地における発破掘削による海水汚染、水生生物相への影響
ロータリー掘削機の使用が考えられるが、コストは約20倍になる。また、空気カーテンに
よる封じ込めについては、まだ小規模の実験段階であるなど有効な対応策は示されない。
②　有用利用水域の固定化（漁業の制約、海洋レジャーの阻害）
特に技術的な対応策は考えられないが、損失を被る者に対する適切な利益機会の提供や、
経済的補償が必要となる。
③　送電線（架空ケーブル）の設置及びその工事に伴う土地の占拠、景観への影響
海底ケーブルで直接需要地へ引き込むことで対応が可能。
④　温排水による海中生物相への影響
海中でジェット流として放出し希釈を早める方法や表層流に部分的な授拝を加えることに
より冷却を早める方法により影響を小さくできる。
18　総合的評価
一・一・lこ17　－
「総合評価」として、次のような結果をまとめている。
（1）コスト
①　経済性
建設費は地上立地方式軽水炉（電気出力1，100MW）を1，100億円とした場合、沖合浮揚式で
1，348億円、沖合着底式で1，467億円となり、初年度発電原価は地上立地式で3．08円／kwhに対
し、沖合浮揚式で3．86円／kwh、沖合着底式で4．14円／kwhと、地上立地方式に比べそれぞれ25
％、34％増となっている。ただし、海上式として特にコンパクト化する場合や米国での計画の
ように標準化による建造法の採用によって沖合立地方式の建設費は減少する可能性がある。
②　直接的不利益点及び沖合立地の問題点
直接的不利益点としては、海面の占拠による他の産業活動、生活活動に対する利用の制限
があげられるが、地上立地方式の陸士の占拠と比較すると損失は小さいと考えられる。
新しく生じる問題点としては、船舶との衝突、飛来物の衝突による浸水、フロッグマンや
潜水艇による新しい形のテロ行為があげられる。
③　自然環境への影響
影響が最も大きいものは、沖合浮揚式では防波堤工事の際の海水の汚濁であり、沖合着底
式では海洋着底面の掘削整地の際の海水汚濁である。海中生物に対してかなりの影響がある
と考えられ、漁業への影響も考慮する必要がある。
運転時では低レベル廃棄物の海中への放出、通常運転では規制値より十分小さく特に大き
な問題ではない。ただし、重大事故時の放射能の放出とその拡散については十分な検討が必
要である。
④　社会環境への影響
7つの生活の質の構成要素でとらえると海域の固定化、海水汚濁による影響が大きいが、
B、C地区では特に重大なものではなく、物質的環境の向上に対するニーズは大きいA地域
ではその影響は重大なものと考えられる。しかし、地上立地方式より影響は小さい。
工事関係者、発電所従業員の地域への流入による問題は、A地域では特に大きな問題はな
いが、B、C地域では、大きな影響をもたらす。しかし、これも地上立地方式よりその程度
は小さいと考えられる。
（2）ベネフィット
①　直接的利益
直接的利益のうち最も重要なものは立地点の拡大と陸士の非居住区域の設定が不要になる
ことによる陸士の有効利用すなわち需要地近接の可能性である。立地については、離岸距離
5km水深20m以内を満足する地点は日本沿岸において39地点存在。
その他の直接的利益点として、温排水の希釈が容易であること、沖合浮揚式では耐震問題
が楽になることがある。
②　自然環境への影響
地上立地方式との比較において、陸上の自然環境に対する影響が極めて少ないこと、景観
に与える影響が小さいこと、低レベル放射能の地上への影響が極めて小さいことの3点があ
げられる。
③　社会環境への影響
社会環境への影響のプラスのものは、地方財政の向上、就業機会の増加、新しいコミュニ
ティの発生があげられる。A地域ではこれらのニーズが小さいため大きなベネフィットは期
待しえないが、B、C地区では生活水準、健康状態、機会の向上が生活の質からみたニーズ
の中心であり、これらのプラスの影響は公共施設の充実、所得の増加、就業構造の多様化に
よる新しい社会意識への発展が期待される。
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（3）地上立地方式との比較
①　経済性
沖合立地方式は建設費で34～45％、発電原価で25～35％それぞれ増加する。
②　立地点の拡大と需要地近接の可能性
立地点を海洋に選ぶため、相当の立地点の拡大が考えられると同時に、陸上に非居住区域
が不要となるため需要地近海への発電所の建設が可能となろう。
③　沖合立地方式の問題点
特殊な問題点として、船舶との衝突、浸水、水中からのテロ行為があげられるが、いずれ
も十分な対策が可能である。
④　立地点による比較
A地域（需要地近接）では生活の質とプラスの影響の対応があまりなく、むしろマイナス
の影響が目立つ。これに対して、地上立地ほどではないが、B、C地域（遠隔地）では財政
の向上などにより大きなプラスの影響をもたらし、逆にマイナスの影響は減じられる可能性
が強い。したがって、需要地近接の沖合立地の場合は、地域に対する積極的なプラス面を付
加することが必要であると考えられる。
（4）まとめ
沖合立地方式は、現在のところ、経済性の面においてやや難点があるが、環境への影響では
地上立地方式よりも優れている面が多く、国土が狭除で立地点の確保が困難な我が国において
は、この開発に力を入れることが必要であると考える。
米国では基礎的な研究段階を脱し、既に具体的な実施段階に入り許認可事務ベースの検討が
行われている。我が国においても、安全性の確保の点からの規制等について早急に検討を行う
ことが必要であろう。
また、本研究では沖合立地方式の総合評価を行うに際しての環境評価のための評価システム
を整備することも目的の一つであり、地域の生活の質に対する原子力発電所の有用度をもとめ
る有用度評価の考え方をもとに、地域の生活の質の測定方法、影響関連マトリックスにおける
関連強度のとらえ方、評価項目の分類等についての整備を行った。完全な定量化には至ってい
ないが、本研究の評価システムはいわゆるテクノロジー・アセスメントにおけるマクロ的な一
つの評価方法として極めて有効なものとなりうると考えられる。今後はさらに完全な定量化へ
の検討が望まれる。
19　添付資料
米国沖合原子力発電所関係資料（資料リスト）
20　担当部局
原子力局
21委託先
（株）野村総合研究所
22　実施体制
受託した野村総合研究所の7名が研究担当者、1名が監修者となり外部の専門家による委員会
を組織し実施した。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）委員会
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委員長　安藤　良夫
武藤　郁夫
梅田　健次郎
野村　顕雄
入江　正彦
（2）研究担当者
主任研究者　森谷　正規
研　究　者　津坂　昭
〝　　　扇田　俊明
〝　　　大貝　興洋
〝　　　小池　朝光
〝　　　友永　剛太郎
〝　　　坂本　孜
（3）監修
松下　寛
東京大学工学部教授（原子力工学科）
三井海洋開発（株）取締役技術部長兼研究開発部長
鹿島建設（株）取締役原子力室長
東京電力（株）取締役原子力室長
三井造船（株）取締役原子力事業室長
（株）野村総合研究所企業調査部
〝　　　　技術調査室
ル　　　　　　　　　　　　ル
ル　　　　　　　　　　　ル
／／　　　　　／／
〝　　　　生物科学研究部
〝　　　　企業調査部
（株）野村総合研究所常務取締役
24　委員会等のメンバーの所属
（1）委員会
大学1名、企業4名
（2）研究対象者
研究機関（民間）7名
（3）監修
研究機関（民間）1名
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総　合　評　価　表
評　　 価　　 項　　 目
沖　　　　 合　　　　 立　　　　 地　　　　 方　　　 式
地　上　立　地
浮　　　 揚　　　 式 芳　　　 底　　　 式
建　　 設　　 費
コ
．ス
ト
慧
性
1，34 8　億円　 （1．3 5多） 1，4 67　偉円　 （14 7 瘍） 1．000偉円（100⑰
aO 8円 （100廓）看官原価（kwh当り 3．8 6　　 円　 （12 5廓） 4．14　　 円　 （1 34 第）
直接的不利益，およ
び沖合立地に上る問
題点
海面の占拠と活動への利用制限
海洋レジャー ・航路，漁場の喪失 海洋レジャー ・航路，漁場の喪失
土の半永久的占拠
船舶との衝突による浸水・沈下 同　　　 浸水
飛来物の衝突による浸水・沈下 同　　　 浸水
フロッグマンや潜水舞によるテロ行為の可能性 同　　　 左
工事に伴う排ガス・排油等の化学物質による海水の汚染と
その海洋物柏への影響
同　　　 左 海洋工事は特になし
（泥を除く）
防波堤工事による海水汚濁と水生生物柏への影響 海底掘削による海水汚濁と生物相への影響
運転時の低レベル放射能の海面域への放散 同　　　 左 海水への影響は′J、
運転時の生活廃水に上る海水汚濁，′j、事故時の各撞化学成分の海水への放散
海上交通の増加による化学物質の準中放散
社
会
環
境　（
生
活
1．健康状態の向上と
疾病の減㌔71予
A　　 地　　 域 B　　 地　　 域 0　　 地　　 域
259・専一 273 304
乙機会の向上 （85）73 85 96
海洋レジャー 基地の減少 漁業関係の就業機会の減少
新しい地域居住者との格差
同　左
a物質的環境（253） 346　　　　　　　　　　　　　　 158　　　　　　　　　　　　　 125
の
質
一ヽノ
へ
の
影
響
建設工事に伴う地域の自然破壊　 （海域）
4．生活水準の向上・
（180）
129
海洋レジャー 基地の減少による余暇
機会の渡少
219 226
5．公共の秩序，安全 119　　　　　　　　　　　　　　　　　　 113　　　　　　　　　　　　　　　　　 130
（126）痢違工事に伴う腫上での事故（交通事故）の増加
　（
u　）
　（
u　）
放射性物質に対する心理的不安
6．教育，科学，文化
（54）
50 56 49
7．（地域）社会への 27　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 28　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 29
参加　　 （3 1）建設の賛否をめぐる地域内の過度を対立
事．全国平均の重み　　＊一　各地域での重み
評　　　 価　　　 項 ・　 目
沖　　　　 合　　　　 立　　　　 地　　　　 方　　　　 式
地　 上　 式浮　　 揚　　 式　　　　 1　　　　 着　　 底　　 式
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト　（
＋
u　）
直接的利益 立地点の拡大 （離岸距離5 k ，水探 2 0 m　 3 9 地点，　 水深 5 0 m　　 5 2 地点
非居住区城の設定が不安 （隆上の有効利用）
湿排水の希釈が容易
地震動に対して安全性を高められる
自然環境への影響 陸上自然への影響が極めて小さくなる （工事および送電，陸上施設によるもの）
景観の変化がノ」、さい
低 レベノレ放射能の地上への影響が極めて小さい
社
会
環
境　（
生
活
の
質　）
へ
の
影
響　　（
一十　）
1．健康状態の向上と疾病の
減少　　　　　 （27 1）
A　　 地　　 域 B　 地　 域　　 I　　 u　 地　　 域
． Zr／3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 JU 4
医療施設，制度の拡充
乙機会の向上　　　 （85） 7 3 8 5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 9 6
教醜 設の充実，発電所に付帯した就業機会の向上，生活環境施設の拡充
塵傍 ，創造活動機会の増加
3．物質的環境　　 （2 35） 3 46 1 5 8　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1 25
公共施設 ・交通網の整備
4．生活水準の向上 129 12 19　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2 21
就業機会の向上による所得の増加　 消費物資の供給が安定化する
財政向上による公的サー ビスの拡充
施設，定期休日による余暇活動の充
実
5．公共の秩序，安全
（12 61
1 19 1 13　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1 30
6 教育 ・科学 ・文化 b U 56　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 49
（54） 教育施設，所得の増加による高度教育への機会
麻子力を通 じての科学技術への関心
7．（地域）社会への参加 2 7 28　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2 9
（31） 新 しいコミュニティの出現による新しい型の社会秩序の形成
広軌的社会か b 江代社会帯畳へノ
??】．???
ニュータウン開発計画における技術システム（パイプライン廃棄物輸
送システム）についてのテクノロジー・アセスメントの概要
1　テーマ
ニュータウン開発計画における技術システム（パイプライン廃棄物輸送システム）
2　実施年度
1974（昭和49）年度
3　報告書の主な構成
第1章　一般廃棄物収集・輸送・処理の問題
1－1　廃棄物処理とは何か
1－2　一般廃棄物処理における問題点
第2章　関連する技術システムおよびインパクト分析のための想定ニュータウン
2－1　廃棄物収集・輸送技術の概要
2－2　パイプライン廃棄物輸送システム（吸引式、圧送式）
2－3　パイプラインカプセル輸送システム
214　インパクト分析のための想定ニュータウン
第3章　インパクトの抽出と予備的分析
3－1　インパクト抽出のための方法
3－2　インパクトの抽出
3－3　インパクトの予備的分析と重要度の評価
3－4　主要インパクトの集約（軸の選定）
第4章　シミュレーションによる分析と評価
4－1　対象となるインパクト
4－2　インパクトの評価
第5章　主要インパクト評価
5－1　プラス主要インパクトの分析
5－2　マイナス主要インパクトの分析
5－3　アンケート方式による主要インパクトの評価
第6章　関連する機関
第7章　マイナス主要インパクトに対する対応策の分析
第8章　結言
8－1　結言
8－2　残された課題および今後の課題
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）技術の記述
（2）インパクトの抽出
（3）インパクトの予備的分析
（4）重要度の評価
（5）主要インパクトの集約
（6）シミュレーションによる分析と評価
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（7）主要インパクト評価
（8）マイナス主要インパクトに対する対応策の分析
5　テーマの選定理由
特に記述なし
6　実施日的
明示的に書かれてはいないが、ニュータウンの技術システムについてのアセスメントの一環と
して廃棄物処理等の技術面についても同様の問題があると考えられたと思われる。ニュータウン
の技術システムについては、その負のインパクトについて評価し、対策を分析提案することとし
た。
7　対象技術の範囲
パイプライン廃棄物輸送システム（吸引式）。
場所としては、大都市から50kmほど離れた2000haの22万人程度の新しい都市に廃棄物輸送シス
テムを作ることを想定している。
8　想定した時期または期間
時期については記述はない。
9　技術の特色としてあげられた点
吸引式パイプライン廃棄物輸送システム（別名真空収集システム）、空気流に引かれてゴミが
自動的に集塵サイロに集められる。メインのパイプを地下に埋設し、支管を各建物に設けられた
ダストシュートに配管する。メインパイプの終端はゴミ処理場まで続いている。当時、パイプラ
イン吸引式輸送システムは、7つのメーカーグループによって開発されている。国産が2社で海外
との提携が5社となっている。
おおむねテストプラントによる実験は終了し、実施計画段階に入っている。
10　前提とした社会・経済の見通し
（1）家庭から排出される一般廃棄物の量は所得の増大とともに増加している。今後ともゴミ排出
量は増大するものと思われる。
（2）従来は、部分的対策に留まり、システム全体としての問題点は軽視され、また地域的にも限
られた範囲での問題検討が行われる傾向にあった。今後は、広域圏を対象として総合的、計画
的に対処することが求められる。
（3）ゴミが含有する水分の増加、プラスチック製品の増加による処分の困難性の増大傾向。
（4）ゴミの分別収集の開始
（5）耐久消費財の廃棄物の増加
（6）現状のゴミ収集では、衛生、美観、作業効率などの点から問題がある。
（7）ゴミ輸送車の増加と交通混雑の問題
11技術の開発・普及見通し
（1）スウェーデン、ドイツなどでパイプラインシステムの導入が先行している。各メーカーとも
およそテストは終了しており、導入段階にある。
（2）しかしながら、土中に埋めた場合は、耐圧性を保持すること、ダストシュートの場合は、遮
音、吸音対策がとられなければいけない。また、消火装置、消毒装置、洗浄装置などが必要な
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こと、各種弁、ゴミ収集サイロ、ブロワーなどの能力の問題、汚水成分除去の方式、消音器、
脱臭器などが技術的検討項目としてあげられている。
（3）パイプラインにカプセルを通過させていくという方式についても記述がある。
（4）具体的な普及見通しは述べられていない。想定されるニュータウンに導入されるとしたらど
のようなシステムになるかという観点から記述されている。
12　インパクト調査手法
インパクトの抽出に当たっては、主体、分野、客体の関係を利用する方法を取った。すなわち、
主体の特性を総括的に把握したうえで、主体の特性と分野のマトリックスを作り、想定した主体
の特性がどの分野に影響するかを知る。また分野と客体の側面のマトリックスによりそれがどの
客体に影響を及ぼしているかを追求した。
以下にあげるインパクトの主体、客体、分野は相互に依存している。
13　インパクトの主体
インパクトの主体とは、アセスメントの対象となる技術システムであり、ここでは吸引式パイ
プライン廃棄物輸送システムを指す。装置・設備、運営形態、システム自体の3つの面に分けた。
装置・設備については、その施行、運転、拡張及びスクラップの段階でインパクトを発生する。
運営形態面としては、コストおよびその体系がインパクト要因になる。システムとしては技術開
発、2次輸送、および処理システムとの整合等があげられる。
14　インパクトの客体
ゴミ排出者、パイプラインシステム従業者、処理業従業者、粗大ゴミ収集者、廃品回収再生業
者、周辺住民、パイプラインシステムメーカー、廃棄物処理関連メーカー、一般メーカー、地方
公共団体、国などがあげられる。
15　インパクトの分野
インパクトの分野としては、個人、社会、政治、法体制、経済・技術、物理環境の分野に分け
て考察している。
16　インパクト予想結果
（1）プラス・マイナスのインパクト
プラスのインパクトとしては、ゴミ収集車不要、集積所不要、自動収集によるけが、ゴミの
散乱などの減少、投入口の便利さ、国際協調輸送技術、悪天候による影響の減少、分別収集の
容易化などがあげられる。
マイナスのインパクトとしては、ゴミ投入口に子供が落ちてしまう危険、騒音、故障・事故、
悪臭、人口急増などに対応できない不拡張性、犯罪捜査に影響をきたす、ゴミ出しに行列がで
きる、投入口のまわりが不衛生になる、投入不適物がある、建設費・運営費高などがあげられ
た。
（2）故障時のインパクトのシミュレーション
ニュータウンにおける廃棄物処理システムは生活のインフラなので、故障が起きると大変困
る。そこで故障が起きた際にどれくらいゴミがたまるか、どこでゴミがたまりやすいかという
シミュレーションを行った。故障発生回数からいうとダストシュートつまりが一番多い。しか
し、それはごく局所的なので、ゴミ堆積量ではそれほど多くはない。放出バルブ及びリミット
スイッチの故障によるゴミの堆積量が多いと考えられる。
いずれの故障修理中にも一時的に堆積する廃棄物の量は年間発生量全体からすると1～2％
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である。
17　対応策
マイナス・インパクトへの対応策
（1）危険性
投入口の大きさを小さくする。物理的に巻き込まれたりしないように設計する。
（2）事故・故障
定期点検を行う。故障回復を迅速にできる体制を組む。
（3）悪臭
排気を濾過する。内部を減圧にする。
（4）騒音
遮音構造にする、防音壁、防音林を設ける。
（5）衛生
投入口の周りのイメージを美しくする。防虫剤、防腐剤をまく。
（6）犯罪
本システムを利用して犯罪をなした者に刑罰を重くする。投入口に施錠し、管理人を置く。
利用者のモラル確立のため、指導、PRする。
（7）投入不適物
投入口を大きくする。破砕機を備えた投入口を設置する。投入不適物収集システムを拡充す
る。誤投入がないように充分対策をたてる。
（8）待行列
投入操作が容易なものにする。投入口まわりに充分敷地をとる。投入口を増やす。
（9）不拡張性
ニュータウンの発展を見通して、予め施設を建設する。ニュータウンの中への流入人口を規
制する。
（10）建設費・運営費
建設費については国、地方自治体が負担する。受益者も負担する。
運営費については地方公共団体が税金でまかなう、実費を利用者からとる、第三セクターが
運営するなどが考えられる。
18　総合的評価
主要インパクト総括表によれば、35のマイナスの主要インパクトのうち、総合評価のマイナス
の中程度より大のものは危険性、騒音、故障・事故などのカテゴリーの16個のものである。この
うち、多くは現在の技術レベルでそのインパクトを小さくすることが可能である。犯罪、投入不
適物などが残るが、マイナスの主要インパクトは致命的ではない。反面、プラスの主要インパク
トとしては、収集車不要、集積所不要、投入口便利さなどのカテゴリーに属する8個がある。総
合的にはプラス面が多く、一方、マイナス面は致命的ではないので、そのような適切な対策がと
られるならば、ニュータウンにおける望ましい技術となりうる。
19　添付資料
なし
20　担当部局
記載なし
一一116－
21委託先
東芝（株）（（財）日本産業技術振興協会「TAの有効性発揮の条件調査」、1985年、22頁による）
22　実施体制
テクノロジーアセスメント総合検討委員会及びその下に設置されたニュータウンにおけるパイ
プライン廃棄物輸送システム分科会において取りまとめた。作業は企業に委託した。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
主査　岸田純之介　朝日新聞論説委員
渥美　和彦
池辺　陽
石倉秀次
白根碓吉
松下　寛
村井勇夫
（2
委員
）??
東京大学医学部教授
東京大学生産技術研究所教授
海洋科学技術センター理事長
日本電信電話公社データ通信本部総括部長
野村総合研究所取締役
未来工学研究所副所長
ニュータウンにおけるパイプライン廃棄物輸送システム
専門委員会
南部　祥一
委員　　横尾　和夫
委員　　杉本　鉄太郎
委員　　増田　中也
国立公衆衛生院衛生工学部長
松戸市　市長公室参事
日本エアー・シューター（株）技術部長
大福機工（株）T／S販売課
②　ワーキンググループ
原野　秀永　　東京芝浦電気株式会社　電算機事業部主幹
大瀬　貴宏　　東京芝浦電気株式会社　電算機システム部
常岡　正義　　東京芝浦電気株式会社　電算機システム部
鈴木　義弘　　日本システム株式会社　システム3部部長
菊原　正之　　日本システム株式会社　システム部
林　　照雄　　日本システム株式会社　システム部
南崎　信哉　　日本システム株式会社　システム部
③　事務局
国分　征司
鈴木　義弘
東京芝浦電気株式会社　電算機官公第一システム営業部
日本システム株式会社　システム3部部長
24　委員会等のメンバーの所属
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
マスコミ1名、大学2名、特別認可法人1名、公社1名、研究機関（財団法人）1名、研究機関
（民間）1名
（2）ニュータウンにおけるパイプライン廃棄物輸送システム分科会
（丑　専門委員会
研究機関（国立）1名、地方行政1名、企業2名
（診　ワーキンググループ
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企業7名
③　事務局
企業2名
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画像通信システムについてのテクノロジー・アセスメントの概要
1　テーマ
画像通信システム
2　実施時期
1974（昭和49）年度
3　報告書の主な構成
第1章　社会動向と画像通信システム
1．1　社会動向
1．2　　情報社会の見通し
1．3　　社会動向から見た画像通信システムに対するニーズ
第2章　画像通信システムの概要および分析対象システム
2．1　画像通信システムとは
2．2　　技術の動向
2．3　　生活映像情報システムの開発
2．4　　期待される技術成果およびサービス
2．5　　普及の見通し
2．6　　分析対象システム
第3章　主要な関連産業および官庁
3．1　放送事業
3．2　　電信電話事業
3．3　　電子工業
3．4　　通商産業省
3．5　　郵政省
第4章　インパクトおよび対応策の分析の評価
4．1　分析評価の手順
4．2　　インパクトの摘出
4．3　　主要インパクトの抽出・
4．4　　インパクトの評価
4．5　　対応策の設定・評価
第5章　総合的考察と当面の対応策
5．1　総合的考察
5．2　　当面の対応策の提言
付録
I　わが国におけるテレビ普及状況およびその影響
Ⅱ　わが国におけるテレビの社会的影響に関する調査の経緯
Ⅲ　情報化の影響
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）社会動向と画像通信システムの関係についての考察
（2）画像通信技術動向の分析
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（3）主要な関連産業、官庁の動向についての考察
（4）インパクトの抽出
・K－J法によるインパクトの抽出
・関連樹木図によるインパクト整理
・評価分野によるウェイト設定
・対応策の設定・重要度評価
・インパクト誘起発生原因やライフサイクルの面からの見直し
・専門家に対するアンケートによるインパクト評価
（5）インパクト分析の結果の総括（総括表の作成）
（6）当面の対応策による負のインパクトの防止
（大筋としてOECDが1974年に提案した手順に沿った）
5　テーマの選定理由
（1）将来の情報化社会を担う花形として国民に多彩な夢と期待をもたせる技術である。
（2）国民生活の広範な分野にわたり大きな影響をもたらすものと予想される技術である。
（3）我が国においても各方面でかなり研究開発が進められており、これらについての、総合的な
視点からの考察が望ましい。
（4）OECDの国別比較プロジェクトの対象分野として通信技術がとりあげられていること。
6　実施日的
画像通信システムの発達に関する予測と社会に対する副次的影響の評価を行い、それらに関す
る国の総合的研究開発目標設定に資することを目的としている。
7　対象技術の範囲
（1）テレビ、CATVなどの放送。
（2）ファックス、ビデオなどの家庭用情報機器。
（3）コンピュータ
（4）記録・記憶素子技術
8　想定した時期または期間
15年後、（1994年）に想定される画像通信システムについて検討した。
9　技術の特性
（1）情報技術の多様化
（2）コンピュータ技術の展開
10　前提とした社会・経済の見通し
（1）余暇の増大
（2）情報化社会の到来、コミュニケーションの機会の増大
（3）省資源、エネルギーの要請
（4）高齢化
（5）教育水準の向上
（6）銅資源の不足
日　技術の開発・普及見通し
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当時は米国が画像通信システムで先行しており、米国型になることを予想していた。すなわち、
CATVの普及にかなり着目しており、そのため、銅資源の枯渇が陸路になるという記述、放送事業
規制によってCATVの進展が左右されると言う点が強調されている。
他方、コンピュータの発達は予想されていたが、メインフレームを中心とした考えであり、パ
ソコンの普及は見通していない。光ファイバーやインターネットも言及していない。カーナビや
衛星放送にも言及していない。携帯電話の普及も予想していない。
12　インパクト調査手法
（1）K－J法によりインパクト項目の抽出を行った。
（2）インパクト誘起事象の発生原因とハードウェアのライフサイクル面から検討を行った。
（3）画像通信の専門家26名を対象にアンケートを実施し、インパクトの追加及び評価の問題点を
抽出した。
（4）安全性、省資源性、経済性、環境保全性などの分野によってウエイトづけを行った。
13　インパクトの主体
特に記述はないが、対象技術がインパクトの主体と考えられる。
また、技術システム構成要素として端末機器、伝送媒体、情報処理機器、付帯施設、ソフトウ
ェア、トータルシステムの7項目を、インパクト誘起事象として誤（異）情報化、漏洩（拡散）、
途絶、消失、遅達、被占有6項目をそれぞれあげて、それらをマトリックス状に組み合わせて原
因を表した表を「インパクト誘起事象発生原因の摘出」として作成した。
14　インパクトの客体
インパクトの関連樹木の中で、大項目として、人間、環境、資源、家庭コミュニティー、一般
社会、文化・科学技術、産業の7項目をあげている。
15　インパクトの分野
電気通信システムの普及に伴うインパクト分野（第1次抽出）として、大きくは、個人、社会
環境、文化、経済環境、科学技術、体制の6項目をあげている。
16　インパクト予想結果
画像通信システムが普及したときにどのような利用方法があるかは、おおよそのところ記述さ
れている。すなわち、教育、ショッピング、遠隔医療、衛生、旅行サービス、金融、行政、コミ
ュニティ、交通、雇用などへの利用である。これらのうち多くのものは現実化し、あるいは現実
味を帯びてきている。そのうち特に強調されていたのは、在宅勤務の拡大及び交通の代替である。
これは公共交通機関の未整備、住宅事情の悪さなどの社会的状況を勘案して画像システムのイン
パクトを評価したものであろう。
17　対応策
問題と考えられたことについては、対応策をそれぞれ打ち出している。例えば、安全・防犯・
プライバシー保護対策という分野については安全基準に関する基礎研究、プライバシー保護法の
立法などを提案している。資源・エネルギーの節約であれば消費電力の節約、紙資源の節約など
がうたわれている。
18　総合的評価
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（1）インパクトにクライテリアのウエイトを掛け、それらを足して合計がプラスになるので、社
会の向上に役立つものとされた。特に画像通信システムの普及は、老人・身体障害者が情報に
接する機会を増大させ、医療等のサービスの改善を図り、社会問題への関心を高めるという良
き方向への重要なインパクトを与えるものとしている。
反面、銅需要や消費電力の増大、事故時の責任分担、情報の地域独占などの面に悪影響があ
るとされた。
（2）当面の対応策を講じることにより、将来の負のインパクトを軽減できるであろうと考えられ
ている。
19　添付資料
付録
I　我が国におけるテレビ普及状況およびその影響
1　テレビ普及の経過
2　テレビによる影響と対応策
Ⅲ　わが国におけるテレビの社会的影響に関する調査の経緯
Ⅲ　情報化の影響
1　情報化の動向
2　情報化の影響
20　担当部局
記載なし
21委託先
（財）未来工学研究所
22　実施体制
委託先の画像通信プロジェクトメンバーが作業を実施し、テクノロジーアセスメント総合検討
委員会がとりまとめを行ったと推測される。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
主査　岸田純之介　朝日新聞論説委員
渥美　和彦　東京大学医学部教授
池辺　陽
石倉秀次
白根穫吉
松下　寛
村井勇夫
吉村　融
渡辺　茂
東京大学生産技術研究所教授
海洋科学技術センター理事長
日本電信電話公社データ通信本部総括部長
野村総合研究所取締役
未来工学研究所副所長
埼玉大学教養学部教授
東京大学工学部教授
（2）画像通信テクノロジーアセスメントプロジェクトメンバー
主査　平岡比興志　（財）未来工学研究所研究室長兼調査室長
亀岡秋男
仲沢英憲
岩本一恵
（財）未来工学研究所主任研究員
（財）未来工学研究所主任研究員
（財）未来工学研究所主任研究員
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千田博之
大竹康夫
寺井秀一
大前進一
岡本和生
和田雄志
武者容子
小宮セツ子
（財）未来工学研究所主任研究員
（財）未来工学研究所主任研究員
（財）未来工学研究所主任研究員
（財）未来工学研究所研究員
（財）未来工学研究所研究員
（財）未来工学研究所研究員
（財）未来工学研究所研究員
（財）未来工学研究所研究員
プロジェクト担当室長
木幡靖郎　　（財）未来工学研究所研究室長
24　委員会等のメンバーの所属
（1）テクノロジー・アセスメント総合検討会
マスコミ1名、大学4名、研究機関（財団法人）1名、特別認可法人1名、研究機関（民間）1
名、企業1名
（2）画像通信テクノロジーアセスメントプロジェクトメンバー
研究機関（財団法人）13名
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合成紙の普及についてのテクノロジーアセスメントの概要
1　テーマ
合成紙
2　実施年度
1973～1974（昭和48、49）年度、1975年9月公表
3　報告書の主な構成
はしがき
1　序論
2　合成紙普及問題とテクノロジー・アセスメント
3　「合成紙の普及」に関する事例研究
4　テクノロジー・アセスメント手法の問題点
5　結び
付記
付属資料
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）分析対象の明確化
（2）技術の記述
（3）技術的観点からの予測
（4）社会・経済的観点からの予測
（5）予測結果の総合調整
（6）インパクト分野の明確化
（7）予備的インパクト分析
（8）代替案の明確化
（9）最終的インパクト分析
5　テーマの選定理由
（1）合成紙はすでに開発段階を過ぎ、大量生産、大量普及を控えた技術であるため、インパクト
の予測のためのデータはほぼ入手可能。その反面、生産・消費量がまだ少ないために重要なイ
ンパクトでまだ発現していないものもあると考えられる。
（2）科学技術庁資源調査会が昭和43年5月28日に出した、勧告第21号「合成紙産業育成に関する
勧告」をフォローする必要があること。
（3）基礎材料として広く用いられ、他産業や国民生活環境への影響が大きく、さらに資源問題や
廃棄物問題を含む国家的重要テーマであること。
（4）我が国で世界に先んじて開発が進められたため、海外でのデータがなく、自ら予測する必要
がある。また、海外への技術輸出に当たっての責任を持つためにも必要。
（5）資源調査会では、今後の資源の総合的利用ならびにこれと関連した技術に、テクノロジーア
セスメント手法を適用することは意義があることと判断し、1つのケース・スタディとして「合
成紙の普及」をとりあげた。
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6　実施日的
合成紙が普及した場合における負の影響及びそれに対する対応策等を検討し、資源利用等に関
する調査にテクノロジー・アセスメントを適用するに際しての手法や問題点を調査検討する。
7　対象技術の範囲
（1）技術範囲は合成フイルム紙、合成パルプ紙、高充填シートとした。
（2）利用範囲は我が国とした。
（3）検討範囲は合成紙の製造過程、流通・利用過程、廃棄処理過程、合成紙を利用すること自体
とした。
8　想定した時期または期間
対象期間は1973年から1985年とした。
9　技術の特色としてあげられた点
（1）合成紙の工業生産はすでに行われているが、大量生産、大量消費による各種インパクトの発
現は今後の問題であること。
（2）合成紙は従来のパルプ紙に対する置換技術的性格が強いが、今後予想されるインパクトは、
物性上、利用資源上、製造技術上の相異などによって発現するものが多い。
（3）合成紙はパルプと同様、基礎素材であって、2次加工なしにそれのみで使用しうる機会が少
ないこと。
10　　前提とした社会・経済の見通し
（1）社会予測
1971年の年齢構成などから1985年ごろの社会を予測しており、若年労働力の不足から合理化
が必要となり、システム産業が発達し情報媒体として紙の利用が見込まれるとした。また、社
会意識においても情報化の進行等が加速され、紙に対する本質的な需要は益々増大するなどと
した。
さらに、当分の間、各国においては成長の限界の議論が問題となるであろうが、我が国にお
いては1980年頃までは減速しつつも増大する経済を維持するための資源の確保、国際関係の維
持を中心課題とせざるを得ないなどとしている。
（2）経済予測
「新全国総合開発計画」、「経済社会基本計画」は石油ショックの直前に発表されたものであ
るが、それらの流れが根本的に変更されることはないとし、VTOL機に関するテクノロジー・ア
セスメント事例研究報告書から1980年代の経済状態の予測として次の5点をを引用している。
（9　将来の日本の最終需要は、現在の民間投資輸出主導型から、個人消費、政府資本形成型の
国民福祉に直結した経済パターンになろう。
②　総生産所得は第3次産業のウエイトが第2次産業をしのぐであろう。
③　大都市周辺地域の過密の弊害をなくすために工業などに積極的な地方分散が図られるであ
ろう。
④　全産業界に完全週休2日制、週40時間労働制が一般化され、自由時間の大幅な増加が期待
され、労働の意味が変質する。
⑤　医療・社会保障が現在よりも満たされるであろう。
さらにネガティブな側面として次の6点をあげている。
①　国民経済パターンの変更に伴う混乱
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②　過剰な情報に対する感覚主義的行動、それに対する強い反抗
③　地方文化の均一化、伝統の喪失、各種公害の地方分散
④　労働者のタイプ分化、家庭生活パターンの変化
⑤　老人問題の深刻化
⑥　資源・土地。エネルギー不足によるインフレーション
社会の基礎資材生産に関しては、次の点がますます必要としている。
①　木材・プラスチックなどの大量消費資材の節約技術の開発
②　資源回収利用のための政策ならびに新技術の開発
③　製品の開発輸入、生産の国際分業の推進
④　エネルギーの節約運動の展開
（3）価値予測、規範的予測
この他に、国民の価値意識に関する「価値予測」、来るべき未来はかくあらねばならないと
いう「規範的予測」にも触れている。
11技術の開発・普及見通し
科学技術庁が1970年に行った技術予測の中から、当時として妥当と思われた21項目について重
要度「大」の比率、実現時期を紹介した。
また、産業構造審議会や科学技術庁資源調査会の合成紙の需要予測やパルプ材需要予測等から、
昭和54～57年に合成紙生産数万トン、紙不足が始まり、合成紙がそのギャップをうめる、として
いる。
また、合成紙製造加工回収技術予測については、大量生産技術を除いては、開発研究はある程
度進捗しており、近い将来の解決の見通しは立っている。
12　インパクト調査手法
（1）「紙の機能」、「合成紙・紙・パルプの生産要因」を図で明らかにし、「合成紙の物質特性関連
表」を作成したうえで、「合成紙のインパクト因果関係図」を作成した。
（2）「主体の特性と分野・客体への影響」、「分野の内容」、「客体の分類」、「客体の側面」を関連
樹木法で示した。
（3）インパクト・マトリックス法により、「インパクトを与える主体」、「インパクトを受ける分
野」、「インパクトを受ける客体」のそれぞれ2者の組合せによるマトリックスを作成し分析し
た。
（4）インパクトの掃出は、主体一分野マトリックスから多数の者によって個別に摘出されたもの
を、さらに自由討論を経た後に集計した。多くの人が共通して摘出したインパクトと専門的な
検討によって重要であると考えられたインパクトを「重要項目」に指定し、分野一客体マトリ
ックスからは、その重要項目のみがインパクト発生源であると考えて、客体へ及ぼすインパク
トを摘出した。
（5）マトリックスの重要項目におけるインパクトの数などからインパクトを分析した。
13　インパクトの主体
大きく次のような3過程に分類しており、計82項目をあげている。
（1）製造過程
原料のレジンや充填材、用役の水や電力、構成フイルム製造技術の混成や製膜、新技術の可
能性、合成紙を製造すること自体など49項目をあげている。
（2）流通・利用過程
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流通過程の流通や販売、利用過程の誤用など13項目をあげている。
（3）廃棄処理過程
野放し、回収、処理・再利用のうち焼却、粉砕など20項目をあげている。
14　インパクトの客体
大きく次のように4つに分類している。
（1）人間（個人）
合成紙の製造、加工、流通、廃棄回収のそれぞれの担当者をハード担当のオペレーター等と、
ソフト担当の経営管理担当者等に分類し、それぞれのインパクトを受ける側面として身体面、
心理面、生活行動面の3つをあげた。この他、合成紙利用者についても同様の3つの側面をあげ
た。
（2）社会（人間グループ）
合成紙製造会社、支援技術会社（原料技術、二次加工）、競合技術会社（パルプ製造会社、
プラスティック・フイルム製造会社）、流通会社（問屋、運輸・倉庫）、合成紙利用会社、廃棄
回収会社）整理し、それぞれの会社等で組織資本面、方針運営面、業務面の3つの側面をあげ
た。
（3）地域（人間グループ）
工場付近住民、都市住民、農村住民、漁村住民、山村住民に分け、それぞれに身体面、心理
面、地域活動面の3つの面をあげた。
（4）公共団体
政府、地方自治体について、組織設備面、政策運営面、事業財政面の3つの面をあげ、この
他に大学研究所、その他をあげた。
15　インパクトの分野
インパクトを受ける分野の項目として、次のように大きく5つに分類した。
（1）自然環境（自然、景観、大気、空間、水、土地、生物（人体含む、気象・天候、静けさ、そ
の他）
（2）住民環境（警察、消防その他、習慣・価値観）
（3）社会環境（制度、教育、道路、交通、情報、経済、労働、政治、医療、文化、産業、科学・
技術、国際関係、その他）
（4）資源（木材資源、石油資源、エネルギー資源、水資源、その他資源）
（5）その他
16　インパクト予想結果
（1）合成紙の廃棄処理過程でのインパクトが最も強く、インパクトが強く及ぶ客体としては、廃
棄回収会社、都市住民、地方自治体、合成紙製造会社、政府などがあげられた。
（2）マイナス・インパクトを軽減する代替技術が現実に実行された場合、最終的に残るインパク
トの関係を10項目について表に整理した。その結果、廃棄物焼却時の排煙・排ガスの問題、廃
棄物野放しによる土壌汚染、生物、景観への悪影響などが問題となることとなった。
17　対応策
インパクト分析を行った結果、原料レジンの低価格・安定供給のための政府の取り組み、無毒
性、無害性の十分なチェック、廃棄処理過程の燃焼処理問題の解決等の代替案の必要性が認めら
れた。
また、上記12のインパクトの予想結果で述べたように、合成紙の最終インパクトの表の中で、
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マイナス・インパクトの解消のための代替技術が示されている。
18　総合的評価
合成紙の普及によって影響を受ける客体は、廃棄物処理部門に関連する廃棄物回収会社、都市
住民、地方自治体、合成紙製造会社などがあげられ、これらは従来の直感的なアセスメントによ
って得られた内容に比して、極めて比重が高かった。したがって、それぞれへのマイナス・イン
パクトを取り除くため、合成紙の普及振興政策を採用する際には、廃棄物回収技術の工場、これ
にともなって生じる外部不経済の意義付け、さらに、海面の汚れによる漁業、自然景観への影響
など、場合によっては、その末端への影響を考えて用途の規制を行うなどの政策をとる必要があ
るとしている。
また、物質特性関連表を考案して解析を行った結果、製造利用における利点と廃棄回収におけ
る欠点とは互いに密接な関連があることが明らかになったことから、これに対する政策提案とし
ては、これらの利点としての特性の持つ他の過程における欠点を可能な限り回避するための技術
と方策を早急に開発する必要があるとしている。
19　添付資料
付属資料
1　テクノロジー・アセスメントとテクノロジー・アセスメントの必要性
2　テクノロジー・アセスメントの効用
2－1政府行政機関におけるテクノロジー・アセスメントの効用
2－2　企業におけるテクノロジー・アセスメントの効用
20　担当部局
明確な記述はないが関係者の中に、前科学技術庁計画局専門職2名、科学技術庁振興局奨励課1
名が記されている。
21委託先
なし
22　実施体制
科学技術庁資源調査所が作業を担当し、資源調査会基本問題特別部会テクノロジー・アセスメ
ント′j、委員会が取りまとめた。（資源調査所資料として刊行）
23　委員会等のメンバーリスト
（1）資源調査会基本問題特別部会
部会長　島　　秀雄　　　宇宙開発事業団理事長（資源調査会委員）
（2）テクノロジー・アセスメント小委員会
委員長　馬場　有政
中谷　　宏
久保田勝也
井本　省三
高木　　剛
小坂　忠昌
臼田　誠人
（社）燃料協会会長（資源調査会委員）
工業技術院電子技術総合研究所技術相談所長（資源調査会専門委員、以
下小委員会委員は同じ）
工業技術院製品科学研究所研究企画官
凸版印刷（株）中央研究所長
新技術開発事業団調査役
（財）国土開発技術研究センター調査部参事
東京大学農学部林産学科助教授
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古谷
千葉
菱田
井上
田中
海堀
佐藤
二宮
中山
????
????
?????????
（3）関係者
山田　圭一
須々木琳之助
服部　達也
片渕　千秋
池田　　強
大橋　孝治
阿部　　勉
西本　昭男
東京理科大学理学部応用化学科教授
早稲田大学理工学部応用物理学科助教授
東京都公害局副主幹
積水プリンテル（株）取締役社長
三井石油化学工業（株）常務取締役
王子製紙（株）専務取締役春日井工場長
王子製紙（株）加工品本部本部長付部長
山陽国策パルプ（株）専務取締役
三井ポリケミカル（株）取締役社長
東京工業大学工学部社会工学科教授
前出光ライオン（株）常務取締役
旭化成工業（株）石油化学本部
前科学技術庁計画局専門職
／／
前科学技術庁資源調査所調査官
／／
科学技術庁振興局奨励課
（4）科学技術庁資源調査所
武田　　要
尾崎　清文
須崎　祐吉
奥秋　健治
今岡　康彦
高橋　　恒
蝦名　武美
後藤　幹子
秋山　由美子
第5調査グループ主任調査官
第5調査グループ調査官
ル
ル
ル
ル
企画課
第5調査グループ
前第5調査グループ（現第3調査グループ）
24　委員会等のメンバーの所属
（1）資源調査会基本問題特別部会
特殊法人1名（部会長）
（2）テクノロジー・アセスメント小委員会
団体（社団法人）1名、研究機関（国立）2名、研究機関（民間）1名、特殊法人1名、団体（財
団法人）1名、大学3人、地方公共団体1名、企業6名
（3）関係者
大学1名、企業2名、行政3名、資源調査所2名
（4）科学技術庁資源調査所
資源調査所9名
一　日目　一一一
合成紙をとりまく将来の予測シナリオ
昭和】50－53年
国産′ミルプ村停滞
省資源政策の舶続
故紙回収のための施策
省椚丹政策の維持
長期需給曲線の方向判明
パルプ生産外地へ
原水確保のための海外交渉
昭和封巨－57年
合成紙生産数万トン
天然紙公害防除技術稼働
妖不足がはじまる。合成紙がこのギ，ププを
うめる。
合成紙によるトラブル顧在化はじめる。
昭和57年－
合成紙の最終インパクト（一部抜粋）
インパ ク トを受 ける対象 マ　 イ　 ナ　 ス ・ イ　 ン　 パ ク　 ト 代　　 替　　 技　　 術 実施 主体 最終 イ ンパ ク ト
（A ）主体 一分野 マ トリックス
（丑　 大気 ・空 間
②　 土　　　 地
③　 生　　　 物
④　 住民環境
0 廃 棄物焼却時 の排煙 ・排 ガ ス
○主 と して廃 棄物 野 ばな しに よる土壌 汚染 、
生物 、美観 への悪影 響な ど
○都 市 ゴミの分別 回収
○都市 ゴミの焼却技 術の改 良
○有害燃焼 ガスの出 る材 科 、例 え
ば塩 ビ系 の合成紙 を作 らない。
0 不法 投棄罰則 の強化
○道徳教 育、公徳 心の昂揚
0 地方 自治体
（住 民の協力）
○　　　 〝
○メーカー
（政府 の指導）
府○〔 霊方 自治体
○プラスチ ック廃棄
物処 理問題 と同時
に解決 しな けれ ば
な らない性格 の も
ので ある。
0 現在 で もプ ラスチ
ック フィル ム、包
○土 地 に野ば な しに されて もの は、河 に流 れ ○　　　 ／ 装材 料、 自動販 売
て河川 、海洋 を も汚染す る。
0 野 ばな しに よるもの……②参照
○包 装材 料 として内容 物 の腐 敗 との関係 、雑
貨 としてカ ビな ど との関係
0 生 物 と して の人体へ の影響 … …利 用者 への
影 響参 照
○建材 等 と して住生活 の 向上に貢 献、 ただ し
火 災等 の危 険増 大
0 自然崩壊性 合成紙 の開発 （用途
によ る）
○包装材料 な どの商店 による回収
（値び き、クジ付き な ど） の促進
0 製 品 ・用途 の研 究促進
0 適切 な用途指導
○メーカー
○商　　 店
0 メーカー
○政　　 府
（メーカー の協力）
飲 料の空缶 な どが
問題 になってお り
完全解決 は困難で
あ る。
○自然崩壊性 は一応
の解決 にな るが二
次公害 な どの問題
が残 る。
海洋牧場についてのテクノロジー・アセスメントの概要
1　テーマ
海洋牧場
2　実施年度
1975（昭和50）年度
3　報告書の主な構成
I　序論
Ⅱ　ケース・スタディ
Ⅲ　ジェネラル・スタディの検討
Ⅳ　総合評価
Ⅴ　結論
付録
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）問題の明確化
（2）実施範囲の設定
（3）ケースの選定
（4）現状技術
（5）海洋牧場の想定
（6）インパクトの摘出・分析
（7）主要インパクトの選定
（8）構造解析
（9）技術的実現性評価
（10）代替案
（11）技術システムの確定
（12）社会的背景
（13）基本的技術像
（14）ジェネラル・スタディ
（15）総合評価
（16）結論
5　テーマの選定理由
水産物の選択的な需要の増大と来るべき200カイリ時代に向けて、今後の我が国の漁業は沿岸
海域を利用し人工を加えて水産生物の繁殖と成長を助長する技術に期待しなければならず、その
手段として、確立した技術ではない段階であるが海洋牧場が考えられた。
6　実施日的
海洋牧場が漁業生産をはじめとする各方面に与える影響を事前に摘出・評価するとともに対策
の提示を行い、海洋牧場技術が我が国に定着するのを助長することを目的とした。
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7　対象技術の範囲
ケーススタディとして①マダイ養殖型海洋牧場、②マダイ増殖型海洋牧場、③クルマエビ増殖
型海洋牧場の3種類の海洋牧場を想定し、10年後に実用化されると思われる技術を使用し、主に
生物面より見たシステムを考えた。
8　想定した時期または期間
10年後（1985年）に実用化されると思われる技術を使用した。
9　技術の特色としてあげられた点
養殖型海洋牧場は区画した範囲の中で種苗を育成し出荷するものであり、増殖型は範囲を区画
せず種苗を放流することによって流動的・広範囲にわたる海域で対象種の優占性を向上し収穫に
結びつけるものである。
基本的には種苗生産技術、育苗技術、漁場管理技術、収穫技術、輸送・出荷技術などから成り、
養殖型海洋牧場については育成技術が、増殖型海洋牧場については放流技術が加わる。
10　前提とした社会・経済の見通し
ケーススタディにおいては、特に断らない限り、インパクト描出時の社会的環境などは現状社
会を念頭に置いている。
11技術の開発・普及見通し
約260名の水産関係の専門家にアンケートを行い、想定される使用技術が10年後または20年後
に開発または普及が可能かどうかを調査している。その結果、必要な技術は概ね10年後には開発
・普及が可能とされており、それ以外の技術は何らかの対応策により海洋牧場の実用化には決定
的に支障になるものではないとされている。
12　インパクト調査手法
ケーススタディにおいて、海洋牧場のインパクトの摘出に適した、「主体」、「分野」、「客体」
を網羅したチェックリストを作成し、効率的にインパクトを摘出した。さらに、重要と思われる
インパクトについて、「蛋白供給性」、「経済性」、「社会性」、「技術性」の4つの評価軸ごとにイン
パクトのプラス・マイナスと重要度（大、中、小）を評価した。評価はこれらの問題について一
応の知識を持つ数名が参加し、最終的な重要度は評価値の平均値から求めた。また、その結果か
ら重要なインパクトの構造解析を行った。
13　インパクトの主体
主体は「支援関係」、「生産関係」、「その他」に3区分され、「支援関係」には陸上施設の設置な
ど3項目、「生産関係」には漁場の管理など10項目の技術特性等があげられている。
14　インパクトの客体
客体は「人間」、「公共団体」、「産業界」、「その他」に4区分され、「人間」には周辺住民、一般
住民など5項目、「公共団体」には国、地方公共団体など3項目、「産業界」には水産業、海洋土木
・建設業など10項目があげられている。
15　インパクトの分野
分野は「自然系」、「社会系」、「その他」に3区分され、「自然系」には水質、生物など6項目、「社
会系」には制度、経済、科学技術など9項目があげられている。
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16　インパクト予想結果
（1）マダイ養殖型海洋牧場
重要と思われるプラスのインパクトは経済性、技術性から評価されたものが多く、大部分が
関連産業の事業機会発生と関連技術の向上であった。マイナスのインパクトは主に社会的なも
ので、他の飼料用蛋白需要者と資源利用についての競合や事故発生の可能性による不安、自家
汚染などであった。
（2）マダイ増殖型海洋牧場
重要と思われるインパクトは全てプラスであり、①と同様に経済性、技術性から評価された
関連産業の事業機会発生と関連技術の向上であった。
（3）クルマエビ増殖型海洋牧場
重要と思われるプラスインパクトは各評価軸にわたり、大部分が関連産業の事業機会発生と
関連技術の向上であった。マイナスのインパクトは社会性の点から事故発生の可能性による不
安のみであった。
17　対応策
（1）重要なマイナスインパクトについては、発生主体である技術を変えなくてもある対応を行え
ばインパクトを取り除くか減少させることができるものを「対応策」とし、発生主体である技
術を用いない「代替案」と区別して検討した。
（D　マダイ養殖型海洋牧場については、4つのマイナスインパクトについて、それぞれ4～6の
対応策と1～3の代替案を検討した。その結果、ケース1‥投餌効率向上型、ケース2：放牧型、
ケース3：小割生賛型の3つの技術システムを想定した。
②　マダイ増殖型海洋牧場については、重要と思われるマイナスインパクトがないため対応策
等の検討は行わなかった。
③　クルマエビ増殖型海洋牧場については、事故の不安というマイナスインパクトに対して、
安全点検の強化等3つの対応策と陸上で種苗生産を行うという1つの代替案を示したが、安
全対策を行えば種苗用パージの使用を中止することは不必要であるとしている。
（2）また、ジェネラル・スタディとして、経営主体、法律・制度に及ぼす影響、生産物の供給の
観点から各型の海洋牧場に共通した一般的な事項について検討を行い整理した。養殖型、増殖
型に共通する課題として技術開発・普及と生産物の供給があげられた。特に生産物の供給に関
しては、マイナスのインパクトに対する対応策として、長期的な食料政策と海域利用計画に基
づく公的機関の行政的生産者指導及び生産物の質的・量的供給の調整が必要としている。
18　総合的評価
「総合評価」において、ケース・スタディ及びジェネラル・スタディで検討した結果をまとめ
て、技術システム、漁場利用形態、経営主体について、海洋牧場全般、養殖型、増殖型に分けて
評価した。
また、「結果」において、以下の点をまとめた。
（1）アセスメント結果
①　養殖型海洋牧場
徐々に集約化と規模の拡大を図るであろう。つくる者ととる者が一致し、経営主体は漁協
の共同組織または自治体と漁協の公社組織となろう。
重要なプラス・インパクトとしては、関連技術の向上、関連産業への波及効果、陸上施設
の建設による地域社会の利便性が考えられ、重要なマイナス・インパクトとしては、投餌に
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よる自家汚染の可能性、他のタンパク飼料需要者との資源利用に関しての競争、海上構造物
の海上交通への障害、台風等の事故による被害の可能性が考えられた。
技術的に10年後には実現する可能性が高かったが、重要なマイナスのインパクトを除去す
るためには、新たな方向の一つとして、より粗放的な放牧型への移行が示唆された。
②　増殖型海洋牧場
つくる者ととる者が必ずしも一致せず、経営主体は公共性が強い公社組織となる。
重要なインパクトは関連産業の事業機会増加、関連技術向上というプラスのインパクトし
か発生しない。技術的にも10年後にはほぼ実現すると考えられたが、密漁防止対策や混獲防
止技術の開発が重要としている。
③　海洋牧場全体
海洋牧場からの生産物が安価に大量供給された場合、一般漁業者の収益を圧迫するおそれ
がある。しかし、我が国の食料自給率の向上、食生活の向上を図る上で海洋牧場は有力な手
段となりうるであろう。
（2）今後の課題
養殖型では自家汚染を起こさないために海水環境、容量の把握と水質コントロール技術の向
上が必要。
増殖型では放流種を優占種とすることが肝要であり海洋環境と生物の相互作用（生態学など）
に関する基礎的研究の充実が必要であろう。
海洋牧場全体では、研究体制、技術教育・研修期間の整備、漁業関連の法律・制度の整備、
病魚に対する安全基準、海域の総合的な利用計画の整備等が必要であろう。
19　添付資料
海洋牧場に関するアンケート調査整理結果
20　担当部局
記述なし
21委託先
海洋科学技術センター
22　実施体制
受託した海洋科学技術センターの海洋保全技術部が事務局となり（部長が主任研究者）、外部
の有識者によって委員会を組織した。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）海洋牧場のテクノロジー・アセスメント委員会
委員長　　　佐藤　重勝
委　員　　　黒木　敏郎
〝　　　　須田　　明
〝　　　　本間　昭郎
〝　　　　椙田　拓治
〝　　　　岩崎　京至
〝　　　　津坂　　昭
〝　　　　長谷川　彰
〝　　　　加藤　重－
水産庁東北区水産研究所所長
東京大学海洋研究所教授
水産庁研究開発部参事官
水産庁研究開発部研究課課長補佐
瀬戸内海栽培漁業協会参事
日本水産資源保護協会常務理事
野村総合研究所主任研究員
水産庁東海区水産研究所企画連絡科長
農林省農業土木試験場水産土木部長
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〝　　　　中村　　充　　農林省農業土木試験場水産土木部水産土木第3研究
室長
〝　　　　平野　敏行
〝　　　　小川　良徳
（2）主任研究者
江村　富男
（3）事務局
辻　　義人
中島　敏光
橋本　　惇
山田　　稔
東京大学海洋研究所教授
水産庁東海区水産研究所増殖部主任研究官
海洋科学技術センター海洋保全技術部長
〝　　　　　海洋保全技術部
／／　　　　　　　／／
JJ　　　　　海洋開発技術部
〝　　　　　潜水部
（委員会：8回開催、インパクト関係専門部会：1回開催）
24　委員会等のメンバーの所属
（1）海洋牧場のテクノロジー・アセスメント委員会
研究機関（国立）5名、大学2名、行政2名、団体（社団法人）2名、研究機関（民間）1名
（2）主任研究者
特別認可法人1名
（3）事務局
特別認可法人4名
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ケース・スタディの技術システム
検 討 項　目
養　　　　　 殖　　　　　 型 増　　　　　 殖　　　　　 型
マ　　　　 ダ　　　　 イ マ　　　　 ダ　　　　 イ ク　 ル　 マ　 エ　 ビ
海 域 面 積 1 2 5 Km 2 （1．3 万ha）5 ，0 0 0 Km 2 （5 0 万ha）8 0 0 Km 2 （8 万ha）
とくに開発が 生物関係技術としては、 生物関係技術としては 生物関係としては
必要と思われ ＊成熟抑制技術 ＊育種技術 ＊放流技術
る技術 ＊生物餌料培養技術 ＊種苗生産技術 ＊資源管理技術
＊対象生物モニター 技術 ＊生物餌料培養技術 ＊混獲防止技術
＊治療技術 ＊資源管理技術 その他の技術として
＊収穫技術 ＊混獲防止技術 ＊輸送技術
その他の技術としては、 その他の技術として ＊密猟防止技術
＊海洋工学技術 ＊輸送技術
＊環境管理技術 ＊密猟防止技術
重要なマイナ
スのインパク
トを発生する
と思われる技
術とその代替
案 （又は、対
応策）
海洋投飼　 →　 投飼量の節減
霊 霊堤 → 慧 慧 漂 芸、数量、
警 禁 芸置 → 宗吾農芸 誓 謂
などは避難を行う。
確定した技術 ケース① ；投飼の効率化による生産性の 想定したシステムとほぼ同じ （卵と精 想定したシステムとほぼ同じ
システム 維持 子の保存、多産系の育種、年級別の音 （親エビの養成が可能となる。都市下水
ケース（訪；放牧型 （粗放型） 響馴致が実現不可能） を利用して生産される活性汚泥等の餌料
ケース③；小割生賛型 （集約的） としての利用は実現不可能）
人工降雨についてのテクノロジー・アセスメントの概要
1　テーマ
人工降雨
2　実施年度
1975（昭和50）年度
3　報告書の主な構成
はじめに
第1章　序論
第2章　人工降雨技術の概要
第3章　人工降雨技術の研究開発体制
第4章　水資源確保をめぐる社会状況
第5章　人工降雨実用化に伴うコスト及びインパクトの分析
第6章　人工降雨実施主体の性格
第7章　対応策の設定及び評価
第8章　総合的評価
おわりに
資料
参考文献
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）過去の研究開発及び関連する社会状況に関する実態調査
（2）人工降雨技術の現状分析
（3）支援技術の動向
（4）関連気象制御技術の動向
（5）今後10年間の人工降雨技術の研究開発
（6）10年後の人工降雨技術の予測
（7）水資源ニーズの把握
（8）水資源確保の代替技術との比較
（9）自然環境保全動向の把握
（10）人工降雨対象地域の選定と地域の特性
（11）人工降雨システムの設計
（12）インパクトの摘出
（13）主要インパクトの選定とその統計的評価
（14）インパクトの主観的評価（アンケートによる）
（15）利害関係者の明確化
（16）推進意志決定機関の明確化
（17）対応策の決定
（18）対応策の評価
（19）総合的考察
ー173－
5　テーマの選定理由
（1）自然改造型技術であり、その適用によるインパクトが極めて大きく、かつ多様であると考え
られること。
（2）基礎研究と実用研究が一致する側面を強くもち、工業技術と異なり不確定性の大きい技術で
あること。
（3）水資源に対するニーズが大きく、それに対処する技術開発が迫られていること。
6　実施日的
科学技術庁のテクノロジー・アセスメント実証計画の一環として、実用段階に最も近いとされ
ている「冬季山岳性地形性雲に対する沃化銀の種まきによる人工降雨（雪）」を対象とし、人工
降雨技術の実用化を進めるに当たって、事前に技術的、社会的、経済的影響を分析し、評価した。
7　対象技術の範囲
実用化段階に最も近いとされる、冬季山岳性地形性雲に対する沃化銀の種まきによる人工降雨
（雪）を対象技術とし、滋賀県湖北地方を対象地域とした。
8　想定した時期または期間
人工降雨技術は10年後（1985年）に実用化すると仮定した。
9　技術の特色としてあげられた点
人工降雨技術は、主要な装置が自然そのものであることから、
（1）自然環境の改変により生活・産業に様々な影響を与えることが予想される。
（2）技術の自然依存度が高いので不確定性が大きいが、造水技術の中では省資源型技術である。
（3）基礎研究と実用化研究が一致する側面を強く持つ。
10　前提とした社会・経済の見通し
国土庁の調査に基づき人工降雨技術が実用段階に入る約10年後まで（昭和51～60年）の水資源
の状況を予測すると、生活用水の需要の伸びなどにより、最悪の場合は年間62億トンの水不足と
なる。今後新たに実施される計画のある事業が全部完成しても3億トンの水不足が予想された。
その場合でも、関東、近畿、九州は絶対的水不足は解消不可能考えられた。
11技術の開発・普及見通し
10年後に、冬季山岳性地形性雲を対象に20％の降水増の効果が得られると仮定してインパクト
を評価しているが、技術の不確定性があり、その実現性には多くの困難があるとしている。
12　インパクト調査手法
（1）実用化時期を10年後、20％の降水増の効果が得られると仮定
（2）ブレーンストーミングによりインパクトを列挙し、KJ的手法により整理
（3）そのインパクトを一覧表にし専門家及び関係者へのインタビューによってインパクトを追加
（4）関連樹木図を用いてインパクトを再整理
（5）専門家及び想定される利害関係者へのインタビューにより主要インパクトを13項目選定し、
既存文献のデータから降水量とインパクト（コスト、ベネフィット）の関係を統計的に明らか
にし、定量化した。
（6）地域住民への生活のインパクトは数量化しにくいので、当事者となると予想される12名にア
ンケートを実施し、インパクトの主観的評価を行った。
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調査手法の問題点として、主要インパクトの統計的評価のいずれの段階にも問題を含んでいる
ことなどを指摘している。（適切な指標の発見、データの有無等）
13　インパクトの主体
インパクトの因果関係において、「0次（技術そのもの）」がインパクトの主体に当たると考え
られ、降雪量・積雪量の増加と降雪期間・積雪期間の延長、融雪水量の増加、沃化銀、アセトン
等の使用、人工降雨技術及び関連技術の応用があげられている。
14　インパクトの客体
インパクトの内容ごとにインパクトを受ける客体を記載しているが、体系的に整理されていな
い。具体的には次のとおり。
一般、一般住民、一般社会、地域住民、下流住民、地域、国
産業、商業、工業、農業、林業、水産業、養蚕業、製茶業、畜産業、水道業、土木・建設業、
化学工業、機械工業、繊維工業、扇骨製造業など、観光、スキー場、食品工業、保険業、電
力、交通機関、運輸機関
農業従事者、林業従事者、水産業従事者、スキー業者、観光業者、電力会社
ハイキング等、救急・僻地、児童、洗濯、炊事、オペレーター
15　インパクトの分野
インパクト関連項目として6つの大項目に分類した。（）内は小項目の数。
（む環境（5）－気候、大気、水、自然・景観・生態系、土壌
②産業（10）一農業・養蚕業・畜産業、林業、水産業、化学工業・機械工業・繊維工業、土木・
建設業、電力・水道業、観光業、運輸・通信業、商業、その他
③資源・エネルギー（4）一生活用水、農業用水、工業用水、発電用水
④社会（3）一地域社会、社会一般、国際関係
⑤科学技術（2）－科学技術、科学・学問
⑥人間（2）一身体、心理・認識
16　インパクト予想結果
（1）定量的評価では「下流の受益」を中心に全体としてベネフィット（15億円）がコスト（▲7
億円）をかなり上回る。
（2）主観的評価では「地域住民の生活の質」及び「地域の産業」においてコスト（変化率▲1．4
％）がベネフィット（同8．0％）を大幅に上回るため、全体的にもコストが大きい結果となっ
た。
17　対応策
定量的に分析された主要インパクトに対して、対応策を科学技術面（発煙コントロール等）、
行政面（組織的モニタリング等）、法律面（特別立法等）に分類し23項目を設定した。また、イ
ンパクト主観的評価のアンケートを行った12名に人工降雨実施主体がとるべき最低限度の対応策
を「条件発煙」、「大雨警報時等発煙禁止」、「被害補償」、「予防施設設置」、「見返り施設設置」の
5ランクの中から選定させ（うち3名は絶対反対のため回答せず）、これらの結果から対応策の段
階を図示した。
18　総合的評価
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「総合的考察」として、次のような結果をまとめている。
（1）人工降雨技術が社会的有効性を持ち得る（実用化されるための）条件は次の3つである。
①　人工降雨技術の不確定性が小さいこと
長期間（10年程度）にわたる研究開発が必要であり、基盤となる雲物理学を含む気象学全
般の研究の進展が不可欠である。
②　水資源が恒常的かつ絶対的に不足するか、降水の増加により有効利用技術の大幅な機能充
実が図れること
人工降雨が社会的有効性を持ち得るためにはニーズの存在が最も重要となろう。
③　人工降雨を実施することによる総ベネフィットが総コストより大きいこと
計量が困難なインパクトについても、アンケートなどの手法により主観的評価を行い定量
化することが必要であろう。
（2）人工降雨の実用化に当たっては、地域選定が極めて重要な意味を持つ。
（3）人工降雨実用化のための十分条件として最も重要なことはマイナス・インパクトの防止・軽
減のための対策がとられることであるが、その上で絶対反対を主張する人々に対しては、でき
るだけ明確な根拠を示しつつ説得し、社会的合意を形成してゆく必要があろう。
（4）水資源確保は世界各国に共通するグローバルな課題であり、研究開発にあたっても国際協力
の側面を考慮することが望まれる。
19　添付資料
資料1過去の人工降雨研究開発体制の実態調査
1．1過去の人工降雨研究開発体制における事実ないし問題点の構造化
1．2　過去の人工降雨研究開発体制の実態調査のまとめ
1．2．1人工降雨の研究開発における発煙実験（実用実験）の要素技術・予備研究・基礎研
究の定義とそれらの関連性
1．2．2　過去の研究開発体制における事実ないし問題点
1．2．3　過去の統計的効果判定法について
1．2．4　過去の研究開発における資金総額
1．2．5　日本の人工降雨研究開発の発展段階
1．2．6　各地方別の人工降雨研究開発の推移
1．2．7　外国の人工降雨研究開発の推移
資料2　AgI種まきの人体への影響について（要旨）
資料3　気象庁による気象制御技術予測
資料4　AgIシーディングによる気象制御技術の現状と今後の方向性
4．1降ひよう抑制
4．2　台風制御
資料5　降ひょう制御における最近の動向
資料6　人工降雨のインパクト評価に関する調査
20　担当部局
記述なし
21委託先
（財）未来工学研究所
22　実施体制
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受託した未来工学研究所の所員を中心にプロジェクト・チームを設置し、さらに、作業部会外
部委員として2名を置いた。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）プロジェクト・
林　雄二郎
松井　好
吉井　博明
佐藤　光雄
八ツ橋　武明
和田　雄志
岡本　和生
小久保　昭子
岩間　徹
大久保　義則
メンバー
未来工学研究所所長
未来工学研究所特別研究室長
未来工学研究所主任研究員
未来工学研究所主任研究員
未来工学研究所研究員
未来工学研究所研究員
未来工学研究所研究員
未来工学研究所研究員
一橋大学大学院法学研究科修士課程
早稲田大学大学院理工学研究科修士課程
（2）作業部会外部委員
小野　晃
山下　晃
気象庁気象研究所物理研究部
東京大学理学部地球物理学教室
24　委員会等のメンバーの所属
（1）プロジェクト・メンバー
研究機関（財団法人）8名、大学2名
（2）作業部会外部委員
研究機関（国立）1名、大学1名
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実用化システムの概要　　1．気象FAX
2．気象テレタイプ
3．レーダ・システム
4．レーウィン・ゾンデ・システム
5．測候施設
6．遠隔制御発煙システム
7．発煙炉
8．発煙炉・燃料貯蔵庫・家屋
9．降水量テレメータ
10．中央制御部家屋
発煙地点
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定量的評価（コスト） 定量的評価（ベネフイシト）
全 体
－10　　　－8　　　－6　　　－4　　　　－2　　　　0
（別
主観的評価（－）
0　　　　　÷2
▼竺＿農害
インパクトの定量的評価と主観的評価の比較
（注）1．定量的評価は常時発煙で20％増雪時のコスト（－）およびベネフィット（＋）について、
÷4　　＋6　　十6　　　＋10（％）
主観的評価（十）
定量的評価（億円）
主観的評価（％）
（注）
寡雪年、通常降雪年、多雪年の平均値を求めた
ものである。ただし、人工降雪システムのコスト（約1億円）は含まれていない。
2．主観的評価は、アンケートにより求めた、人工降雨による変化率を、正負別に集計したものである
レーザの総合利用についてのテクノロジー・アセスメントの概要
1　テーマ
レーザの総合利用に関するテクノロジー・アセスメント
（LASER：LightAnplification of Stimulated Emission of Radiation）
2　実施年度
1976（昭和51）年度
3　報告書の主な構成
第1章　序論
第2章　レーザ利用技術の概要と動向
第3章　レーザ・ウラン濃縮技術のテクノロジー・アセスメント
第4章　レーザ核融合技術のテクノロジー・アセスメント
第5章　ファイバ通信技術のテクノロジー・アセスメント
第6章　レーザ加工技術のテクノロジー・アセスメント
第7章　体系化と計画化
第8章　レーザ・ハザードの基準に関連する動向
第9章　総合的考察
4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）レーザ利用技術の概要と動向の把握
（2）利用技術研究開発の予備的体系化
（3）社会動向の検討
（4）レーザ利用技術のもたらすインパクトの予備的分析
（5）主要レーザ技術の選定
（6）主要レーザ技術のテクノロジー・アセスメント
（丑　問題の明確化（関連技術の把握、動向分析、予測）
②　アセスメントの範囲・前提条件の設定
③　技術的代替案の列挙
④　インパクト分野の明確化
⑤　インパクトの評価
⑥　推進意思決定機関の明確化、利害及び影響を受ける主体の明確化
⑦　対応策の設定（法制度、行政、技術）
⑧　対応策の総合的評価・結論
（7）研究開発の体系化・計画化
（8）まとめ、今後の課題
5　テーマの選定理由
レーザは高密度のエネルギーを一点に集中することができる特徴があり、多量の情報を含ませ
ることができる。このようなレーザの特徴は強力パワーの応用、精密計測、加工・処理への応用、
通信への応用など広範多岐にわたる技術の革新を可能にしている。レーザ利用技術は社会、経済、
産業に大きい影響を与えると考えられる。そのためそれらの影響の程度と対応策を事前に明確に
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しておくことが必要である。
6　実施日的
レーザ利用技術のインパクトの抽出・評価・対応策の設定を行うと共に、研究開発の現状を考
慮し、レーザ研究開発の体系化・計画化を試み、研究開発の総合化、重点化さらには効率化に供
する資料を作成することを目的とする。
また、その過程で様々な技術の分析・評価に際して、新しい手法を提起するものであり、テク
ノロジーアセスメントの実証計画推進に寄与することを目的としている。
7　対象技術の範囲
レーザ技術の特性と、レーザ・ウラン濃縮、レーザ核融合、ファイバ通信、レーザ加工の各技
術とした。
8　想定した時期または期間
レーザ・ウラン濃縮は1995年までを、ファイバ通信は10年間、レーザ加工は5年間、を対象期
間とした。レーザ核融合は30年後程度と想定した。
9　技術の特性
（1）レーザは誘導放射による光の増幅を基にしている。レーザ光が普通の光と異なる最大の点は
可干渉性である。レーザは可干渉性に優れているので指向性が良い。
（2）レーザの種類としては、発振波長はサブミリメートルの遠赤外から紫外線にわたる広さをも
っている。レーザ媒質によって、気体レーザ、固体レーザ、半導体レーザ、色素レーザ、非線
形光学効果によるコヒーレントな光と分類できる。その特性はレーザによって大きく異なる。
（3）気体レーザは発振波長域が極めて広いことが特徴である。発振源によって代表的ないくつか
の種類がある。固体レーザの特色は高出力であり、さらには増幅器により大出力化が可能なこ
とである。半導体レーザは、極めて小さいこと、電流を流すだけで高効率で発振すること、大
量生産が可能であることが特徴である。色素レーザは近紫外から近赤外にわたり発振を得るこ
とができる。非線型光学効果によりレーザ発振器が存在しない波長域においてコヒーレントな
光を発生することができる。
10　前提とした社会・経済の見通し
（1）ウラン濃縮技術に関する社会動向
電力需要の増大により、原子力発電規模も当時から20年間は増大の一途をたどると考えられ
る。ウラン燃料も需要増大する。一方、核拡散防止の世界的な動きもあり、ウラン濃縮技術は
厳しい規制対象となっている。
（2）レーザ核融合
エネルギー資源の限界から2000年代初期には核融合がエネルギー源として期待できるとして
いる。核融合が無公害の究極のエネルギーだとする意見と、核融合への期待がエネルギー消費
を招き、環境破壊、資源枯渇につながるという意見がある。
（3）ファイバ通信
電電公社の重要プロジェクトとして位置づけられている。需要としては市外回線は年率9％
程度の増加がみこまれている。それに応じた経済的大容量伝送を可能とする通信網の必要性が
検討されている。交通量増加、環境保全上の規制、労働力不足などから管路敷設など工事が困
難になっている。銅、アルミなどの資源の不足が予測されている。新たな通信手段が求められ
ている。
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（4）レーザ加工技術
特に記載なし
11技術の開発・普及見通し
（1）レーザ・ウラン濃縮
ウラン濃縮に関する技術情報は非公開の部分が多い。原子法では、2000度の高温加熱のため、
エネルギー消費量が大きく、高温ウラン原子による腐食がはげしい。分子法においては、六フ
ッ化カウランをある周波数の高効率・高出力のレーザが開発されることが重要とされている。
（2）レーザ核融合
日本においてはこれまで、各大学で基礎的な研究が行われてきた。当時は大阪大学レーザ核
融合研究センターが科学的実証実験を計画していた。米国とソ連が研究規模で上回っていた。
（3）ファイバ通信
光通信技術の現状は、従来の有線ケーブルを光ファイバに置換するにとどまり、光変調器、
光増幅器など光を搬送波として扱う機能素子については基礎研究の段階である。しかし、10年
後には長距離大容量伝送等にファイバ通信技術が導入されると予想されている。
また、民需用に光コミュニケーションが相当に発展するとも予想されている。
（4）レーザ加工技術
レーザ光の指向性を利用して、高熱を発生させることにより、切断、溶接、穴開け、熱処理
などに用いられつつある。非接触加工なので工具の摩耗がないこと、加工速度が早いこと、複
雑な形状に対応可能なことから製品コストの低下、製品の信頼性向上が達成される。レーザ加
工技術は過去7～8年の間に浸透してきており、将来の発展が期待される。
12　インパクト調査手法
（1）レーザ・ウラン濃縮
作業部会におけるブレーン・ストーミング、インパクトの発生源に関するチェックリストの
利用、専門家への面接調査によりインパクト摘出を行った後、インパクトをKJカードを用いた
グルーピングにより発生源毎に整理を行ない、インパクトの関連性（因果関係）を明確にした。
そして、第1段階として前提条件の定量的な設定が可能なものについてはインパクトの大きさ
を推定し、第2段階として他のインパクトも含めて重要性を3段階で評価した。
（2）レーザ核融合
実用化は遠い将来のことなので社会的ニーズを満たすためにはいかに研究開発が進められる
べきかに重点を置いた。主要なインパクトとして以下のものに分けた。それをさらに細分化し
てインパクト関連図を作成し、専門家ヒアリングを行った。
①　ェネルギー供給へのインパクト
②　環境へのインパクト
③　資源へのインパクト
④　科学技術へのインパクト
（3）ファイバ通信
ウラン濃縮で行ったと同様の方法を用いた（ブレーン・ストーミング、インパクトの発生源
に関するチェックリストの利用、面接調査によりインパクト摘出。インパクトをKJカードを用
いて発生源毎に整理。それぞれのインパクトを評価）
（4）レーザ加工技術
レーザ加工技術の特性からインパクトを抽出した。
①　高精度・高速度加工が可能な技術である。
②　自動化が可能な技術である。
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③　先端的な技術である。
④　加工分野での応用範囲の広い技術である。
⑤　レーザ利用の技術である。
これらの点からインパクトを抽出した。
13　インパクトの主体
（1）レーザ・ウラン濃縮
「技術の特徴」として、以下の5項目があげられ、これらの項目がもたらすインパクトを列挙
している。
①　日本のエネルギー供給に寄与する技術であること
②　資源国にインセンティブの強い技術であること
③　高濃縮ウラン利用のメリットとリスクを強調する技術であること
④　レーザ利用を促進する技術であること
⑤　その他
（2）レーザ核融合
「インパクト要因（技術の特徴）」として以下の11項目があげられ、これらの項目がもたら
すインパクトを列挙している。
①　新たなエネルギー供給手段である。
②　トリチウム（三重水素）を環境に定常的に放出する。
③　多量のトリチウムを装荷し、取り扱うことによる潜在的危険性。
④　炉構造材に多量の誘導放射能を生じ、しかも1～5年おきに第1壁のリプレースを必要とす
る。
⑤　ェネルギー効率が低いため多量の温排水を放出する。
⑥　多量のトリチウム初期装荷を必要とする。
⑦　多量のリチウム初期装荷を必要とする。
⑧　特殊な高融点炉構造材を多量に必要とする。
⑨　超高速、ハイパワーのレーザを扱う技術である。
⑩　インテンスニュートロンを発生させ、利用する技術である。
⑪　トリチウムを取り扱う技術である。
（3）ファイバ通信
「インパクト発生区分（インパクトの発生源）」として、技術の発展段階ごとに、以下の14
項目があげられ、これらの項目がもたらすインパクトを列挙している。（（）内は技術の発展
段階を示す）
（稼働状態）
なし
（敷設）
①　軽量・小断面積
②　接続技術の高度化
③　レーザ発光
（生産）
④　ファイバ生産
⑤　半導体レーザの生産
⑥　半導体レーザ材料処分
⑦　ファイバの廃棄
（研究開発）
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⑧　光部品生産技術の研究
⑨　ファイバ生産技術の研究
⑩　ファイバ接続技術の研究
⑪　高信頼度部品の研究
⑫　ファイバ伝送路の研究
⑬　網構成技術の研究
⑭　応用研究
（4）レーザ加工技術
「技術の特徴」として、以下の5項目があげられ、これらの項目がもたらすインパクトを列挙
している。
①　高精度・高速度加工が可能な技術である。
②　自動化が可能な技術である。
③　先端的な技術である。
④　加工分野での応用範囲の広い技術である。
⑤　レーザ利用の技術である。
14　インパクトの客体
15　インパクトの分野
（1）レーザ・ウラン濃縮
産業、資源・エネルギー、社会、環境、人間、国際関係、科学技術の7分野をあげた。
（2）レーザ核融合
「直接的インパクトの分野」として、エネルギー供給、環境、資源、科学技術の4分野をあ
げた。
（3）ファイバ通信
産業、資源・エネルギー、社会、環境、人間、国際関係、科学技術の7分野をあげた。
（4）レーザ加工技術
産業、資源・エネルギー、社会、環境、人間、国際関係、科学技術の7分野をあげた。
16　インパクト予想結果
主たるインパクト予想結果は以下のとおりである。
（1）ウラン濃縮
主な負のインパクトとして、核燃料サイクルの不安定化、原爆製造工場の増加、核ジャック
発生など9つのインパクトがあげられている。分野別の評価結果の概要は次のとおり。
（丑　産業
産業一般への影響はあまり大きくない。
②　資源・エネルギー
エネルギー供給に貢献する。核燃料のコストダウンが考えられる。
③　社会　レーザ法の否定的な評価が強く、秘密裏の原爆製造や核ジャックなどが社会不安と
して考えられる。技術情報の管理が重大な意味を持つ。
④　人間
従業者への人体の影響
⑤　国際関係
日本が導入した場合には大きい正の効果が期待される。技術情報の拡散による軍事利用が
この分野における最も大きな負の影響となる。
⑥　科学技術
ー184一
新レーザの開発は新しい科学技術の発展として大きく評価される。
（2）核融合
①　ェネルギー
プラスのインパクトとしてはエネルギー供給の安定化、物質的豊かさの向上が指摘された。
マイナスのインパクトとしては資源枯渇の促進、廃棄物量増大、熱汚染の増大が指摘された。
②　環境
トリチウムを扱うことおよび中性子による誘導放射能の存在に起因する危険性が指摘され
た。
③　資源
トリチウム及びリチウムの初期装荷、炉構造材の取得に伴うインパクトが主な問題となる。
④　科学技術
周辺技術においても多様な技術的波及をもたらす。科学技術へのインパクトはレーザ核融
合の要素技術と他への応用に関するものに分けられる。
（3）ファイバ通信
①　産業
生産基盤の確立や産業用伝送技術への波及効果は重要視されている。
②　資源・エネルギー
生産に必要とされる原材料、エネルギーは重要視するに足りない。
③　社会
将来の生活に密着した大容量伝送技術への影響は重要と見られている。
④　環境
環境への影響は重要視すべき量ではない。
⑤　人間
ファイバ通信はパーツの生産及び布設の段階で人体障害を発生させる可能性がある。折れ
たファイバによる障害の発生もファイバが細く、肉眼で認めにくいため同様である。
⑥　科学技術　新レーザの開発は新しい科学技術の発展として大きく評価される。
（4）レーザ加工技術
①　産業
歩留まり向上、低コスト化、省力化などで優れている。他方、生産工程の一部にごく優れ
た装置が導入されることは、周囲の環境がその変化に対応しきれないというマイナスのイン
パクトをもつ。
（塾　資源・エネルギー
特に問題にはならない。
（診　人間
労働災害の減少。単調労働による精神疲労の増大は若干注目されている。レーザハザード
がありうる。
④　国際関係
技術競争力の増大が期待されている。
⑤　科学技術
材料技術、周辺生産技術の発展が大きいとみられる。
17　対応策
（1）ウラン濃縮
主な負のインパクトについての対応策があげられている。
核不拡散については、国際的な核拡散防止体制の強化（技術情報の拡散防止も含む）措置が
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うたわれている。核ジャックや、原爆製造などに対しては、核物質防護対策の強化を行うこと
としている。その他、大出カレーザの安全技術の確立、国際査察の技術開発、高濃縮が不可能
なシステム設計、マン・マシンシステムの設計、信頼性技術・防災技術の向上があげられる。
（2）核融合
マイナスのインパクトとしてとりあげられたことについては、核融合技術全体を体系的に把
握した上で、レーザ核融合に独特の問題と磁界方式とに共通の問題等を位置づけていく必要が
ある。インパクトをより明確にし対応策を精密に議論するためには、詳細な概念設計が必要で
あるが、そこで中心になるのは炉工学技術の研究開発である。そして高性能レーザ開発が解決
策として考えられる。
（3）ファイバ通信
本アセスメントにおいてマイナスのインパクトのうち重要度大とされたものはないので対応
策には触れていない。
（4）レーザ加工技術
レーザハザード以外のマイナスインパクトは、通常の技術革新と異ならない。周辺工程にお
ける加工速度の抑制については、工程解析を行うこと、労働強化については、労働基準にあっ
た製造計画をたてること、精神疲労の増大に対しては、ジョブローテーションなどにより疲労
を減少させること等が挙げられている。レーザハザードについては、レーザ使用に関する安全
基準を設定すること、安全性を考慮したレーザ加工機の設計を行うこと、作業員の安全教育の
徹底を図ることなどがあげられている。
18　総合的評価
各技術開発について、個々の総合的評価は記載がない。
19　添付資料
なし
20　担当部局
記載なし
21委託先
（財）未来工学研究所
22　実施体制
委託先が外部の専門家からなるプロジェクト委員会とプロジェクト作業部会、主に委託先の職
員からなるプロジェクト・メンバーを組織した。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）プロジェクト委員会
委員長
委員
?????
??????????????????? ? 東京大学理学部教授
東北大学電気通信研究所教授
日本電気中央研究所レーザ装置開発本部本部長
電子技術総合研究所電波電子部長
電気通信大学物理工学科教授
日本電信電話公社武蔵野電気通信研究所基礎研究部長
埼玉医科大学眼科教室教授
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山中　千代衛　大阪大学レーザ工学研究施設教授
（2）プロジェクト作業部会
委員　　上田　芳文
粕川　紀
後藤　顕也
斉官　清四郎
（3）プロジェクト・
林　　雄二郎
松井　好
安宅　央
八ッ橋武明
吉井　博明
神前　康次
吉森　正嗣
和田　雄志
田口　陽子
東京大学理学部助手
沖電気電子通信器機研究所光通信研究室長
東芝総合研究所電子部品研究所主任研究員
東京大学工学部助手
メンバー
（財）未来工学研究所所長
〝　　　特別研究室長
〃　　　主任研究員
ル　　　　　　　ル
ル　　　　　　　ル
〝　　　研究員
ル　　　　　　　ル
ル　　　　　　　ル
ル　　　　　　　ル
大久保義則　　　早稲田大学大学院修士課程
24　委員会等のメンバーの所属
（1）プロジェクト委員会
大学5名、研究機関（民間）1名、研究機関（国立）1名、研究機関（公社）1名
（2）プロジェクト作業部会
大学2名、研究機関（民間）2名
（3）プロジェクト・メンバー
研究機関（財団法人）9名、大学1名
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レーザ加工に技術によるインパクトの関連性
（注）［コは負のインパクト
敗
・一一1緑
レーザ加工の負のインノてクトと対応策
（注）（）内は想定される実施主体を示す。
負の イ ン㌧ぺク ト 対応 策 （注 ） 内　　　　　　　 容
A ・3 周 辺 工程 工程解 析 ・設計 生 産 管理 部 門 によ る充 分 な工程 解析 と， 工程 の能 力 に
に よ る加 工速 度
の抑 制
（適 用主 体 ） 見 合 った周 辺工 程 の設計 を行 な う。
A ・4 周 辺 工程
へ の圧 迫 に よ
る労 働強化
製造 計 画の 検討
（適用 主 体 ）
労 働 基準 にあ った 製造 計 画 をた て るこ と。
工程 解析 ・設 計 加 工 織を 導入 す る企業 の 生産 管理 部 門が 充分 な工程解
折 を行 ない， 周 辺 工程 の能 力 に見合 った製 造 計 画の も
とに レー ザ加 工織 を導 入 す る。
U ・1 0　 合 理化 組 合 との 合点 当該 作業員， 労働組 合 と労働担 当部門 との話 しあ いに
の 摩 擦の発 生 （適 用 主体 ） よ り， 解 雇 を さけ， 適 切な配 置 転換 によ って， 摩擦 の
発生 を さけ る。
u ・1 5　 精 神 硬 適 切 な作業 設計 適 切 な操 作パ ネ ル， 休憩 時間． ㌔ ヨプ ・ロータ ー レ ヨ
労 の 増大 （適用 主体 ） ソ等 の設 計 に よ り， 疲労 の減 少 をはか る0
C ・2 2　 中小 企 中小 企業 シ ェア 大 企業 の 進出 を 制限 し， 中小 企業 の製 品の レ ェアを保
業 へ の圧迫 の保 護 護 す る。
融資 によ る レー 技 術指 導， 融 資 に よ って， 中小 企業 へ の レーザ加 工 機
ザ加 工機 導入 促
進　 （同　 上 ）
導入 定着 を促 進 す る。
D ・2 7　 既 存加 行 政指導 に よ る 売 上 減少 に よ る既存加 工捜 メーカの 倒産が 予測 され る
工 機 メ ーカの 製造 品 目 の転換 場 合 には， 行 政 指導 に よ って， 製造 品 目の 転換 が はか
衰退
ー
られ るこ とが 望まれ る。
E ・3 2　 レー ザ
・ハ ザ ー ド
安全 基 準の 設 定
（通商 座菜 省 ）
レーザ使用 に関 す る安 全 基準 を設定 す る。
安　 全　 設　 計 充分 に安全 性 を考 慮 した レーゲ加 工 機お よび 保護 具 の
′
設 計を 行 な う。
安全 教育 ・安 全 当該 作業 員 の安全 教育 ・安 全管理 ・モ ラルの 向 上を徹
簡 嘉笠凛） 底させる。
注　産業安全研究所：保護具の性能向上
労働衛生研究所：労働環境改善に必要な機械・器具　その他設備の研究開発
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国民生活に身近な技術課題に関するプリアセスメントの概要
1　テーマ
国民生活に身近な技術課題に関するプリアセスメント
2　実施年度
1977（昭和52）年度
3　報告書の主な構成
第1章　調査研究の概要
1　調査研究の目的
2　プリアセスメントの課題と内容
3　プリアセスメントの手法
4　プリアセスメントの成果の概要
第2章　キャッシュレスシステムのプリアセスメント
1　キャッシュレスシステムの概要
2　インパクトの分析と評価
3　考察
第3章　ダイレクトメールのプリアセスメント
1　ダイレクトメールの概要
2　インパクトの分析と評価
3　考察
第4章　フィールドアスレチックのプリアセスメント
1　フィールドアスレチックの概要
2　インパクトの分析と評価
3　考察
第5章　消火器のプリアセスメント
1　消火器の概要
2　インパクトの分析と評価
3　考察
第6章　火災報知機のプリアセスメント
1　火災報知機の概要
2　インパクトの分析と評価
3　考察
第7章　ホームファクスのプリアセスメント
1　ホームファクスの概要
2　インパクトの分析と評価
3　考察
第8章　コールドチェーンのプリアセスメント
1　コールドチェーンの概要
2　インパクトの分析と評価
3　考察
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4　テクノロジー・アセスメントの手順
（1）課題の技術の明確化
（2）導入状況の明確化
（3）社会動向の明確化
（4）前提条件の設定
（5）インパクト分野の設定
（6）インパクトの摘出
（7）関連する主体の明確化
（8）インパクトの評価
（9）負のインパクトに対するコメントの収集・整理
（10）考察
5　テーマの選定理由
テクノロジーアセスメントの普及を図るという意図から国民生活に身近な技術課題をアセスメ
ントするということで、流通、情報、生活、食糧、保健・医療、都市、交通、レクリエーション
の分野で数課題を候補とした後、7課題が選定された。
6　実施日的
国の行う大規模な技術開発プロジェクトの一部にテクノロジーアセスメントが導入されている
が、部分的なものであり、また企業においては環境、安全面に対する配慮は増大しているが、そ
の他の分野に対する影響は未だ大きな進展をみていない。国による実施の促進における一つの方
策としてプリアセスメント（予備的テクノロジーアセスメント）が提案された。この目的は国民
生活の安全や環境に対して大きな影響を及ぼすおそれのある特定分野の技術に国が行政指導の一
環としてとくに大きな影響だけに限定したアセスメントを実施し、その成果を公表して、民間に
おけるテクノロジーアセスメントの実施を誘導することである。この調査研究では、より具体的
かつ一般的にテクノロジーアセスメントの必要性を訴えるという目的を強調して、国民生活に身
近な技術課題に限定している。この成果を公表してテクノロジーアセスメントの実施を促進する
とともに、テクノロジーアセスメントの啓蒙・普及に貢献する。
7　対象技術の範囲
（1）キャッシュレスシステム
カード、ネットワーク、加盟店、端末の仕組みの整備
（2）ダイレクトメール
特に記述なし。
（3）フィールドアスレチック
地域文化を中心とし、広範囲な文化素材をアレンジして構成した「自然の舞台」の中で展開
する運動体系である。システム化された、新型の心の体育であり、社会的なものである。
（4）消火器
消火栓設備よりは簡単ではあるが、水槽などよりは高度な消火設備を指す。このうち一般住
宅へ導入されている消火器をアセスメントの対象技術とする。
（5）火災報知機
火災報知機には、防火対象物に指定されている共同住宅向けの火災報知機と、法的規定のな
い簡易型火災警報器が対象技術の候補として挙げられる。この中から簡易型火災警報器をアセ
スメントの対象技術とする。
（6）ホームファクス
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家庭用に使用されるファクス
（7）コールドチェーン
マイナス18度以下の温度帯のコールドチェーン（生鮮食品及び加工食品の低温流通機構をさ
し、産地または工場から消費者の手もとまで食品の品質、鮮度などを保持する一貫流通システ
ムを意味する）ならびに冷凍食品。マイナス18度以下というのは冷凍食品の保存される温度を
指す。
8　想定した時期または期間
（1）キャッシュレスシステム
当時から10年内程度の普及を想定している。
（2）ダイレクトメール
当時の時点でのアセスメントである。
（3）フィールドアスレチック
当時の時点でのアセスメントである。
（4）消火器
当時の時点でのアセスメントである。
（5）火災報知機
米国においては法的義務づけにより簡易型火災警報器が普及している。日本における普及の
見通しは予測困難であるが、将来において煙式及び熱式の警報器が相当量普及した時期を想定
している。
（6）ホームファクス
昭和70年（1995年）に一般家庭へ10％程度普及することを想定した。
（7）コールドチェーン
時期も普及の状態も特定せず現状を含めさまざまな普及の状態を想定し、考えられる問題点
を抽出し、考察した。
9　技術の特色としてあげられた点
（1）キャッシュレスシステム
キャッシュレスシステムでは貸し倒れなどのリスクの防止が重要である。無効カードの使用
、防止、利用限度額の設定、保険制度からなっている。売り上げ集計、信用チェックをオンライ
ンネットワークを形成して行うと、カード利用者増大の傾向のもとで考えると、大きなコスト
になると予想される。
（2）ダイレクトメール
ダイレクトメールは特定の個人、市場をねらうことができる。表現に制約がない。広告主に
時間の制約がない。予算に制約がない。非公開であり、同業他社に対して秘密が守れる。調査
や注文取りができる。しかし、1通当たりのコストがかかるので、高額商品に向いている。
（3）フィールドアスレチック
特に記載なし
（4）消火器
消防法には防火対象物には消火器の設置が規定されており、消火器は国家検定に合格したも
のでなければならない。消火器の点検が義務づけられている。
（5）火災報知器
簡易型火災警報器は、感知部、警報を発する音響装置およびエネルギー源からなっている。
感知部には熱式と煙式がある。早期発見には高感度のものが望まれるが、煙感知器は誤報の確
率が大きいので感度調節ができるようになっている。煙式は熱式に比べ価格が高い。
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（6）ホームファクス
家庭に置くファクスは、極めて簡易化されており、大きさは横20cm、奥行き30cm、高さ10cm
の程度で、記録紙は150枚を受信できるロール式で、紙切れの際にはカセット式に簡単に交換
できる。A5版の用紙を80秒で電送できるものとしている。
（7）コールドチェーン
食品中の水分を凍結させることによって水分活性を下げることにより、微生物の増殖を抑制
するとともに、物理的・化学的変化も抑制する。この原理により、生鮮食品、加工食品を生産
地から家庭まで品質の低下を来すことがなく流通させる。貯蔵温度に変化がなく、マイナス18
度に貯蔵した場合は、ほぼ1年前後は当初の食品の品質を保持することが可能とされている。
急速冷凍によって良好な品質の冷凍食品が得られる。冷凍倉庫、冷凍庫、バックストッカー、
冷凍ショーケースなどが整備され、ホテル、食堂、家庭などの冷凍庫まで連続してマイナス18
度以下の温度条件が保たれるなら生産から消費まで一貫したコールドチェーンが成立する。
10　前提とした社会・経済の見通し
（1）キャッシュレスシステム
カード所有者は当時著増しており、またカード先進国の米国では成人一人当たり10枚のカー
ドを持っていると推測される。今後もカードの発行枚数は伸びるものと考えられる。市場規模
で年率20％の伸びをし、それが10年間続くと仮定した。
（2）ダイレクトメール
日本における総広告費とダイレクトメール広告費の推移はほぼ定率で増加傾向にある。米国
のダイレクトメールの広告費は1976年で日本の15倍にのぼっている。今後も総広告費の伸びに
つれてダイレクトメールも増加すると考えた。
（3）フィールドアスレチック
特に記載なし
（4）消火器
小型消火器の検定件数をみると、昭和46～48年にピークを迎えている。それから降下傾向に
ある。昭和46年の都・震災防止条例の設置前後に現れた地震防災意識の向上に基づく一般住宅
への消火器導入が検定量の増加と減少の主な要因である。
（5）火災報知器
米国では新築住宅に警報器の設置を義務づけたので普及している。日本については特に記載
なし。
（6）ホームファクス
経済の好、不況にかかわらず、ファクシミリ設置台数は大幅に増加している。
（7）コールドチェーン
昭和35年頃から、冷凍倉庫、冷凍ショーケース、冷凍車、が増加しており、冷凍魚、冷凍食
品の生産も著増している。生産地と消費地の時間的・空間的遠隔化により生鮮食料品の低温管
理は不可欠になる。
11技術の開発・普及見通し
（1）キャッシュレスシステム
10年後には加盟店に信用確認と伝票データ送信のための端末装置が設置され、加盟店と各ク
レジット会社を結ぶオンライン・ネットワークが形成される程度に発展すると考えられる。
（2）ダイレクトメール
ダイレクトメールの市場は年率16％弱で成長しているが、総広告費が年率13％強で成長して
いるために、総広告費に占める比率は極めてゆるやかな増加であり、4％前後で一定している。
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その理由はダイレクトメール広告が他に代替され難い特徴をもつためである。
（3）フィールドアスレチック
フィールドアスレチックは1974年に公認コース第一号ができて以来、当時まで急速にコース
が増え、利用者も急増している。当面、愛好者や学校行事への取り入れなど大衆体育として確
立した。乱立傾向もあり、条件の良い施設に自然に整理されるかもしれない。今後の発展性を
予測することは困難である。
（4）消火器
技術については、消火性能の向上、消火器の操作性能の向上について研究が行われた。
消火器の需要は、消防法に規定された防火対象物への導入と、消防法とは無関係な一般住宅
への導入に区別される。導入される消火器は小型が圧倒的に多い。そのうちの15～20％程度が
一般住宅に導入されている。今後の導入量についての予測は困難である。
（5）火災報知機
現在までのところ火災報知機はその大部分が消防法に規定された防火対象物に導入されてい
る。一般住宅に導入されている例はあるが、それは極めて希である。ところが米国では一般住
宅用の簡易型火災警報器が70年代初めから急速に普及し始め、現在は年産1200万台に及んでい
る。それに刺激されて日本のメーカーは簡易型火災警報器の普及に乗り出しており、幾年後に
は相当数が出回るとみられる。
（6）ホームファクス
日本のファクシミリの利用台数は昭和42年から52年までの10年間で年率20％の成長を示して
いる。昭和47年までは利用していたのは報道など特定の業務が多かったが、47年以降は、一般
企業の利用も大きく伸びている。今後も年率20～25％の伸びが期待される。家庭への普及の技
術的条件としては、低価格の実現、簡単な保守性、信頼性の向上が重要である。
（7）コールドチェーン
冷凍技術の進歩、設備の充実など冷凍食品業界の品質保証と管理が充実することがコールド
チェーンの普及にとって重要である。業界の努力とともに行政の支援策も重要である。
12　インパクト調査手法
各技術課題ごとに、ブレーンストーミングなどにより各分野ごとのインパクト摘出のためのチ
ェックリストを作成した。
そのチェックリストを参考に、文献調査、面接調査、実地調査、ブレーンストーミングなどに
よりインパクトを掃出した。
そして、掃出されたインパクトの記述に対して、それが好ましいか否かと3段階の重要度評価
を消費者（サンプルとして主婦2票、中年サラリーマン1票、若手サラリーマン1票、若手女性1票
の計5票を選んだ）に行ってもらい、各インパクトごとに集計したものをもとに、ブレーンスト
ーミングなどにより各インパクトを評価した。なお、コールドチェーンについては、摘出された
項目は202の多数にのぼったため、評価者を16名起用した。
13　インパクトの主体
特に記述はないが、対象技術がインパクトの主体と考えられる。
14　インパクトの客体
15　インパクトの分野
インパクトの摘出に当たって、客体・分野のチェックリストを作成した。その大きな項目は以
下のとおりであり、その下にさらに細分化された項目がある。
（1）キャッシュレスシステム
194－
人間、生活・行動、社会、政治、流通業、管理・維持業、施設製造業、信用情報業、金融業、
その他
（2）ダイレクトメール
人間、生活・行動、産業・社会一般
（3）フィールドアスレチック
人間、生活・行動一般、地域（FA近隣）、環境、社会一般
（4）消火器
人間、生活・行動、地域、産業、社会一般
（5）火災報知機
人間、生活・行動、住宅、地域、産業、社会一般
（6）ホームファクス
人間、生活・行動、情報サービス、通信技術、産業、社会一般
（7）コールドチェーン
人間、社会、環境・資源・エネルギー、産業、行政・政治、文化
16　インパクト予想結果
（1）キャッシュレスシステム
消費者が商品やサービスを購入するに際して現金を準備したり所持したりすることに伴う不
安感や金銭トラブルがなくなり、さらに商品購入に付随する消費生活が簡便化・迅速化される
ことが重要な利点と見られている。他方、現状のままでは解決策が不十分な問題点としては、
商品購入浪費型となりがちでカード購入病が発生し、支払い不能となった被破産宣告者が増加
すること、信用情報の流用・悪用の機会が増加し、プライバシーの侵害を発生させる可能性の
あることが挙げられている。
（2）ダイレクトメール
地理的条件によらずに商品を購入できるとか、特殊商品を容易に購入できるとか、流通過程
が合理化されることが重要な利点とみられている。他方、個人情報の流用による問題の発生可
能性や不必要郵便物の受信、消費者にとって好ましくない宣伝・勧誘・契約が重要視すべき問
題点として挙げられている。好ましくない広告主に関連する問題以外は、概して利点も問題点
も大きいとは見られていない。
（3）フィールド・アスレチック
利用者に精神的な満足を促すことやコースの運営管理者の創意工夫能力の酒養、身障者訓練
への貢献、土地の有効利用、勤労者福祉への貢献が重要な利点として評価された。他方、設備
の不備による人体傷害の発生可能性と施設の乱立による経営難の発生が問題点として重要視さ
れた。これらについては対策が講じられつつある。
（4）消火器
一般住宅の消火器は購入者の安心感を増加させ、防災意識や初期消火を促進し、地震防災に
貢献することが重要な利点と見られている。他方、正規の販売・保守ルートが不明なために消
火器の購入・維持には不審感がつきまとい、さらに購入後の保守管理が不十分となりがちであ
ること、訪問販売のトラブルが多発していることが問題点として重視されている。また、実際
の消火に際しては、訓練が不充分であったり使用法が分からなかったりして充分な消火活動が
行われ難いこと、消火器の操作法が不統一であることも同様に重視されている。これらの問題
については改善の余地があると見られる。
（5）火災報知機
初期消火や避難のための余裕を生み出すこと、火災死亡者を減少させること、財産を保護す
ること、消火器の普及を促進し、その使用法を徹底させること、隣近所を一体化した防災シス
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テムの形成を促進すること、防災意識を向上させることが重要な利点と見られている。他方、
誤報やメーカーの販売方法については解決されるべき問題の発生可能性が残されている。
（6）ホームファクス
筆記表現や情報提供サービスの情報選択などによる利用者の主体性の増大、利便性の大きい
各種情報サービスの実現、身障者福祉への貢献が重要な利点と見られている。他方、問題点は
ホームファクスの通信方式に固有の問題と情報提供サービスに固有な問題とに分けられる。前
者では低コストでの誤ダイアル防止、自動受信の場合の不要情報の受信、紙代負担を含めた料
金体系のあり方などが解決を要する問題として挙げられる。そして後者では情報提供サービス
における誤情報提供の責任問題、著作権問題が解決を必要としている。
（7）コールドチェーン
低温管理の不備のためまずくなった冷凍食品を食べさせられる。生鮮食品の高騰、消費者無
視の価格操作、生鮮ものか冷凍ものかの区別がつかないなどのマイナスインパクトと、価格の
安定化、衛生面の向上などのプラスインパクトが指摘された。マイナスのインパクトと判断さ
れたものの中には魚ころがしのような社会問題が数多く掃出された。
17　対応策
それぞれの対象技術ごとに、一定の重要度以上の負のインパクトについては、その解決策につ
いて、対象技術の推進者からのコメントが記載されている。
18　総合的評価
総合的評価としては記載されていないが、それぞれの対象技術ごとに、考察において、インパ
クト予想結果であげられたような主な問題点、対象技術の推進者からコメントされた解決策の有
効性、今後の検討課題がとりまとめられている。また、キャッシュレスシステム、火災報知機、
ホームファクス、コールドチェーンについては、本格的なアセスメントの実施を求めている。
19　添付資料
なし
20　担当部局
記載なし
21委託先
（財）未来工学研究所
22　実施体制
科学技術庁計画局にプリアセスメント検討会が設置され、その下に婦人団体会員3名を含めたプ
ロジェクト作業部会、委託先の研究所員を中心としたプロジェクトメンバーを組織した。
23　委員会等のメンバーリスト
（1）科学技術庁計画局プリアセスメント検討会
主査　昌谷　孝
石倉　秀次
岸田　純之助
百田　恒夫
湯川　龍二
（財）国民生活センター理事長
海洋科学技術センター理事長
朝日新聞社論説主幹
（財）日本産業技術振興協会専務理事
日本電設（株）顧問
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吉村　融　　　埼玉大学教授
（2）プロジェクト作業部会
委員　吉村　典夫
岡田　久美子
黒田　増子
藤田　義子
安保　達明
長島　正幸
早川　剛
（3）プロジェクト
林　　雄二郎
（財）日本科学技術振興財団振興部長
東京第1友の会会員
／／
／／
慶応義塾大学大学院修士課程
ル
ル
メンバー
（財）未来工学研究所所長
平山　勝英　　　　　〝　　　企画室長
松井　好　　　　　　〝　　　特別研究室長
萩原　信博　　　　　〝　　　主任研究員
八ッ橋武明　　　　　〝　　　　〝
佐久川日菓子　　　　〝　　　研究員
田口　陽子　　　　　〝　　　　〝
谷口　健二　　　　J／　　Jl
近藤　悟　　　　　　〝　　　〝
東　　晴彦　　　　　〝　　　　〝
加藤　哲夫　　慶応義塾大学大学院修士課程
24　委員会等のメンバーの所属
（1）科学技術庁計画局プリアセスメント検討会
財団法人2名、特別認可法人名、マスコミ1名、大学1名、企業1名
（2）プロジェクト作業部会
財団法人1名、婦人団体3名、大学3名
（3）プロジェクト・メンバー
研究機関（財団法人）10名、大学1名
一197－
ホーム・ファクス用のチェ　ック・リスト
1　人　　闇
思　　　　　考
視　　　　　覚
主　　体　　性
画　　一　　化
緊　　張　　感
精　　　　　神
多　　様　　化
2．生活・行動
（1）家　　庭
衣・食・住
生　活　習　慣
生　活　時　間
支　　　　　出
料　　　　　金
余　　　　　暇
医　　　　　療
防　　　　　犯
教　　　　　育
計　　画　　性
合　　理　　性
（2）人間関係
面　　　　　識
親　　近　　感
疎　　外　　感
恋　　　　　愛
スキ　ン　レップ
対　　　　　話
口　　　　　　語
冠　婚　葬　祭
住　民　参　加
勧　　　　　誘
地　域　活　動
3．情報サービス
情　報　検　索
情　報　管′　理
機　密　保　持
情　報所有権
文　　　　　献
責　　　　　任
不完全データ
個人　デ　ー　タ
人為的　ミ　ス
4　通信技術
標　　準　　化
総　　合　　化
信　　頼　　性
情　報　処　理
レステム・コン
パティピクティ
パターン認識
レステム・エラー
コンビューづ」技術
5　産　　業
運輸・交通
郵　　　　便
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出　　　　　版
通　信　販　売
広　告　宣　伝
新　　職　　種
省　　力　　化
6　社会一般
行　　　　　政
通　信　政　策
法　　　　　律
法　的　規　制
広　　　　　報
公共サービス
資　　　　　源
道　　　　　徳
著　　作　　権
情報　の　価値
犯　　　　　罪
プライ　バレー
ホームファクス　分野別インパクト評価結果
分　 野　 ／　 イ　 ン　 パ　 ク　 ト
正 負
コメント
得　 点 大の数 得　 点 大の数
1．人間
30
40
0
0
35
25
2
3
0
0
3
1
0
0
50
30
0
0
0
0
5
1
7
0
0
（1）
（2）
0物事をまとめて書く習慣がつき，考えをまとめる能力
が向上する。
0受信者の立場に立った（受信者方リエソティド）レス
テムであるため，受信者による情報選択が必要とされ，
主体性が増加する。
0片方向通信である場合には，確実に送られているか否
かが不明で不安感を持つ。
0 自動受信の場合，自己の秘密に関する情報を送られる
危険性があり，精神的に畏縮することがある。
2．生活 ・行動
（1）情報提供サービスの利用
。衣 ・食 ・住の生活情報を必要時に容易に得られるよ
うになる。
0 レ汐ヤー・催し物等の通知に利用される。
0新聞記事を選択的に得られるようになる。 45 4 0 0
0公共文書（謄本 ・抄本 ・住民票等）発行サービスを 45
25
25
4
1
1
0
0
0
0
0
0
自宅で得られるようになる。
。卸市場価格情報サービスにより，消費者は価格に関
して正確な判断ができるようになる。
0地域の交通情報が得られるようになる。
0医療情報システムに接続され，家庭にいて予診が受 40 3 0 0
けられ，定期検診の一部が代替される。
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我が国におけるテクノロジー・アセスメントの定義、概念等
年　 月 資　　　 料　　　 名 定　　　 義　　 、　　 概　　　 念　　　 等
1972．4 昭和 46 年度科学技 科学技術が社会経済に適用され広範に普及伝播 されてい
術白書 く過程で発生する副次的負の影響を事前に予測し、対策を
講ずるために、科学技術が人間 ・自然に与える影響を広く、
深く検討するいわゆる TA を必要な問題に対 して適切に実
施 しうるようにすることである。
技術を適用した際に生じる人間や社会あるいは自然環境
などへの影響を予め評価 し、科学技術がもたらす恩恵をで
きるだけ大きいものとすると同時に悪影響を最小限にとど
めるために TA を科学技術活動にあたって取 り入れていく
ことである。
科学技術のもつプラス面とともにマイナス面にも着 目し
て、それが社会に及ぼす影響を総合的に把握 し、評価 し、
悪影響が生 じるおそれのある場合には代替手段 を検討 し
て、悪影響を最小限にくいとめるように しなければならな
い。その評価の手段 として登場したのが TA である。つま
り、TA　とは、科学技術の及ぼす影響を総合的、多角的に
把握 し、代替手段の利害得失を評価 し、それを意思決定的
に提示することを主たる目的としている。
1972．5 岸田純之助 「技術文TA　とは技術の開発 と適用に関し、繰 り返 し点検 し、繰
明の再点検　 テクノ り返し調整を行 うといった意味である。技術の再点検 と再
ロジー ・アセスメン
ト時代へ」
調整 と訳することもできよう。
TA では、技術に対してその可能性の検討だけに重点を
おいたかつての態度から転換し、可能性の検討と同時にそ
の人間、自然、社会への影響の検討、さらに影響を制御す
る方策の検討を、同じウエイ トで実行する態度がその基本
になる。
1972．6科学技術庁計画局テ 科学技術は物質的豊かさの面で、国民生活を大きく向上
クノロジー ・アセス させてきたが、一方では、大気汚染などの環境汚染、都市
メン ト総合検討会 の過密化、人間疎外といった好ましくない副次的影響が顕
「昭和 46 年度テク 在化 し、これらの問題の解決が求められている。
ノロジー ・アセスメ そのためには、科学技術の持つプラス面とともにマイナ
ン トの事 例研究報 ス面にも着目して、それが社会に及ぼす影響を総合的に把
告」 握 し、評価 し、悪影響が生じるおそれのある場合には対応
策を検討 して、悪影響を最小限にくいとめるようにしなけ
ればならない。
その評価の手段 として登場 したのが、TA である。つま
り、TA　とは、科学技術の及ぼす影響を総合的、多角的に
把握し、代替手段の利害得失を評価 し、それを意思決定者
に提示することを主な目的とするものである。
1972．9通産省工業技術院技 技術開発をする際、事前に技術による影響を総合的、多
術調査課長　 高橋希 角的、多面的に把握 し、その利害得失を評価するとともに、
一編 「テクノロジー それにより技術が真に人間、自然、社会の発展にバランス
－200一
・アセスメント入門
一人間のための技術
－」
するよう技術開発の方向を導くこと。
1972．9 （社）科学技術と経 これは発展途上の概念であり、人により多少異なった解
済の会編 「テクノロ 釈が行われているが、比較的に一般的と考えられる定義は
ジー ・アセスメント 「科学技術の適用がもたらす人間、社会、自然に対するプ
とその方法論」 ラスとマイナスの影響を対比し、人間福祉に貢献する方向
に科学技術を誘導することを意図した評価」ということで
ある。
ここでとくに留意すべきは、TA が単に方法論なり体制
なりを意味するのではなく、むしろ科学技術を評価する態
度あるいは考え方を示すということである。TA にとって
重要なのは考え方であって、方法論や体制は、それをさら
に効果的にするための手段にすぎない。
1972．12 科学技術庁計画局資 科学技術のもつプラス面とともにマイナス面にも着目し
料編 「テクノロジー て、それが社会に及ぼす影響を総合的に把握 し、評価し、
・アセ ス　メ　ン ト 悪影響が生じるおそれのある場合には代替手段を検討し
1973」 て、悪影響を最小限にくいとめるようにしなければならな
い。その評価の手段として登場したのが、TA である。つ
まりTA とは、科学技術の及ぼす影響を総合的、多角的に
把握し、代替手段の利害得失を評価し、それを意思決定者
に提示することを主たる目的としている。
1973．1 工業技術協議会テク 技術の開発および適用に際して、技術による影響を多面
ノロジー ・アセスメ 的な見方から把握し、その利害得失を総合的に評価するこ
ント部会中間報告
「テクノロジー ・ア
セスメントのありか
たについて」
とにより、技術の展開に対する意思決定に反映すること。
1973．4 科学技術計画局 TA は、技術の進展の方向を望ましい方向に制御誘導し、
テクノロジー ・アセ 自然環境と人間環境の調和をはかり、豊かな人間社会の創
スメント総合検討会 進に努めようとする一つの方策であり、福祉社会を目指し
「テクノロジー ・ア た科学技術政策の展開に際して、その導入は欠くことので
セスメントの定着を
めざして」
きないものである。
TA は技術のもたらす可能性、経済的効果のほか、技術
の適用が人間、社会、自然など人間生活の生活環境という
広範な分野にもたらす好ましい影響と好ましくない影響
（2 ～3 次の副次的影響も含む）を事前に総合的かつ多角
的に予測評価し、必要な対策を見出し、それを意思決定に
反映させることを目的とするものである。
1973．4 昭和 47 年度科学技 科学技術のもつプラス面とともにマイナス面にも着目し
術白書 て、それが社会に及ぼす影響を総合的に把握し、評価し、
悪影響が生じるおそれのある場合には代替手段を検討して
悪影響を最小限にくいとめるようとするTA の積極的な実
施が必要である。
TA は、科学技術の社会への適用の際発生する種々の間
題を事前に防止するため、ソフトサイエンスの研究開発成
異などを駆使し、科学技術の適用による影響を総合的、多
面的に把握し、評価して、対策を講じようとする手段であ
一201－
る。
TA　とは、この効用と好ましくない影響とを、技術的可
能性および経済性を含めて、社会的観点など多面的に事前
に点検し、評価して、マイナス面があれば、それをできる
だけ小さくし、科学技術を人間の福祉により役立てようと
する概念であり、科学技術が社会システムのなかで健全に
発達することを目標とするものである。このような概念は
とくに新しいものではなく、その一部分は従来も存在して
いたといってよい。たとえば、食品や医薬品などの安全性
に関する事前のチェックは、TA の概念を実際に適用して
いる一つの例としてあげることができるであろう。しかし、
TA が意図していることは、ただ、安全性の問題に限定さ
れているわけではなく、より広範な問題に関して、種々の
観点から検討しようとするものである。
1973．5白根礼吉 「テクノロ わが国の科学技術庁などが採用している定義は、次の通
ジー ・アセスメント りであるが、米国においてもこれと同じような考え方が有
その手法と事例研 力なものとなりつつあるようにみえる。
究」 「科学技術を人間福祉に貢献する方向に誘導する意図をも
って行う評価である。具体的には、科学技術の適用に伴う
人間、社会、自然のあらゆる分野の影響を予測し、それら
の正及び負の影響の対比を行い、望ましい科学技術の方向
を兄いだそうとするものである。」
ここで特に留意すべきことは、TA が単に方法論なり、
体制なりを意味するのではなく、むしろ科学技術を評価す
るに当たっての態度あるいは考え方を示すということであ
る。
1973．6 科学技術庁計画局 （企業への調査票から）
「民間企業における TA　とは、科学技術の研究開発およびその成果の社会へ
研究開発活動に関す の適用にあたって、既存技術または新技術の人間 ・社会 ・
る調査」 環境への影響を総合的 ・多角的に予測評価し、悪影響が予
測される場合にはそれへの対応策を含めて総合的に評価す
る手段。
1973．12野村総合研究所 （科 また基本的にテクノロジー・アセスメントは、評価の方
学技術庁から委託） 法論や法律、制度というより技術を評価する際の政策決定
「テクノロジーアセ 者、開発者などの技術をみる姿勢あるいは考え方の改革を
スメント手引き書」 迫る一つの思想とみるのが正しく、したがって、テクノロ
ジー ・アセスメントの概念はきわめて広い。
具体的にTA の提唱されている意義やねらいを明確にす
ると、次のようになる。
1　事前に問題の処理を行う。
2　 広範に効果、影響を掃出し評価する。
3　 技術を社会への適用において評価する。
4　 繰り返し評価を行う。
5　 プラス ・マイナスの比較、秤量評価を行う。
6　 施策代替案の提示による解決を目指す。
7　 新しい調査分析手法を活用し、インターディシプリナ
リー なアプローチで解決を図る。
1974．7昭和 48 年度科学技 TA は、技術の持っている直接効果のみならず、副次的
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術自書 な影響や潜在的な可能性までも含めて技術を総合的に点
検、評価し、技術を社会全体にとって望ましい方向に制御
しようとするものである。
1975．4 産業技術審議会テク なお、テクノロジー ・アセスメントの概念については、
ノロジー ・アセスメ 広義には
ント部会 「テクノロ ①　 人類の福祉に寄与するものとして技術をとらえる、
ジー ・アセスメント 技術理念の確立
推進の望ましい制度 には
及び実施方法につい ①　 人類の福祉に寄与するものとして技術をとらえる、
て （中間報告）」 技術理念の確立、
②　 技術の理念に基づき技術の自然及び社会への影響を
分析評価する手法の個々の技術への適用ともいうべき
技術の評価、
③　 技術を真に人類社会にとって望ましい方向に導くた
めの措置を伴う技術の誘導
の三つを総括する概念、すなわち技術管理としてとらえ、
狭義には技術の評価、すなわち 「技術の開発及び適用に際
して、その利害得失を総合的に評価すること」を意味する
ものとした。
1975．10科学技術会議総合部 TA は技術の可能性、その経済的効果を予測、評価する
会TA 分科会報告書 ほか技術の適用が人間及び自然、社会などの生活環境に及
「テクノロジーアセ ぼす正及び負の影響を事前に多角的かつ総合的に予測、評
スメント導入にあた 価し、当該技術が万全に適用されるよう配慮し、そのため
っての基本的考え方
及び推進のための施
策」
の対策や必要な場合はその代替案を案出するものである。
（技術の発展過程に基づき、次の4段階についてTA の概
念を整理。）
①　 技術的要因の高い政策の策定段階におけるTA
②　 技術開発の初期段階におけるTA
③　 技術の実用段階におけるTA
④　 技術の開発、社会への適用に関し社会問題化した技
術を対象としたTA
1976．11昭和 50 年度科学技 科学技術の適用に当たって事前にその影響を評価するこ
術白書 と （TA ）の重要性が認識された。
1977．1 （財）日本産業技術 「人間が将来とも健康でしかも安定した生活が送れるた
振興協会 「テクノロ めに、技術を真に人間、自然、社会の発展に貢献できるよ
ジー ・アセスメント うに技術開発をすすめ、その運営を図る」と定義されてい
の演習－トレーニン るTA の理念は、突然に降って湧いたものでなく、企業の
グの方法と記録」 基本的理念として経営の根底にとらえられているべきもの
である。
今まで、TA　という言葉を使用しないで同様の手順を大
なり小なり進めてきた企業は多いと考えられる。TA はそ
れらの考え方を発展させたものである。
1977．3 （財）政策科学研究 TA を広義に解釈した場合、それは技術開発活動と社会
所 「テクノロジー ・ 活動との合意形成を図るための一つの手段ということにな
アセスメントの方法
論に関する実証研究
調査」
る。
先進諸国からの技術導入によって経済 ・社会的な発展を
達成したわが国にとって、自然や社会に及ぼすかもしれな
い技術のインパクトを予め予測することによって、技術の
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適用を管理できるだけでなく、技術の発展をも望ましい方
向に誘導できる有効な手法として紹介されたTA は極めて
魅力的であった。
1977．11第 82 回国会　 衆議 科学技術の進歩に伴い出てくるような負の影響を事前に
院科特委　 科学技術
庁計画局長答弁
よく評価すること。
1978．4第 84 回国会　 内閣 いわゆるTA は、日本語で技術評価と訳しましょうか、
委員会　 科学技術庁 新しい技術の適用、開発にあたっては事前にその技術が及
計画局長答弁 ぼす影響についていろいろな角度から評価をしていくとい
うこと。
1979．3未来工学研究所 （科 （TA 経験者の認識）留意点のまとめ
学技術庁委託）「わ （6）TA の概念の拡大化
が国におけるテクノ TA　とは、そもそも技術アレス ト的な活動ではなく、技
ロジー ・アセスメン 術が社会的に受容され、定着化するように誘導するための
トの実態調査」 活動であり、技術開発成果を社会に導入する際の合意形成
を得るための活動である。現在は、従来のネガティブイン
パクトの評価を中心とした TA にPA 思想を加味した、よ
り広い概念のTA の実施が重要となってきている。
1979．9昭和 53 年度科学技 社会経済からの科学技術に対する要請がますます多様化
術白書 するに伴い、科学技術が社会経済にもたらす正及び負の影
響、特に社会経済に対する悪影響を事前に予測し、広範か
つ総合的な立場に立ってその評価を行ういわゆるTA の考
え方が近年重視されてきており、取り入れられている。
1980．8昭和 54 年度科学技 TA は、新しい技術開発が人間、社会、環境に及ぼす影
術白書 饗を事前に予測、評価して、技術のもたらす悪影響を最小
限に押さえる方法であり、科学技術政策にも重要な影響を
与えるものである。
1984．3 （財）日本産業技術 （企業への調査票）
振興協会 「企業にお この調査におけるTA の意味づけは、下記の1～4 のい
けるテクノロジー・ づれかを含むものとしてなるべく広くお考えください。
アセスメントの実態 1　通商産業省の産業技術審議会 TA 部会によれば、広義
調査報告書」 には
（り　人類の福祉に寄与するものとして技術をとらえる、
技術理念の確立
②　 技術の理念に基づき技術の自然及び社会への影響を
分析評価する手法の個々の技術への適用ともいうべき
技術の評価
（診　 技術を真に人類社会にとって望ましい方向に導くた
めの措置を伴う技術の誘導
の三つを総括する概念、すなわち技術管理としてとらえ、
狭義には技術の評価、すなわち 「技術の開発及び適用に
際して、その利害得失を総合的に評価すること」を意味
するものと定義され、その目的は産業技術審議会の前身
である工業技術協議会の TA 部会によれば、「技術によ
ってもたらされる悪影響を極小にまで低減し、その範囲
の中で効用を最大限のものとすること」とあります。
2　 アメリカの国立科学財団 （NSF）によれば、「TA とは
技術開発のもたらしそうな結果を探求かつ評価し、何が
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起こるかを広く受け容れられる形で記述するものであ
る」とされ、その目的は、「このような探求及び評価に
おける努力の質的向上を図り、それにより技術的秩序の
より建設的な発展を促すことである」とあります。
また、アメリカ議会のテクノロジー ・アセスメント局
（OTA ）によれば、その任務はテクノロジーの応用の
結果として生ずると予想される有益あるいは有害な影響
を早期に指摘し、以下の作業を行うものとする。
（丑　 ある技術もしくは技術プログラムについて現在もし
くは将来予想される影響を指摘すること
②　 可能な限り、その因果関係を明らかにすること
③　 特定のプログラムを実行するうえで、どのような技
術上の手法が存在するかを明らかにすること
④　 所要の目的を達成するうえで、どのようなプログラ
ムが考えられるかを明らかにすること
⑤　 こうした手法やプログラムの影響を評価し、比較す
ること
等とあります。
3　 企業の視点からは、「TA」という語を使うかどうかは
別として、新しい技術の開発及び適用に際し、その技術
の導入による影響を多面的な見方で事前に予測し、その
利害得失を総合的に評価して、企業活動に役立てようと
することであると考えられます。このことは実際的には
多くの企業で、慣行化されていると思われます。
4　 さらにまた企業においては、新技術、新製品の開発 ・
適用 ・導入に際し、自社の企業利益の確保と共に、社会
的責任をバランスさせ、さらに積極的には世間からあの
会社は良心的な会社である （コーポレイ ト・アイデンテ
イティーがある）という企業イメージを持たせるための
種々のアセスメント活動が行われていると思いますが、
これらもTA 活動と同質のものと見なすべきであると考
えます。
1986．2 近藤悟 「テクノロジ TA　とは、科学技術と人間社会 （自然環境も含む）との
ー ・アセスメントの 調和ある発展を図っていくために、科学技術の研究開発及
新展開」（技術と経 び適用に際して事前に科学技術がもたらすであろう影響を
済1986／2） プラス面だけでなくマイナス面も含めて、いろいろな側面
から予測 ・評価し、望ましい方向に科学技術を導いていく
ことである。
1986．2岸田純之助 「対談 だからTA を説明する時に私は、出来るだけ見落としの
ハイテク時代のテク ない技術開発をしていくために新しく開発された手法の名
ノロジー ・アセスメ 前なんだ、と言うのです。プラスとマイナスの両方を考え
ント」（技術と経済 てそのマイナスの方をやめさせるのがTA だとは必ずしも
1986／2） 考えない。
1990．11 経済企画庁 「平成2 TA　とは、技術のもたらす可能性、技術的、経済的効果
年版国民生活白書」 のほか、その技術が自然、人間、社会などに与える影響を
総合的に予測評価し、必要な対策を兄いだし、意思決定に
反映させることにより、必要な対策を兄いだし、技術を望
ましい方向へ導くことを支援する一手法である。
TA の考え方は 1960 年代後半に登場し、1970 年代にか
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けて盛 り上が りを見せた。当時の社会的背景 を見 ると成長
のひずみ として都市間題や環境問題の深刻化、天然資源の
不足等の問題が 目立 ちは じめ、宇宙、軍事、原子力等の巨
大科学の管理 システムに対する不安 も発生 した時期であっ
た。
1991．3 （財）未来工学研究 1969 年 当時、我が国では公害 問題 が顕在化 ・深刻化 し
所 「技術開発 に伴 う てお り、科学技術 と人間社会 との調和の問題が検討 を迫 ら
環境影響検討基礎調 れる状況になっていた。その ような状況の中で、公害面か
査－テクノロジー ・ らの科 学技術 の見直 しのた めの ソフ トテ クノロジー と し
アセ スメン トシステ
ムの構築 －」
て、TA への関心、期待は高まっていった。
（注）「TA」とは、テクノロジー・アセスメントの略語である。
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添付資料10
技術の展開過程におけるテクノロジー・アセスメント
C禦葺禁撃禦含量芸露呈這蒜蒜孟夏よ霊震票害9岩）ノ詳一°アセスメ〕
技術 的要 因の高い政策 の策 定 技術 開発の初期 の段 階にお け 技術 の実用段 階におけ るテ ク 技術 の開発、社会へ の適用 に
段 階にお け るテ クノ ロジーア
セ スメ ン ト
るテ クノロジー アセ ス メン ト ノロジー アセ スメ ン ト 関 し、社会 問題化 した技術 を
対象 と したテ クノ ロジー アセ
スメ ン ト
役
割
技術 的要 因の高い政策 の策定 ・技術 の開発 、その社 会への ・主 と して技術 の適 用に伴 う 技術 の開発 、社会 への適 用に
に視 す る情報 の提供。 適 用 につ いての最適 案 の検 負 の影 響 の事 前予測 。 関 し、国 民の判 断 を求 め るた
討。
・技術開発課題 の選 定。
・負 の影 響 に対す る対応 策 の
見 通 し。 （負 の影響 に対す
る先 取 り的対応 ）
めの情報 の提供。
対 政策 の策 定に あた り長 期的視 研 究開発 プ ロジェ ク トの対象 研 究開発 プ ロジ ェク トの対象 社 会 問題化 した技術
象 点か ら解決 が要請 され てい る とな る新技術 とな る新技術 例
課 技術 例 例 ①超 音速機
題 例① 資源　　　　 ②食 糧 ①人 工酵素 ① 新交通 システ ム ②石 油 タンパ ク
③ェネル ギ 　ー ④廃 棄物 ② レーザ ②高層建 築
効
果
適 正 な意 思決 定 適 正 な意思決 定 負 の影 響 の防止 国民 の理解 の増進
分 定型的 な もの な し。 ①　 正、負 の影響評 価 ①　 負 の影響評 価 ①　 正 、負の影響評価
析
法
②　 代替案 ②　 対応策
実
施
時
期
政策策 定時 研究 開発段 階 技術 の実用段 階 問題発 生時
添付資料11
OECDが提案したテクノロジー・アセスメントの手順
技術の社会的管理
に対する要請
TA実施機関
資源：
資　金
機　関
人　材
研究ティーム
（構成）
一般国民の認識
意思決定の過程
0感知と早期警報メカニズ
ム
0問題解決の責任の所在の
決定
0プロジェクトの決定
0プロジェクトに対する資
源の配分
○適切な代替案の選択
○政治的な支持と反対のト
レード・オフ
○決　定
○実　施
分　析　過　程
0問題の明確化
oTA実施の範囲前提条件
案
0関連する技術的代替案の
列挙
○インパクト分野の明確化
○インパクトの評価
0推進意思決定機関の明確
化
○利害関係者等の明確化
0代替案
0代替案の総合的評価と結
論
情　報　過　程
0情報源の明確化
0関連データの収集
○代替案に関する情報
0影響を受ける主体に関す
る情報
0支持者の反対に関する情
報
0利害関係者の弁護と防衛
に関する情報
0法制度に関する情報
0意思決定者との情報交換
の流れ
0一般人への情報伝達
外的要因・制約条件
国際的要因・制約条件
TAの品質管理 代替案の総合的提示 利害関係者
資料：科学技術庁計画局『テクノロジー・アセスメントの方法（事例研究にもとづく解説・資料）』
（1975年）
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